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要旨 

 

JAEA および NUMO は，概要調査段階における処分場の設計・性能評価に関

連する主要な技術テーマを対象に 2011 年度から共同研究を進めている。本共同

研究は，JAEA がこれまで蓄積してきた技術やノウハウを，NUMO が今後行う

精密調査地区の選定などの処分事業に適用できるよう，実施主体の視点に沿っ

て実用化を図っていくための具体的な考え方と進め方を策定するとともに，必

要な開発課題と今後の計画を明らかにすることを目的としている。  

対象とした技術テーマは，(1)水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法

に関する検討，(2)シナリオの構築方法に関する検討，(3)核種移行パラメータの

設定方法に関する検討であり，それぞれの方法論について検討を進めた。(1)に

ついては，水理地質構造モデル構築手法の事例調査に基づいて，得られた知見

を評価ツリーとして整理し，モデルの不確実性やそれらの評価項目への影響な

どについての検討を行った。(2)については，シナリオの構築方法に関する検討

について，状態設定手順を実務的な観点から，さらに見直すとともに，セメン

ト影響とガラス溶解挙動について，知見の体系的な整理と不確実性の影響につ

いて解析的検討を行った。(3)については，母岩の分配係数を対象に，国内外の

事例調査をもとに複数の設定手法を整理し，堆積岩及び花崗岩への適用を通じ

妥当性や課題を確認した。さらに，溶解度について，溶解度制限固相の決定を

含む設定手法を検討し，主要核種への適用を通じ妥当性や課題を確認した。 
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  JAEA and NUMO have conducted a collaborative research work which is designed 

to enhance the methodology of repository design and post-closure performance 

assessment in preliminary investigation stage. With regard to (1) study on rock 

suitability in terms of hydrology, based on some examples of developing method of 

hydro-geological structure model, acquired knowledge are arranged using the tree 

diagram, and model uncertainty and its influence on the evaluation items were 

discussed. With regard to (2) study on scenario development, the developed approach 

for “defining conditions” has been reevaluated and improved from practical viewpoints. 

In addition, the uncertainty evaluation for the effect of use of cementitious material, as 

well as glass dissolution model, was conducted with analytical evaluation. With regard 

to (3) study on setting radionuclide migration parameters, based on survey of precedent 

procedures, multiple-approach for distribution coefficient of rocks was established, 

and the adequacy of the approach was confirmed through its application to sedimentary 

rock and granitic rock. Besides, an approach for solubility setting was developed 

including the procedure of selection of solubility limiting solid phase. The adequacy of 

the approach was confirmed through its application to key radionuclides.  
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第1章 はじめに  

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下「JAEA」という）は，1999年に報告書「わ

が国における高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性―地層処分研究開発第２次

取りまとめ―」（以下「第２次取りまとめ」という）（JNC，1999）を作成し，処分事業や

安全基準などの整備に向けた技術的拠り所を示した。それ以降，深地層の研究施設，地層

処分放射化学研究施設などを活用して，地層処分技術の信頼性向上や安全評価手法の高度

化に向けた基盤的な研究開発を，国の基盤研究開発として進めている。 

原子力発電環境整備機構（以下「NUMO」という）は，「特定放射性廃棄物の最終処分

に関する法律」（平成 12年 6月法律第 117号，以下「最終処分法」という）で定められた

特定放射性廃棄物（高レベル放射性廃棄物）の最終処分の事業主体として設立された。そ

の後，2007年の最終処分法改正に伴い，長半減期低発熱放射性廃棄物の一部も地層処分の

対象とされ，これも事業の対象に加えた。これらの放射性廃棄物を対象として，最終処分

事業の安全な実施，経済性および効率性の向上などを計画的に実施していくことを目的と

した技術開発を行ってきた。 

NUMOの業務のうち，精密調査地区の選定では，概要調査から得られる限られた地質環

境の情報に基づき，熱・水理・力学などの複数の視点から対象となる母岩を選定したうえ

で，それに基づく処分場の概念設計や長期安全性に関する性能評価を行う（NUMO，2011）。

概念設計では，熱環境，力学場，水理場などの複数の視点から，処分場が配置される空間

的な位置についての検討を進めることが重要である。性能評価では，長期の安全性に関す

る見通し，および課題とその対策に対する方向性を示すことが肝要となる。 

このため，設計・性能評価に関連する課題について，JAEA がこれまで蓄積してきた技

術やノウハウを，NUMO の精密調査地区の選定などの処分事業に反映できるよう，2011

年度より共同研究を開始した。2013年度の共同研究は，2012年度までに検討した実施主体

の視点に沿った設計・性能評価手法の方法論をより具体化することを目的とする。また，

本共同研究を通して，技術開発に関する新たな課題やニーズが認識され，国の基盤研究開

発やNUMOの技術開発へフィードバックされることが期待される。 

なお，JAEA および NUMO は，2001 年 6 月に「特定放射性廃棄物の地層処分技術に関

する協力協定」（以下「協力協定」という）を締結し，上記双方の目的を実現させるため，

国民の理解と協力を得ることが極めて重要であるとの認識のもとに，双方の技術開発の成

果を積極的に公開しながら，情報交換の透明性を確保した上で，情報交換や技術者の交流

などの技術協力を進めてきている。本共同研究は，協力協定第 4条（3）の規定に基づき，

双方が必要と認めたテーマについて実施するものである。なお，本共同研究は，従来から

進めてきた情報交換などの交流などに加え，JAEAからNUMOへの技術移転の一端を担う

ことが期待される。 

本報告書では，まず，第２章において，概要調査段階と共同研究テーマとの関係につい

て記述する。そして，第３章～第５章では，各テーマに関する背景，目的，成果，今後の
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課題についてそれぞれ記述する。具体的に，第３章では水理の観点からみた母岩の適性を

評価する方法に関する検討，第４章ではシナリオの構築方法に関する検討，第５章では核

種移行パラメータの設定方法に関する検討について述べる。さらに，第６章では，本共同

研究で得られた成果を概括する。  
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第2章 概要調査段階と共同研究テーマとの関係  

本章では，わが国の地層処分事業の特徴，概要調査段階の特徴，概要調査段階の設計・

性能評価における主要な実施事項について概説したうえで，本共同研究で取り扱う技術テ

ーマの位置付けについて述べる。 

2.1 わが国の地層処分事業の特徴 

わが国は，変動帯に位置し，安定大陸に比べてプレート運動に起因する地震・断層活動，

火山・火成活動，隆起・侵食などの自然現象が活発である。わが国の地層処分における長

期的な安全性を確保するためには，まず，将来にわたりこれらの自然現象の著しい影響が

見込まれる場所を回避する必要がある。また，地質環境特性としては，山がちで海に囲ま

れた地形・地理条件，変動帯に特有な複雑な地質構造や多種多様な岩種，豊富な地下水や

高い地下水位などの特徴を有する。したがって，それらの長期的な変遷も考慮したうえで，

地層処分にとってより好ましい条件を有する場所を選定することが重要である。 

高レベル放射性廃棄物の処分事業は，「最終処分法」に定められたところに従って，「概

要調査地区，精密調査地区及び最終処分施設建設地の選定」，「最終処分施設の建設」，「最

終処分（最終処分施設の操業）」，「最終処分施設の閉鎖」，「閉鎖後管理」と順次進められる

（NUMO，2004）。なお，NUMO は，最終処分法および原子炉等規制法に基づく手続きを

勘案し，処分事業を以下の 10段階に分けて進めることを考えている（NUMO，2011）。 

 

① 概要調査地区選定段階（文献調査の段階） 

② 精密調査地区選定段階（概要調査の段階） 

③ 処分施設建設地選定段階（精密調査の段階のうち，地上からの調査段階） 

④ 処分施設建設地選定段階（精密調査の段階のうち，地下調査施設での調査段階） 

⑤ 安全審査の段階（事業許可申請） 

⑥ 処分施設の建設段階 

⑦ 操業段階（操業期間中） 

⑧ 閉鎖措置計画認可申請の段階 

⑨ 閉鎖段階 

⑩ 閉鎖後の管理を経て事業廃止に至る段階 
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2.2 概要調査段階の特徴 

地層処分を事業として安全に行うための最初の取り組みとしては，国民の理解を得て，

最終処分法に基づき，3 段階の選定過程を踏まえ，適切な処分施設の建設地を選定するこ

とである。ここで，3段階の選定過程は，前述の①～④に対応する。 

このうち，精密調査地区選定段階における安全確保に係わる目標，具体的な目標達成に

かかわる要件と成果として公表する安全確保にかかわる主要文書を表 2.2-1 に示す。安全

確保に関わる目標のうち，長期安全性確保の見通しは，当該段階の設計・性能評価が密接

に関係するものである。 

 

表 2.2-1 精密調査地区選定段階における目標や要件（NUMO，2011） 

・本段階における事業目標 ：精密調査地区選定 

・安全確保にかかわる目標 ：自然現象の著しい影響の回避 

長期安全性確保の見通し 

事業期間中の安全性確保の見通し 

・目標達成にかかわる要件 ：法定要件への適合性 

精密調査地区選定の環境要件への適合性 

安全審査基本指針への適合性 

自主基準（考慮事項含む）への適合性 

・安全確保にかかわる主要文書 ：概要調査に関する法定報告書 

概要調査に基づく概念設計と予備的安全 

評価に関する報告書 

 

安全確保に関わる目標や要件を事業の中で実現していくためには，「サイト調査・評価」，

「工学的対策」，「安全評価」という三つの専門分野を連携させ，情報を統合化することに

よって，各段階における意思決定につなげていくことが重要である（図 2.2-1）。 
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図 2.2-1 三つの専門分野間の連携（NUMO，2011） 

 

概要調査段階では，調査結果に基づき安全性確保の見通しを得て，関係者の合意も得た

上で精密調査地区の選定を行い，次のサイト選定段階である精密調査の段階へと移行する。

精密調査の段階では，地上からのより詳細な調査（精密調査段階〔前半〕）の結果に基づき，

処分施設の基本レイアウトを決定する。また，次段階の地下調査施設における建設・操業

技術の実証に備え，人工バリアの仕様の決定も行う。地下調査施設を用いての調査（精密

調査段階〔後半〕）では，地下調査施設での調査や実証試験の結果に基づき，事業期間中お

よび閉鎖後長期の安全性が確実に確保できることを確認した上で，処分施設建設地を選定

し，その後，事業許可申請を行うことになる（図 2.2-2）。したがって，精密調査の段階に

おける時間的にも経済的にも大きな投資を考慮すると，精密調査地区選定時までにその地

点における地質環境の長期的な安定性と地層処分場の技術的成立性について，NUMOが一

定の自信を持って判断できることが重要である。これらの点から，NUMOは，精密調査地

区選定段階における実施事項を，三つの専門分野と意思決定の観点から整理している（図

2.2-3）。このうち，当該段階における設計・性能評価に関する主要な実施事項を図 2.2-3に

おいて赤枠で示す。 
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図 2.2-2 サイト選定プロセスにおける精密調査地区選定の位置づけ（NUMO，2013） 
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図 2.2-3 精密調査地区選定段階における実施事項フロー図（NUMO，2011） 
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2.3 概要調査段階の設計・性能評価における主要な実施事項 

本節では，概要調査段階における設計・性能評価における主要な実施事項として，候補

母岩の選定，処分場の概念設計，予備的な安全評価について記述する。 

 

2.3.1 候補母岩の選定 

母岩としての適性を有する地層（または岩体）を候補母岩として選定する。候補母岩は，

地質環境モデルや地質環境特性の長期変遷に関する検討などから得られる情報に基づいて，

熱や力学などの複数の項目について評価し，さらに天然バリアとして求められる安全機能，

廃棄体および人工バリアの設置環境として好ましい処分環境の条件，ならびに所定量の廃

棄体を収容できる岩体の広がり（処分場の収容性），工程・経済性などの処分事業の成立性

の観点から評価を行い選定する。その際には，地下深部の地質や断層の空間的な分布など

の地質環境特性データが持つ不確実性について考慮する必要がある。なお，候補母岩は上

述の条件を満たすのであれば，複数の地層や岩体を選択する可能性もある。これらの評価

は，処分場の設計のみで行うものではなく，地質環境の調査・評価および安全評価と連携

して，ニーズの提示や結果のフィードバックを反復的に実施しながら進める。 

 

2.3.2 処分場の概念設計 

処分場の概念設計では，地質環境の調査・評価から得られる地質環境モデルと候補母岩

の特性に基づき，人工バリアの設計，地下坑道の設計，地下施設の基本レイアウトの設定

などを実施する。この段階での人工バリアの設計では，サイトの地質環境特性，人工バリ

アの施工技術開発の成果や後述の予備的な安全評価などに基づいて，材料設計および形状，

寸法などの仕様を設定する。この際には，材料の長期挙動の評価結果などを反映した人工

バリアの長期健全性の評価を行う。地下坑道の設計では，概要調査で得られた地下深部の

岩盤の応力状態や力学特性などに基づき，合理的な掘削方法や施工手順を設定し，力学的

安定解析を実施して坑道の仕様を決定する。処分場の地下施設の位置，深度，処分パネル

やアクセス坑道などの基本レイアウトの設定は，候補母岩の評価・選定の結果，および主

要な地下水流動方向などを踏まえた天然バリア中の放射性物質の移行抑制の観点に基づい

て設定する。これらの結果は，後述の予備的な安全評価の結果と統合化して包括的にサイ

トの地質環境特性への適合性を評価し，必要に応じて人工バリアの仕様や基本レイアウト

の設定にフィードバックし，事業者として地層処分の安全性が確保できることの見通しを

得るとともに，次段階の精密調査の計画立案に反映させる。 
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2.3.3 予備的な安全評価 

概要調査段階では，地質環境特性や地質環境モデル，人工バリアの基本仕様や処分施設

の基本レイアウトに基づき，予備的な安全評価を行う。この結果は，処分場の概念設計に

フィードバックし，人工バリアの仕様や基本レイアウトの設定に反映して，事業者として

長期の安全性が確保できることの見通しを得るとともに，次段階の精密調査の計画立案に

反映させる。予備的な安全評価を行うにあたっては，サイトの地質環境特性の変遷やそれ

を考慮した人工バリアの長期挙動を踏まえたシナリオの作成，モデルの設定や，核種の拡

散・収着などのパラメータ設定が必要である。シナリオの構築においては，地層処分シス

テム全体と各要素の長期的な変遷，人工バリアおよび天然バリア中での核種移行に関する

現象などを状態設定として記述した上で，それに基づいて安全評価シナリオを作成する。

安全評価に用いるモデルは，ソースタームモデル，人工バリア中の核種移行モデル，天然

バリア中の核種移行モデルなどで構成され，シナリオを作成した後は，シナリオから導か

れる解析ケースに対応するようにモデルを設定する。パラメータ設定に関しては，現地の

試料を利用して取得したデータ，または既存のデータベースとを比較して，地下水条件へ

の依存性などの分析評価を通じて設定を行う。安全評価は，上述したシナリオの作成，モ

デル，パラメータの設定に基づいて実施する。 

なお，地層処分の安全評価では，原子炉などの通常の原子力施設に対する評価期間と比

べて対象とする期間が非常に長いこと，天然の地層という不均質で大きな空間領域を対象

とすることを考慮する必要がある。これらに起因する不確実性に対しては，地質環境の調

査・評価により低減するが，完全に取り除くことはできないため，安全評価では，残され

た不確実性を，シナリオ，モデル，パラメータの不確実性として考慮する必要がある。 

 

2.4 本共同研究における実施内容 

上述したように，NUMOは概要調査段階における主要な実施事項として，この段階での

調査結果に基づき，候補母岩の選定，処分場の概念設計および予備的な安全評価を実施す

る。本共同研究では，これらの作業を実際の事業において効率的に実施するため，とくに

候補母岩の選定方法，予備的な安全評価に用いるシナリオやパラメータの設定方法の具体

化に着眼し，次の三つの技術テーマを取り上げている。 

(1) 水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法に関する検討 

(2) シナリオ構築手法に関する検討 

(3) 核種移行パラメータの設定方法に関する検討 

本節では，これらのテーマに関して，今年度の共同研究での実施内容について述べる。 
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2.4.1 水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法に関する検討 

地下施設を建設し廃棄体を埋設する対象となる岩体を「母岩」と呼ぶ。母岩の選定にあ

たっては，処分システムとしての長期的な性能に加え，施設の設計／施工上必要な力学場

や水理場などの複数の視点から，好ましい特性をもつ領域を明らかにするための評価を行

うことが求められる。 

本共同研究では，このような母岩の選定に関する考え方や手順の整備に資することを目

的に，母岩としての適性を評価するための項目と評価方法の整備を進め，これまでに主に

地下水移行時間を例に評価方法を整理し「評価ツリー」として取りまとめた。また，結晶

質岩を対象とした場合の評価ツリーの適用方法を具体的な事例として示した。 

今年度は，母岩としての適性を評価する方法の体系化を目指して，母岩の水理特性の評

価方法に関する既存の知見の整理を進める。具体的には，地下水移行時間や他の項目を評

価対象とした事例について，水理地質構造モデルの構築方法や不確実性の取扱いに関する

知見の調査を行い，得られた知見をとりまとめて評価ツリーなどを活用した体系的な整理

を進める。また，評価ツリーの適用方法の検討として，結晶質岩と堆積岩を対象とした場

合のそれぞれについて，具体的な地質環境のデータに基づき評価ツリーに従った評価を試

行するとともに，具体的な適用方法や課題などを整理する。 

 

2.4.2 シナリオ構築方法に関する検討 

シナリオは地層処分の安全性を示す観点から閉鎖後の長期にわたる処分システムに想

定される種々の挙動を記述するものである。原子力安全委員会では，2004年に放射性廃棄

物処分の評価にリスク論的考え方の導入を提案しており，精密調査地区の選定にあたって

の長期安全性の提示には，この考え方に基づく対応を準備しておく必要がある。このため

概要調査に基づき設定するシナリオにはそれらの蓋然性を併せて論ずることが求められる

ことが考えられ，それを裏付けるための論拠を示すことが重要である。このため，リスク

論的考え方に基づくシナリオ構築について，その基本的な考え方と手順を具体化しておく

必要がある。 

本共同研究では，上記シナリオ構築に関する基本的な考え方や手順の整備に資すること

を目的に，主として人工バリアとその周囲岩盤からなるニアフィールドに着目し，状態設

定に関する作業の具体化と試行を継続する。具体的には，昨年度までに検討してきた状態

設定構築フローに沿って，考慮する現象をより充実させた状態設定の試行を実施すること

により適用性の検討をさらに進めるとともに，これらを通じて，状態設定構築フローの改

良を行う。また，状態設定において検討が必要となる不確実性要因について，解析的アプ

ローチによって不確実性が処分システムの性能に与える影響についての理解を進め，その

取扱いについての考え方を整理する。さらに，状態設定に係る作業プロセスや論拠等の知

見について透明性と追跡性を確保できるように，体系的な整理を進めるとともに，既存の

ツールも活用しつつ電子化を行う。 
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2.4.3 核種移行パラメータの設定方法に関する検討 

性能評価の信頼性を向上させるためには，評価に用いるシナリオやモデルとともに高い

品質が確保されたパラメータを設定することが不可欠であり，核種移行パラメータはこう

した品質を確保すべき最も重要なものの一つである。また，事業の進展に伴い増加する地

質環境等の情報の種類と量に加え，情報に必然的に伴う不確実性の取扱いについての基本

的な考え方と手順を構築しておくことが極めて重要となる。  

本共同研究では，核種移行パラメータのうち分配係数および溶解度に着目する。パラメ

ータ設定に関する多様な不確実性の取扱いに関する最新の知見を，海外事例を中心として

調査するとともに，これまでに検討したパラメータ設定方法の検証に資するデータやモデ

ルに関する調査を行う。これらに基づき，概要調査段階におけるパラメータ設定方法と不

確実性評価の方法論を，昨年度までに検討したものをベースに改良するとともに，具体的

な設定事例とともに提示する。さらに，パラメータ設定に係る作業プロセスや論拠等の知

見について透明性と追跡性を確保できるように，体系的な整理を進めるとともに，既存の

ツールも活用しつつ電子化を行う。 
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第3章 水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法に関する検討 

 

3.1 はじめに 

本章では，精密調査地区選定段階における母岩の選定に関する基本的な考え方や手順の

整備に資することを目的に，水理の観点からみた母岩としての適性を評価するための項目

と評価方法の整備を進めた。 

本検討では，地下施設を建設し廃棄体を埋設する対象となる岩体（または地層）を「母

岩」と呼ぶ。精密調査地区選定段階では，法定要件などに照らして不適格な場所を避けた

うえで，その適性を評価して母岩を選定する。母岩としての適性は，地質環境の調査によ

る地質環境モデルなどの情報に基づき，熱環境，水理場，力学場，化学環境などの処分場

の設置環境の観点，および，岩体の広がりや工程・経済性など，事業の成立性の観点から

評価する（NUMO，2011）。その適性を評価するための具体的な項目の検討に際しては，

安全評価や処分場の概念設計にとって重要な項目と，調査などで取得する情報に基づき評

価可能な情報を関連づけた整理が重要である（Vomvoris et al., 1996; Ström et al., 1999; 

Andersson et al., 2000）。しかしながら，概要調査などの調査の初期の段階で得られる地質環

境に関する情報は，項目，数量ともに限られるため，地質環境モデルには比較的大きな不

確実性が含まれると考えられる。特に，水理場については，断層や割れ目などの岩盤の透

水性に影響を与える構造が不均質に分布し，その透水性の分布も数桁にわたってばらつく

可能性があることから，力学場，熱環境，化学環境などに比べて不確実性を伴いやすいと

考えられる。そのため，調査の進展に伴って変化する地質環境の理解の度合いや地質環境

モデルの不確実性を考慮して，母岩の適性を評価する方法論を整備しておくことが好まし

い。以上のことから，本検討では，水理の観点から母岩の適性を評価するための項目と，

それを評価するための方法論の整理を 2011 年度より進めてきた。 

2011 年度は，母岩としての適性を評価するための項目のうち，水理場に関する「評価項

目」を一覧表として整理するとともに，母岩の特性を表す重要な項目の一つとして地下水

移行時間を例に結晶質岩を対象とした評価方法をツリー構造で整理（「評価ツリー」と呼ぶ）

した（江橋ほか，2012）。評価ツリーは，以下に挙げる特徴をもつ。 

 

・ 評価の対象となる項目を起点としてトップダウン的に，モデル化・解析手法，パラメー

タ，データセット，調査データ，調査手法の選択肢とそれらの関連性が示されている。 

・ データの解釈やモデルの設定における複数の仮定（場合分け）から生じる代替ケースや，

代替モデルの選択肢が系統的に示されている。 

 

2012 年度には評価ツリーの拡充として，スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社（以下，

「SKB」という）が 2011 年に公開した SR-Site（SKB, 2011）を参考事例として，水理地質

構造モデルの構築に関する具体的な方法を調査し，水理地質構造モデルの構築を試行して，
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得られた知見を「評価ツリー」に整理した（黒澤ほか，2013）。また，堆積岩を対象とした

評価手法に関する知見を整理した評価ツリーの整備を進め，評価ツリーの適用方法を具体

的な事例として示した。 

2013 年度は，母岩としての特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリーの拡充

を進めるために，SR-Site における地質構造モデル構築手法の事例，超深地層研究所計画な

どにより取得されたデータを活用した水理地質構造モデル構築手法の事例，幌延深地層研

究所の周辺地域を対象とした水理地質構造モデル構築の事例，NUMO と米国 Lawrence 

Berkeley National Laboratory（LBNL）の共同研究「Development of Hydrologic Characterization 

Technology of Fault Zones（断層の水理特性の調査・評価手法に関する検討）」（以下，Fault 

Zone Hydrology Project と呼ぶ）で実施された調査と水理地質構造モデル構築事例などを調

査し（3.2.1 節），得られた知見を評価ツリーとして整理した（3.2.2 節）。また，評価ツリー

の適用方法の例示として，第２次取りまとめの設定，SR-Site の情報，Fault Zone Hydrology 

Projectの情報を活用した水理地質構造モデルの不確実性検討やそれらが評価項目の算出結

果に与える影響，設計や性能評価の観点を考慮した評価項目算出条件の検討などについて

検討した（3.3.3 節）。さらに，母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリー

の構築とその適用事例について，国内外の専門家と意見交換を行った（3.4 項）。 

これらの検討により，水理の観点から母岩としての適性を評価するための手順の具体化

や評価手法の高度化に向けた課題を整理した。 

 

3.2 評価ツリーの整備・拡充 

本節では，母岩の適性を評価する方法の体系的整備に向けた評価ツリーの拡充のために，

国内外における母岩の水理特性の評価手法に関する知見の整理をさらに進めた（3.2.1 節）。

結晶質岩を対象とした事例として，(i)超深地層研究所計画における水理地質構造モデル構

築事例と，(ii)SKB が Forsmark サイトで実施した SR-Site における水理地質構造モデル構築

手法の事例について，2011 年度より実施してきた調査，整理を補完するための調査を行っ

た。そして，2012 年度に作成した堆積岩地域を対象とした評価ツリーの拡充事例として，

(i)幌延地域を対象とした水理地質構造モデル構築事例について追加的に調査するとともに，

(ii) NUMOとLBNLが共同研究で実施したFault Zone Hydrology Projectにおける水理地質構

造モデル構築手法の事例について調査を実施した。これらの調査によって得られた知見は，

それぞれの具体的な事例ごとに評価ツリーを活用して整理し（3.2.2 節），それらに基づき

結晶質岩などの亀裂性媒体を対象とした場合と，堆積岩を対象とした場合のそれぞれの評

価ツリーを更新した（3.2.3 節）。 
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3.2.1 三次元水理地質構造モデル構築手法に関する事例の調査 

（1） 結晶質岩を対象とした事例の調査 

（i）超深地層研究所計画における水理地質構造モデル構築事例 

超深地層研究所計画などの地表からの調査で取得されたデータを活用した水理地質構

造モデル構築の検討は，水理地質構造の概念モデル構築手法に起因した不確実性を評価す

ることを目的として，同一領域，同一データに対して，異なるモデル化手法を適用してい

る（例えば，井尻ほか，2003a，2003b）。井尻ほか（2003a）により適用されたモデル化手

法を表 3.2.1-1 に示すとともに，水理地質構造モデル構築に利用されたデータの一覧を表

3.2.1-2 に示す。 

 

表 3.2.1-1 モデル化手法一覧 

（井尻ほか，2003a，表 3-1，p.3-1 を編集） 

コード名 TOUGH2 EQUIV_FLO GETFLOWS Don-Chan 

開発機関 ﾛｰﾚﾝｽﾊﾞｰｸﾚｰ研究所 大成建設 東京大学 埼玉大学 

分類 連続体モデル 連続体モデル 連続体モデル ﾁｬﾝﾈﾙﾈｯﾄﾜｰｸﾓﾃﾞﾙ 

モデル化

手法 

水理特性から不均質

な連続体パラメータ

を推定 

亀裂特性から不

均質な連続体パ

ラメータを推定 

原位置データより

均質な連続体パラ

メータを推定 

地表流を考慮 

割れ目特性から均

質な割れ目パラメ

ータを推定 
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表 3.2.1-2 データ一覧 

（井尻ほか，2003a，表 3-2，p.3-3 を編集） 

種類 データ名 目的と実施内容 

文献調査 
地形図 地形の把握 

地質図 地質構造の把握 

空中調査 

航空写真 リニアメントの把握 

ランドサット画像 リニアメントの把握，広域領域 10km×10km で実施 

スポット画像 リニアメントの把握，広域領域 10km×10km で実施 

地上調査 

弾性波探査 

地質構造の把握，MIU サイトを中心に実施 

反射法：延長 2404m（Line-1=644m，Line-2=500m，

Line-3-1=660m，Line-3-2=600m） 

屈折法：延長 3600m（Line-R-1=1700m，Line-R-2=1900m） 

電磁探査 

（MT 法） 

地質構造（堆積岩と基盤岩の境界）の把握 

広域領域 10km×10km で実施 

地下水位観測 

観測：全 158 孔 

連続観測：全 40 孔（97MS-01～04，99FT-01，99RT-01，

AI-4，AN-1,3,6，DH-3,7,9，GD-1,3，GF-1，GU-1～3，

GM-1～3，KA-1～3，SN-1,3,4，TH-1～8，TH(2)-4,5,7,8） 

水収支観測 
正馬様用地，東濃鉱山，柄石地区の降雨量，蒸発散量，

涵養量，河川流量，東濃鉱山からの排水量の把握 

試錐孔 

コア観察 地質学的性状などの把握 

削孔時逸水量 
高透水性割れ目深度の把握 

DH 孔およびMIU 孔で実施 

ボアホール 

テレビ 

割れ目の深度，走向傾斜，開口幅，充填鉱物の有無など

の把握 

AN-1 孔，DH 孔，MIU 孔で実施 

検層 

キャリパー検層，密度検層，流速，自然γ線，見掛比抵

抗，MICRO 比抵抗，中性子検層，中性子間隙率，間隙

率，RQD，音波検層，自然電位，シングルポイント検層，

温度検層 

水頭観測 
試錐孔内の深度方向の水頭分布の把握 

MP システムにより主に TH 孔で実施 

透水試験（単孔） 

パルス試験，スラグ試験，揚水試験 

透水係数分布の把握 

AN 孔，DH 孔，MIU 孔で実施 

透水試験（孔間） 
孔間揚水試験，長期揚水試験 

地下水浸透経路の把握 
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(a) 不均質連続体モデル（TOUGH2）の事例 

 TOUGH2 は，非等方性かつ不均質な多孔質媒体または割れ目媒体中における多成分・多

相流体と熱流動を対象とし，非定常，非等温流や移流，拡散，溶解現象を表現することが

可能である。TOUGH2 を用いた地下水流動解析のための水理地質構造モデルは，次の手順

で構築されている。 

・地質構造区分の設定 

・水理特性の設定 

・逆解析による水理特性のキャリブレーション 

 

地質構造区分の設定 

 ボーリング調査，地表地質図，電磁探査，弾性波探査の結果に基づき，地質構造を区分

する境界面がクリギングによる補間により推定されている。各地層境界を構築する際に用

いられたデータは，次のとおりである（井尻ほか，2003a，p.4-2～4-3；井尻ほか，2003b，

p.3-9，p.3-16）。 

 

・ 花崗岩－堆積岩不整合境界：地表面地質境界（層厚 0m 境界），電磁探査結果，ボー

リング柱状図による堆積岩の層厚分布の再現 

・ 堆積岩内の各層：ボーリング柱状図および地表面地質境界から各層の層厚分布の再

現 

・ 風化花崗岩と新鮮花崗岩の境界：弾性波探査およびボーリング柱状図より風化花崗

岩層厚の再現 

・ 花崗岩内の黒雲母花崗岩－優白質花崗岩の区分：ボーリングコア観察における境界

深度および正馬様用地における既往解析モデルを元データとしてクリギングによる

補間 

・ 月吉断層は，地質図における断層分布とボーリング調査での産状，地震探査断面か

らの傾斜を用いて再現（井尻ほか，2003b，p.3-12） 

・ リニアメントマップおよびボーリング孔における産状，地震探査断面から 3 つの小

さな断層を再現（井尻ほか，2003b，p.3-13） 

 

 なお，花崗岩内の黒雲母花崗岩と優白質花崗岩は，後述するように両岩相における透水

係数分布が大きく異なる性質を有するために区分，分類されている。堆積岩の層厚分布を

図 3.2.1-1 に示す。三次元地質構造モデル（図 3.2.1-2）は，解析用メッシュに三次元地質構

造分布を重ね合わせることにより構築された（井尻ほか，2003a，p.4-3；井尻ほか，2003b，

p.3-26）。 
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図 3.2.1-1 堆積岩層厚分布図 

（井尻ほか，2003a，図 4.1-3，p.4-3 より） 

 

図 3.2.1-2 クリギングにより発生させた地質境界による三次元地質構造解析モデル 

（井尻ほか，2003a，図 4.1-4，p.4-4 より） 
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水理特性の設定 

 上記で構築した三次元地質構造モデルを解析用メッシュに重ね合わせることによりメッ

シュごとの地質区分を決定し，各メッシュに水理特性が割り当てられた（井尻ほか，2003a，

p.4-4）。解析における重要な水理特性として，透水係数と有効間隙率が設定された。花崗

岩と堆積岩については，それぞれ異なる方法によって透水係数と有効間隙率が設定された

（井尻ほか，2003a，p.4-4）。 

 花崗岩の水理特性は，水理試験結果から求められた透水係数およびボアホールテレビか

ら求められた亀裂密度をもとに，三乗則から次に示す式によって有効間隙率が設定された。

ただし，ボアホールテレビデータから，明らかに水理構造とは関係ないと考えられる観測

結果についてはあらかじめ亀裂密度の計算から除外されている（井尻ほか，2003a，p.4-4；

井尻ほか，2003b，p.3-30）。 

 

𝛷𝑖 = (
12𝐾𝑖

𝑑𝑖
2 )

1
3⁄

 

𝛷𝑖：要素の有効間隙率，𝐾𝑖：要素の浸透率（m
2），𝑑𝑖：要素の亀裂密度（m

2） 

 

 花崗岩における水理試験結果は，試験区間全長が黒雲母花崗岩または優白質花崗岩であ

るものを抽出し，透水係数のオーダーごとに整理されている（図 3.2.1-3）。図 3.2.1-3 によ

れば，黒雲母花崗岩の透水係数はほぼ対数正規分布をしていると解釈されている。一方，

優白質花崗岩は高い透水係数に偏った分布をしているとされている。しかし，試験区間の

選択の仕方によっては観測された透水係数の分布にバイアスが生じる可能性があることに

留意する必要があるとしている。このため，井尻ほか（2003a）では，モデル中の花崗岩の

透水係数について，それぞれ実測の透水係数を区間長さで重みづけしたデータを，各要素

にランダムサンプリングして割り当てている。また，有効間隙率は，亀裂密度を同様にラ

ンダムサンプリングで割り当てたのち，三乗則によって求めた平均亀裂開口から算出した

（井尻ほか，2003a，p.4-5；井尻ほか，2003b，p.3-30）。なお，風化花崗岩についても，上

述と同様の方法で設定している（井尻ほか，2003b，p.3-32）。 
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図 3.2.1-3 花崗岩中における水理試験結果による透水係数分布 

（井尻ほか，2003a，図 4.1-5，p.4-6 による） 

 

 堆積岩の透水係数は対数正規分布すると仮定し，平均値と標準偏差を与え，乱数によっ

て各要素の透水係数を設定した。また，有効間隙率は地層ごとに一定の値を設定している

（井尻ほか，2003a，p.4-5；井尻ほか，2003b，p.3-17～3-18）。表 3.2.1-3 に堆積岩の透水係

数の統計量および有効間隙率の設定値を示す。 

 

表 3.2.1-3 堆積岩における透水係数および有効間隙率の設定値 

（井尻ほか，2003a，表 4.1-1，p.4-5 による） 

Material Mean log (perm) Standard Deviation Porosity

Tsukiyoshi Fault Core -8.15 1.08 Distribution

Tsukiyoshi Fault Margin -6.15 1.08 Distribution

Alluvium -7.16 1.44 0.2

Seto -7.16 1.44 0.22

Oidawara -8.7 1.5 0.18

Akeyo -7.84 0.815 0.18

Toki Lignite -6.98 0.89 0.18  

 

 月吉断層の水理特性に関するデータは限られていることから，花崗岩の平均透水係数，

割れ目密度および標準偏差に基づき，月吉断層の透水性が設定された。月吉断層の透水性

設定にあたっては，次の仮定が設定された（井尻ほか，2003b，p.3-20）。 
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・ 月吉断層の透水係数は，対数正規分布である。 

・ 月吉断層の割れ目頻度分布は，正規分布である。 

・ 透水係数と割れ目頻度分布の関係は，花崗岩と同様である。 

 

 竹内ほか（2001）によれば，月吉断層の下盤側では，圧力干渉試験の結果から花崗岩よ

り透水性を大きいことが示されている。このことを踏まえて，月吉断層は，低透水性を示

すコア部とその両側に高透水性部からなるサンドウィッチ構造を有するとしている（井尻

ほか，2003b，p.3-23）。 

 

水理特性のキャリブレーション 

 TOUGH2 を用いた水理地質構造モデルの構築では，深度方向の水頭変化に一致するモデ

ルを構築することを目的として，水理特性値のキャリブレーションが行われている（井尻

ほか，2003a，p.4-29；井尻ほか，2003b，p.3-48）。水理特性のキャリブレーションでは，

次の理由から，MIU-1～3 孔における定常状態での水頭観測値が用いられるとともに，月

吉断層の低透水部における透水係数が未知パラメータとして設定されている（井尻ほか，

2003a，p.4-29）。 

・ MIU-1～3 孔の定常状態での水頭観測値が，解析領域における特徴をもっとも表して

いること 

・ 全領域に対して 14 種類の材料区分（水理地質区分）を行っているため，すべての材料

の水理特性をパラメータとしてキャリブレーションを行うことは現実的でないこと 

・ キャリブレーション解析の比較観測値として定常状態の間隙水圧分布（水頭分布）を

用いた場合，材料ごとの水理特性は観測値に対する感度が低いことが予想されること 

・ 観測値の特徴としては，月吉断層上下における水頭変化であると考えられること 

 

 水理特性のキャリブレーションは，TOUGH2 の逆解析プログラムである iTOUGH2

（Finsterle and Pruess，1995；Finsterle and Persoff，1977）が用いられた。iTOUGH2 では，

次に示す目的関数を，Gauss-Newton 法の一種である Levenberg-Marquardt 法によってパラメ

ータ更新を行い，あらかじめ反復回数を指定しない場合には，観測値と計算値の残差 2 乗

和|r|が十分に小さくなるか，パラメータ更新ベクトルΔPk のノルムが十分小さくなった場

合に終了となる（井尻ほか，2003a，pp.4-29～4-30）。 

 

|r| =∑(Hobs − Hcal)
2 

 

Hobs：水頭観測値，Hcal：水頭計算値 

 



 

3-10 

∆pk = (Jk
TCzz

−1Jk +λ
k
Dk)

−1
Jk
TCzz

−1rk 

 

CZZ：観測値と計算値の共分散行列，Jk：Jacobian 行列（J = −∂r
∂p⁄ ）， 

Dk：共分散行列と Jacobian から計算される対角行列，λk：Levenberg パラメータ 

 

 水理特性のキャリブレーション解析に先立ち，井尻ほか（2003a）は，マニュアルキャリ

ブレーションにより逆解析のための初期値を求めている。マニュアルキャリブレーション

では，月吉断層の透水係数を 1/10，1/100，1/1000 と変化させ，MIU-1～3 における水頭分

布を比較している。その結果，月吉断層の透水性を初期の 1/10（7.079×10
-10

 m/s）として

モデルを逆解析初期値として採用している。iTOUGH2 による逆解析では，反復回数 6 回

で透水係数，目的関数ともに変化量が判定値（1.0×10
-10）以下となり，収束と判断された

（図 3.2.1-4）。その結果，月吉断層の透水係数最適値として 4.296×10
-9
 m/s が得られてい

る（井尻ほか，2003a，pp.4-30～4-35）。 

 以上のプロセスに基づき構築された水理地質構造モデルの概要を，表 3.2.1-4 に示す。 

 

 

図 3.2.1-4  iTOUGH2 逆解析反復に従う目的関すると透水係数変化 

（井尻ほか，2003a，図 4.3-8，p.4-37 による） 
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表 3.2.1-4 TOUGH2 に供した水理地質構造モデルの概要 

（井尻ほか，2003a，表 8.1-1～3，pp.8-3～8-5 をもとに作成） 

解析領域 稜線と土岐川に囲まれた 9km×9km 領域 

地形 考慮（DEM50m メッシュ） 

考慮した地質構造 
沖積層，瀬戸層群，瑞浪層群，土岐花崗岩風化部， 

土岐花崗岩健岩部，月吉断層 

岩盤の透水性 
堆積岩：不均質 

花崗岩：不均質 

月吉断層 高透水と低透水のサンドイッチ構造としてモデル化 

透水係数 

（m/s：対数正規分布） 

・沖積層 ：対数平均-7.0，対数標準偏差 1.6 

・瀬戸層群：対数平均-7.2，対数標準偏差 1.4 

・生俵累層：対数平均-8.7，対数標準偏差 1.5 

・明世累層：対数平均-7.9，対数標準偏差 0.8 

・土岐夾炭累層：対数平均-7.0，対数標準偏差 0.9 

・土岐花崗岩（黒雲母花崗岩）：対数平均-7.1，対数標準偏差 1.7 

・土岐花崗岩（優白質花崗岩）：対数平均-6.9，対数標準偏差 1.1 

・花崗岩（深部）：対数平均-7.4→8.3（深度方向に遷移），対数標

準偏差 1.5 

・断層コア部：対数平均-8.2，対数標準偏差 1.1 

・断層破砕帯：対数平均-6.1，対数標準偏差 1.1 

有効間隙率 透水係数，三乗則，亀裂密度（7.95/m）から算定 

 

(b) 等価不均質連続体モデル（EQUIV_FLO）の事例 

 等価不均質連続体モデルは，ボーリング調査や露頭調査により取得された割れ目の空間

分布に関する情報を，連続体モデルの水理特性の空間分布に反映し，不均質かつ不連続な

岩盤内の地下水流動を表現するための手法（下茂・山本，1996）である。この手法は，割

れ目の数と未知数（節点数）の数が無関係であるため，広い領域を対象とした不連続性岩

盤の地下水流動解析に適しているとされる（井尻ほか，2003a，p.5-1；井尻ほか，2003b，

p.4-1）。 

 

モデル化の方法 

 等価不均質連続体モデルによるモデル作成から岩盤内地下水解析までの流れを図3.2.1-5

に示す。大局的には，割れ目分布の生成，有限要素解析のためのメッシュの作成，浸透流

解析の 3 つのステップからなる。割れ目分布の生成では，まず，割れ目調査結果に基づき，

割れ目分布を確率論的に発生させる。この場合，破砕帯や大規模な断層などの既知の情報

が得られている構造については決定論的に与えてもよいとされる。割れ目の透水性の算定

については透水試験結果が参考にされている（井尻ほか，2003a，p.5-6）。 
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図 3.2.1-5 等価不均質連続体モデル作成の流れ 

（井尻ほか，2003a，図 5.1-4，p.5-6 による） 

 

EQUIV_FLO を用いた水理地質構造モデルの構築では，次に示す要素が考慮されている

（井尻ほか，2003a，p.5-7）。 

 

① 地形 

② 地質構造 

 ・堆積岩の分布 

 ・断層（月吉断層） 

 ・花崗岩内割れ目帯区分（上部割れ目帯，低密度割れ目帯，断層に伴う割れ目帯） 

③ 割れ目方向（確率論的に取扱い，土岐花崗岩の透水性に反映） 

 ・方向 

 ・密度 

 ・大きさ 

 ・開口幅（幾何学，水理，物質移行） 

④ 透水係数（堆積岩，土岐花崗岩，断層） 

水理地質構造モデルの構築手順は，次のとおりである（井尻ほか，2003a，p.5-11）。 

① 第 1 ステップ：地形のモデル化 

  デジタル地形データによる解析領域の地形データの作成 

② 第 2 ステップ：堆積岩，土岐花崗岩，断層の大構造のモデル化 

  ボーリングデータ（地質柱状図），物理探査データに基づく堆積岩・花崗岩地層境

界面の反映 

③ 第 3 ステップ：土岐花崗岩内部の割れ目ゾーンの区分 

亀裂分布情報 透水試験結果

亀裂の発生

３次元要素作成

要素毎の透水テンソルの計算

浸透解析

等価不均質連続体モデル

統計処理（分布関数，クラスタリング）

等価処理
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  土岐花崗岩内の透水性割れ目の三次元分布に基づく割れ目ゾーンの区分 

④ 第 4 ステップ：割れ目ゾーンごとの割れ目分布パラメータの設定 

  ボアホールテレビデータに基づく割れ目分布のモデル化 

⑤ 第 5 ステップ：水理パラメータの設定 

  水理試験結果に基づく割れ目半径，水理学的開口幅の設定 

  水理試験結果に基づく堆積岩，断層の透水係数の設定 

 

地形のモデル化 

 地形モデルは，デジタル地形データ（50m 間隔）をもとに，対象領域の標高データが抽

出され，地形モデルが作成された（井尻ほか，2003a，p.5-13；井尻ほか，2003b，p.4-43）。 

 

地質構造・地層境界のモデル化 

 地質構造および地質境界のモデル化の対象とされた要素とモデル化方法は，次のとおり

である（井尻ほか，2003a，p.5-14；井尻ほか，2003b，pp.4-44～4-47）。 

 

【堆積岩－基盤岩の境界面】 

・地上電磁探査データ（境界面グリッドデータ：図 3.2.1-6）に基づきモデル化された。 

【上部割れ目帯】 

・広域地下水流動解析のモデル化で用いられている次式により，上部割れ目帯の厚さ

を算定した。 

上部割れ目帯の厚さ（m）＝0.9899×堆積岩の厚さ（m）＋171.03 

・堆積岩の厚さは，地表面標高から堆積岩－基盤岩の境界面の標高を減ずることによ

り算定した。なお，堆積岩厚さが負値となる場合には，堆積岩厚さを 0m とした。 

【月吉断層】 

・月吉断層は，①MIU-2～4 号孔における月吉断層の出現深度，②反射法により解釈

される月吉断層の存在位置，③地表地質図における断層トレース，に基づき決定さ

れた三次元形状データを用いた。 

・月吉断層の厚さは，MIU-1～3 号孔のボアホールテレビデータを基に，鉛直方向の

厚さを 60m と設定した。 

【断層に伴う割れ目帯】 

・断層周辺の高密度割れ目帯は，断層に平行な厚さ 100m（鉛直方向の厚さ）の領域

としてモデル化した。 

 

 上記により構築された三次元地質構造モデルを，図 3.2.1-7 に示す。 
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(a) コンター図 

 

 

(b) 鳥瞰図 

図 3.2.1-6 電磁探査による基盤と堆積岩の境界面 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-5，p.5-15 による） 
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図 3.2.1-7 地質構造モデル 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-9，p.5-18 による） 

 

水理特性のモデル化 

 花崗岩内の割れ目の三次元分布を考慮したモデル化にあたっては，割れ目の幾何学的な

方位，開口幅，半径の統計分布および三次元割れ目密度を決定する必要があるとされる。

特に，透水モデルにおいては，岩盤壁面や孔内で観察される開口幅（幾何開口幅）ではな

く，水理的に有効な開口幅（水理開口幅）を用いる必要があるとされる。このため，図 3.2.1-8

に示す手順に従って，原位置データに基づく透水性割れ目の幾何学的分布パラメータおよ

び透水性を確率論的に決定した。図 3.2.1-8 に示した手順では，まずボアホールテレビの結

果から開口割れ目のみを抽出し，孔内密度（一次元密度：ρ1），割れ目面の方向（n），幾

何学的開口幅（tg）などの分布を決定する。次にボーリング孔を用いた透水試験結果を模

擬したシミュレーションを行い，透水係数分布の実測値と計算値との比較から，割れ目の

半径（r）と水理学的開口幅（th）の平均値を推定する。体積密度（ρ3）は，割れ目分布の

幾何学的関係式を用いて r の二乗平均値とρ1の値により算定する。 
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図 3.2.1-8 割れ目統計量の決定手順 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-11，p.5-20 による） 

 

 

割れ目頻度に基づく土岐花崗岩の領域区分 

 MIU-1～4 号孔で確認された割れ目頻度および地質観察結果に基づき，次の事項が明ら

かにされ，割れ目分布の概念図（図 3.2.1-9）が構築された（井尻ほか，2003a，p.5-21；井

尻ほか，2003b，p.4-47，p.4-51）。 

・ 各ボーリングにおいて，上部と下部に比較的割れ目の発達した領域があり，その中間

に割れ目の少ない領域が存在する傾向が認められる。 

・ 上記の割れ目頻度の変化は，累積割れ目曲線の勾配の違いとして表れている。 

・ 土岐花崗岩の最上部には厚さ 30m程度の風化花崗岩が存在し，深度 300～370mまで，

比較的割れ目頻度の高い花崗岩（土岐花崗岩高密度割れ目帯）が分布する。 

・ それ以深では，割れ目の少ない健岩部（土岐花崗岩健岩部）が存在した後，月吉断層

周辺では再び割れ目頻度が増加する（月吉断層周辺割れ目帯）。 

・ 土岐花崗岩健岩部の一次元割れ目密度は 2～3 本/m であるのに対して，土岐花崗岩高

密度割れ目帯および月吉断層周辺割れ目帯の割れ目密度は，3.6～6.2 本/m であり，倍

程度の差異が認められる。 
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 上記のように土岐花崗岩内では，深度方向に明らかな割れ目密度の違いが認められるこ

とから，水理地質構造のモデル化において，土岐花崗岩は上部割れ目帯，低密度割れ目帯，

月吉断層に伴う三つの領域に区分され，領域ごとに割れ目の三次元分布の分析が行われた

（井尻ほか，2003a，p.5-21）。 

 

 

図 3.2.1-9 割れ目分布概念図 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-14，p.5-24 による） 

 

割れ目方向分布 

 土岐花崗岩の割れ目方向分布のモデル化にあたっては，MIU-1～4 号孔におけるボアホ

ールテレビにより取得されたデータが用いられた。データの整理においては，上記で区分

された領域ごとに割れ目方向の分布が検討された。各領域における割れ目方向分布の特徴

は，次のとおりである（井尻ほか，2003a，p.5-26；井尻ほか，2003b，p.4-52）。 
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・ 上部割れ目帯では，①低角度割れ目のほか，②NE～EW 走向 S 傾斜，③NW～NS 走向

の 3 方向が卓越する。 

・ 低密度割れ目帯では，上部割れ目帯に比べて，①低角度割れ目が少ない，③NE～EW

走向N 傾斜の割れ目やN50～70W/70～80S の割れ目が多い。 

・ 月吉断層に伴う割れ目帯では，基本的に低密度割れ目帯と同様の傾向が見られる。 

 

 ボアホールテレビにより取得される割れ目方向の分布には，ボーリング方位によるサン

プリングのバイアス（例えば，鉛直孔の場合，水平に近い割れ目がより強調される）がか

かっている。このため，井尻ほか（2003a）では，ボーリング孔で観察される割れ目の数（NL）

を観察したボーリング孔の長さ（L）で除した見かけ割れ目密度（NL/L）を割れ目面の方

位とボーリング方位がなす角度で補正した一次元割れ目密度ρ1（n）を，次式により算出

している。 

 

𝜌1(𝑛) =
𝑁𝐿(𝑛~𝑛 + ∆𝑛)/𝑛𝑖

𝐿
 

 

NL(n～n+Δn)：面の法線ベクトルが n～n+Δn の範囲内にある割れ目とボーリングとの交

差数， 

L：ボーリング長，ni：ボーリング方位と割れ目面の法線ベクトルの方向余弦 

 

 上式を用いて求めた補正した一次元割れ目密度を用い，次のとおり割れ目方位の確率分

布が決定された（井尻ほか，2003a，p.5-27；井尻ほか，2003b，pp.4-42～4-43）。 

・ 岩盤内の割れ目方位の確率密度関数としては，卓越方向中心周りに等方的な分布形態

を示す Fisher 分布と，非等方的なBingham 分布がよく用いられているが，土岐花崗岩

の方位分布をみると，特に②，③のNE～EW 走向の割れ目群は走向範囲が広く，等方

的な分布形態で 1 つのセットとして表すには限界がある。 

・ このため，割れ目方位分布のモデル化には，Bingham 分布を採用する。 

 

 Bingham分布による割れ目方向のフィッティング結果の例を図3.2.1-10に示すとともに，

割れ目方向の分布パラメータを表 3.2.1-5 に示す。 
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図 3.2.1-10 割れ目方向のBingham 分布によるフィッティングの例 

（月吉断層に伴う割れ目帯）（井尻ほか，2003a，図 5.2-19，p.5-24 による） 

 

 

表 3.2.1-5 Bingham 分布により得られたパラメータ 

（井尻ほか，2003a，表 5.2-3，p.5-31 による） 

 

  

Zone Ratio
Average

Strike

Average

Dip
κ1 κ2 ang(degree)

SET 1 NE/S 28% 74.9 70.3 -13.6 -3.5 175.3

SET 2 NW 17% 345.4 79.9 -8.8 -5.0 81.8

SET 3 NE/N 22% 279.1 61.0 -9.0 -3.2 12.0

SET 4 Horizontal 33% 254.6 11.5 -7.8 -6.9 64.1

SET 1 NE/S 36% 78.1 69.7 -16.3 -2.5 0.0

SET 2 NW 21% 347.2 88.4 -8.4 -5.8 82.0

SET 3 NE/N 23% 272.9 61.1 -11.0 -3.2 14.4

SET 4 Horizontal 19% 161.1 85.7 -7.7 -5.0 77.6

SET 1 NE/S 44% 82.5 71.4 -16.2 -3.0 6.4

SET 2 NW 18% 348.7 84.0 -8.4 -4.5 99.9

SET 3 NE/N 21% 270.7 64.3 -10.9 -3.3 14.3

SET 4 Horizontal 17% 215.7 0.4 -6.7 -5.5 61.8

Strike : clockwise angle from the north 

UHFD:Upper Highly Fractured Domain, MFD: Moderately Fractured Domain, FZ : Fractured Zone along Tsukiyoshi Fault

UHFD

MFD

FZ

SET
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割れ目密度 

 土岐花崗岩の割れ目密度は，MIU-1～4 号孔のボアホールテレビ観察データが用いられ

た。土岐花崗岩の領域ごとに全割れ目，開口割れ目，透水性割れ目（WCF：Water Conducting 

Feature）の一次元密度（表 3.2.1-6）が算出されている（井尻ほか，2003a，p.5-33；井尻ほ

か，2003b，pp.4-42～4-43）。 

 

表 3.2.1-6 ボアホールテレビ観察により取得された割れ目密度 

（井尻ほか，2003a，表 5.2-4，p.5-33 による） 

 

 

幾何学的開口幅分布 

 幾何学的開口幅分布（累積確率分布）については，MIU-1～4 号孔のボアホールテレビ

観察データが利用された。幾何学的開口幅分布については，負の指数分布とべき乗分布（図

3.2.1-11）について検討された。どちらの確率分布を利用するかについては議論の余地があ

るが，次の理由から負の指数分布が採用されている。 

・ 全体の 95％を占める開口幅 7mm 以下の範囲においては，両分布関数の適合度に大き

な差は見られない。 

・ べき乗分布を用いて開口幅の確率モデルを作成した場合，不自然に大きな開口幅が発

生し，そのような割れ目の存在が水理解析の結果全体を支配する可能性がある。 

 

Frequency
Density

 [1/m]
Frequency

Density

 [1/m]
Frequency

Density

 [1/m]

Sedimentary Rocks 1184 3.298 5 0.014 11 0.031

UHFD 4464 4.518 187 0.189 19 0.019

MFD 4067 2.927 252 0.181 15 0.011

FZ 6178 5.684 75 0.069 27 0.025

Total 15893 4.152 519 0.136 72 0.019

All Fractures Open Fractures WCF

Zone
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(a) べき乗分布 

 

(b) 負の指数分布 

図 3.2.1-11 割れ目の開口幅分布（幾何学的開口幅） 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-21，p.5-34 による） 

 

仮想透水試験による割れ目統計量の設定 

 ボアホールテレビ観察結果に基づき決定できない，割れ目の半径分布，透水性（割れ目

の水理学的開口幅）および三次元割れ目密度を推定するため，図 3.2.1-12 に示す手順に沿

った検討が行なわれている。図 3.2.1-12 に示す仮想透水試験法は，統計的に発生した割れ

目モデルを用いて，透水試験を模擬した数値シミュレーションを行い，実際の透水試験結

果に等しい透水係数の分布が得られるような割れ目統計量を試行錯誤的に決定する方法で

ある（井尻ほか，2003a，p.5-35；井尻ほか，2003b，pp.4-54～4-55）。 
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図 3.2.1-12 仮想透水試験法の手順 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-22，p.5-35 による） 

 

 仮想透水試験結果との比較には，MIU-1～3 号孔で行われた透水試験（スラグ試験およ

び揚水試験）のうち，区間長 10m 以上の長区間試験（平均区間長：64m，区間数：49 区間）

の結果が用いられた。比較検討に利用された領域ごとの透水係数分布を図 3.2.1-13 に示す。

実測透水係数は，対数正規確率紙うえで直線を示すことから，ほぼ対数正規分布に従い分

布していると解釈された。また，透水係数の値は，2～3 桁にわたり分布しており極めて高

い不均質性を示し，低密度割れ目帯の透水係数は上部割れ目帯や月吉断層に伴う割れ目帯

に比べ 1 桁程度小さい（井尻ほか，2003a，p.5-38）。 
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図 3.2.1-13 実測透水係数の分布 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-24，p.5-38 による） 

 

仮想透水試験によるパラメータ値の推定にあたっては，次の仮定が設けられた（井尻ほ

か，2003a，p.5-39）。 

・ 開口分布幅は負の指数分布に従う（分布パラメータ値は割れ目セットによらず一定） 

・ 方向分布はBingham 分布に従う（分布パラメータ値は割れ目セットごとに適用） 

・ 半径分布はべき乗分布に従う（分布パラメータ値は割れ目セットによらず一定） 

・ 幾何学開口幅と水理学的開口幅は線形比例関係にある 

 

 上記の仮定に加えて，割れ目半径分布がべき乗分布に従う場合の半径の平均ならびに二

乗平均，1 次元割れ目密度と割れ目半径分布の関係に基づく割れ目体積密度の関係式から，

実測された透水係数の分布に一致する割れ目分布パラメータを設定している。割れ目分布

パラメータは，開口割れ目の一次元密度ρ1（全割れ目の一次元密度の 3.3％）を採用した

ケース 1 と，開口割れ目の一次元割れ目密度を変化させて実測透水係数の不均質性を再現

するケース 2 を設定している（井尻ほか，2003a，p.5-41）。仮想透水試験により設定された

割れ目分布パラメータを表 3.2.1-7 に示すとともに，ケース 1 における仮想透水試験結果と

実測との比較結果を図 3.2.1-14，ケース 2 における仮想透水試験結果と実測との比較結果

を図 3.2.1-15 に示す。 
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表 3.2.1-7 仮想透水試験により推定された割れ目分布パラメータ 

（井尻ほか，2003a，表 5.2-5，p.5-44 による） 

 

 

要因 CASE 1 CASE 2

3.3% 0.2%

UHFD 0.259 0.016

MFD 0.188 0.011

FZ 0.351 0.021

UHFD 2.74E-06 6.65E-07

MFD 1.99E-06 4.84E-07

FZ 3.73E-06 9.04E-07

最小半径[m] 100 50

平均[m] 150 75

二乗平均 [m
2
] 3.00E+04 7.50E+03

平均幾何
　開口幅[m]

1.60E-03 1.60E-03

平均水理
　開口幅[m]

2.71E-05 1.44E-04

tH/tg比 58.9 11.1

負の指数分布

べき乗分布

ρ1

ρv

rmin

＜r＞

＜r
2
＞

パラメータ

分布関数

分布関数

分布関数
方向

一次元
割れ目密度

 [1/m]

割れ目の
体積密度

 [1/m3]

開口幅

密度

透水確率
（透水亀裂数／全亀裂数）

＜tg＞

＜tH＞

α

直径

ビンガム分布

セット数 4
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図 3.2.1-14 仮想透水試験結果と実測の比較（ケース 1） 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-26，p.5-42 による） 

 

図 3.2.1-15 仮想透水試験結果と実測の比較（ケース 2） 

（井尻ほか，2003a，図 5.2-28，p.5-43 による） 
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物質移行開口幅および有効間隙率の設定 

 地下水移行時間の算定に必要となる花崗岩における物質移行開口幅は，釜石鉱山のトレ

ーサ試験結果を参考に，次の式から算出している。なお，基質部の間隙率は考慮されてい

ない（井尻ほか，2003a，p.5-45；井尻ほか，2003b，p.4-56）。 

 

eT=2×T
1/2

 

 

eT：物質移行開口幅（m），T：透水量係数（m
2
/s） 

 

 一方，堆積岩の有効間隙率については，過去の調査結果から得られている代表的な有効

間隙率を参考として，30％に設定されている（井尻ほか，2003a，p.5-45）。 

 以上のプロセスに基づき構築された水理地質構造モデルの概要を，表 3.2.1-8 に示す。 

 

表 3.2.1-8 EQUIV_FLO に供した水理地質構造モデルの概要 

（井尻ほか，2003a，表 8.1-1～3，pp.8-3～8-5 をもとに作成） 

解析領域 稜線と土岐川に囲まれた 9km×9km 領域 

地形 考慮（DEM50m メッシュ） 

考慮した地質構造 瑞浪層群，土岐花崗岩風化部，上部割れ目帯，土岐花崗岩健岩部，

月吉断層 

岩盤の透水性 不均質異方性（割れ目構造から透水テンソルを算定） 

花崗岩は健岩部，上部割れ目帯，風化花崗岩を考慮 

月吉断層 低透水構造としてモデル化 

断層周辺割れ目帯は高透水構造としてモデル化 

透水係数 ・瑞浪層群：1.00×10
-8
m/s 

・土岐花崗岩風化部：1.00×10
-7
m/s（平均値：仮想透水試験によ

り分布） 

・上部割れ目帯：4.0×10
-9
m/s（平均値：仮想透水試験により分布） 

・土岐花崗岩健岩部：2.0×10
-9
m/s（平均値：仮想透水試験により

分布） 

・断層破砕帯（上側，下側）：4.0×10
-9
m/s（平均値：仮想透水試

験により分布） 

・断層コア部：1.00×10
-10

m/s 

有効間隙率 割れ目開口幅（b＝2√𝑇）より要素ごとに算定 
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(c) 均質連続体モデル（GETFLOWS）の事例 

 GETFLOWS は，陸域水循環系全体（降雨－蒸発散－地表流－地下浸透・湧出）を表現

対象とするシミュレーション技術で，地下への浸透や，地下水の地表への湧出などが物理

的に組み込まれており，より自然な流動系が表現できると考えられている。超深地層研究

所計画を対象とした検討では，地表流の有無による地下水流動への影響，地質構造の違い

による影響，解析領域における水収支に着目し，陸域水循環数値シミュレーションに資す

るための水理地質構造モデルを構築している。 

 

モデル化の方法 

 GETFLOWS を用いた水理地質構造モデルは，次の手順で構築されている。 

・ 地質構造モデルの構築 

・ 水理特性の設定 

 

地質構造モデルの構築 

 地質構造モデルの構築にあたり用いられたデータは次のとおりである（井尻ほか，2003a，

p.7-15）。 

・ リニアメント分布図 

・ 表層地質図 

・ 地質柱状図および位置図 

・ 電磁探査結果 

・ 地質文献 

 

 上記のデータに基づき，対象領域には，基盤として花崗岩（土岐花崗岩）が分布し，そ

の上位に泥岩・砂岩・礫岩の互層からなる新第三紀中新世の瑞浪層群，新第三紀鮮新世の

瀬戸層群，第四紀層が分布することが把握されている。また，土岐川の北側には月吉断層

が分布することが把握されている（井尻ほか，2003a，p.7-15：図 3.2.1-16，図 3.2.1-17）。 

 土岐花崗岩の上面については，地質文献の瑞浪層群の最下層準である土岐夾炭層基底分

布図を基本とし，ボーリング地点および電磁探査結果に基づく花崗岩－瑞浪層群の不整合

面の分布深度を参考に補正し，花崗岩の上面コンター図（図 3.2.1-18）に基づきモデル化

している（井尻ほか，2003a，p.7-17；井尻ほか，2003b，p.6-9，p.6-10）。 

 瀬戸層群は，層厚が薄く，岩相の側方変化が著しいが，東濃地域では，礫層を主体とし，

一部粘土や火山灰を挟在する性状を示している。瀬戸層群は，瑞浪層群に比べ固結度が低

いことから，瑞浪層群と区別してモデル化している。瀬戸層群の基底面は，段差を有する

ものの基本的に比較的平坦に分布していることから，地表における分布境界から内部構造

を推定し，基底面等高線図に基づきモデル化している（井尻ほか，2003a，p.7-17；井尻ほ

か，2003b，p.6-9，p.6-10）。 
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 瑞浪層群は，瀬戸層群の上位層が欠如している部分を除き，土岐花崗岩上面と瀬戸層群

基底面の間を瑞浪層群としている。瑞浪層群は，土岐夾炭累層，明世累層，生俵累層に大

きく区分される。土岐夾炭累層は，淡水成の地層で主として泥岩，砂岩，角礫岩からなり，

基部には礫岩が発達する。明世累層は，海成相（内湾堆積物）で岩相変化が著しいが，主

として砂岩・泥岩の互層からなり，一部礫層，凝灰岩を挟在する。生俵累層は，海成相（内

湾堆積物）で主として凝灰質泥岩からなる。 

 上記の瑞浪層群の特徴を踏まえ，地質構造モデルでは瑞浪層群を，次に示す 3 つに区分

し，モデル化している（井尻ほか，2003a，p.7-17）。 

・ 土岐基底礫岩：層厚 10～40m 

・ 瑞浪層群下部層：土岐夾炭層の泥岩・砂岩部および明世累層 

・ 瑞浪層群上部層：生俵累層 

 

 月吉断層は，土岐川北部に東西方向に分布し，南側へ緩く傾斜している。月吉断層は，

低透水性のコア部と，その両側に高透水性の破砕部が挟み込む構造としてモデル化されて

いる（井尻ほか，2003a，p.7-17；井尻ほか，2003b，p.6-11）。 

 

水理特性の設定 

 上記の地質構造モデルとしてモデル化された各層の水理特性については，水理試験結果

などに基づいて設定された。水理特性のうち，透水性については，水理試験結果（図 3. 2.1-19，

図 3.2.1-20）に基づき次のことが把握されている（井尻ほか，2003a，pp.7-23～7-24）。 

・ 土岐花崗岩の透水係数は，深さ方向に対して顕著な傾向は認められず，10
-12～10

-4
 m/s

の範囲にばらついている。 

・ 土岐花崗岩の上部風化帯についても大きくばらついており，10
-11～10

-4
 m/s の範囲を示

す。 

・ 月吉断層破砕帯は，10
-9～10

-5
 m/s の範囲にあり，断層の上盤側と下盤側で透水性が異

なる傾向がある。 

・ 瑞浪層群の透水性は，10
-10～10

-7
 m/s の範囲にある。 

・ 土岐基底夾炭層の透水性は，10
-8～10

-5
m/s の範囲にある。 

・ 全体として正規分布を示す。 

 

 以上のデータや特徴に基づき，各層に割り当てる透水性の考え方は，次のとおりである

（井尻ほか，2003a，pp.7-25～7-26；井尻ほか，2003b，pp.6-15～6-16，pp.6-19～6-20）。 

【土岐花崗岩】 

・ 花崗岩類の透水係数は，割れ目の密度，連続性，開口幅，充填物などにより大きく変

化するが，本解析では割れ目の密度や連続性を評価するのではなく，割れ目などを含

む花崗岩の平均的な透水性を設定する。 
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・ 花崗岩の透水係数は 10
-5～10

-12 
m/s と非常に幅広く，頻度分布が大きい範囲でも 10

-7

～10
-10

 m/s と幅が広いが，平均的な 5.0×10
-8
 m/s と設定した。 

・ 花崗岩については，応力解放による割れ目の形成頻度が深部ほど減少すること，深度

の増大による割れ目の密着，熱水変質物質による割れ目の充填などが推定され，一般

的に深部と浅部で透水性が異なると思われるが，水理試験データの範囲では顕著な傾

向が認められないため，深度方向の透水性の相違は考えないこととする。 

・ 風化部については，旧地表面（瑞浪層群の堆積面）も含め，地表面風化部と同じ 1.0

×10
-6 

m/s と設定する。 

 

【瀬戸層群】 

・ 瀬戸層群の透水係数は，水理試験データとして得られていないが，既往文献によって

1.0×10
-6
 m/s の値が示されている。 

・ 瀬戸層群は砂岩主体で固結度の低い地層であるが，泥岩の分布も連続性がよいことか

ら，1.0×10
-7
 m/s に設定する。 

 

【瑞浪層群】 

・ 土岐夾炭層基底礫岩は，礫岩で透水性が高いと考えられるため，1.0×10
-6
 m/s に設定

する。 

・ 瑞浪層群下部層と上部層については，構成する岩相が下部層は砂岩主体，上部層は泥

岩主体であることから，1 桁程度の変化をつける。 

 

【月吉断層】 

・ 月吉断層の中心部については，水理試験により 10
-9
 m/s 付近の値が得られているが，

断層を通過する深度方向のポテンシャル変化を踏まえ，断層コア部における遮水効果

が相応に生じるものと想定し，1.0×10
-10

 m/s と設定する。 

・ 断層破砕帯については，水理試験により 10
-9～10

-6 
m/s の範囲であることが示されてい

るが，やや高めの 2.0×10
-7
 m/s に設定する。 

 

【地表面風化部，河床礫，段丘堆積物，崖錘堆積物，崩積土】 

・ 水理試験結果が得られていないが，下位に分布する地層との差を考慮して，1.0×10
-6 

m/s に設定する。 

 

 各地層の有効間隙率については，堆積岩類と基盤岩に区分し，堆積岩類は 20％，基盤岩

の土岐花崗岩については 10％と仮定した。また断層については，花崗岩に比べ割れ目が多

いと想定し 20％とした（井尻ほか，2003a，p.7-27）。設定された水理特性を表 3.2.1-9 に示

す。 
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 以上のプロセスにより構築された水理地質構造モデルの概要を，表 3.2.1-10 に示す。 

 

 

図 3.2.1-16 対象地域周辺の地質平面図 

（井尻ほか，2003a，図 7.4-2，p.7-16 による） 

 

 

図 3.2.1-17 対象地域周辺の地質模式断面図 

（井尻ほか，2003a，図 7.4-3，p.7-16 による） 
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図 3.2.1-18 花崗岩上面コンター図 

（井尻ほか，2003a，図 7.4-6，p.7-19 による） 

 

 

図 3.2.1-19 水理試験データ 

（井尻ほか，2003a，図 7.4-10，p.7-24 による） 
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図 3.2.1-20 水理試験結果に基づく透水係数頻度分布 

（井尻ほか，2003a，図 7.4-12，p.7-25 による） 

 

表 3.2.1-9 水理地質構造モデルにおける各層の水理特性 

（井尻ほか，2003a，表 7.4-1，p.7-27 による） 

Material Type Permeability（m/s） Porosity（-） 

Surface weathered soil 1.0×10-6 

0.2 

Seto group 1.0×10-7 

Mizunami group 

Toki base conglomerate layer 1.0×10-6 

(Upper) 8.0×10-8 

(Lower) 1.0×10-9 

Toki Granite  

Weathered layer 1.0×10-6 

0.1 (Upper) 5.0×10-8 

(Lower) 5.0×10-8 

Tsukiyoshi Fault 
Center 5.0×10-10 

0.2 
Side 2.0×10-7 
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表 3.2.1-10 GETFLOWS に供した水理地質構造モデルの概要 

（井尻ほか，2003a，表 8.1-1～3，pp.8-3～8-5 をもとに作成） 

解析領域 稜線と土岐川に囲まれた 9km×9km 領域 

地形 考慮（DEM20m メッシュ） 

考慮した地質構造 瀬戸層群，瑞浪層群，土岐花崗岩，月吉断層 

岩盤の透水性 堆積岩：不均質（瀬戸層群，上部・下部および基底礫岩で異なる瑞

浪層群の透水性を考慮） 

花崗岩：不均質（健岩部，風化部を考慮） 

月吉断層 中心部（低透水性）が周辺部（高透水部）に挟まれた構造としてモ

デル化 

透水係数 ・地表面風化部，河床礫，段丘堆積物，崖錘堆積物，崩積土：1×
10

-6
m/s 

・瀬戸層群：1×10
-7
m/s 

・瑞浪層群：1×10
-6
m/s 

・土岐花崗岩風化部：1×10
-6
m/s 

・土岐花崗岩健岩部：5×10
-8
m/s 

・断層コア部：1×10
-10

m/s 

・断層周辺部：2×10
-7
m/s 

有効間隙率 岩種ごとに文献値より設定（花崗岩 10％，その他 20％） 

 

(d) チャネルネットワークモデル（Don-Chan）の事例 

 Don-Chan は，基本的に，割れ目を主要な透水経路として取り扱うモデルであり，対象の

スケールに応じてモデル化の対象とする割れ目のモデルの取り扱いを変える必要があると

されている。広域のモデル化では，主要な割れ目を対象としたモデル化の考え方（複数の

割れ目で構成されたある透水性で表現が可能なゾーンとして捉える）が有効であるとされ

る。また，広域の地下水流動状況を支配するような断層は，主要割れ目の延長上として捉

える。一方，主要な割れ目以外の割れ目については，ひとつひとつの割れ目を反映するこ

とが困難であることから岩盤の基質に含めてモデル化することが妥当であると考えられて

いる。超深地層研究所周辺を対象とした検討では，断層の透水異方性に着目し，それが地

下水流動に与える影響について検討するため，Don-Chan を用いた水理地質構造モデルを構

築している。 

 

モデル化の方法 

 Don-Chan を用いた水理地質構造モデルは，堆積岩，花崗岩上部割れ目帯，花崗岩健岩部

を連続体モデルにより表現し，これに主要割れ目・断層からなるフラクチャーネットワー

クを加え，全体の水理地質構造モデルとしている（井尻ほか，2003a，p.6-1：図 3.2.1-21）。

Don-Chan による水理地質構造の検討，水理地質構造のモデル化，地下水解析，水理地質構

造モデルのキャリブレーションに至る流れを図 3.2.1-22 に示す。 
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図 3.2.1-21 水理地質構造のモデル化の基本的な考え方 

（井尻ほか，2003a，図 6.4-2，p.6-33 による） 

 

 

図 3.2.1-22 Don-Chan を利用した一連の解析作業の流れ 

（井尻ほか，2003a，図 6.1-2，p.6-3 による） 

 

地質構造の区分 

 モデル対象領域には，新第三紀堆積岩が分布しており，その上位には第四紀以降の沖積

層，崖錘堆積物および段丘堆積物が分布している。新第三紀の堆積岩は，大きく瑞浪層群，

瀬戸層群にからなり，各層群はいくつかの累層に区分される（井尻ほか，2003a，p.6-16）。

Don-Chan による地下水解析に資するモデルでは，次の理由から堆積岩を一括してモデル化

している（井尻ほか，2003a，p.6-36；井尻ほか，2003b，p.5-168）。 

Investigations data
*Literature survey

*Geological investigations

*Geophysical investigations

*Hydrogeological investigations

*Long-term monitoring

*Analysis Domain

*Boundary condition (Side boundary)

Sedimentary Rock Domain 

Toki granite Domain 

Groundwater conditions

Fault / Lineament structure 

Hydrogeological consideration

Groundwater flow analysis

Modeling

Analysis of fault 

distribution effect

Given conditions

Analysis of hydraulic 

anisotropy of fault 

Model calibration

(Manually trials)

Consideration Investigations planning...
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・ 当領域規模で，これらの層序をすべてモデル化することが困難であること 

・ 解析領域の大部分が花崗岩を対象としていること 

 

 堆積岩のモデル化にあたっては，基盤岩である土岐花崗岩と堆積岩の不整合面を領域境

界とされた。この不整合面のデータについては，地表弾性波探査，電磁探査結果に基づく，

不整合面のコンターマップが利用された（井尻ほか，2003a，p.6.36：図 3.2.1-23）。 

 

 

図 3.2.1-23 土岐花崗岩－堆積岩の不整合面のコンターマップ 

（井尻ほか，2003a，図 6.3-3，p.6-36 による） 

 

 土岐花崗岩については，応力解放などに伴いシーティングジョイントが発達すると解釈

されている上部割れ目帯，表層付近のゆるみなどの影響を受けていないと解釈される土岐

花崗岩健岩部に区分される。さらに，土岐花崗岩健岩部におけるボーリングデータによれ

ば，割れ目が密に集中する部分と，疎な部分が認められている。割れ目が密に集中する部

分については，主要割れ目または断層が分布する部分とみなされている（井尻ほか，2003a，

p.6-19）。このことを踏まえ，水理地質構造のモデル化にあたり花崗岩は，上部割れ目帯，

花崗岩健岩部，主要割れ目に区分してモデル化されている。 

上部割れ目帯の厚さについては，次に示す式が定義されている（井尻ほか，2003a，p.6-19；

井尻ほか，2003b，p.5-179）。 
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上部割れ目帯厚さ（m）＝0.9899×堆積岩の厚さ（m）+171.03 

 

 この領域については，主要割れ目の影響よりも領域全体の透水性が地下水流動に影響与

えるものと解釈され，主要割れ目の透水性と同等以上の透水性を領域全体に与えることと

して，上記の式によって定義される境界面よりも上位を上部割れ目帯としてモデル化され

た。一方，花崗岩健岩部は，上記の式によって定義される境界面よりも下位で，割れ目の

集中部を除く部分と定義されモデル化されている（井尻ほか，2003a，p.6-37；井尻ほか，

2003b，p.5-180）。 

 主要割れ目帯のモデル化にあたっては，ボーリング情報を主体とした割れ目の選別を行

うことにより主要割れ目を抽出し，抽出された主要割れ目をモデル化している（井尻ほか，

2003a，p.6-21，p.6-37）。主要割れ目の選別は，次に示す考え方および方法により行われた

（井尻ほか，2003a，p.6-21；井尻ほか，2003b，pp.5-176～5-178）。 

・ Step 構造は基本的に 2 つのせん断割れ目（Master fracture）に囲まれた部分であり，そ

の中に形成される Splay 割れ目相互の交線は一定方向に延びると想定され，Step 構造

内の割れ目はステレオネットにプロットした時，1 つの大円に乗ることを利用する。 

・ ボアホールテレビの走向傾斜データを基にステレオ投影解析を行う。 

・ 上記のような大円に乗るようなプロットパターンを探査し，Step 構造を抽出する。 

・ Step 構造の抽出結果から，Master fracture を決定する際には，当該地域およびその周辺

に分布する断層，もしくはリニアメント構造を参考にする。 

 

抽出された主要割れ目を，表 3.2.1-11 に示す。抽出された主要割れ目については，検討

に用いられたボーリング孔位置のみでモデル化され，ボーリング孔間の主要割れ目につい

ては，後述する断層モデルによって補間されている（井尻ほか，2003a，p.6-37）。主要割れ

目の分布モデルを図 3.2.1-24 に示す。 
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表 3.2.1-11 抽出された主要割れ目 

（井尻ほか，2003a，表 6.3-4，p.6-23 による） 

 

 

 

4343.2 -69602.4 266.6

Section(GL.-m) (EL.m)

Zone 1 183.0 207.0 71.6 N 45 E 80 S 135 80 4.2

Zone 2 205.0 214.0 57.1 N 85 W 80 S 185 80 1.6

Zone 3 210.0 335.0 -5.9 N 45 E 80 S 135 80 21.7

Zone 4 331.0 371.0 -84.4 EW 80 S 180 80 6.9

Zone 5 367.0 438.0 -135.9 N 73 E 80 S 163 80 12.3

DH-4

Dip&Strike Width(m)Dip Direction

5782.7 -67206.5 275.4

Section(GL.-m) (EL.m)

Zone 1 205.0 218.0 63.9 N 62 W 82 N 28 82 1.8

Zone 2 595.0 607.0 -325.6 EW 72 S 180 72 3.7

11217.4 -64094.3 475.6

Section(GL.-m) (EL.m)

Zone 1 207.0 217.0 263.6 N 62 W 82 N 28 82 1.4

Zone 2 231.0 264.0 228.1 NS 55 E 90 55 18.9

Zone 3 256.0 268.0 213.6 N 41 W 58 S 229 58 6.4

Zone 4 283.0 292.0 188.1 NS 55 E 90 55 5.2

Zone 5 287.0 301.0 181.6 NS 78 W 270 78 2.9

Zone 6 380.0 443.0 64.1 N 16 W 63 S 254 63 28.6

Zone 7 501.0 604.0 -76.9 N 11 E 73 S 101 73 30.1

Zone 8 644.0 659.0 -175.9 N 70 E 77 S 160 77 3.4

Zone 9 644.0 659.0 -170.0 NS 73 E 90 73 4.4

Zone 10 811.0 827.0 -343.4 N 30 W 65 S 240 65 6.8

Zone 11 887.0 905.0 -420.4 N 50 W 80 S 220 80 3.1

Zone 12 953.0 993.0 -497.4 N 50 W 80 S 220 80 6.9

8897.3 -65673.9 277.5

Section(GL.-m) (EL.m)

Zone 1 252.0 317.0 -7.0 N 52 W 81 S 218 81 10.2

Zone 2 324.0 337.0 -53.0 N 72 W 54 S 198 54 7.6

Zone 3 324.0 342.0 -55.5 N 14 E 75 N 284 75 4.7

Zone 4 340.0 350.0 -67.5 N 85 W 32 N 5 32 8.5

Zone 5 399.0 409.0 -126.5 N 48 W 80 N 42 80 1.7

Zone 6 406.0 422.0 -136.5 N 72 W 54 S 198 54 9.4

Zone 7 410.0 422.0 -138.5 N 10 W 77 S 260 77 2.7

Zone 8 666.0 675.0 -393.0 N 54 E 74 S 144 74 2.5

5433.3 -68552.4 223.8

Section(GL.-m) (EL.m)

Zone 1 388.0 401.0 -170.7 N 62 W 82 N 28 82 1.8

Zone 2 607.0 615.0 -387.2 N 43 E 73 S 133 73 2.3

Zone 3 607.0 615.0 -387.2 N 69 E 62 N 339 62 3.8

Zone 4 734.0 742.0 -514.2 EW 75 N 0 75 2.1

Zone 5 843.0 857.0 -626.2 N 79 W 77 S 191 77 3.1

Zone 6 848.0 857.0 -628.7 N 7 E 77 N 277 77 2.0

Zone 7 857.0 866.0 -637.7 N 51 W 63 N 39 63 4.1

Zone 8 864.0 879.0 -647.7 EW 75 S 180 75 3.9

Zone 9 875.0 887.0 -657.2 N 63 W 50 N 27 50 7.7

Zone 10 882.0 892.0 -663.2 EW 75 S 180 75 2.6

Zone 11 918.0 967.0 -718.7 EW 80 S 180 80 8.5

Zone 12 933.0 961.0 -723.2 N 62 E 52 N 332 52 17.2

Zone 13 957.0 966.0 -737.7 N 33 W 56 N 57 56 5.0

Zone 14 963.0 992.0 -753.7 N 40 E 56 N 310 56 16.2

Zone 15 988.0 1012.0 -776.2 N 63 E 61 N 333 61 11.6

Dip&Strike Width(m)

DH-13

Dip&Strike Width(m)

MIU-2

Dip&Strike Width(m)

DH-9

Dip&Strike Width(m)

DH-10

Dip Direction

Dip Direction

Dip Direction

Dip Direction
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図 3.2.1-24 主要割れ目モデル 

（井尻ほか，2003a） 

 

 月吉断層とその他の断層（推定断層）は，不連続体モデルとしてモデル化されている。

月吉断層は，MIU-2～4 号孔で確認されており，その分布は図 3.2.1-25 に示すように把握さ

れている。また，MIU-2～4 号孔の情報から断層コア部，周辺で行われた水理試験により，

次に示すように透水性が把握されている（井尻ほか，2003a）。 

・ 断層コア部   ：3.1×10
-9 

m/s 

・ 周辺割れ目集中部：1.7×10
-7
 m/s 

 対象領域に分布するボーリング孔で観測されている間隙水圧および水理試験時の間隙水

圧状況に基づき，全水頭の分布状況が推定されており（図 3.2.1-26），次に示す事項が把握

されている（井尻ほか，2003a，p.6-25）。 

・ 標高 0m における全水頭は DH-11 号孔，DH-2 号孔を除き，孔口標高から-10m 程度と

おおむね地形に沿った形で分布する。 

・ 標高 500m における全水頭の分布は，月吉断層より北側では 250～270m 程度と緩やか

な勾配を呈していると想定される。また，標高 0m における水頭値よりも標高-500m

における水頭値が小さな値を示しており，鉛直方向に見た場合，表層から地下深部で

至る地下水流れが想定される。 

・ 月吉断層より南側では，逆に地下深部から表層へ至る流れを呈していると考えられる。 

 

 上記の間隙水圧の観測結果から月吉断層は遮水構造を有すると解釈されている（井尻ほ

か，2003a，p.6-25；井尻ほか，2003b，p.5-201）。以上の調査データ・解釈に基づき，月吉

断層は，次のようにモデル化された（井尻ほか，2003a，p.6-39：図 3.2.1-27）。 

3D ViewPlane view

DH-9,DH-10,DH-13,MIU-2 Data using

(Generate domain ‘Sparsely fractured domain’)



 

3-39 

・ 断層コアの遮水構造 

・ 断層に沿った高透水部とコアのサンドイッチ構造 

 

図 3.2.1-25 対象領域周辺の断層分布図 

（井尻ほか，2003a） 

 

図 3.2.1-26 地下水流動状況想定図 

（井尻ほか，2003a） 
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図 3.2.1-27 月吉断層モデル 

（井尻ほか，2003a） 

 

 月吉断層を除く他の断層モデルについては，次の考え方に沿ってモデル化されている（井

尻ほか，2003a，p.6-40；井尻ほか，2003b，pp.5-172～5-174）。 

・ 空中写真判読および衛星画像解析によるリニアメント分布を参考に設定する。 

・ 空中写真や衛星画像などの解析により抽出されたリニアメントのすべてが断層構造を

示すとは考えられないが，その大部分を断層として取り扱う。 

・ 部分的な複数のリニアメントのうち，直線的に連続すると考えられるリニアメントに

ついては，1 条の断層として取り扱う。 

・ 対象領域周辺に分布する断層系と調和的で比較的連続性良いものを抽出し，月吉断層

と同等の規模を有する断層と想定する。 

 

 設定された推定断層の分布図を図 3.2.1-28 に，その位置，走向・傾斜，断層タイプなど

を表 3.2.1-12 に示す。推定断層モデルは，月吉断層モデルと同様に高透水部と低透水部を

有するサンドイッチ構造を呈するものと，低透水部を持たない単一構造を呈するものに区

分された（井尻ほか，2003a，p.6-40；井尻ほか，2003b，p.5-201：図 3.2.1-29）。 

Tsukiyoshi Fault model
Foot wall of fracture zone

Width 100m

Hanging wall of 

fracture zone

Width 80m

Fault core

Width 20m

Width

3D ViewPlane view

N85W66S N60E55S

N70E65S
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図 3.2.1-28 推定断層分布図 

（井尻ほか，2003a） 
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表 3.2.1-12 推定断層一覧 

走向：リニアメントより読み取り，傾斜：主要割れ目の傾斜から設定 

（井尻ほか，2003a） 
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図 3.2.1-29 推定断層モデル 

（井尻ほか，2003a） 

 

水理特性の設定 

 堆積岩領域の透水性は，堆積岩を対象とした水理試験結果（表 3.2.1-13）の対数平均値

（5.85×10
-8
m/s）に基づき，6×10

-8
 m/s に設定された。堆積岩の有効間隙率については，

30％に設定された（井尻ほか，2003a，p.6-45）。 

  

3D ViewPlane view

Fault model

Water Barrier Fracture Type
Foot wall of fracture zone

Width 65m

Hanging wall of 

fracture zone

Width 65m
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表 3.2.1-13 堆積岩を対象とした水理試験結果 

（井尻ほか，2003a） 

 

 

 上記で区分された花崗岩の各領域の透水性は，可能な限り対象部の透水性を反映するこ

とが重要であると考えられ，短区間で行われているスラグ試験の結果に基づいて設定され

ている。各領域の水理試験結果については，Fractured 部，Intact 部に区分され，それぞれ

対数平均値が求められている（井尻ほか，2003a，p.6-38；井尻ほか，2003b，pp.5-184～5-192：

表 3.2.1-14）。水理地質構造モデルに設定された透水係数は，次のとおりである（井尻ほか，

2003a，p.6-45；井尻ほか，2003b，pp.5-184～5-192）。 

・ 上部割れ目帯：2×10
-8
 m/s（上部割れ目帯の Fractured 部の対数平均値に基づく） 

・ 花崗岩健岩部：3×10
-9 

m/s（花崗岩健岩部の Intact 部の対数平均値に基づく） 

・ 主要割れ目 ：1×10
-8
 m/s（花崗岩健岩部の Fractured 部の対数平均値に基づく） 

 

 また，これらの領域の有効間隙率については，次式に示す花崗岩の透水係数と有効間隙

率の関係（杉村，1997）を参考に，設定されている（井尻ほか，2003a，p.6-45；井尻ほか，

2003b，p.5-184，p.5-195）。 
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log k = −0.926 logλ
p

2
+ 5.05 logλ

p
− 8.37 

k：透水係数（m/s），λ
p
：有効間隙率（％） 

 

 設定された各領域の有効間隙率は，次のとおりである（井尻ほか，2003a，p.6-45）。 

・ 上部割れ目帯：3.0％ 

・ 花崗岩健岩部：2.0％ 

・ 主要割れ目 ：3.0％ 

 

 月吉断層の透水性は，花崗岩の透水性と同様に月吉断層位置で行われた短区間の水理試

験結果を参考に次のとおり設定された（井尻ほか，2003a，p.6-39，p.6-45）。 

・ 断層コア部：1×10
-10

 m/s 

・ 断層に沿う割れ目集中帯：2×10
-7 

m/s 

 

 また，月吉断層モデルの各領域の幅は，斜めボーリング孔であるMIU-4 孔のデータを参

考に設定されている（井尻ほか，2003a，p.6-39）。推定断層モデルの透水性は，月吉断層の

周辺の割れ目集中帯を参考に高透水部として 2.0×10
-7
m/s，遮水構造をなす低透水部（コア

部）は 1.0×10
-10

m/s に設定された（井尻ほか，2003a，p.6-42；井尻ほか，2003b，p.5-204

～5-205）。 
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表 3.2.1-14 土岐花崗岩を対象とした水理試験結果 

（井尻ほか，2003a） 

 

 

水理地質構造モデルのキャリブレーション 

 構築された水理地質構造モデルに対して，図 3.2.1-30 に示すように境界条件を設定して

順解析を行い，間隙水圧のモニタリングデータ（表 3.2.1-15，表 3.2.1-16）と解析結果から

得られる水頭値のフィッティングにより，水理地質構造モデルのキャリブレーションが行

われた。水理地質構造モデルのキャリブレーションにおける評価は，モニタリングデータ

と解析結果の残差の二乗和により行われている（井尻ほか，2003a，p.6-46，p.6-186）。な

お，水理地質構造モデルのキャリブレーションに際して，次の事項に着目している（井尻

ほか，2003a，p.6-193）。 

 

・ 断層の遮水構造 

・ 月吉断層北側の水頭分布（動水勾配） 

・ 月吉断層南側の水頭分布（土岐川の影響） 
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 断層の遮水構造に着目した評価において，次に示す 4 つの水理地質構造モデルを用いた

解析が行われている（井尻ほか，2003a，p.6-194；井尻ほか，2003b，pp.5-206～5-208）。 

・ 断層構造として月吉断層のみを考慮し，コア部の透水性を 1.0×10
-10

 m/s としたモデル

〔Case01（E10）〕 

・ 断層構造として月吉断層のみを考慮し，コア部の透水性を 1.0×10
-12

 m/s としたモデル

〔Case01（E12）〕 

・ 断層構造として月吉断層および推定断層を考慮し，コア部の透水性を 1.0×10
-10

 m/s と

したモデル〔Case12（E10）〕 

・ 断層構造として月吉断層および推定断層を考慮し，コア部の透水性を 1.0×10
-12

 m/s と

したモデル〔Case12（E12）〕 

 

 上記の 4 つのモデルを用いた解析結果である全水頭分布について比較した結果，次の事

項が明らかにされた（井尻ほか，2003a，p.6-194）。 

・ Case01（E12）では月吉断層の遮水構造の影響が明瞭に認められる。しかし，全水頭

の値の不連続部の差はモニタリングデータでは 40m 程度あることに対して，解析結果

では 20m 程度となっている（図 3.2.1-31）。また，全体に全水頭の値が高めになってい

る。 

・ Case12（E10），Case12（E12）では遮水構造の影響による全水頭値の不連続部は不明

瞭であるが，深部におけるモニタリングデータと解析値の差が小さい（図 3.2.1-32，

図 3.2.1-33）。 

・ Case01（E12）と Case12（E12）の全水頭分布を比較すると，A の断層が北側の境界の

影響を抑えており，Case12（E12）では月吉断層北側の動水勾配が緩やかとなってい

る（図 3.2.1-34）。 

・ 月吉断層の南側では，B，D の断層の遮水構造により，B，C の断層および西側境界で

囲まれた領域は土岐川に相当する南側の低標高部の影響が鈍くなっている（図 

3.2.1-34）。 

 

 上記の結果を踏まえ，水理地質構造モデルとしては，月吉断層北側でおおむね傾向が一

致し，南側で土岐川の影響がより反映される全水頭分布を示すモデルが適当と判断され，

B の断層の遮水構造を解除する必要があると判断され，NE 系の断層の遮水構造を解除し

た水理地質構造モデルに変更された（井尻ほか，2003a，p.6-194）。 
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図 3.2.1-30 設定された境界条件 

（井尻ほか，2003a） 

  

3D Analysis domain model

Upper surface boundary

Fixed Piezo.head

Surface elevation -5m

(Average groundwater table

Monitoring data)

Bottom boundary

No-Flow

Side boundary

No-Flow
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表 3.2.1-15 キャリブレーションに利用された間隙水圧のモニタリングデータ（1） 

（井尻ほか，2003a） 
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表 3.2.1-16 キャリブレーションに利用された間隙水圧のモニタリングデータ（2） 

（井尻ほか，2003a） 
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図 3.2.1-31 水頭値の比較〔Case01（E12）〕 

（井尻ほか，2003a） 

 

図 3.2.1-32 水頭値の比較〔Case12（E10）〕 

（井尻ほか，2003a） 
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図 3.2.1-33 水頭値の比較〔Case12（E12）〕 

（井尻ほか，2003a） 

 

 

Fault model distribution 

 

図 3.2.1-34 全水頭分布の比較 

（井尻ほか，2003a） 
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 上記の検討結果を踏まえて変更された水理地質構造モデルを用いた解析結果（全水頭分

布）によれば，解析値はモニタリングデータよりも大きな値となっている。これは，境界

条件として設定した地表の水頭値の影響が深部にまで影響しすぎていると考えられ，この

影響を緩和するために堆積岩および花崗岩上部割れ目帯に透水性異方性を考慮する必要が

あると判断された。堆積岩および花崗岩上部割れ目帯については，次に示す理由から，水

平方向の透水性を高くなるように変更された（井尻ほか，2003a，p.6-201）。 

（堆積岩） 

・ 堆積岩の露頭で観察される地下水の湿潤部は一様でなく，特定の層に見られること 

・ 層理面が低角度であること 

（花崗岩上部割れ目帯） 

・ 花崗岩上部割れ目帯は応力解放などによって地形に沿ったシーティングジョイントが

発達した領域と判断されており，旧地形に沿って高透水を呈している可能性があるこ

と 

 

 表 3.2.1-17 に堆積岩および花崗岩上部割れ目帯の透水係数の変更値を示す。透水係数を

変更した水理地質構造モデルを用いて解析した結果，月吉断層北側の動水勾配がより緩や

かとなり，モニタリングデータから推定した地下水流れに近づいたと判断された（井尻ほ

か，2003a，p.6-201）。 

 

表 3.2.1-17 透水係数の初期値および変更値 

（井尻ほか，2003a） 

 
Before revision After revision 

Horizontal Vertical Horizontal Vertical 

Sedimentary 

Rock 
6×10-8 (m/sec) 6×10-8 (m/sec) 6×10-6 (m/sec) 6×10-8 (m/sec) 

Highly 

Fractured 

Domain 

2×10-8 (m/sec) 2×10-8 (m/sec) 2×10-6 (m/sec) 2×10-8 (m/sec) 

 

 

 モデルのキャリブレーションの検討に基づき，水理地質構造モデルの変更点は次のとお

りである（井尻ほか，2003a，p.6-218）。 

・ 断層・遮水構想の透水係数の変更 

・ NE 系断層の透水性構造の変更→遮水構造の解除 

・ 堆積岩，花崗岩上部割れ目帯の透水係数の変更 
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 以上のプロセスに基づき構築された水理地質構造モデルの概要を，表 3.2.1-18 に示す。 

 

表 3.2.1-18 Don-Chan を用いた水理地質構造モデルの概要 

（井尻ほか，2003a） 

解析領域 稜線と土岐川に囲まれた 9km×9km 領域 

地形 考慮（DEM20m メッシュ） 

考慮した地質構造 

瑞浪層群，土岐花崗岩，月吉断層， 

その他のリニアメントより推測される断層および割れ目 

（NE-SW 方向の主要割れ目，NW-SE 方向の主要割れ目，

NNW-SSE 方向の主要割れ目，EW 方向の主要割れ目） 

岩盤の透水性 

堆積岩：均質 

花崗岩：均質異方性（主要割れ目系および微笑名割れ目による健

岩部を考慮） 

月吉断層 断層に平行方向は高透水性，直交方向は低透水性としてモデル化 

透水 

係数 

キャリブレ

ーション前 

・瑞浪層群：6.0×10
-8
m/s 

・土岐花崗岩上部割れ目帯：2.0×10
-8
m/s 

・土岐花崗岩健岩部：3.0×10
-9
m/s 

・断層破砕帯（上側，下側）：2.0×10
-7
m/s 

・断層コア部：1.0×10
-10

m/s 

キャリブレ

ーション後 

・瑞浪層群：水平 6.0×10
-6
m/s，鉛直 6.0×10

-8
m/s 

・土岐花崗岩上部割れ目帯：水平 2.0×10
-6
m/s，鉛直 2.0×10

-8
m/s 

・土岐花崗岩健岩部：3.0×10
-9
m/s 

・断層破砕帯（上側，下側）：2.0×10
-7
m/s 

・断層コア部：1.0×10
-12

m/s 

有効間隙率 
主要な割れ目の平均的な透水性より岩種ごとに設定 

堆積岩と断層コア部は文献値より一律 30％に設定 
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(ii) SR-Site における水理地質構造モデル構築手法の事例 

 SKB が Forsmark サイトを対象として実施した SR-Site（SKB, 2011）の水理地質構造モデ

ル構築手法のうち，割れ目の地質学的モデル（GeoDFN Model：Geological Discrete Fracture 

Network Model）の構築手法について 2012 年度までの調査（黒澤ほか，2013）に加えて，

より詳細に調査するとともに，それと水理地質構造モデル（HydroDFN Model: 

Hydro-geological Discrete Fracture Network Model）の関連性について整理した。 

 

(a) 亀裂ネットワークモデルの構築方法 

Forsmarkサイトを対象とした亀裂ネットワークモデル（以下GeoDFNモデルという）は，

トレース長1,000m以下の岩盤中の亀裂（fracture）と小規模な破砕帯（minor deformation zone）

を対象に確率論的にそれらの分布を再現するモデルである。Forsmark サイトでは，4 つの

岩盤領域（FFM01，FFM02，FFM03，FFM06）が対象とされている（図 3.2.1-35 参照）。こ

こでは，Forsmark サイトの Site Desicritive Model version2.2（SKB，2008，pp.153-156）に示

されているGeoDFN モデルに関するモデル構築方法についてまとめる。GeoDFN モデルで

は，次に示す４つの亀裂特性を統計学的にモデル化する必要がある。 

・ 亀裂の方位分布 

・ 亀裂の長さ分布 

・ 亀裂の密度分布 

・ 亀裂の空間分布 

 

 Forsmark サイトを対象として構築された GeoDFN モデルでは，次の事項を前提としてい

る（Fox et al., 2007）。 

・ 準拠するデータベース（SICADA）に格納されているデータはすべて正しい。 

・ 露頭観察で観察される破砕帯および亀裂の長さの計測結果は適切である。 

・ 解析に使用するソフトウェアは有効である。 

・ 孔壁画像検層システム（BIPS）によるボーリング孔内の亀裂特性は，正しく取得され

ている。 

・ ボーリングコアで観察される亀裂の方位には不確実性があるため（SKB，2008，p.158），

BIPS で観察できる亀裂のみを対象とする。 

・ 破砕帯や小規模な破砕帯は，母岩中の亀裂と区別できる。 

・ 亀裂は平板，円形である。開口幅や水理特性は考慮しない。 

・ 亀裂の長さ特性は，領域ごとに異なるが，各領域の中では一定である。 

・ 亀裂セット（fracture set）は，方位のみによって識別される。 

・ 亀裂方位パラメータは，単変量 Fisher 確率分布に従う。 

・ GeoDFN モデルの統計パラメータは，対象としている領域内でのみ有効である。 
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図 3.2.1-35 GeoDFN モデル化対象エリアの領域区分および破砕帯の位置 

（Fox et al., 2007）  
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亀裂の方位分布 

 亀裂の方位分布に関する統計的なパラメータを算定するために，露頭観察（トレンチ調

査も含む）やボーリング調査により取得された亀裂の地質学的特徴や幾何学的特徴に関す

るデータが用いられた。このうち，露頭観察で取得された亀裂に対しては，連結性を考慮

しない亀裂データセット（unlinked dataset）と地質学の専門家により連結性が評価された亀

裂データセット（linked dataset）の 2 つのデータセットが作成された（Fox et al., 2007）。露

頭で観察された亀裂のデータセットを利用して，亀裂の方位分布モデルは，次の手順で構

築された（Fox et al., 2007）。 

① 露頭ごとに，亀裂のトレースの分布図をGIS で作成する。分布図には地質および

露頭表面の三次元形状も表す。 

② 亀裂解析ソフト（DIPS）を用いて，亀裂の法線方向分布に基づいて仮の亀裂セッ

ト（方位に基づく分割：Hard sector）を作成する（最終的な亀裂セットは，亀裂

の空間分布モデルにおいて構築される）。 

③ 区分された亀裂の方位データから，解析コード（FracSys/ISIS）を用いて各亀裂セ

ットの平均法線ベクトル（φ,θ）と集中度パラメータ（κ）を求める。 

④ 区分された露頭観察データの亀裂セットには，走向方向に基づいて名前をつける

（EW，WNW など）。これらの亀裂セットは，ほぼ全域に共通して分布するグロ

ーバルな亀裂セット（Global set）と，一部の露頭や領域のみに分布するローカル

な亀裂セット（Local set）の 2 つに区分する。グローバルな亀裂セットとローカ

ルな亀裂セットは，分布域によってグループ化する。 

⑤ 露頭観察データに基づく亀裂セットの区分を用いて，ボーリングで確認された亀

裂を区分する。 

⑥ 各々の亀裂を，破砕帯（Deformation Zone），破砕帯の影響領域（Affected by 

Deformation Zone），亀裂部（Fracture Zone：破砕帯やその影響領域でない部分）の

いずれに属するか区分する。亀裂の方位分析は，破砕帯の影響領域と非影響領域

それぞれに対して行う。破砕帯の影響の有無は，母岩中の亀裂密度との差異，さ

らに近傍の破砕帯の構造を反映しているかどうかにもよって判断する。 

⑦ 岩盤領域ごとに照合した露頭とボーリング孔での亀裂セットを 1 つの亀裂セット

として統合する。 

⑧ 各亀裂セットの最終的な方位分布モデルの構成要素は，平均法線方向（φ，θ），

そのばらつきを表す Fisher の集中度パラメータκ（算術平均値）である。 

⑨ 平均法線方向の 95%信頼区間（δ95）と 95 パーセンタイルコーン半径（α95）は，

それぞれ次のように計算する。 

 
n


140

95 
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：Fisher の集中度パラメータ（算術平均値），n：観察数，p：0.05， 

 

R：軸方向の方向余弦から求められる平均傾斜ベクトルの長さ 

 

⑩ 各領域・各亀裂セットについて正規性を Shapiro-Wilk のW 統計量を用いた検定に

より確認する。 

 

 また，グローバルな亀裂セットとローカルな亀裂セットの亀裂方位以外の差異を統計解

析ソフト（SPSS）を用いて統計的に確認している。さらに，破砕帯の影響領域と非影響領

域の亀裂方位特性の差異に関しても確認している。具体的には，非影響領域とされた亀裂

の平均法線方向と集中度パラメータ（算術平均値）κに基づき 95%信頼区間（δ95）と，

Fisher 分布の 95％パーセンタイルコーン半径（α95）を求め，95%信頼区間（δ95）の中に

影響領域の平均法線方向がプロットされれば，影響領域と非影響領域の間には差がないと

して両者を統合する。95%信頼区間（δ95）の外で Fisher 分布の 95 パーセンタイルコーン

半径（α95）の外にプロットされた場合，影響領域と非影響領域は別の亀裂セットとして

分けて扱う（Fox et al., 2007）。 

岩盤領域 FFM01 を対象とした亀裂セットに基づく露頭およびボーリングで観察された

亀裂の方位区分の結果を図 3.2.1-36 に示す。 

 

 

図 3.2.1-36 各亀裂セットの露頭，ボーリングごとの平均法線方向の例（領域 FFM01） 

（Fox et al., 2007） 
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亀裂の長さ分布 

 亀裂長さ分布のモデル化は，各岩盤領域（FFM01～FFM03，FFM06）の亀裂セットごと

に実施された（Fox et al., 2007）。 

 露頭で観察される伸張方向に近接して並んだ亀裂は地下でつながっているものがあると

考えられ，露頭で観察される亀裂の連結性（linking）を評価して適切な亀裂長さとするこ

とが必要となる。亀裂の連結性評価は次の手順で行われた。 

① コンピュータコード GoLink を用い，幾何学的な判定基準（表 3.2.1-19 参照）によ

って連結の有無を決める。判定基準は，端点間の距離 rmax，亀裂方向の差θmax（法

線方向の許容差），連結により一方向に伸張すること，２つの亀裂の間にせん断変

位部を挟んでいないこと，とする。 

② GoLink による結果を地質学の専門家がチェックし，露頭全体の地質状況を考慮し

た修正を行う。 

 

 GoLink による判定は，透明性・反復性が高く個人差が少ない利点がある。一方で，地質

境界での停止・通過，せん断帯付近での屈曲・通過，より大きな亀裂の形成などの難しい

点もある。特に，平行な微小な亀裂の場合（端点の単純な連結では不適），近傍のより大き

な亀裂と連結する場合，破砕帯を越えて連結する場合などで問題が残り，専門家による修

正が必要である。連結した亀裂の方向ベクトルは，個々の亀裂の方向ベクトルに長さに応

じた重み係数を乗じたものの総和として求める（長い亀裂ほど代表性が高いとの考えによ

る）（Fox et al., 2007）。 

 

 

：は連結後の方向ベクトル， ：個々の亀裂の方向ベクトル， ：個々の亀裂の重

み 
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表 3.2.1-19 GoLink による亀裂トレース連結の基準 

（Fox et al., 2007） 

 

 

亀裂長さ分布モデルには２つのオプションを設けている。１つは「構造連続モデル」

（Tectonic Continuum model：TCM）であり，全スケールにわたり統一的な長さ分布特性を

考えるモデルである。もう１つはその代替モデルとして，露頭スケールモデル（Outcrop scale 

model：OSM）と構造断層モデル（Tectonic fault model：TFM）を合わせた「露頭スケール

+構造断層モデル」である（Fox et al., 2007）。 

構造連続モデルでは，対象とする領域の対象亀裂セットについて露頭でのトレース長お

よび地表磁気リニアメントの長さのデータを用いる。亀裂長さ分布モデルのパラメータを

算定するために，まず露頭における亀裂トレース長と累積亀裂数を両対数グラフにプロッ

トする（図 3.2.1-37 参照）。累積亀裂数は，その長さを超える亀裂の数を露頭面積で除して
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正規化した値を用いる。このプロットの直線部にフィットする直線を求める（すなわち，

べき乗則で表す）。べき乗分布を表すためのパラメータを表 3.2.1-20 に示す。亀裂長さ分布

は，露頭亀裂トレースに基づいて計算した最小亀裂半径（r0）と亀裂密度 P32とボーリング

孔での亀裂密度 P32を利用して求める。 

・ 最小亀裂半径（例えば半径 r0=0.5m）を仮定し，露頭亀裂と地表磁気リニアメントのト

レース長分布に合う P32（単位体積当たりの亀裂面積，m
2
/m

3）を求める。 

・ 次に，ボーリング孔で観察された亀裂（破砕帯やその影響の及んだ亀裂は除く）から

求めた P32平均値（P32の計算方法は後述）に合うようにパラメータを調整する。この

ときボーリング孔の一次元亀裂密度から求められる P32 が最小亀裂半径（例えば半径

r0=0.5m）から求められる P32より大きければ，最小亀裂半径 r0を小さくする（同様に

P32が小さすぎるときは r0を大きくする）。そして，亀裂長さ分布の傾き（べき乗数）

は，露頭データのトレース長分布に合うように調整する。 

 

適用する亀裂長さと密度の関係のスケーリング特性の違いによって，ユークリッドスケ

ーリングによるモデル（TCM）とフラクタルスケーリングによるモデル（TCMF）がある。

ユークリッドスケーリングでは，亀裂長さと亀裂密度が線形の比例関係にあり，スケール

による亀裂密度の変化はない。 

 

図 3.2.1-37 亀裂トレース長と累積亀裂数のプロットの例 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-20 亀裂のべき乗分布に関するパラメータ 

（Fox et al., 2007） 

 

 

 また，図 3.2.1-37 で示した亀裂トレース長の累積亀裂本数は，次式のように表される。 

 

 

 

 累積亀裂数分布はトレース長の確率分布ではないので，累積亀裂数から確率分布を求め

るには，x0tまたは r0を定めて次式により計算する。 

 

 
x0t：トレース長の最小値，x：x0t以上のトレース長， 

kt：トレース長の次元， ：トレース長がｘ以上となる確率 

 

 x0tは確率分布関数での最小トレース長であり，t0nから求めることはできないが，r0と x0t

の関係および krと ktの関係は，次のとおりである。 

 

 

 

 

 亀裂半径の累積関数の指数は累積亀裂数の指数に１を加えた値であり，r0，xot は累積亀

裂数分布からではなく最小亀裂トレース長または半径分布から求められる。亀裂サイズと

亀裂数をプロットする際には，累積亀裂数を露頭面積で補正する必要がある。ユークリッ

ドスケーリング（ポアソン密度関数）の場合は，単純に露頭面積で累積亀裂数を割ればよ

い。フラクタルのスケーリング則が成り立つ（Dm≠2.0）場合，亀裂数は空間次元Dm（Mass 

dimension）の関数として次の式で表される。 
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：定数，r：亀裂の半径，Dm：空間次元， 

 

N(r)：半径 r の円の中にある亀裂トレース（全体・部分のいずれか）の数 

 

 Dmの値を求めるには，亀裂トレースマップうえで，任意の位置を中心とする様々な半径

の円を描き，円の中に含まれるトレース数をカウントする（図 3.2.1-38 参照）。円の半径と

含まれるトレース数の関係を両対数グラフにプロットし，回帰直線の傾きを Dm，半径 1.0m

のときのトレース数を とする。 

 

 

図 3.2.1-38 亀裂トレースマップから空間次元を計算する方法 

（Fox et al., 2007） 
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 異なる露頭のデータを統合してプロットする際には，各露頭の累積亀裂数を除す露頭面

積として，次式のように補正した露頭面積A
*を用いる。 

 

A0：各露頭の面積 

 

 累積亀裂数プロットは確率分布を直接表しておらず，累積亀裂数プロットで示される最

小サイズは確率分布における最小サイズではない。このため，亀裂の最小サイズをシミュ

レーションによって以下のように求める（Fox et al., 2007, p.41）。 

・ 累積亀裂数プロットに基づいて krを算出する。また，仮の最小半径と亀裂密度 P32を

設定する（SDM2.2 では P32を 0.1m
2
/m

3，最小半径を 10m とした）。対象とする亀裂セ

ットを選ぶ。 

・ 対象領域に亀裂を発生させる（SDM2.2では1,000m×1,000m×1,000mの領域とした）。 

・ 1 枚の水平面を仮定してこれに交差する亀裂を計算し，そのトレースを累積亀裂数グ

ラフにプロットする。観察エリアと計算エリアの面積が異なるときは累積亀裂数を補

正する。 

・ グラフにおいて計算値の直線部分が実測値にマッチするように，P32(rmin, rmax)の値を繰

り返し計算により求める。 

・ モデルを適用する最小半径 r0の適切な値を定め，次式により P32(r0,∞)を計算する。 

 

 

 図 3.2.1-39 の例では，P32を 0.1 m
2
/m

3から 0.052632 m
2
/m

3に減じることで実測値にフィッ

トした。上記の式に従い，x1r=10m，x2r=∞，x0r=0.5m，kr=2.8，P32(x1r, x2r)=0.052632m
2
/m

3

という値を用いて計算すると，P32(r0,∞)=0.5782 m
2
/m

3となる。 

最後に，露頭データは 0.5m 以下のトレースを記録していないことから，ボーリング孔

での P32に基づいて真の最小半径 r0を求める（Fox et al., 2007）。ボーリング孔のデータによ

る最小半径 rminBHは次の式で計算する。 
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 露頭亀裂の最小半径 rminOCと亀裂密度 P32OCは露頭データのプロットから得られる。最大

亀裂半径は制限していない。計算の結果，rminBHがボーリング孔の半径（0.038m）より大き

く rminOCより小さくなった場合は，rminBHを真の最小半径 r0とする。rminBHがボーリング孔

の半径より小さい場合は，r0＝0.038m とする。rminBHが rminOCより大きい場合は，露頭とボ

ーリング孔の両方のデータを満足するパラメータは求められず，ボーリング孔のデータか

ら得られた P32と r0(＝rminBH）を全エリアに用いることが推奨される。 

ボーリング孔のデータを優先する理由として，露頭表面は氷河の除荷や人為的影響によ

る乱れがあること，ボーリング孔ではより高い亀裂密度データが得られていること，露頭

のない岩盤領域が存在することがある。 

 

 

 

図 3.2.1-39 P32の調整と最小サイズの計算 

（Fox et al., 2007） 
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 「露頭スケール+断層モデル」のうち，露頭スケールモデル（OSM）は，地表露頭の亀

裂（節理）トレースのサイズと密度に基づくモデルである。ここで用いるトレース長デー

タは，破砕帯やリニアメントを除いた，露頭のみのデータである。露頭での亀裂密度をボ

ーリング孔の亀裂密度に適合させる。亀裂長さと密度の相関関係は明瞭でなく，それぞれ

が亀裂長さ分布をもつ。対象とするスケールは，亀裂半径 0.5m～564m の範囲である。 

断層モデル（TFM）は，破砕帯・リニアメントの露頭・地表における長さと密度にフィ

ットするように作成されるモデルである。対象はすべてグローバルな亀裂セットである。

対象とする亀裂半径は 28m～564m（トレース長 50m～1,000m）の範囲である。パラメータ

化の手順は構造連続モデル（TCM）と同じである。露頭スケールモデルと断層モデルの亀

裂長さ分布の例を図 3.2.1-40 に示す（Fox et al., 2007）。 

領域内に露頭が存在する岩盤領域（FFM02，FFM03）では，それぞれの地表露頭データを

用いて上記の手順で岩盤領域の亀裂セットごとに長さ分布のモデル化を行う（Fox et al., 

2007）。 

岩盤領域内に露頭が存在しない場合（岩盤領域 FFM01，FFM06）は，露頭のある他の岩

盤領域の情報を用いて以下のようにモデル化を行っている。 

・ 破砕帯の分布等からみて FFM02 は FFM01,FFM06 に近いと考えて，FFM02 の式と分布

形を適用する。 

・ FFM02の式にFFM01またはFFM06における同じ亀裂セットのボーリング孔での一次元

亀裂密度から求められる P32を適用し最小半径 r0を調整する。 

 

 

図 3.2.1-40 露頭スケールモデルと断層モデルの関係 

（Fox et al., 2007） 
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 亀裂長さモデルに関しては，次に示す不確実性が挙げられている（Fox et al., 2007）。 

・ 構造が連続的（Tectonic Continuum）であるという仮定 

・ 亀裂トレースの連結性 

・ メートル～キロメートルスケールにおける亀裂密度のスケール特性を表すのに，フラ

クタルとユークリッドスケーリングのどちらが適切か 

・ 地表磁気リニアメントは亀裂トレース長と亀裂密度を代表するものであるか 

 

亀裂の密度分布 

 亀裂の三次元密度 P32（単位体積当たりの亀裂面積：m
2
/m

3）は，ボーリング孔で得られ

た一次元密度 P10（単位長さ当たりの亀裂数：1/m）と変換係数 C13 を用いて，次の Wang

の式により求めることができる（Fox et al., 2007）。 

 

 

 

 

 

 ここで，αはボーリング孔の軸方向と亀裂法線のなす立体角である。|δ－ρ|＜α＜δ＋

ρのときRδの積分範囲は次のようになる。 

 

,  or  

 

 係数 C13 の計算式で用いられるαとκは，対象領域内のボーリング孔の亀裂データによ

る対象亀裂セットの平均法線方向と Fisher の集中度係数として得る。具体的な亀裂データ

の処理手順は次のとおりである（Fox et al., 2007）。 

・ 各ボーリング孔の長さを 6m，15m，30m に分割する。 

・ 各区間の平均方位（trend）と平均俯角（plunge）を算定するために，各区間の始点と

終点を設定する。 

・ 岩盤領域ごと，亀裂セットごとの亀裂の卓越方向の平均方位と平均俯角およびフィッ

シャー係数（κ）を算定する。 

・ 各岩盤領域の各ボーリング区間，各区間長さ，各亀裂セットについて，亀裂セットの

平均方位とボーリング区間の方位を表す単位ベクトルとの立体角度（θ）を計算する。 

・ 立体角度（θ）とフィッシャー係数を用いて数値積分法により C13 を近似的に算定す

る。 
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亀裂の空間分布 

 亀裂の空間分布は，ある場所の岩盤中にどれだけの亀裂が存在するかを表すもので，数

学的には，亀裂のスケール特性と，深度・岩種・構造運動の影響などの地質要因と亀裂密

度との関係の統計的有意性によって評価する（Fox et al., 2007）。亀裂のスケール特性は，

マスフラクタル次元（Mass dimension）で示されるスケールによる亀裂密度の変化を，露頭・

ボーリング孔のデータに基づきスケールと亀裂密度の関係を両対数グラフに表すことによ

って確認する。プロットの全体が直線で表される場合はべき乗則（連続的構造モデル）を

示し，いくつかの直線部分に分かれる場合はスケールによって異なる分布密度特性を持っ

ていることとなる。ユークリッドスケーリングでは，亀裂密度はスケールによらない。 

地質パラメータと亀裂密度との関係については，ボーリング孔データを用い，地質要因

を段階的にスコア化したうえで，地質要因間の相関分析と多変量線形回帰分析によって，

亀裂密度モデルのばらつきと不確実性を低減するような地質要因を判定する。 

ローカル亀裂セットの空間分布は，それが観察されたエリアにおいてのみ，次のように

モデル化する。 

・ 統計解析によってローカル亀裂セットの存否を支配する地質要因を探索し，支配要因

があればその分布に対応した分布モデルを構築する。 

・ 対応する地質要因が見られない場合，ボーリング孔の亀裂データにより遭遇率のモデ

ル（亀裂セットと遭遇するボーリング孔区間の割合）を亀裂セットごとに作成する。

亀裂と遭遇する要素においてのみ，露頭データより得られた分布密度 P32 の値を与え

る。  
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(b) 構築された亀裂ネットワークモデル（GeoDFN モデル ver2.2） 

亀裂の方位分布モデル 

 亀裂の方位モデルを表 3.2.1-21 に示す。亀裂の方位モデルは，すべての代替モデルに共

通である。各亀裂セットが全領域の亀裂の平均的な方位とばらつきを表すとする使い方と，

統計解析において空間的に変化するパラメータとしての使い方がある（Fox et al., 2007）。 

 

表 3.2.1-21 亀裂方向モデル 

（Fox et al., 2007） 
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亀裂の長さ分布モデル 

 亀裂の方位モデルを表 3.2.1-22～表 3.2.1-25 に示す。亀裂の長さ分布モデルには 2 種類の

モデルがある。構造連続モデル（TCM/TCMF）は，地表露頭データに基づいた長さと密度

をの相関関係を示したモデルである。TCM と TCMF は，スケール特性がユークリッドス

ケーリングかフラクタルスケーリングかの違いである。露頭スケール+構造断層モデル

（OSM+TFM）は主に地表露頭のトレース長のデータに基づくものの，直接的に長さのデ

ータを伴わないボーリングデータによる亀裂密度のデータを用いている。二種類のモデル

のうち，GeoDFN のモデリングチームとしては構造連続モデルが推奨されている（Fox et al., 

2007）。 

 

表 3.2.1-22 構造連続モデル（TCM：ユークリッドスケーリング） 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-23 構造連続モデル（TCMF：フラクタルスケーリング） 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-24 露頭スケールモデル（OSM） 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-25 構造断層モデル（TFM） 

（Fox et al., 2007） 

 
 

亀裂の密度分布モデル 

 亀裂の密度分布モデルを表3.2.1-26および表3.2.1-27に示す。このモデルで示すのは0.5m

～564m の間の空間亀裂密度 P32である。構造連続モデル（TFM）では，破砕帯の影響を受

けていない亀裂との組合せのみ有効である（Fox et al., 2007）。 
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表 3.2.1-26 亀裂密度モデル（破砕帯の影響を受けていない亀裂） 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-27 亀裂密度モデル（破砕帯の影響を受けている亀裂） 

（Fox et al., 2007） 

 

  



 

3-76 

 

亀裂の空間分布モデル 

 亀裂の空間分布モデルは一般にポアソン過程による空間分布（ポアソン分布）が推奨さ

れる。少なくとも 30m 以上のスケールではユークリッドスケーリングが適用できると推定

されている。局所的には，岩相の違いによる傾向は認められず，局所的な過去の応力履歴

や岩盤特性を表していると考えられることから，局所的なボーリング孔で測定された亀裂

密度に基づくブートストラップ法による推定か，6m 区間長の亀裂遭遇確率に基づいた確

率論的なアプローチ（表 3.2.1-28）が推奨されている（Fox et al., 2007）。30cm 以下のスケ

ールでは，フラクタル的なクラスタリングが認められるものの，そのクラスタリングの程

度は小さく，ポアソン過程から生じるバラツキとの区別が困難なため，すべてのスケール

で TCM（ユークリッドスケール）モデルの適用を推奨している。また，亀裂の相互関係を

表すパラメータとして，亀裂の終端が他の亀裂により止められている（termination）割合

があり，表 3.2.1-29 の値が示されている。 

 

 

表 3.2.1-28 ローカル亀裂群の各岩盤領域，各スケールの出現確率 

（Fox et al., 2007） 
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表 3.2.1-29 亀裂終端の特性（上：FFM02，下：FFM03） 

（Fox et al., 2007） 

 

 

 

モデル化方法の不確実性 

 GeoDFN モデル version2.2 モデルには，次に示す制約がある（Fox et al., 2007）。 

・ 亀裂長さと密度の相関を表したモデルは，露頭データに基づいており，ボーリング孔

で取得された地下のデータは岩種や深度による補正のみに用いられている。 

・ 破砕帯内部の亀裂データは対象としておらず，モデルはそれ以外の部分に限られてい

る。 

・ 4つの岩盤領域のうちFFM02とFFM03は地表露頭，ボーリングデータともにあるが，

FFM01 は地表に露出しておらず，FFM06 は地表露頭とボーリング孔のどちらのデー

タもないため，領域によって露頭スケールモデルや代替モデルの確からしさに差があ

る。 

・ 構造断層モデルでは，断層の一部は地表磁気リニアメントによって認識されており，

その検出精度から考えて他のモデルより不確実性が大きい。 

・ モデルは 4 つの岩盤領域内の深度 1,000m 以浅の部分に限られ，その外側や深部には

適用できない。 

・ モデルの確からしさは，不確実性解析の範囲に限られている。 

・ 水理や力学に関するモデル化はされていない。 
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 主な不確実性とその影響の程度について，次の事項が挙げられている（Fox et al., 2007）。

また，表 3.2.1-30 に示すように，不確実性解析により示された重要な不確実性とその影響

が整理されている。 

 

・ ボーリング，露頭，リニアメントのデータを統一的に表す連続的な構造特性（tectonic 

continuum）の有無の違いは，亀裂密度に約１桁の違いを与え，透水性や岩盤特性に 1

桁の差が生じる可能性がある。 

・ TCM が適用できる場合，重要な不確実性として 20～30m スケールでのスケーリング

特性の振る舞いが上げられる。20～30m 以上のスケールでのスケーリング特性が亀裂

密度とそれに対応する透水性に与える影響は 0.5 倍程度である。 

・ 露頭での亀裂データを領域全体に外挿するときの不確実性は 1.6 倍で小さい。この場

合，岩種による亀裂密度の違いは 2 倍程度（最大で 5 倍）であり，複数の岩種の特性

を統合すると違いは小さくなる。 

・ 露頭のない岩盤領域 FFM01と FFM06において亀裂長さと密度の相関モデルによりモ

デル化したときの不確実性は 2～3 桁となる。 

・ 個々の亀裂の方向や領域内での亀裂の平均法線方向の変化，およびこれを一定値とし

たときの不確実性は，亀裂セットの分類のみに関係する問題であり，亀裂密度に対し

ては大きな影響は及ぼさない。 

・ 孔壁画像検層（BIPS）で識別可能な亀裂のみを対象としていることについては，それ

による統計的な有意差は生じないことがわかっている。 

 

表 3.2.1-30 重要な不確実性と下流側モデルへの影響 

（Fox et al., 2007） 
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 表 3.2.1-30 に示した結果から，不確実性低減のためには次の事項が重要であるとされて

いる（Fox et al., 2007）。 

・ 各々の岩盤領域を別々にモデル化すること 

・ 各岩盤領域内の亀裂セットをそれぞれモデル化すること 

・ 岩種ごとに亀裂密度を与えること 

・ データ取得スケールと適用スケールの差をできるだけ小さくすること 

 

 これらの影響の大きい事項については，構築した水理地質構造モデルを活用した水理，

安全解析，工学技術側等の下流側のニーズに対して不確実性の範囲が許容できるかどうか

を評価し，地質構造モデルにフィードバックすることが望まれる。また，露頭のない岩盤

領域 FFM01 と FFM06 では坑道や立坑での亀裂長さのデータの取得が推奨される。 

 

(c) GeoDFN モデルとHydroDFN モデルの関連性 

 Forsmark サイトでは，前項(b)までにに示したGeoDFN モデル version2.2 と同様に，モデ

ル構築段階 2.2 の水理地質構造モデルとして，岩盤中に分布する破砕帯や亀裂の水理特性

を反映したHydroDFN モデル version2.2 が構築されている（Follin et al., 2007）。しかしなが

ら，HydroDFN モデル version2.2 の構築作業は，GeoDFN モデル version2.2 の構築作業と並

行して進められたため，GeoDFN モデル version2.2 をHydroDFN モデル version2.2 に反映す

ることができなかった。そのため，HydroDFN モデル version2.2 では，GeoDFN モデル構築

段階 1.2 において特定された亀裂セットの亀裂方位の範囲（Hard sector definition）が亀裂セ

ットの分類に適用された。亀裂の長さ分布モデルに関しては，開口性の亀裂の長さ分布を

べき乗分布の概念に基づき導いている。亀裂の長さ分布や密度分布を求めるために使用さ

れた主なデータは，ボーリング孔で観察された開口亀裂の密度であった。また，亀裂の連

結性を考慮した亀裂の長さ分布，密度分布，透水量係数分布のパラメータは，PFL-f 試験

により検出された湧水箇所に相当する亀裂の頻度データを用いたキャリブレーションによ

り求められた（Follin et al., 2007）。 

 

GeoDFNモデルおよびHydroDFNモデルで対象とする亀裂の違い 

 GeoDFN モデルでは，露頭で観察される亀裂やボーリング孔での孔壁画像観察（BIPS）

で観察されたすべての割れ目を対象としている。一方，HydroDFN モデルでは，ボーリン

グで観察される亀裂を図 3.2.1-41 に示すように，コア採取ボーリング孔の 100m 以深で確

認された開口亀裂と PFL-f 試験で検出された透水に寄与している一定の連結性を有する亀

裂（透水量係数 1×10
-9 

m
2
/s 以上）を対象に検討している。図 3.2.1-41 に示されている亀裂

の定義と密度の関係は次のとおりである。 
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P10,all ＞ P10,open ＞ P10,cof ＞ P10,PFL  

 

 ここで，“P10,all”はボーリング孔で観察されるすべての亀裂の一次元密度，“P10,open”は

開口（一部開口を含む）性の亀裂の一次元密度，“P10,cof”は一定の連結性を有する開口性

の亀裂（connected open fractures）の一次元密度，“P10,PFL”は PFL-f 試験で検出されるボー

リング孔から水理的に連続した亀裂の一次元密度を表す（Follin et al., 2007）。 

 

 

図 3.2.1-41 HydoDFN モデルで取り扱う亀裂の概念 

（Follin et al., 2007）  
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HyrdoDFNモデルにおけるGeoDFNモデルの取り扱い 

 HydroDFN モデル version2.2 では，GeoDFN モデル version1.2 で示された亀裂の方位区分

（Hard sector definition）が適用された（表 3.2.1-31 参照）。 

 

表 3.2.1-31 HydroDFN モデル version2.2 に適用された亀裂の方位区分 

（Hard sector definition）（Follin et al., 2007） 

 

 

 GeoDFN モデルでは，亀裂の長さ分布を破砕帯，露頭観察，ボーリングコアの亀裂頻度

データを組み合わせることで決定された。その際，亀裂の流動特性を考慮せず，コアや露

頭で記載されるすべての亀裂に基づいて構築された。一方，HydroDFN モデルでは，地下

水の流動に寄与する割れ目のみが対象とされた。そのような亀裂は，母岩に分布するすべ

ての亀裂の一部であるが，亀裂の長さ分布はGeoDFN モデルで対象とされたすべての亀裂

の長さ分布とは単純な関係にないことから，PFL-f 試験で検出された亀裂の実測頻度を利

用して，開口亀裂の長さ分布，亀裂密度と透水量係数の分布を求める手法が開発された

（Follin et al., 2007）。 

 GeoDFNモデルとHydroDFNモデルの構築プロセスにおける亀裂特性の取り扱い方法や

算定方法について表 3.2.1-32 にまとめた。GeoDFN モデルでは，母岩中に分布するすべて

の亀裂を対象として，その空間的な分布を確率論的に表現することを目的としたモデルで

あるのに対し，HydroDFN モデルはすべての亀裂の中で水みちとなる（水理的な連結性を

有する）亀裂の空間的な分布を確率論的に表現することを目的としたモデルである。  
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表 3.2.1-32 GeoDFN モデルとHydroDFN モデルにおける亀裂特性の取り扱い 

（算定方法）のまとめ 

亀裂特性 GeoDFN モデル HydroDFN モデル 

定義 

・露頭で観察される亀裂 

・ボーリング孔（BIPS）で観察さ

れるすべての亀裂（開口亀裂，

閉鎖亀裂） 

・ボーリング孔（BIPS）で観察さ

れる開口亀裂（一部開口亀裂を

含む） 

・PFL-f 試験で検出される（透水

量係数 1×10
-9
m

2
/s 以上）亀裂 

方位分布 

・露頭で観察される亀裂の方位デ

ータに基づいて方位セットを区

分（各岩盤領域） 

・方位セットごとにボーリング孔

（BIPS）で観察されるすべての

亀裂（開口亀裂，閉鎖亀裂）の

平均方位，俯角，フィッシャー

係数を算定 

・GeoDFN モデルの方位区分を適

用 

・方位区分ごとにボーリング孔

（BIPS）で観察される開口亀裂

（一部開口亀裂を含む）の平均

方位，俯角，フィッシャー係数

を算定 

長さ分布 

・露頭の亀裂長さ分布と構造断層

の長さ分布モデルを統合したモ

デル（OSM+TFM）を提示 

・すべてのスケールを単一の長さ

分 布 と し た モ デ ル

（TCM+TCMF）を提示 

・べき乗分布を仮定して，PFL-f

試験で検出される亀裂の実測頻

度を利用した数値シミュレーシ

ョン（DFN モデル）によるキャ

リブレーションにより，水みち

として連結性を有する亀裂の長

さ分布と密度分布，透水量係数

分布を算定 

密度分布 

・ボーリングで観察される亀裂の

一次元密度から三次元亀裂密度

を算定 

・ガンマ分布に基づいて三次元亀

裂密度を算定 

透水量係数

分布 
・亀裂の流動特性は考慮せず 

空間分布 

・ポアソン分布を仮定 

・ブートストラップモデルによる

統計量算出 

・確率論的方法による統計量算出 

・ポアソン分布を仮定 
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（2）堆積岩を対象とした事例の調査 

（ii）幌延地域を対象とした事例水理地質構造モデル構築事例 

幌延深地層研究所の周辺地域を対象とした水理地質構造モデル構築事例について，既存

の公開資料（例えば，操上，2007；前川ほか，2010）を基に調査を行った。 

 

(a) 水理地質構造の概念モデルの構築 

 前川ほか（2010）は，大澤ほか（2008）により構築された“既存情報に基づく地質・地

質構造，地下水の流動特性，地下水の塩分濃度分布に関する概念モデル”に基づいて，幌

延沿岸域の水理地質構造モデル構築手法について整理を進めている（前川ほか，2010，pp.22

～23，pp.44～45）。大澤ほか（2008）による幌延沿岸域の既存情報に基づく地質・地質構

造，地下水の流動特性，地下水の塩分濃度分布に関する概念モデルのうち，地質・地質構

造および地下水の流動特性に関する概念モデル（図 3.2.1-42，図 3.2.1-43）は，地質・地質

構造，透水係数データや地下水流動解析などに関する既存情報（幌延深地層研究計画にお

ける調査・研究成果を含む）に基づいて構築されている（大澤ほか，2008，p.145，p.148，

p.579）。 

既存情報地質・地質構造の概念モデルおよび地下水の流動特性に関する概念モデルは，

地質・地質構造，移行経路としての重要な構造，対象岩盤の分布・形状および岩盤中の地

質学的不均質性に関する現状の知見，ならびに透水係数のデータおよび地下水流動解析に

より得られた知見を表現しており，その概要は次のとおりである（大澤ほか，2008，pp.148

～150）。 

 

（地質・地質構造の概念モデル） 

・ 地質層序：幌延深地層研究計画における対象岩盤である稚内層（主として珪質泥岩）

から上位に向かって，声問層（主として珪藻質泥岩で上位ほど砂質），勇知層（主とし

て塊状の泥質極細粒砂岩および極細～細粒砂岩），更別層（礫・砂・泥・亜炭層の互層）

に区分される。これらを覆い，礫・砂・泥層からなる沖積層や段丘堆積物が分布する。 

・ 地質構造：西フェルゲンツ（西急東緩）をなす褶曲断層帯の地質構造が発達し，地質

はおおよそ北北西－南南東方向に延びた分布をなす。 

・ 岩盤中の不均質性：稚内層と声問層は，比較的均質な岩相を呈するものの，稚内層に

ついては構造発達の際に起因する不均質性が存在する。すなわち，褶曲構造の軸部は

翼部と比較して割れ目密度が高いと推定される。勇知層は比較的均質な岩相を呈する。

更別層，沖積層および段丘堆積物は多様な岩相を呈し，岩相の違いに起因する不均質

性が著しいと考えられる。 

・ 移行経路として重要な構造：東から順に，大曲断層，サロベツ断層，稚咲内背斜に関

連した断層が想定される。向斜の二つの断層は地表において撓曲をなす。いずれの断

層も，西フェルゲンツをなす褶曲断層帯の地質構造の一部を構成している。大曲断層
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は，リストリック断層の幾何形状をなし，研究所設置地区において分岐した三次元分

布をなす。サロベツ断層帯と稚咲内背斜に関連した断層は，低角衝上断層の幾何形状

をなし，幌延沿岸域におけるデタッチメント断層から派生しているものと考えられる。

なお，サロベツ断層帯の幾何形状については，二通りの解釈がある。 

 

（地下水の流動特性の概念モデル） 

・ 稚内層と声問層の境界部に水みちとなる高透水性の割れ目が卓越する。 

・ 大曲断層に伴う割れ目帯は高い透水性の割れ目が卓越する。 

・ 大曲断層に伴う割れ目帯は高い透水性を有し，地下水流動に影響を及ぼしていると考

えられる。 

・ サロベツ断層帯および稚咲内背斜に関連した断層について，その三次元分布や地下水

の流動特性に与える影響は把握されていない。 

・ 研究所設置地区周辺で確認されている水みちの分布について，研究所設置地区周辺が

背斜軸であるのに対して沿岸域では水平な地層を呈し，地質構造の差異が認められる

ことから，十分に把握されていない。 

 

 前川ほか（2010）は，図 3.2.1-44 に示す水理地質構造の概念モデル構築に関する意思決

定過程のフローダイヤグラムを提示している（前川ほか，2010）。 
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（a） 石油公団（1995）の解釈に基づく地質・地質構造の概念モデル 

 

 

（b） 産業技術総合研究所（2006）の解釈に基づく地質・地質構造の概念モデル 

図 3.2.1-42 既存情報に基づく地質・地質構造の概念モデル 

（大澤ほか，2008） 
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（a） 石油公団（1995）の解釈に基づく地下水の流動特性の概念モデル 

 

 

（b） 産業技術総合研究所（2006）の解釈に基づく地下水の流動特性の概念モデル 

図 3.2.1-43 既存情報に基づく地下水の流動特性の概念モデル 

（大澤ほか，2008） 
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図 3.2.1-44 水理地質構造概念モデルの構築に関する意思決定過程の 

フローダイヤグラム（前川ほか，2010） 

 

(b) 水理地質構造モデルの構築 

 前川ほか（2010）の検討においては，大澤ほか（2008）により構築された水理地質構造

モデルを活用し，断層のモデル化／非モデル化，あるいは等価連続体／DFN（亀裂ネット

ワーク）モデルの選択などの作業や判断については，同モデルで表現されている断層形状，

連続体モデルとしての近似を採用することとし，大規模不連続構造および小規模不連続構

造のモデル手法の選択にかかわる意思決定のフローダイヤグラム（図3.2.1-45，図3.2.1-46）

を示している。また，沿岸域特有の塩分濃度の高い地下水の移流・分散現象を考慮した水

理特性を設定している（前川ほか，2010，pp.22～23，p.46）。一方，操上（2007）は，既往

の水理地質構造モデルを基本とし，新たに取得された調査データに基づき，各地質構造区

分の透水係数分布について検討して水理地質構造モデルを更新するとともに，水圧分布の

実測値と解析値を比較することにより，水理特性のキャリブレーションを行っている（操

上，2007，pp.1～4）。 

 以下では，ここでは，大澤ほか（2008）が示した地質構造モデルの構築方法，操上（2007）

および前川ほか（2010）が示した水理特性の設定方法についてまとめる。 
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図 3.2.1-45 大規模不連続構造のモデル化手法選択に関する意思決定の 

フローダイヤグラム（前川ほか，2010） 

 

 

図 3.2.1-46 小規模不連続構造のモデル化手法選択に関する意思決定の 

フローダイヤグラム（前川ほか，2010） 
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地質構造のモデル化 

 大澤ほか（2008）は，次に示す手順にしたがって，地質構造モデルを構築している（大

澤ほか，2008，pp.627～628）。 

① モデル構築領域の設定 

② 使用データとその優先順位の検討 

③ 使用地質図の選択 

④ 地質境界面の深度の検討 

⑤ 断層面の幾何形状 

 

モデル構築領域の設定 

 大澤ほか（2008）は，現在の地質環境の特性とプロセスとともに，それらの時間変化（10

万年程度）についても調査・評価の対象としている。このため，調査すべき範囲，すなわ

ち地質構造モデルを構築する範囲は，上記の期間にわたる地質環境の長期変遷を考慮し，

氷期・間氷期サイクルに伴う海水準変動により生じる汀線位置の移動範囲，現行テクトニ

クスの範囲，幌延町西方とほぼ同一の地質・地質構造が分布する範囲，現在の陸域におけ

る涵養域を踏まえて，次のとおり設定されている（大澤ほか，2008，pp.146～147，p.627）。 

・ 西縁：既存の反射法地震探査による解釈断面図が存在する範囲 

・ 東縁：大曲断層を含む範囲 

・ 北縁および南縁：既存の反射法地震探査による解釈断面図が存在する範囲 

 

 なお，地質構造モデルの構築にあたっては，上記の領域外における地表地質境界データ

も使用し，同領域外との地質・地質構造の連続性を考慮してモデルが構築されている（大

澤ほか，2008，p.627）。地質構造モデル構築に使用された主なデータは，次のとおりであ

る（大澤ほか，2008，p.627）。 

・ 地表地質分布，断層トレースおよび褶曲軸トレース：既存地質情報のコンパイル結果

（舟木ほか，2005），幌延深地層研究計画第 1 段階報告書（太田ほか，2007），「天塩」

図幅（秦ほか，1969） 

・ 地質境界深度：幌延深地層研究計画第 1 段階報告書（太田ほか，2007），基礎試錐「天

北」（石油公団。1995）および北川口 SK-1（兼清，1999）によるボーリング調査結果 

・ 地下地質構造（断層・褶曲の幾何形状を含む）：幌延深地層研究計画第 1 段階報告書（太

田ほか，2007），産業技術総合研究所（2006）による反射法地震探査結果の解釈断面図，

反射法地震探査断面の測線位置（兼清，1999），重力図（駒澤ほか，2001） 

 

 断層面や褶曲構造などの地質構造については，国内外の褶曲断層帯を対象とした研究成

果（Suppe，1985；ショルツ，1993）を参照し，既存の反射法地震探査結果などの解釈断面

図に表示された地質構造を内外挿することにより表現したとされる（大澤ほか，2008，
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p.627）。上記のデータの優先順位については，次のように考えられている（大澤ほか，2008，

p.163）。 

・ 地表地質図とボーリング調査による地層境界深度の情報は，原位置においてその存在

が直接確認された一次的な情報である。 

・ 反射法地震探査断面解釈図や重力異常図は，地表での測定およびそれを用いた解析を

経て得られた推定値，すなわち二次的な情報である。 

・ 情報の信頼性の観点から，地表における不連続面分布は，重力異常図に比べて地表地

質図に基づく情報が優位であり，地下においては，反射法地震探査断面の解釈図に比

べてボーリング調査による地層境界深度の情報が優位である。 

 

 幌延深地層研究計画における地上からの調査段階（第 1 段階）報告書（太田ほか，2007）

に掲載された地質図は，北海道立地質調査所の 5 万分の 1 地質図幅（長尾，1960）や，産

業技術研究所発行の 20 万分の 1 地質図幅（秦ほか，1969）に基づき，幌延地域を対象とし

た地質分布にかかわる既存文献のコンパイル結果（舟木ほか，2005）および日本原子力研

究開発機構による地表地質調査結果を加味して作成されている。このため，大澤ほか（2008）

は，太田ほか（2007）に示された地質図に基づき地質構造モデルを構築している（大澤ほ

か，2008，p.627）。 

 地質構造モデルに反映された各地質区分の境界面については，次のように推定されてい

る（大澤ほか，2008，p.627）。 

・ 沖積層や砂丘などに被覆されている範囲は，重力図（駒澤ほか，2001）や反射法地震

探査による地質構造の解釈図（産業技術総合研究所，2006）を参照し，地層境界面の

深度を推定した。 

・ 反射法地震探査による解釈断面図が存在しない範囲では，近接する地質構造の解釈断

面図（産業技術総合研究所，2006）から読み取られる褶曲構造や断層変位，地表地質

図（太田ほか，2007）に明示された褶曲の分布や重力図から推定される褶曲構造の分

布に基づいて，地層境界面の深度を推定した。 

 

 幌延地域の地質構造モデルに反映された断層面の幾何形状については，既存の反射法地

震探査による地質構造解釈が存在する範囲と，それが存在しない範囲で異なる検討が行わ

れている。既存の反射法地震探査による地質構造の解釈断面図（産業技術総合研究所，2006）

では，バランス断面法を適用してデタッチメント断層が明示されているもの（測線 TP90-1D）

と，バランス断面法による地質構造解釈がされているがデタッチメント断層が明示されて

いないもの（測線 ST96-2 および測線 ST96-3）がある。このため，大澤ほか（2008）は，

既存情報としての反射法地震探査の解釈断面図でデタッチメント断層が明示されていない

断面図を対象に，次のようにデタッチメント断層の深度と幾何形状を推定している（大澤

ほか，2008，p.628）。 
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・ 測線 ST96-2 の解釈断面図（産業技術総合研究所，2006）では，フラット－ランプ構造

からなる断層関連褶曲が認められる解釈断面図については，同測線におけるデタッチ

メント断層とそれから派生する断層について，断層関連褶曲構造を形成し得る断層や

褶曲構造の幾何学的制約を利用して推定した。 

・ 測線 ST96-3 の解釈断面図（産業技術総合研究所，2006）では，深度 5km 以浅に示さ

れていないため，測線 TP90-1D の解釈断面図（産業技術総合研究所，2006）における

デタッチメント断層の推定深度を基準として，同測線に認められる地質構造を形成し

得る断層や褶曲構造の幾何学的制約を利用して，デタッチメント断層の深度と幾何形

状を推定した。また，デタッチメント断層の幾何形状については，国内外における褶

曲断層帯の地質構造に関する研究成果（Suppe，1985，ショルツ，1993）を参考にした。 

 

既存の反射法地震探査による地質構造の解釈断面図が存在しない範囲については，次の

考え方に基づいて，地質構造の解釈がおこなわれている（大澤ほか，2008，p.628）。 

・ 地形および地表地質分布から地質構造を推定する。 

・ 地下深部の地質構造は，表層での地質構造の分布を規定しており，褶曲断層帯の地質

構造を有する地域では，表層で認められる褶曲構造はデタッチメント断層もしくは同

断層から派生した断層により形成された断層関連褶曲である可能性が非常に高い。 

・ 現在認められる地形や地表地質，褶曲構造の分布を基礎データとして，それらの地質

構造が地下の断層運動に関連して形成されたものとして，バランス断面法もしくは断

層・褶曲の幾何学的制約を適用して地質構造の解釈を行う。 

 

 上記のそれぞれの検討を踏まえて，大澤ほか（2008）により構築された地質構造モデル

を，図 3.2.1-47 に示す。 

 

図 3.2.1-47 幌延沿岸域の地質構造モデル 

（大澤ほか，2008） 
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水理特性の設定 

 操上（2007）は，平成 16 年度～平成 17 年度に実施された深層ボーリング調査（HDB9

号孔～HDB11 号孔）により取得された透水試験データに基づき，既存の水理地質構造モデ

ルを更新している（操上，2007）。操上ほか（2005）で示された水理地質構造モデル構築に

活用した平成１5 年度までの調査結果では，声問層，勇知層の透水係数は比較的ばらつき

が小さい結果となっていたが，HDB-9 孔～HDB-11 孔における透水係数データの追加によ

り声問層においても透水係数の深度依存性やばらつきが無視できないことが明らかになっ

たとされる（図 3.2.1-48）。一方，稚内層については，既往調査結果において認められてい

た透水性の深度依存性とばらつきでほぼ説明できるとされているが，深度依存性の最小二

乗近似線の勾配が緩やか（深度に対する透水係数の変化率は小さく）であることが示され

ている（操上，2007）。操上（2007）が示した水理特性の更新方法は，次のとおりである（操

上，2007）。 

・ 稚内層，声問層，勇知層の透水係数については，原位置水理試験結果の解釈により得

られた深度依存性を考慮した最小二乗近似線に基づいて設定する。 

・ 各水理地質区分における透水係数の深度依存の上限値は，各地層の原位置水理試験結

果の最大値とする。 

・ 各水理地質区分における透水係数の深度依存の下限値は，室内透水試験結果により求

められた基質部の透水係数の対数平均値とする。 

・ 大曲断層については，試験データが 2 点と少ないが，深度依存性を考慮する。深度依

存性の勾配は，稚内層と同一とし，全体的に稚内層より透水係数を 1 桁高く設定する。 

 

 なお，その他の水理地質区分（表層，更別層，増幌層，大曲断層，幌延断層など）につ

いては，測定データがないため，既往の検討結果（今井ほか，2002）および推定値を設定

している。また，稚内層の透水係数について，次に示す観点に基づく分類（前川ほか，2007）

の結果を踏まえて，稚内層を 3 領域に区分して水理特性を設定している（操上，2007，p.2，

pp.35～36）。 

（稚内層の透水係数を区分する際の観点） 

・ 孔口からの深度 

・ 稚内層－声問層境界からの深度 

・ 大曲断層の東西 

・ 大曲断層からの距離 

（上記の観点による稚内層の領域区分） 

・ 大曲断層からの距離が近く，かつ稚内層の上部 200m 

・ 大曲断層からの距離が遠く，かつ稚内層の上部 200m 

・ 稚内層の下部 
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 操上（2007）によって設定された各水理地質区分の透水性を，表 3.2.1-33 に示す。 

 

 

図 3.2.1-48 原位置水理試験に基づく透水係数分布 

（操上，2007） 

 

表 3.2.1-33 透水係数の設定値（操上，2007） 

水理地質区分 
透水係数の設定値（m/s） 

設定-1 設定-2 

表層（更別層より上位） 1.00E-6 1.00E-6 

更別層 1.00E-6 1.00E-6 

勇知層 

log10k=-0.034z-8.3665 

上限値：4.00E-9 

下限値：2.50E-10 

log10k=-0.034z-8.3665 

上限値：4.00E-9 

下限値：2.50E-10 

声問層 

log10k=-0.0043z-7.5468 

上限値：2.50E-7 

下限値：1.70E-10 

log10k=-0.0043z-7.5468 

上限値：2.50E-7 

下限値：1.70E-10 

稚内層 

領域 1 log10k=-0.0059z-5.6359 

上限値：1.40E-5 

下限値：3.60E-12 

1.88E-6 

領域 2 2.09E-8 

領域 3 1.17E-9 

増幌層 5.00E-11 5.00E-11 

増幌層より下位層 5.00E-12 5.00E-12 

大曲断層のダメージゾーン 

log10k=-0.0059z-4.6359 

上限値：1.00E-6 

下限値：3.60E-11 

log10k=-0.0059z-4.6359 

上限値：1.00E-6 

下限値：3.60E-11 

幌延断層 1.00E-7 1.00E-7 

幌延断層の東側 1.00E-10 1.00E-10 
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稚内層の領域区分 

領域 1：大曲断層からの距離が近く，かつ稚内層の上部 200m，領域 2：大曲断層からの

距離が遠く，かつ稚内層の上部 200m，領域 3：稚内層の下部 

 

 前川ほか（2010）は，沿岸域を対象とする場合，塩分濃度の高い地下水の移流・分散現

象を考慮する必要があるため，物質移行特性を設定する必要があるとしている。物質移行

特性については，場に依存するパラメータとして間隙率および分散長，物理的な定数とし

ての分子拡散係数などがあるとしている（前川ほか，2010，p.46）。 

 

間隙率の設定 

稚内層および声問層については，ボーリング調査などに基づく実測値（牧野ほか，2005）

に基づき，声問層 0.54，稚内層 0.38 が設定されている（前川ほか，2010，p.46）。その他の

地層や地質構造の間隙率については，松井（2007）を参考に，次に示す事項を考慮し，下

位層の値が低くなるように設定している（前川ほか，2010，p.46：表 3.2.1-34）。 

・ 有効間隙率は地表付近で 0.6 前後，深度 700m 付近で 0.3 前後を示すこと 

・ わが国においては一般に深度が大きくなるにつれて間隙率は低くなる傾向にあること

（新エネルギー・産業技術総合開発機構，2005 など） 

 

表 3.2.1-34 間隙率の設定 

（前川ほか，2010） 

 

 

分散長の設定 

 前川ほか（2010）は，幌延地域の原位置で分散長に関するデータが取得されていないた

め，以下の文献情報や，モデルのスケールと分散長の関係に基づき，縦分散長を 50m，横

分散長を 5m（縦分散長に対して 1 オーダー小さい値）に設定している（前川ほか，2010，

pp.46-47）。 

・ 分散長は，一般にモデルのスケールに依存する（例えば，ドミニコ・シュワルツ，1995）。 

・ 横分散長は，縦分散長より少なくとも 1 オーダー小さい値である（ドミニコ・シュワ

ルツ，1995）。 

・ モデルのスケールは分割するメッシュサイズに相当し，本解析モデルのメッシュサイ

ズは 250m～1,000m である。 
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水理特性のキャリブレーション 

 操上（2007）は，地下水流動解析の結果における水圧分布が，実測の水圧分布をよりよ

く表現できるように，想定し得る範囲で透水係数などの入力条件を最適化する逆解析的な

試みを行っている。（操上，2007，p.4）。逆解析は，本来であれば実測値と計算値の偏差な

どの指標を用いて定量的に実施するのが適切であるとされているが，ボーリング孔ごとに

観測点数が異なり，データ量による重み付けなどの課題が残ることから，操上（2007）は

定性的な判断基準を設定し，試行錯誤的に最適化を行っている。設定された判断基準は，

次のとおりである（操上，2007，p.4）。 

・ 実測で認められている流出域，涵養域などの大局的な傾向を表現していること 

・ 全水頭の値が実測値に近似していること 

・ HDB-5 孔の相対的に高い全水頭を表現していること（HDB-5 孔の高い全水頭は主な涵

養域と考えられる清水川上流域の水圧を受けていると想定され，重要と考えられるた

め） 

・ HDB-10 孔の相対的に低い全水頭を表現していること（HDB-10 孔は谷に位置し，地形

的に被圧される環境であるにもかかわらず，低い全水頭を示しており，重要と考えら

れるため） 

 

 操上（2007）が実施した水理特性のキャリブレーションにおいて，稚内層中の小断層帯

の走向が東西方向に卓越するという概念を考慮し，稚内層の透水異方性を考慮した場合，

HDB-9 孔における水圧分布の実測値と計算値の整合性が低いものの，HDB-5 孔の高い水圧

や HDB-10 孔の低い水圧が相対的によく表現されている（操上，2007，p.5）。最適化の検

討によって得られた透水係数の設定を表 3.2.1-35 に示す。 
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表 3.2.1-35 透水係数の設定値 

（操上，2007） 

水理地質区分 透水係数の設定値（m/s） 

表層（更別層より上位） 1.00E-6 

更別層 1.00E-6 

勇知層 

log10k=-0.034z-8.3665 

上限値：4.00E-9 

下限値：2.50E-10 

声問層 

log10k=-0.0043z-7.5468 

上限値：2.50E-7 

下限値：1.70E-10 

稚内層 

log10kx=log10kz=-0.0059z-5.63

59 

log10ky=-0.0059z-6.6359 

上限値：1.40E-5 

下限値：3.60E-12 

増幌層 5.00E-11 

増幌層より下位層 5.00E-12 

大曲断層のダメージゾーン 

log10k=-0.0059z-4.6359 

上限値：1.00E-6 

下限値：3.60E-11 

幌延断層 1.00E-7 

幌延断層の東側 1.00E-10 
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(ii) Fault Zone Hydrology Project における水理地質構造モデル構築手法の事例 

NUMO および LBNLは，米国カリフォルニア州に分布するWildcat 断層を対象に，断層

帯の水理特性を効率的・合理的に把握・推定するための体系的な調査・評価の方法論を構

築するとともに，その有効性を確認することを目的とした調査（Fault Zone Hydrology Project）

を実施した（例えば，後藤ほか，2010；Karasaki et al., 2013a）。調査対象のWildcat 断層は，

サンアンドレアス断層系の活断層である Hayward 断層系の東側，約 1～1.5km に位置する

北北西－南南東走向の断層である（図 3.2.1-49）。Wildcat 断層は，長さ 20～25km の斜めず

れ断層で右横ずれ変位成分を有し，鉛直～南西に急傾斜すると考えられている。LBNL 周

辺における既往調査（トレンチ調査など）では，Wildcat 断層の完新世における活動は認め

られていない（Baldwin and Givler，2008）。LBNL の周辺には，主として中期中新世～鮮新

世に形成されたClaremont層（チャート主体），Orinda層（泥岩主体）が分布する（図3.2.1-50，

表 3.2.1-36）。Wildcat 断層周辺の調査では，次に示す 2 種類の水理地質構造モデルが構築さ

れた（Karasaki et al., 2012）。 

・ Strawberry Canyon モデル：Hayward 断層より東側の Strawberry Creek 流域を包含するモ

デル領域（東西 3km，南北 2.4km） 

・ East Canyon サブモデル：Strawberry Canyon モデルの一部 

 

なお，本事例調査にあたっては公開文献に関連する調査データを LBNL より入手し，知

見の整理に用いた。 

 

図 3.2.1-49 LBNL サイトおよびWildcat 断層の位置 

（Karasaki et al., 2013a, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois） 
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図 3.2.1-50 LBNL サイト周辺の地質平面図 

白破線：LBNLサイト位置，Graymer（2000）を加筆・修正 

（Karasaki et al., 2013a, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois） 

 

表 3.2.1-36 LBNL サイト周辺の地質層序 

LBNL and PARSONS（2000），Curtis（1989），Graymer（2000）を基に作成 

（Karasaki et al., 2013a, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois） 
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図 3.2.1-51 Wildcat断層周辺の調査結果に基づき構築された水理地質構造モデル位置図 

緑破線：Strawberry Canyon モデルの構築範囲 

赤破線：East Canyon サブモデルの構築範囲 

（Karasaki et al., 2012） 

 

(a) 水理地質構造モデルの構築に係る調査項目とその結果・解釈 

Fault Zone Hydrology Project で実施した調査は，次のとおりである（後藤ほか，2013）。 

 

・ 文献調査 

・ 空中写真判読 

・ 地表踏査 

・ 物理探査：反射法地震探査 

・ 物理探査：電気探査 

・ トレンチ調査：研磨面観察，CT 画像解析を含む 

・ ボーリング調査：コア観察，孔壁観察，物理検層，流体検層，水理試験，水圧モニタ

リング，地下水分析（水質，年代） 

 

 このうち，物理探査，トレンチ調査，ボーリング調査の実施位置を，図 3.2.1-52 に示す。 
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図 3.2.1-52 Wildcat 断層周辺における調査位置 

赤破線：Wildcat 断層の推定位置（Karasaki et al., 2013a 

, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois） 

 

 

 

 ボーリング調査では，物理探査やトレンチ調査の結果を踏まえて推定した Wildcat 断層

を挟んで掘削長150～160m程度の3孔の鉛直孔（断層西側：WF-1，WF-2，断層東側：WF-3），

Wildcat 断層を西から東に貫通する掘削長 200m 程度の 2 孔の傾斜孔（WF-4，WF-5）を掘

削した。そして，コア観察，孔内観察，物理検討，流体検層，水理試験，地下水分析（組

成，年代），水圧モニタリング等を実施した。WF-1～WF-5 のボーリング柱状図および透水

試験結果を，図 3.2.1-53 および表 3.2.1-37 に示す。 
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図 3.2.1-53 WF-1～WF-5のボーリング柱状図および主な透水試験結果 

（吉村，2013） 

 

表 3.2.1-37 WF-1～WF-5における透水試験結果 

（LBNLの公開データおよび吉村（2013）を基に作成） 

ボーリング孔 
試験区間 

（m） 
対象地層 

透水量 

係数（m
2
/s） 

透水係数 

（m/s） 
解析方法 

WF-1 35～161 Claremont 層 9.5E-05 8.1E-07 Pumping 

WF-1 35～161 Claremont 層 2.9E-05 2.3E-07 Slug 

WF-1 140～161 Claremont 層 4.6E-06 2.2E-07 Theim（定常） 

WF-2 76～154 Claremont 層 1.2E-06 1.6E-08 Pumping 

WF-2 76～154 Claremont 層 2.9E-06 3.7E-08 Recovery 

WF-3 46～156 
SanPabl 層群～

Claremont 層 
2.3E-07 2.1E-09 Pumping 

WF-4 70～148 Claremont 層 4.2E-06 9.3E-08 Pumping 

WF-4 177～211 
Claremon 層～

Wildcat 断層 
5.2E-05 1.5E-06 Puming 

WF-5 112～176 
Claremont 層～

Wildcat 断層 
1.1E-05 1.7E-07 Pumping 

WF-5 178～207 Claremont 層 5.0E-08 1.8E-09 Pumping 
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WF-4 またはWF-5 とWF-1 を利用した孔間透水試験（揚水による圧力応答試験：図

3.2.1-54）の結果に基づき，断面図に投影した揚水点から観測点への方向と無次元の水頭降

下量と示す図を作成したところ，水平方向と鉛直方向の透水性の比が 10：1 の水平軸から

12°傾斜した楕円にフィットすることから透水異方性を有することが明らかとなった

（Karasaki et al., 2013）。また，Wildcat 断層の東側（WF-1）と西側（WF-2）における水圧

モニタリングでは，WF-2 は比較的一定の地下水位を示しているのに対して，WF-1 におけ

る地下水位は低下する傾向を示している（図 3.2.1-55）。このことから，断層の東側と西側

に地下水流動系を分割する断層は，低透水性となっていると推定されている（Karasaki et al., 

2013a）。 

 

 

図 3.2.1-54 孔間透水試験の概念図 

（Karasaki et al., 2013a, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois.） 
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図 3.2.1-55 水圧モニタリング結果 

（Karasaki et al., 2013a, Copyright by American Nuclear Society, La Brange Park, Illinois） 

 

(b) 水理地質構造モデルの構築方法 

 LBNL 周辺を対象とした水理地質構造モデルは，地質構造モデル構築後，各地質区分へ

水理特性を設定することにより構築した。さらに，TOUGH2 を用いた逆解析手法により地

下水位の観測データと解析結果が整合するように水理地質構造モデルを更新した

（Karasaki et al., 2012）。水理地質構造モデル構築にあたっては，上記の調査によって取得

したデータ・知見のほか，次に示すデータを利用した（Karasaki et al., 2012）。 

・ Digital Elevation Map（3m メッシュ） 

・ 井戸（SSL-1～2）の地下水位データおよびポンプ流量データ 

・ 既設井戸（Lennert，BG-1，Quarry）の流量データ 

・ 多数の浅層井戸における地下水位および透水係数データ 

 

地質構造モデルの構築 

 水理地質構造モデルのベースとなる地質構造モデルは，地質図，トレンチ調査結果（断

層の地表通過位置），WF-1～5 孔のコア観察結果に基づいて構築した（Karasaki et al., 2012）。

構築された地質構造モデルの概要は，次のとおりである。 

・ 3 条の断層（Fb，Fc，Fd）が組み込まれているが，Fd 分岐断層は考慮されていない。 

・ Fb 断層は，Orinda/San Pablo 層群とClaremont 層の境界としてモデル化されているが，

断層の幅や独立した透水性は考慮されていない。 

・ Fc 断層は透水性構造として，Fd 断層は異方性（断層に直交する方向は低透水性，断

層面に平行な方向は高透水性）を有する断層としてモデル化されている。 

・ 断層の形状は，すべての断層において平面として表現されている。 

・ Orinda 層と Claremont 層は，断層の西側ではほぼ水平に分布するのに対して，断層の
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東側では鉛直方向に分布する。 

 

 

図 3.2.1-56 Wildcat 断層周辺の地質構造モデル 

（Karasaki et al., 2012） 
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水理特性の設定 

 Strawberry Canyon モデルでは，ボーリング孔および Wildcat 断層周辺をサイズの小さい

グリッドで詳細にモデル化している。WF-2～4（Wildcat 断層の西側）で確認された Orinda

層はほぼ水平に分布しており，Wildcat断層の東側ではほぼ垂直にClaremont 層が分布する。 

一般に堆積岩類は，初生的な堆積構造を反映して層理面に平行な方向の透水性に比べて

層理面に直交する方向の透水性が小さく，透水異方性を有するとされる。このことを踏ま

え，Wildcat 断層の西側に分布する Orinda 層の鉛直方向の透水性は，Wildcat 断層の東側に

比べて，低く設定した。また，Claremont 層についても，Wildcat 断層の西側と東側で異な

る物性を有すると仮定した（Karasaki et al., 2012）。Strawberry Canyon モデルにおける断層

は，高透水性を示すダメージゾーンと低透水性を示すコア部のサンドウィッチ構造として

モデル化されている（Karasaki et al., 2012）。 

Strawberry Canyon モデルにおける各地層および断層の透水性を，表 3.2.1-38 に示す。 

 

表 3.2.1-38 Strawberry Canyon モデルの浸透率設定値（単位：m
2） 

（Karasaki et al., 2012） 

 

 

 

(c) 水理特性のキャリブレーション 

 調査により取得されたデータは，厳密にいえば，データ取得領域内において有効である

とされる。しかし，Karasaki et al., （2012）は，次の理由から，水理試験結果および水圧モ

ニタリングデータを用いて，断層および周辺岩盤の透水性構造を推定するための East 

Canyon サブモデルを構築している（Karasaki et al., 2012）。 

・ 厳密にいえば，得られたパラメータは，調査領域のみで有効であるが，間隙水圧にお

ける季節変化の長期モニタリングは調査領域を包含する広い領域のパラメータを推定

するために有効であること 

・ 特に，乾季における水頭の低下現象は，キャリブレーションやモデルの検証に利用で

きることを見出していること 

・ Strawberry Canyon モデルは，ボーリング孔周辺を小さなセルで詳細にモデル化してい
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るが，ボーリング孔での温度・圧力プロファイルや，降雨による季節変動を再現する

目的においては，ボーリング孔周辺のみを詳細化する必要はなく，むしろ精度と管理

の観点から最適な分解能を有する均一なメッシュサイズであることが好ましいこと 

 

 East Canyon サブモデルでは，Strawberry Canyon モデルと同様に，断層は高透水性を示す

ダメージゾーンと低透水性を示すコア部のサンドウィッチ構造としてモデル化している。

断層の透水性については，圧力干渉試験結果に基づき，断層のダメージゾーンに 10：1 の

異方性を設定した（Karasaki et al., 2012）。ボーリング孔における実測の水圧分布および温

度勾配（4℃/100m）と，それらの解析値を比較することにより，実測の水圧分布や温度勾

配を表現し得る各地層および断層の透水性を最適値としている。なお，水理地質構造モデ

ルを検証するために，長期の水頭モニタリングによって把握された WF-1 での乾季の変化

（水頭の低下現象）について，実測値と解析値（解析条件として乾季と雨季で異なる降水

量を設定）の比較を行っている（Karasaki et al., 2012）。 

 以上のプロセスにより構築された，Fault Zone Hydrology Project の水理地質構造モデルを，

図 3.2.1-57，表 3.2.1-39 に示す。 

 

 

図 3.2.1-57 Wildcat 断層周辺の水理地質構造モデル（East Canyon サブモデル） 

（Karasaki et al., 2012） 
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表 3.2.1-39 East Canyon サブモデルの浸透率設定値（単位：m
2） 

断層は揚水試験結果を反映，そのほかは地下水位などの観測結果に一致する最適値 

（Karasaki et al., 2012） 
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3.2.2 調査によって得られた知見の評価ツリーを用いた整理 

3.2.1 節の事例調査により得られた知見を，評価ツリーにより整理した結果について述べ

る。なお，評価ツリーの作成にあたっては，2012 年度までに作成した評価ツリー構造の定

義に加えて，“判断”，“仮定”，“留意点”を該当するボックスに吹き出しとして追記した。 

 

（1） 結晶質岩を対象とした事例の整理 

（i） 超深地層研究所計画における水理地質構造モデル構築の事例 

超深地層研究所計画では，4 つの異なるモデル化手法を用いて，三次元水理地質構造モ

デルが構築されている。本報告で調査対象とした 4 つの事例は，超深地層研究所計画にお

ける地下施設設置領域を含む，10km 四方程度の水理地質構造モデルが構築されており，

超深地層研究所計画における比較的広い範囲（ローカルエリア）のモデルが構築されてい

る事例である（井尻ほか，2003a，2003b）。これらの事例調査の結果を基に，水理地質構造

モデルの構築至る評価ツリーを図 3.2.2-1～図 3.2.2-5 に示す。超深地層研究所計画で取得さ

れたデータを用いて構築された水理地質構造モデルは，次に示す 3 つに場合分けされる（図

3.2.2-1）。 

・ 不均質連続体モデルの場合 

・ 均質連続体モデルの場合 

・ チャネルネットワークモデルの場合 

 

 さらに，不均質連続体モデルについては，割れ目を考慮した岩盤の水理特性の設定方法

の違いにより，“TOUGH2 を用いた解析モデルの構築”と，“EQUIV_FLO を用いた解析モ

デルの構築”に区分される。それぞれの水理地質構造モデルに関する評価ツリーは，次に

示す 3 つのツリー構造から構成される。 

 

・ 水理地質構造モデルの基本となる地質構造モデルの構築に関する評価ツリー 

・ 各地質区分に対して水理特性（透水係数，間隙率）を割り当てるための水理特性に関

する評価ツリー 

・ 水理特性の更新（キャリブレーション）に関する評価ツリー 

 

 これらのうち，地質構造モデルの構築に関する評価ツリーおよび水理特性に関する評価

ツリーは，モデルの違いによらず，すべてのモデルにおいて，水理地質構造モデルの構築

に関する評価ツリーの構成要素となっている。地質構造モデルの構築に関する評価ツリー

については，花崗岩を被覆する堆積岩の地質区分，花崗岩中の風化程度や割れ目頻度に基

づく地質区分などに違いがみられるが，既存情報である地質図，ボーリング調査結果，地

表物理探査（電磁探査，反射法地震探査など）により取得されたデータに基づき，各地質

区分の分布，断層の位置・形状がモデル化されている。 
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 水理特性については，それぞれのモデル化手法により，その特徴が表れている。不均質

連続体モデル（TOUGH2）では，水理試験により得られた透水係数分布（平均値，標準偏

差，透水係数と割れ目密度の関係など）に基づき，乱数を用いたランダムサンプリングに

より，透水係数の不均質場を考慮した割り当てが行われている（図 3.2.2-2）。不均質連続

体モデル（EQUIV_FLO）では，コア観察により取得された割れ目頻度に基づき花崗岩を

領域区分している。さらに，それらの各領域区分に対して，ボアホールテレビにより取得

された割れ目に関する情報を用いて透水性割れ目の三次元モデルを構築している。さらに，

仮想透水試験と呼称される数値シミュレーションを行い解析的に透水係数分布を求め，水

理試験によって取得された透水係数分布と比較することにより，最適な割れ目パラメータ

を設定して，水理特性の不均質場を表現している（図 3.2.2-3）。均質連続体モデル

（GETFLOWS）およびチャネルナットワークモデル（Don-Chan）では，地下水流動解析

における取り扱いは異なるが，水理試験などによって得られた透水係数や間隙率の値に基

づいて，各地質区分に対して固有の水理特性が設定されている（図 3.2.2-4，図 3.2.2-5）。 

水理特性の更新（キャリブレーション）に関する評価ツリーについては，不均質連続体

モデル（TOUGH2）とチャネルネットワークモデル（Don-Chan）のみで行われている。水

理特性の更新（キャリブレーション）では，いずれのモデルにおいても，間隙水圧測定に

よる全水頭分布の実測値と解析値を比較することにより，実測値により整合的な水理特性

を最適解として更新している（図 3.2.2-2，図 3.2.2-5）。 
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図 3.2.2-1 超深地層研究所計画の事例調査結果に基づく水理地質構造モデル構築に関

する評価ツリー 

 

 

図 3.2.2-2 不均質連続体モデル（TOUGH2）の水理地質構造モデル構築に関する評価

ツリー

図3.2.2-2 

図3.2.2-3 

図3.2.2-4 

図3.2.2-5 
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図 3.2.2-3 不均質連続体モデル（EQUIV_FLO）の水理地質構造モデル構築に関する評価ツリー
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図 3.2.2-4 均質連続体モデル（GETFLOWS）の水理地質構造モデル構築に関する評価

ツリー



 

3-113 

 

図 3.2.2-5 チャネルネットワークモデル（Don-Chan）の水理地質構造モデル構築に関する評価ツリー 
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（ii） SR-Siteにおける水理地質構造モデル構築手法の事例 

2012年度までにSR-Siteの事例に基づき構築した，地下水移行時間に関する評価ツリー，

地下水移行時間および F 値の算定に関する評価ツリーの拡充として，3.2.1 節で調査した

GeoDFN モデルの構築，GeoDFN モデルとHydroDFN モデルの関連性を，ツリー構造の形

式で整理した。HydroDFNモデルおよびGeoDFNモデルに関する評価ツリーを，図 3.2.2-6，

図 3.2.2-7 に示す。 

 SR-Site における HydroDFN モデルは，GeoDFN モデルと並行で検討が行われているが，

GeoDFN モデルで設定された亀裂方位分布をパラメータとして，PFL から得られる地下水

流動に寄与する亀裂密度，透水量係数分布を利用して，HydroDFN モデルが構築される（図

3.2.2-6）。GeoDFN モデルの構築にあたっては，コア観察結果や孔壁観察結果の亀裂に関す

るデータのほか，空中磁気探査によるリニアメント，露頭観察やトレンチ調査による亀裂

に関するデータを用いて，亀裂方位分布，亀裂長さ分布，亀裂密度分布，亀裂空間分布が

パラメータとして設定される（図 3.2.2-7）。 
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図 3.2.2-6 SR-Site の調査事例に基づく HydroDFN モデル構築に関する評価ツリー

3
-1

1
5

 

     

図 3.2.2-7 
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図 3.2.2-7 SR-Site の事例調査結果に基づく GeoDFN モデル構築に関する評価ツリー 
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（2） 堆積岩を対象とした事例の整理 

（i） 幌延地域を対象とした事例水理地質構造モデル構築の事例  

 2012 年度は，主に幌延深地層研究計画における地表からの調査予測研究段階（第 1 段階）

（太田ほか，2007）の知見に基づき，堆積岩を対象とした地下水移行時間に関する評価ツ

リーが整備されている。3.2.1 節で調査対象とした操上（2007）の事例は，幌延深地層研究

計画における地表からの調査予測研究段階のうち，調査の進展に伴い新規データが取得さ

れ，水理特性が更新された事例である。また，前川ほか（2010）が整理した事例は，より

広い範囲を対象としており，水理地質構造モデル構築領域に対して相対的にデータ密度が

少ない事例である。本報告の調査事例により得られた知見について，水理地質構造モデル

構築に関する評価ツリーとして整理した結果を，図 3.2.2-8 に示す。 

 幌延地域の事例を整理した水理地質構造モデル構築に関する評価ツリーは，地質構造モ

デル構築に関する評価ツリー，水理特性の割り当てに関する評価ツリー，水理特性の更新

（キャリブレーション）に関する評価ツリーから構成できる。水理地質構造モデルは，調

査の進展に応じて，地質・地質構造や水理特性に関する新たなデータが取得されることに

より，調査フェーズの異なる時期において，地質分布や断層の位置・形状，水理特性の空

間的分布などが更新される。また，地下水流動状況の評価の観点から，水理地質構造モデ

ルの構築に利用されなかった実測データ（例えば，全水頭分布）と地下水流動解析の実施

により得られた解析値を比較することにより，実際の地下水流動状況をより良く表現する

ように水理特性が更新されることがある。本報告では，調査の進展や地下水流動の評価に

おける時系列は考慮せず，水理地質構造モデルの構築（更新を含む）に関する評価ツリー

として整理した。地質構造モデル構築，水理特性の設定，水理特性の更新（キャリブレー

ション）の 3 つの要素からなる評価ツリーの構造は，結晶質岩を対象とした水理地質構造

モデル構築に関する評価ツリーや，後述する Fault Zone Hydrology Project の事例に基づく水

理地質構造モデル構築に関する評価ツリーと同様である。しかし，幌延深地層研究計画の

事例に基づく水理地質構造モデル構築に関しては，上記の項目に関する評価ツリーに加え

て，水理地質構造の概念モデルの構築に関する評価ツリーを含めた。 

 調査対象とした事例では，水理地質構造の概念モデル構築に用いられた情報は，幌延深

地層研究計画における地下施設設置領域周辺の調査データを含む既往研究の情報である。

これらの情報のうち，地質・地質構造に関する情報を整理して地質・地質構造の概念モデ

ルを構築するとともに，透水係数データや既往の地下水流動解析結果に基づく知見を利用

した地下水の流動特性が評価されている。 
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図 3.2.2-8 幌延地域の事例調査に基づく水理地質構造モデル構築に関する 

評価ツリー 
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（ii） Fault Zone Hydrology Projectにおける水理地質構造モデル構築手法の事例 

 Fault Zone Hydrology Project における水理地質構造モデル構築の事例（例えば，後藤ほか，

2010; Karasaki et al., 2013a）を整理して，評価ツリーにまとめた結果を，図 3.2.2-9 に示す。

Fault Zone Hydrology Project で構築された水理地質構造モデルは，数 km 四方程度の範囲で

あるが，物理探査やボーリング調査などの地表下に関する調査データは局所的である。 

 Fault Zone Hydrology Project では，地質構造モデルを構築する際に，地質図，トレンチ調

査，コア観察などの地質学的なデータ・情報が利用されており，幌延地域における評価ツ

リーと同様である。水理特性の設定においては，水理試験データに基づいて設定されてい

る点は，幌延地域と共通している。しかし，Fault Zone Hydrology Project では，比較的狭い

範囲において，5 本のボーリング調査が実施され，孔間透水試験が行われている。このた

め，水理特性の設定において，孔間透水試験により得られた透水量係数を利用して，各地

層および断層の浸透率が設定されている点が，幌延地域における水理地質構造モデル構築

に関する評価ツリーと異なる点である。 

 超深地層研究所計画や幌延深地層研究計画における水理特性の更新（キャリブレーショ

ン）では，間隙水圧測定による全水頭分布の実測値と解析値を比較することにより，実測

値をより表現する最適な水理特性が検討されている。しかし，Fault Zone Hydrology Project

では，水圧分布のほか，物理検層による地温勾配も水理特性を更新する際の情報として利

用されている。 



 

3-120 

 
図 3.2.2-9 Fault Zone Hydrology Project の調査事例に基づく水理地質構造モデル構築に

関する評価ツリー 

3.2.3 評価ツリーの拡充 

3.2.2 節では，具体的な地質環境を対象とした個々の事例について評価ツリーを活用して

整理した。これらの事例調査に基づき，2012 年度までに作成した結晶質岩などの亀裂性媒

体と堆積岩を対象とした評価ツリーの見直しを図った。 

具体的な地質環境を対象とした事例は，三次元水理地質構造を構築する手順を整理した

もので，その手順のツリー構造による整理では水理地質構造モデル構築と同じ階層に，①

概念モデルの検討，②地質構造モデルの構築，③水理特性の更新（キャリブレーション）

を併記した形としている。これに対して，2012 年度までに作成した結晶質岩と堆積岩を対

象とした評価ツリーは，母岩中の地下水移行時間の評価に着目していたため，三次元水理

地質構造構築に必要な①や②の記述が不十分であった。地質構造モデルに関する記述は，

多孔質媒体モデル（CPM モデル）を用いる場合に記載があるものの，等価不均質多孔質媒

体モデル（ECPM モデル）や亀裂ネットワークモデル（DFN モデル）を用いた場合などの

他のケースには記載がされていなかった。また，構築した水理地質構造モデルに用いられ

ているパラメータ値などについて，実測値との比較に基づくキャリブレーションに関する

記述もなかった。したがって、2012 年度までに作成した亀裂性媒体を対象とした場合と堆
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積岩を対象とした場合のそれぞれの評価ツリーについて，①～③を水理地質構造モデル構

築と同じ階層に加えるように修正を加えた。 

図 3.2.3-1 に亀裂性媒体を対象とした評価ツリーの更新版のうち透水量係数の設定の詳

細を除くツリー構造を表した図を示す。透水量係数の設定の詳細は図 3.2.3-2 と図 3.2.3-3

に示す。図 3.2.3-1 では，2012 年度版（例えば，黒澤ほか，2013：図 3.2.3-1）から修正，

追加した部分を赤字で記した。まず，評価項目の設定している地下水移行時間の対象を具

体的にするために，「母岩中の地下水移行時間」と修正した。また，地質構造の概念モデル

は解析領域を設定するためのデータセットの下位層の因子のひとつに分類し，特に水理の

観点に着目した地質区分とその三次元分布などの概念モデル化を行う。地質構造モデルは

2012 年度版では CPM モデルの下位層に記されていた部分を，水理地質構造モデルと同じ

階層に移動した。また，水理地質構造モデルの下位層に各地質構造の特性として，被覆層

の特性，断層や主要な割れ目帯の特性，基盤岩の特性をそれぞれ追加し，基盤岩の特性の

下位層に CPM モデル，ECPM モデル，DFN モデルなどの分岐を配置した。さらに，水理

特性値のキャリブレーションとして，事例に基づいて逆解析ツールを用いる場合と，複数

の解析ケースを用いる場合を追加した。 

等価不均質多孔質媒体モデル（ECPM モデル）を用いた場合の下位層には，超深地層研

究所計画における水理地質構造モデル構築事例のうち TOUGH2 を用いた事例と

EQUIV_FLO を用いた事例（井尻ほか，2003a）に基づき，地質構造別の不均質性を考慮し

た透水係数の設定方法として，透水係数の空間的不均質性を考慮した分布モデルを用いる

場合と，透水性割れ目の方向分布と透水量係数分布から算出する場合の二通りを追加した。

さらに，DFN モデルの下位層には，EQUIV_FLO を用いた水理地質構造モデルの構築にお

ける仮想透水試験による割れ目統計量の設定事例を参考に，仮想試験による亀裂特性パラ

メータ値のキャリブレーションを追加した。 

図 3.2.3-4 に堆積岩を対象とした評価ツリーの更新版を示す。同図では，評価ツリーの全

体のうち，更新の主要な部分を含む全体の構造を表す部分を表示している。各ツリーの下

位層の詳細については，黒澤ほか（2013）の図 3.2.4-3～図 3.2.4-10 を参照されたい。堆積

岩を対象とした評価ツリーについても，亀裂性媒体を対象とした評価ツリーの場合と同様

に，水理地質構造モデルの概念モデル，地質構造モデル，水理特性地のキャリブレーショ

ンを追加するとともに，関連する修正を加えた。 
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図 3.2.3-1 亀裂性媒体を対象とした評価ツリーの更新版 

図中「B」は DFN モデル構築のツリーを，「C」は透水量係数設定のツリーを表す。 

透水量係数設定の詳細を記した下位層のツリーの詳細を図 3.4.1-2 と図 3.4.1-3 に示す。 
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3-123 

 

図 3.2.3-2 透水量係数設定の詳細を記した下位層のツリー 

（江橋ほか，2012） 
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図 3.2.3-3 SR-Site のデータを活用した透水量係数設定の検討事例に関する評価ツリー 

（黒澤ほか，2013） 
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図 3.2.3-4 堆積岩を対象とした評価ツリーの更新版 

 評価ツリーの全体のうち，更新の主要な部分を含む全体の構造を表す部分を表示 
各ツリーの下位層の詳細は黒澤ほか（2013）の図 3.2.4-3～図 3.2.4-10 を参照。 
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3.3 評価ツリーの適用方法に関する検討 

評価ツリーの適用方法の例示として，第２次取りまとめの設定，SR-Site の情報，Fault 

Zone Hydrology Project の情報を活用した水理地質構造モデルの不確実性検討やそれらが評

価項目の算出結果に与える影響，設計や性能評価の観点を考慮した評価項目算出条件の検

討などについて検討した。 

 

3.3.1 第２次取りまとめの設定を用いた検討 

第２次取りまとめのレファレンスケースモデルに適用された一次元平行平板モデルの

重ね合わせ手法は，100m の長さの処分坑道を中央に配置した 200m×200m×200m のブロ

ック状領域を対象とした三次元亀裂ネットワークモデルを用いた核種移行解析を近似的に

評価できる手法として採用されている（JNC, 1999）。本節では，2012 年度に引き続き，第

２次取りまとめで用いた三次元亀裂ネットワークモデル（JNC, 1999; 澤田ほか，1999）に

よる検討事例を示す。 

第２次とりまとめでは，200m×200m×200m の領域の中央に配置した 100m の長さの処

分坑道に沿って掘削影響領域が発達すると仮定して，一定の物性値（掘削影響領域の厚さ

0.5m，母岩の平均的透水性の 10 倍の透水性）を設定した掘削影響領域モデルを組み込ん

だ亀裂ネットワークモデルを用いて，地下水流動解析により掘削影響領域を通過する地下

水流量の分布を算出し，廃棄体１本当たりの平均値として 0.001 m
3
/yを求めている。この

値を緩衝材の外側境界条件に用いて緩衝材から母岩へ移行する核種の移行率が算出されて

いる。そして，100m の長さの処分坑道に沿った掘削影響領域を緩衝材と母岩の境界部と

設定し，①掘削影響領域での核種移行遅延は考慮しない，②掘削影響領域に交差する亀裂

の地下水流量に比例して核種が分配される，ことを仮定して 50 個の統計的なリアライゼー

ションの 3 次元亀裂ネットワークモデルを用いて母岩を対象とした核種移行解析が行われ

ている。なお，三次元亀裂ネットワークモデルを用いた核種移行解析を近似的に評価でき

る手法として採用された 1 次元平行平板モデルの重ね合わせ手法では，3 次元亀裂ネット

ワークモデルを用いた場合と異なり，緩衝材から移行してきた核種が処分坑道に交差する

亀裂の透水量係数の頻度で分配している点に留意する必要がある。 

2012 年度の検討では，上記①②の仮定に準拠し，処分坑道の大きさや掘削影響領域の幅

や透水性などの具体的な設定を用いずに，処分坑道を模擬した 100m の測線からの地下水

移行時間の評価事例を示した。また，処分坑道に交差する割れ目の透水性に応じて廃棄体

の定置間隔の変更やプラグ設置などの施工上の対策が実施されることを想定して，その対

策により地下水移行時間という評価項目がどのように変化するかについての検討事例を示

した。具体的には，処分坑道を模擬した 100m の測線に交差する亀裂の透水量係数を評価

して，その透水量係数の高い亀裂から順に地下水移行時間を評価する移行経路の対象から

除外して地下水移行時間の分布を求めた。その結果，高透水性の割れ目を地下水移行時間

の評価対象から除外する，すなわち廃棄体を定置しないなどの何らかの工学的対策を講じ
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ることにより，評価項目である地下水移行時間が増大することを示した。 

今年度は，①②の仮定を用いずに，掘削影響領域が坑道に沿って連続しないことを仮定

した場合に，処分坑道を模擬した測線の長さを廃棄体の定置間隔などの代表的なスケール

をに合わせて変えると，評価項目である地下水移行時間がどのように変化するかについて

検討した。 

亀裂ネットワークモデルの構築に用いたパラメータ値を表 3.3.1-1 に，解析対象領域と構

築した 3 次元亀裂ネットワークモデルの一例を図 3.3.1-1 に示す。図 3.3.1-1 には 2012 年度

と同様にモデルの中央部に処分坑道を模擬した 100m の測線を図示した。今年度は，この

側線を，1m，3m，5ｍ，10m，50m，100m と変えて，それぞれの測線に 10,000 個の粒子を

配置して測線に交差する割れ目の流量に比例して粒子を配分した。解析は，亀裂セット２

に平行な方向に一定の動水勾配（図 3.3.1-1 の北：N から南方向，0.01）を設定し，側面は

不透水境界として，ダルシー則に基づく定常の浸透流解析の後に，粒子追跡法により移行

経路を抽出して地下水移行時間を求めた。また，それぞれ 1m，3m，5ｍ，10m，50m，100m

の測線をボーリング孔と想定した一定の水頭差による模擬的な水理試験から，側線の透水

量係数を求めた。具体的には，亀裂ネットワークモデルの外側境界条件として 1m の水頭

を，ボーリング孔と想定した側線に 0m の水頭を設定して，定常状態の浸透流解析を行っ

た。ボーリング孔と想定した 100m の側線への湧水量 Q と水頭差Δh から次式の Thiem の

平衡式から透水量係数T を求めた。 

 

T =
Q

∆h

ln(R r⁄ )

2𝜋
 

 

ここで，R は影響半径，r はボーリング半径を表す。ここで，影響半径 R=30m とボーリ

ング孔半径 r=0.05m を仮定することで ln(R/r)/2π≒1 が得られ，比湧水量 Q/Δh を透水量係

数 T に近似できるとした（Sawada et al., 2000）。 
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表 3.3.1-1 亀裂ネットワークモデル構築に用いたパラメータ値 

パラメータ 値 備考 

亀裂セット ２セット  

亀裂方位分布 フィッシャー分布 

セット１：(tr, pl)= (0, 0)，=10 

フィッシャー係数=10 

セット２：(tr, pl)= (90, 0)，=10 

方位は面の法線方向（pole）

の北からの時計回り角度

（tr）と水平面からの傾き

（pl）で表す 

亀裂半径分布 べき乗分布 

べき乗数: 3 ，最小半径: 1m 

半径 7m～300m の範囲をモ

デル化 

亀裂密度 P32 = 0.8 ふたつの亀裂セットの総和 

透水量係数 対数正規分布 

対数平均：-9.99，対数標準偏差：1.07 

 

亀裂開口幅 透水量係数 T に相関 

開口幅=2×√T 

 

 

 

   (a) 解析対象領域と        (b) 亀裂ネットワークモデルの例 

    坑道を模擬した測線（青）      透水量係数m
2
/s の分布 

図 3.3.1-1 解析対象領域と亀裂ネットワークモデルの例 

 

統計的に 100 個のリアライゼーションを対象にそれぞれ解析を行い，それぞれのリアラ

イゼーションで測線の透水量係数と，測線からの地下水移行時間の 5 パーセンタイルと 50

パーセンタイルの関係を，測線の長さごとに整理した（図 3.3.1-2 参照）。核種移行評価上

は平均的な地下水移行時間だけではなく，より速い経路（移行時間の短い経路）が重要と

なることから，本検討では早い経路の特徴を表す指標として地下水移行時間の 5 パーセン

タイルを用いた。これらの図中には，100 個のリアライゼーションのうち測線から下流に



 

3-129 

至る経路が抽出できたリアライゼーションの数も併せて記している。測線が 10m 以上の場

合にはほぼすべてのリアライゼーションで側線から下流側へ至る経路が抽出されているも

のの，5m，3m と測線が短くなるにつれて側線から下流側へ至る経路が抽出できないリア

ライゼーションの数が増えてくる。これは，測線に交差する亀裂の平均間隔と測線の長さ

の相対的な関係に依存している。今回用いた 3 次元亀裂ネットワークモデルの測線に沿っ

た方向の平均間隔は 3m 程度であり，側線長さが 1m や 3m の場合には亀裂と交差する確率

が小さくなる。その一方で，測線の長さが 10m 以上になるとどのリアライゼーションでも

亀裂と交差する可能性が高くなり，側線から下流側境界に至る経路が存在する確率が高く

なる。地下水移行時間は測線の透水量係数が大きくなると短くなる（右肩下がり）傾向が

示されるが，測線の長さが 50m や 100m となると測線の透水量係数がリアライゼーション

によらずほぼ一様の範囲に収束するように平均化されていくために，右肩下がりの効果を

視認することはできない。すなわち，本検討の仮定の下では，長さ 1m～10m 程度の空間

分解能で透水量係数を測定して，透水量係数が高い区間について個別に廃棄体を設置しな

いなどの対策を行うことで，評価項目である地下水移行時間が極端に短いケースを減少さ

せることができる。より具体的な検討を進めるためには，掘削影響領域の性状（透水量係

数の増加量，増加範囲，坑道に沿った連続性の有無など）の原位置での調査技術の整備と

地下施設での調査による掘削影響領域の理解の促進に加えて，処分坑道や廃棄体の定置間

隔などの具体化，パイロット孔などを活用した処分坑道の透水特性調査技術の整備を進め

るとともに，これらの情報をいかに設計施工や処分システムの性能評価に結びつけるかの

検討を進める必要がある。 

上記の掘削影響領域が坑道に沿って連続しないという仮定を用いることは，処分坑道に

交差する割れ目の透水性に応じて掘削影響領域通過流量を設定できる可能性に通じる。そ

のため，処分坑道の大きさや掘削影響領域の幅や透水性などの具体的な設定を用いず，掘

削影響領域に関連する指標としてダルシー流束を評価項目に設定して，処分坑道設置位置

のダルシー流束の不均質性について検討した。地下水移行時間の評価と同様に，100 個の

統計的なリアライゼーションについて，亀裂セット２に平行な方向に一定の動水勾配（0.01）

を設定し，側面は不透水境界として，ダルシー則に基づく定常の浸透流解析を行った後，

モデル中央部に測線と平行に縦1m×横1m，縦1m×横3m，縦1m×横5m，縦1m×横10m，

縦 1m×横 50m，縦 1m×横 100m の断面を設定して，それぞれの断面の平均ダルシー流束

を求めた。図 3.3.1-3 に平均ダルシー流束と評価断面の横長さの関係を示す。同図には 100

個のリアライゼーションにより求めた各断面での平均ダルシー流束と（○印），5 パーセン

タイル（点線），50 パーセンタイル（実線），95 パーセンタイル（点線）を併せて示す。地

下水移行時間の検討ケースと同様に，断面の横長さが短い場合には，評価断面と交差する

亀裂が存在しないケースが多くなる。評価断面と交差する亀裂が存在したケースは横長さ

5m の場合で 82 個，3m の場合で 71 個，1m の場合で 50 個であった。すなわち，断面の横

長さが 5m 以下になると透水性の亀裂と交差する確率が小さくなり，その場合はダルシー
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流束がゼロとなる。また，評価断面の横長さが長くなるにつれて，統計的なリアライゼー

ションによるばらつきの幅が小さくなり一定の幅に収束していることがわかる。横長さ1m

のケースにおけるダルシー流束と同じ場所に設定した 1m の測線で求めた透水量係数の関

係を図 3.3.1-4 に示す。測線で求めた透水量係数とダルシー流束には一定の相関関係がある

ことがわかる。このことから，一定の区間長の測線で求めた透水量係数を用いて，透水量

係数が高い区間について個別に廃棄体を設置しないなどの対策を行うことで，地下水移行

時間を対象とした検討で示した地下水移行時間が極端に短いケースを減少させることがで

き，それは同時に掘削影響領域通過流量の指標となるダルシー流束が極端に大きいケース

を減少させることができると考えられる。 

本検討は第 2 次取りまとめで設定された三次元亀裂ネットワークモデルを用いているた

めに，評価ツリーのうちの調査から三次元モデル構築に至るフローの適用ではなく，構築

された三次元モデルを用いて評価項目を評価する方法の事例のひとつとなる。図 3.3.1-5 に

示すように，評価ツリーを用いることで簡略的に一次元モデルを用いて地下水移行時間を

求めることができ，または三次元モデルを用いて評価項目として地下水移行時間やダルシ

ー流束を評価することができる。その際，評価条件として，例えば「掘削影響領域は坑道

に沿って連続しない」の仮定を設定する事で，廃棄体の定置間隔などの工学的対策により，

評価項目の評価値の向上に向けた検討が可能になる。すなわち，地下水移行時間が短く，

ダルシー流束が大きな区間を，透水量係数の大小により選択して工学的対策への材料とで

きる。そのためには，パイロット孔などを活用した処分坑道の透水特性調査技術の整備と

いった調査技術開発へのフィードバックを検討することができる。評価ツリーはそのよう

な調査，性能評価，設計の複数の分野間の有機的な連携を促すためのツールとしても活用

できると考えられる。 

 

  

(a) 測線長さ 1m の場合    (b) 測線長さ 3m の場合 
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(c) 測線長さ 5m の場合    (d) 測線長さ 10m の場合 

  

(e) 測線長さ 50m の場合    (f) 測線長さ 100m の場合 

図 3.3.1-2 測線からの地下水移行時間と側線の透水量係数の関係 

 

 

図 3.3.1-3 平均ダルシー流束と評価断面の横長さの関係 
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図 3.3.1-4 平均ダルシー流束（1m×1m断面）と測線1mの透水量係数の関係 

 

 

 

図 3.3.1-5 調査，設計，性能評価と評価ツリーの関係概念図 

  



 

3-133 

3.3.2 SR-Siteの情報を用いた検討 

結晶質岩を対象とした検討として，SR-Site における水理地質構造モデルの構築と評価項

目として地下水のダルシー流束の評価および地下水の移行時間の評価を行った。地下水の

流動解析は，等価不均質連続体モデルを解析可能な有限要素法による解析コード

FEMWATER を用いた。 

まず，地表踏査やボーリング調査データの分析から得られた亀裂の方向や大きさおよび

透水量係数に関する統計情報を用いて，解析範囲内に亀裂ネットワークモデルを統計的に

作成する。解析範囲は，有限要素に分割され，クラックテンソル法によって，各有限要素

の透水係数テンソルを求める。亀裂ネットワークモデルの作成は，乱数を発生させること

により，亀裂の方向や大きさおよび透水量係数に関する統計分布に従った亀裂を一枚ずつ，

亀裂の三次元密度に達するまで，発生させる。次に，解析に用いる最小の亀裂半径（本解

析では 4.0m とした）以上の亀裂の交差状況を調べ，ボーリング孔と外部境界，或は，外

部境界間をつなぐ亀裂を抽出することによって，１リアライゼーションの亀裂ネットワー

クモデルを作成した。乱数の初期値を変えることによって，亀裂の方向や大きさおよび透

水量係数に関する統計分布には従うが，複数の異なるリアライゼーションを作成した。 

クラックテンソル法は，亀裂性媒体のように，不均質な異方性のある透水係数場を表現

する方法であり，着目している領域の体積と，亀裂との交差面積および亀裂の方向から，

その領域の透水係数テンソルを次式で求める。 
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 jK ：着目している領域ｊの透水係数テンソル 

 jV ：領域ｊの体積 

 in


= ),,( iziyix nnn  ：亀裂 i の法線ベクトル 

        iT ：亀裂 i の透水量係数 

        ijA ：領域ｊと亀裂 i の交差面積 

        ijK ：領域ｊにおける亀裂 i に関する透水係数テンソル 

 

上記Vjを有限要素法における各要素の体積とみなすと，要素ごとに異なる透水係数テン
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ソルを有する不均質な連続体としてモデル化できる。 

次に，この透水係数テンソル場を用いて，適切な境界条件のもとで，解析コード

FEMWATER により水理解析を行う。解析結果として得られる主なデータは，各節点上の

全水頭およびダルシー流束と地下水の流入出量である。 

 

（1）水理地質構造モデル構築の不確実性の検討 

ここでは，亀裂の大きさの分布としてべき乗則を仮定した場合のべき指数の不確実性に

ついて検討した。2012年度のPFL-f試験に関する解析では，統計的な亀裂の大きさとして，

最小半径はボーリング孔の半径 r0=0.038m で三次元密度 P32[r>r0]=1.8 m
2
/m

3，最大半径はリ

ニアメント観測データ rmax=564m で三次元密度 P32[r>rmax]=0.0071 m
2
/m

3として，亀裂の大き

さに関してべき乗則を仮定し，べき指数 kr=2.58 と開口亀裂の三次元密度

P32,open[r0=0.038,rmax=564]を設定していた。 

最小半径は，ボーリング孔の半径であり，最大半径はリニアメント観測データという実

測値である。ボーリング孔データやリニアメント観測データは，三次元的広がりのある岩

盤の一部を観測した結果であり，その観測データを基にした岩盤全体の三次元密度の推測

結果には，3.2.1 節の(1)(ii)で示したように，不確実性が含まれる。 

そこで，2012 年度までの成果を踏まえ，例えば，最小半径以上の三次元亀裂密度は 2012

年度と同じ P32[r>r0]=1.8 m
2
/m

3として，最大半径以上の三次元亀裂密度が仮に約 10％大き

い P32[r>564] =0.008 m
2
/m

3である場合には，亀裂半径分布のべき指数 krは，2.56（2012 年

度は 2.58）となる。つまり，最大半径以上の三次元亀裂密度に約 10%の誤差があったとし

たら，亀裂半径分布のべき指数 krには，およそ 1%の誤差が生じる。あるいは，最大半径

以上の三次元亀裂密度は 2012 年度と同じ P32[r>564] =0.0071 m
2
/m

3として，最小半径以上の

三次元密度を約 10％大きい P32[r>r0]=2.0 m
2
/m

3である場合には，亀裂半径分布のべき指数

は，kr=2.59 となる。このように，実測データから亀裂の三次元密度を推定する場合の不確

実さは，亀裂半径分布のべき指数の不確実さの一因となる。 

そこで，亀裂半径分布のべき指数を 2012 年度の値 kr=2.58 のほか，2.56 および 2.60 とし

て，PFL-f 試験のシミュレーションを行い，評価ツリーに従って，PFL-f 試験結果とシミュ

レーション結果がよく合う，亀裂の透水量係数分布の対数平均値と標準偏差を求め，新た

な水理地質構造モデルを構築した。 

 

解析範囲と解析条件 

解析範囲は，簡便のために，2012 年度の検討のうち解析領域が狭い FFM02 領域と同様

のモデル（200m×200m×310m：鉛直方向）を用いて，中央部の鉛直方向にボーリング孔

（口径 0.076m，長さ 210m）をモデル化した（図 3.3.2-1）。透水亀裂の数と比湧水量の総和

は，ボーリング孔の対象区間の総延長の比で換算した。境界条件は，ボーリング孔壁を全

水頭-10m 固定，４側面は一様に全水頭 0m 固定，上下面は不透水境界とした。 
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亀裂の方向データは，2012 年度の成果から FFM01m を対象に設定された値を使用した

（表 3.3.2-1）。亀裂の大きさをべき乗分布としその大きさモデルのべき指数 krを，2.56, 2.58, 

2.60 として，PFL-f 試験結果との比較により，三次元亀裂密度(P32)および亀裂の透水量係

数の対数平均値と標準偏差を求めた。 

 

 

図 3.3.2-1 FFM01m に関する PFL-f 試験のモデル 

 

 

表 3.3.2-1 FFM01m に関する PFL-f 試験の解析に用いたデータ一覧 

（黒澤ほか，2013） 

亀裂 

セット 

卓越方位 

（傾斜方位／

傾斜角）(度) 

フィッシャ 

ー係数 

大きさモデル 

（べき乗分布） 

(r0,kr), (m,-) 

密度(P32)大きさ分布モデル

の有効範囲 

(r0,564m) (m
2
/m

3
) 

NS (113/89) 22.2 (0.038, 2.58) 0.24 

NE (324/88) 21.5 (0.038, 2.58) 0.32 

NW (65/87) 25.7 (0.038, 2.58) 0.14 

EW (0/88) 25.7 (0.038, 2.58) 0.03 

HZ (18/5) 14.4 (0.038, 2.58) 0.56 
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解析手順 

表 3.3.2-1 に従い，亀裂の大きさモデルのべき指数をそれぞれ 2.56，2.58，2.60 に変更し

て亀裂モデルを作成する。その際，亀裂半径の 4.0m 以下のものは検討の対象外とした。

ダルシー則に基づく飽和定常の浸透流解析を行い，解析結果から，ボーリング孔での透水

箇所の頻度を求める。解析で得られた頻度が，PFL-f 試験における湧水箇所の頻度に合う

ように，亀裂の三次元密度(P32)を変更して，繰り返し解析を行う。次に，亀裂の三次元密

度(P32)を変更した亀裂モデルを用いて，それぞれの湧水箇所の比湧水量の頻度およびボー

リング孔全体における比湧水量の総和が，PFL-f 試験結果と合う，亀裂の透水量係数の対

数平均値と標準偏差を求めた。 

 

亀裂の半径分布のべき指数krを2.56とした場合 

亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.56 とした場合について，PFL-f 試験に関する解析を 25

リアライゼーションに対して行った。PFL-f 試験における湧水箇所の頻度 34 に対して，較

正した三次元亀裂密度を表 3.3.2-2 に示す。湧水箇所の平均頻度は，35.48±5.50 であった。

亀裂の透水量係数分布については，対数正規分布とし，その対数平均は-8.8，標準偏差 0.8

となった。この場合の，比湧水量分布についての比較を図 3.3.2-2 に示す。 

 

表 3.3.2-2 PFL-f 試験の湧水箇所の頻度で較正した三次元亀裂密度 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.56 とした場合の 25 リアライゼーションの平均） 

亀裂 

セット 

卓越方位 

（傾斜方位／

傾斜角）(度) 

フィッシャ

ー係数 

大きさモデル 

（べき乗分布） 

(r0,kr), (m,-) 

密度(P32)大きさ分布モデル

の有効範囲 

(r0,564m) (m
2
/m

3
) 

NS (113/89) 22.2 (0.038, 2.56) 0.22 

NE (324/88) 21.5 (0.038, 2.56) 0.29 

NW (65/87) 25.7 (0.038, 2.56) 0.13 

EW (0/88) 25.7 (0.038, 2.56) 0.03 

HZ (18/5) 14.4 (0.038, 2.56) 0.51 
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図 3.3.2-2 比湧水量分布に関する PFL-f 試験結果と解析結果 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.56 とした場合の 25 リアライゼーションの平均） 

 

亀裂の半径分布のべき指数krを2.58とした場合 

亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.58 とした場合について，PFL-f 試験に関する解析を 25

リアライゼーションに対して行った。PFL-f 試験における湧水箇所の頻度 34 に対して，較

正した三次元亀裂密度を表 3.3.2-3 に示す。湧水箇所の平均頻度は，35.76±5.81 であった。

亀裂の透水量係数分布については，対数正規分布とし，その対数平均は-8.8，標準偏差 0.8

となった。この場合の，比湧水量分布についての比較を図 3.3.2-3 に示す。 

亀裂の透水量係数の対数平均値-7.5，標準偏差 0.8 で得られた水理解析結果の比湧水量の

合計についても，おおよそ 25 倍大きくなった。 

 

表 3.3.2-3 PFL-f 試験の湧水箇所の頻度で較正した三次元亀裂密度 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.58 とした場合の 25 リアライゼーションの平均） 

亀裂 

セット 

卓越方位 

（傾斜方位／

傾斜角）(度) 

フィッシャ

ー係数 

大きさモデル 

（べき乗分布） 

(r0,kr), (m,-) 

密度(P32)大きさ分布モデル

の有効範囲 

(r0,564m) (m
2
/m

3
) 

NS (113/89) 22.2 (0.038, 2.58) 0.22 

NE (324/88) 21.5 (0.038, 2.58) 0.30 

NW (65/87) 25.7 (0.038, 2.58) 0.13 

EW (0/88) 25.7 (0.038, 2.58) 0.03 

HZ (18/5) 14.4 (0.038, 2.58) 0.52 
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図 3.3.2-3 比湧水量分布に関する PFL-f 試験結果と解析結果 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.58 とした場合の 25 リアライゼーションの平均） 

 

亀裂の半径分布のべき指数krを2.60とした場合 

亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.60 とした場合について，PFL-f 試験に関する解析を 25

リアライゼーションに対して行った。PFL-f 試験における湧水箇所の頻度 34 に対して，較

正した三次元亀裂密度を表 3.3.2-4 に示す。湧水箇所の平均頻度は，35.96±5.01 であった。

亀裂の透水量係数分布については，対数正規分布とし，その対数平均は-8.8，標準偏差 0.8

となった。この場合の，比湧水量分布についての比較を図 3.3.2-4 に示す。 

 

表 3.3.2-4 PFL-f 試験の湧水箇所の頻度で較正した三次元亀裂密度 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.60 とした場合） 

亀裂 

セット 

卓越方位 

（傾斜方位／

傾斜角）(度) 

フィッシャ

ー係数 

大きさモデル 

（べき乗分布） 

(r0,kr), (m,-) 

密度(P32)大きさ分布モデル

の有効範囲 

(r0,564m) (m
2
/m

3
) 

NS (113/89) 22.2 (0.038, 2.60) 0.22 

NE (324/88) 21.5 (0.038, 2.60) 0.29 

NW (65/87) 25.7 (0.038, 2.60) 0.13 

EW (0/88) 25.7 (0.038, 2.60) 0.03 

HZ (18/5) 14.4 (0.038, 2.60) 0.51 
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図 3.3.2-4 比湧水量分布に関する PFL-f 試験結果と解析結果 

（亀裂の半径分布のべき指数 krを 2.60 とした場合の 25 リアライゼーションの平均） 
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（2） ダルシー流束を対象とした検討 

3.3.1 節で実施した検討と同様に，処分坑道の大きさや掘削影響領域の幅や透水性などの

具体的な設定を用いず，掘削影響領域に関連する指標としてダルシー流束を評価項目に設

定して，処分坑道設置位置のダルシー流束の不均質性について検討した。解析範囲の中央

部に高さ 1.0(m)×幅W(m)（W=1m, 3m, 5m, 50m, 100m）の評価断面を設定して，その平均

ダルシー流束を求め，スケールの大きさによって，平均ダルシー流束の不均質さがどのよ

うに変化するかを調べた（図 3.3.2-5 参照）。統計的に作成した不均質場における平均的な

ダルシー流束は，評価断面のスケールが大きくなるにつれてアンサンブル平均に漸近して

収束する傾向を示すものと考えられる。従って，地下水流動解析の用途が，処分坑道の総

延長における操業時湧水量の総量を推定すること，あるいは，処分場パネルの平均的ダル

シー流束を推定することであるような場合には，50m スケールあるいはそれ以下といった

小規模なスケールにおける不均質場の流束をそれぞれ算出してこれらの間の統計的分散を

評価する意味は小さい。しかしながら，地下水流動解析結果に基づき行う安全評価あるい

は設計上の判断が，流量に対して非線形あるいはしきい値を持つような依存性を示すもの

である場合には，大きなスケールでの平均を把握するのみではなく，小規模のスケールで

の流束のばらつきを併せて把握することの必要性が生ずるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.2-5 ダルシー流束分布を求める測面 

  

鉛直測面の高さ H(m)×幅

W(m)を種々設定して，その平

均ダルシー流束を求める 

解析範囲 

(200m×200m×200m) 

動水勾配の方向 
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上述したような，流量に対して非線形あるいはしきい値を持つような依存性を示す指標

の例としては，以下の例が挙げられる。 

• 各廃棄体周囲の人工バリア内核種移行解析の外側境界条件を規定する掘削影響領域内

の地下水流量に対して，定常時の核種移行率は非線形な挙動を示す（低流量側では一

定（拡散律速），高流量側でも一定（0 濃度境界条件を上限として飽和）であり，その

中間に比例的な傾向を示す領域がある）。このため，全廃棄体数からの核種移行率の平

均は全体の地下水流束の平均値と一対一には対応しない可能性がある。そこで，より

精度の高い見積もりのためには，小規模での流束がどのように分布するかを把握する

必要がある。 

• 上記の緩衝材外側の地下水流束に対する核種移行率の非線形な挙動のために，平均を

顕著に下回る低透水性領域が一定の大きさ（例えば 100m 四方）で分布するのであれ

ば，そのような領域に優先的に廃棄体を定置することによって，処分場レイアウトの

最適化につながる可能性がある。 

 

上記の目的に従い，SR-Site で評価対象としている結晶質岩の亀裂系を統計的亀裂ネット

ワークモデルとして表現して，これをクラックテンソル法によって等価な不均質連続体モ

デルに変換して地下水流動解析を行い，その結果を，空間スケールによって平均ダルシー

流束にどのような影響（ばらつき）が生ずるかという観点で整理した。 

 

解析範囲と解析条件 

解析領域は，FFM01m（200m×200m×200m）とし，動水勾配の大きさは 0.01 とし，方

向は，東西，南北および鉛直方向の３通りを解析した。動水勾配と直交する面を圧力固定

とし，動水勾配の方向に平行な４面は不透水境界とした。 

亀裂密度，大きさ，透水量係数分布，方向データについては，表 3.3.2-1 を使用した。透

水量係数分布については，無相関モデルの値，透水量係数の対数平均-7.5，標準偏差 0.8 を

用いた。上記の検討と同様に，半径 4.0m 以下の亀裂を解析対象外とした。 

 

解析手順 

まず，表 3.3.2-1 の値を用いて亀裂モデルを作成し，水理解析を行う。次に，水理解析結

果から高さ 1m，幅 1m, 3m, 5m, 10m, 50m, 100m の組み合わせで，6 通りの断面についてダ

ルシー流束の平均値を求める。また，ダルシー流束を評価する断面に沿って設定した側線

を対象に，3.3.1 節と同様の模擬的な水理試験の解析を行い，それぞれの長さの側線の透水

量係数求めた。 
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解析結果 

ダルシー流束の平均を求める測面の幅と高さごとのダルシー流束の平均と標準偏差を

図 3.3.2-7 に示す。また，平均のダルシー流束を求めた測面の面積に対する各リアライゼー

ションで得られた平均ダルシー流束の分布を図 3.3.2-6 に，横長さ 1m のケースにおけるダ

ルシー流束と同じ場所に設定した 1m の測線で求めた透水量係数の関係を図 3.3.2-7 示す。

動水勾配の方向の違いによる平均ダルシー流速の分布に顕著な差は見られなかった。ダル

シー流束を平均化する横長さが短い場合は，評価断面に交差する亀裂が少ないため，個々

の亀裂の透水量係数の大きさの影響を受けて，平均ダルシー流束のリアライゼーション間

のばらつきは大きいが，ダルシー流束を平均化する面積が大きいほど，リアライゼーショ

ン間の平均ダルシー流束のばらつきは小さくなり，評価断面の横長さが 50m 以上の場合は，

平均ダルシー流束のばらつきは２桁以内となった。 

このように，与えられた不均質場の特徴に応じて，核種移行解析およびそれ以外のシナ

リオに関する安全評価上の問題および施工や操業時安全性確保などに関する処分場設計の

観点から，種々の空間スケールにおける不均質性の影響をそれぞれ理解することは，わが

国における今後の地層処分事業においても必要となるものと考えられる。特に，安全評価

や設計の基本的な方向性を確立することの必要な概要調査段階では，このような課題に取

り組むことの重要性が高い。  
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(a) 東西方向の動水勾配 

 

(b) 南北方向の動水勾配 

 

(c) 鉛直方向の動水勾配 

図 3.3.2-6 平均ダルシー流束と評価断面の横長さの関係 

（50 リアライゼーション） 
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(a) 東西方向の動水勾配 

 

(b) 南北方向の動水勾配 

 

(c) 鉛直方向の動水勾配 

図 3.3.2-7 平均ダルシー流束（1m×1m 断面）と測線 1m の透水量係数の関係 

（50 リアライゼーション） 
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3.3.3 Fault Zone Hydrology Projectの情報を用いた検討 

モデリングに必要とされるデータセットがフィールドから得られるが，そのデータセッ

トのうちどのデータセットがシミュレーション結果において，より不確実性を増大・減少

させるかを相対的に評価する。評価対象とした指標の計算結果が，データの不足による状

態に対する理解の不確実性や構築した水理地質構造モデルが調査データの不確実性などに

よってモデルによる説明力の不確実性に起因してどのように変化するか検討する。 

 

（1）(水理地質構造モデルの構築 

（i）シミュレーション・ベースとした地層 

LBNL サイトにある Orinda 地層の地質情報をシミュレーションのベースとする。この地

層は，弱く結合した砂岩・シルト岩・粘土岩から構成されており，礫岩が見つかる場合も

ある。堆積環境は，氾濫平野あるいは，浅い湖でのものであり，Claremont フォーメーショ

ンと不整合している。この地層は，このサイトにおいて比較的断層の少ない地層であるの

で，このフォーメーションに注目をした。 

Karasaki et al., (2012)らは，このサイトで大規模なシミュレーションを行ったが，彼らは，

現場での水理データをもとにキャリブレーションを行い，この Orinda フォーメーションの

浸透率を 8×10
-16

 m
2とした。 
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(ii) モデル・ドメインと透水係数の不均質性 

用いるデータセットによってシミュレーション結果に不確実性が生じるが，どのデータ

セットが計算結果の不確実性をより増大・減少させるかを相対的に評価するために，モン

テカルロ手法などを用いる。Correlated random hydraulic conductivity field の作成には，fgen92

（Robin et al., 1993）を用いた。図 3.3.3-1 にCorrelated random hydraulic conductivity field の例

を示す。ここで表示されているのは，透水係数の自然対数値である。 

 

 

図 3.3.3-1 Correlated random hydraulic conductivity field の例 

 

透水性の不均一な空間分布は，堆積環境の地質構造に起因しており，一般の堆積岩の透

水性の不均一空間分布になると考えられる。ここでの目的は，透水係数の不均一性などの

影響を移行時間に対して相対的に評価することであり，この目的や堆積環境の地質構造（層

状に構成）を考えた場合，１次元では評価できず，２次元あるいは３次元のシミュレーシ

ョンを行う必要がある。 

一般のシミュレーションでは，ここで考慮しているような詳しい透水係数の不均一性を

扱わず，多孔質媒体を均質として扱う。このため多孔質媒体でのマクロ分散を人工的に考

慮しなければならなく，そのためマクロ分散を大きな分散長値（ドメインの長さの 5 から

10％）を使って考慮する。 

しかし，今回のような不均一性の多孔質媒体を取り扱う場合，マクロ分散は，設定する

不均一媒体によって起きる流速のばらつきによって生成されなくてはならない。そのため，

シミュレーションモデル自体は，ローカルスケールのみの分散を取り扱う必要があり，そ

のため小さな分散長を使わなければならなくてはならない。上記のように一般のシミュレ

ーションでは，ドメインの長さの 5 から 10％を分散長として使っているが，ここでは，ド

メイン長さの 0.5%の分散長値を用いた。 

 

数値分散など数値計算による誤差を最小限にするためには，小さな分散長に合わせて，

モデルのメッシュを小さくしなければならない。故に Correlated random hydraulic 

conductivity field を使ってその不均一の影響を解析するためには，通常使われるメッシュの

10倍以上の小さいメッシュが一次元につき必要になり，3次元だと1000倍以上必要になる。

このような細かいメッシュサイズで 3 次元のシミュレーションには，長時間が必要となる。 
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この解析の目的である透水係数の不均一性の影響を把握するためには，モンテカルロ手

法を使う必要がある。モンテカルロ手法では，第一ステップとして，透水係数の統計値

（Variance，Correlation Length）を用いて不均一な透水係数フィールドをランダムに作成し，

第二ステップとして，そのフィールドを元にしてシミュレーションを行う。このシミュレ

ーションを 1 リアリゼーションとして，このリアリゼーションを数多く行い，その結果を

平均や標準偏差を使って統計的に評価する。 

モンテカルロ手法で必要な多くのシミュレーションを行うには，ノード数が一千万近く

なる 3 次元での解析には，通常のドメインを均一として扱う 3 次元モデルの場合よりもよ

り長い時間が必要となる。 

また，今回のような透水係数の不均一性の特徴を 2 次元ドメインでシミュレーションし

てその移流分散への影響を把握することは，多くの研究で行われている（例えば，Wood and 

Kavvas, 1999; Freyberg, 1986; Sudicky, 1986; Barry et al., 1988; Rubin, 1990a; Graham and 

McLaughlin, 1991; Woodbury and Sudicky, 1991）。これらの研究は，溶質の移行時間を左右す

る根本的プロセスである溶質の分散に注目しており，多孔質媒体での不均一性の溶質移動

挙動に対する透水係数の影響を把握している。 

現場での測定で鉛直方向の分散が水平方向よりもより小さいことが測定されているこ

とを考慮すると，鉛直 2 次元ドメインを使うほうが 3 次元ドメインでシミュレーションを

行うより現実に近い解析になるとしている（Neuman and Zhang, 1990）。 

ドメインの長さは 130m，深さは，40m とする（図 3.3.3-2）。地下水流の境界条件として，

上下境界は，不透水として，左右境界とも定全水頭とし，流れは，左から右方向とするよ

うに水頭を設定し，動水勾配は 0.01 とした。また，溶質の境界条件として，5m（ドメイ

ン長さ方向）×10m（深さ方向）の溶質源を左境界から 5m に設置する。この溶質源から

は，1000 日のみ一定濃度の溶質が供給されるものとして，パルス的に入力された溶質のプ

ルームの移流分散を観測する。観測地点は，溶質源から 100m 下流側とする。そして，こ

の地点におけるドメインの縦断面を通過する溶質をその相対溶質フラックス(溶質フラッ

クス/溶質源濃度)を使って評価する。 

解析の目的は，溶質源から下流 100m でのフラックス変化を測定し，それを元に以降時

間を把握することなので，ドメインの大きさを上記のように 130m とした。また，図 3.3.3-3

の地層ログを参考にし，ドメインの上下に別の地層があるとみなし，ドメインの鉛直方向

の長さを 40m とした。ドメイン中の濃度分布を評価するのではなく，観測地点で得られた

破過曲線からフラックスが最大値になる時間を求めこれを移行時間として，これを評価し

た。 

溶質源のドメイン長さ方向の幅を増減させていくつかシミュレーションを行ったが，注

目している移行時間に関して溶質源幅の影響は，見られなかった。 
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図 3.3.3-2 モデル・ドメイン，溶質源と観測地点 

 

（2）堆積構造に起因した透水構造の不均質性が移行時間に与える影響検討 

堆積岩自体の透水性の不均一性によって移行時間のシミュレーション結果に影響が及

ぼされ，計算の不確実性が生じてくる。ここでは，移行時間の不確実性を Correlated random 

hydraulic conductivity field のドメインを使って評価する。手法としては，Correlated random 

hydraulic conductivity field を水平，垂直方向の correlation length，Variance を変化させて作成

し，シミュレーションを行う。モンテカルロ手法を使い，リアリゼーションを行い，移行

時間のばらつきを標準偏差や平均値を使って評価する。 

縦方法の Correlation length を計算するために LBNL サイトでの調査結果を使った。図

3.3.3-3 に LBNL サイトで行われた物理探査（Natural Gamma，Resistiviey）の結果とコアの

地層を比較している。Natural Gamma 値の変化は，地層の間隙率の変化を表すものでなく，

鉱物自体からの放射線によって変化しており，この値が小さいほど砂質成分が多いことを

示し，高くなるほど粘土成分が多いことを示している。特にここで注目をしているような

堆積環境で，この粘土―砂質の鉱物成分と Natural Gamma 値は，強い関連がある（Rider, 

1990）。また，Reistivity では，逆に値が小さいほど粘土質が多く，値が大きいほど砂質で

あることを示している。 

コアの地層と物理探査結果を比べると物理探査結果が地層の状況を表していることが

わかり，図中にある(1)，(2)，(3)の層で特徴的なNatural Gamma の値の変化が示されている。

(1)では，Natural Gamma 値が低く，またその変動幅が小さいことが示されており，(2)では，

(1)よりもNatural Gamma 値が大きく，かつその変動幅大きく変化している。また，(3)では，

Natural Gamma 値は，(1)よりも高いが変動幅が小さいことが示されている。変動幅小さい

ことは，含まれる鉱物がより均一であることを示し，一方，変動幅が大きいことは，含ま

れる鉱物が砂質から粘土質まで粒径の違うものが含まれることを示している。構成される

鉱物の粒径が変わってくるとそれに伴い透水係数も変化する。 

(2)では，定期的にある間隔でにNatural Gamma 値が変動していて，この層内で透水係数

がある間隔で変化していることを示している。Resistivity も同様なピークを示しており，

Natural Gamma 値計測の結果を裏付けている。この定期的な変動の観測結果が構成する鉱

物の変化（透水性の変化）を表すと仮定し，この情報を元に鉛直方向の透水係数の
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Correlation Length を 0.75m と推定した。水平方向のCorrelation Length については，その値

を変えてシミュレーション結果に及ぼす影響を解析した。 

 

 

図 3.3.3-3 WF-3 でのNatural Gamma ログと地質 
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(a) リアリゼーション例 

解析では，鉛直方向の correlation length は一定としたが，水平方向の correlation length と

Variance はその値を変化させて，シミュレーション結果に対する影響を考察した。ドメイ

ンの平均透水係数は，Karasaki らの浸透率（8×10
-16

 m
2）を用いて計算をし，鉛直方向

correlation length は，3 ケース（10m，20m，30m），Variance は，4 ケース（0.2，0.5，0.8，

1.1）を用いた。これらの統計値の組み合わせ（12 通り）を使ってCorrelated random hydraulic 

conductivity field を作成し，シミュレーション（リアリゼーション）を行った。それぞれの

組み合わせで 300 リアリゼーション行った。 

図 3.3.3-4～3.3.3-7 にリアリゼーションの例を示す。ここでは，透水係数の Variance（ば

らつき）を変化させている。透水係数の Variance が変化することによって，溶質プルーム

の広がりが大きく変わっていくことが分かり，それに伴い溶質源から下流 100m にある観

測地点までの移行時間が変わっていくことが推測される。 

 

 

図 3.3.3-4 700,000 日後の濃度分布（correlation length=20m; variance=0.2） 

 

 

図 3.3.3-5 700,000 日後の濃度分布（correlation length=20m; variance=0.5） 
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図 3.3.3-6 700,000 日後の濃度分布（correlation length=20m; variance=0.7） 

 

 

図 3.3.3-7 700,000 日後の濃度分布（correlation length=20m; variance=1.1） 

 

また，透水係数の Variance を一定にし，Correlation Length（透水係数の水平方向への相

関の程度）を変化させた例を図 3.3.3-8～3.3.3-10 に示す。Correlation Length が長くなるにつ

れて，溶質プルームの形状がより細長くなりっていることがわかる。下流側の観測地点ま

での移行時間がCorrelation Length の変化によって影響を受けていることが推測される。 
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図 3.3.3-8 700,000 日後の濃度分布（correlation length=10m; variance=0.5） 

 

 

図 3.3.3-9 700,000 日後の濃度分布（correlation length=20m; variance=0.5） 

 

 

図 3.3.3-10 700,000 日後の濃度分布（correlation length=30m; variance=0.5） 

 

図 3.3.3-11 に溶質源から 100m 下流に設けた測定地点での相対フラックス（移流フラッ

クス/溶質源での濃度）の経時変化を示している。この図に示されたそれぞれの線は，1 リ

アリゼーションから得られた相対フラックスの経時変化を示している。この図からわかる

ように同じ correlation length と variance を用いてもフラックスの経時変化が大きく変わっ

ていることがわかる。最大相対フラックス値，それに至るまでの時間，最大値を示した後
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のフラックス値の減少の仕方がそれぞれのケースで異なってきている。相対フラックスが

最大値に至るまでの時間にばらつきがあることがこの図から推測される。 

 

 

 

図 3.3.3-11 測定点での相対フラックスの経時変化（correlation length=20m; variance=1.1） 

 

図 3.3.3-12 に移行時間の頻度ヒストグラムを示している。図 3.3.3-11 に示した相対フラ

ックスの経時から最大値が示される時間を移行時間として，その頻度を表している。

800,000 日前後を中心として移行時間が分布していることが示されており，また，Correlation 

LengthとVarianceが同じ多孔質媒体でも移行時間が 0.4×10
6日前後から 1.7×10

6日までば

らついている。これらのシミュレーション結果を統計処理し，平均，標準偏差を求めたも

のを図 3.3.3-13 と図 3.3.3-14 に示す。いずれのCorrelation Length のケースでも Variance が

大きくなるにつれて，平均が 1.4×10
6日前後から 0.9×10

6日前後へ減少している。Variance

が 0.2 の場合，Correlation Length の違いによる平均の違いはほとんどないが，Variance が大

きくなるつれ，その差が現れてきている。 

透水係数のVariance が小さい場合，不均一性が小さくなり，Correlation Length の影響が

小さくなる。一方，Variance が大きくなると多孔質媒体の不均一性が増大し，Correlation 

Length の相対的影響が大きくなる。Variance が大きくなるにつれて，移行時間の平均が小

さくなってくることは，不均一性が増大し，流れ方向（水平方向）の不均一性の影響が比

較的大きくなることを示している。また，図 3.3.3-14 からVariance が大きくなるにつれて，

標準偏差がどのCorrelation Length のケースでも増大していることがわかる。しかし，その

増大の仕方は，Correlation Length のケースごとによって異なる。Correlation Length が 10m

のケースが最も標準偏差の増大の仕方が小さく，30m のケースが一番大きくなっている。 

流れ方向のCorrelation Lengthが長くなるにつれて移行時間の標準偏差が大きくなること

は，流れ方向の Correlation Length 不均一性の相対的影響が大きくなることを示している。
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Variance が大きく，かつ，Correlation Length が長い状態は，1 次元の透水性の高く，かつ長

いパイプが存在するような状態に近づくということで，流れ方向の流速分布のばらつきが

より大きくなってくる。このことは，シミュレーション結果のばらつきが水平方向の

Correlation Length が増大すると大きくなることを意味しており，現場での調査の重要性が

高いことを示している。多くの場合，現場での調査は，ボーリングなどを用いて鉛直方向

での地層の変化を把握しようとしている。しかし，トレンチ調査などのような地層を断面

として把握する作業が重要になってくる。また，一連の解析からボーリング調査などで得

られた平均透水係数のみの情報では，移行時間を把握するのに充分でないことがわかる。 

 

 

図 3.3.3-12 移行時間の頻度ヒストグラム（correlation length=20m; variance=1.1） 
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図 3.3.3-13 透水係数のVariance，Correlation Length と平均の関係 

（溶質源サイズ 10m×5m） 

 

図 3.3.3-14 透水係数のVariance，Correlation Length と標準偏差の関係 

（溶質源サイズ 10m×5m） 

 

溶質源の大きさと堆積岩の不均質構造のスケールの関係が移行時間に与える影響検討 

ここでは，溶質源のスケールと前項目で調べた Correlation length などによって代表され

る堆積岩不均一性スケールの相対的評価を行う。指標としては，移行時間を使う。手法と

しては，前項と同じようにCorrelated random hydraulic conductivity field を作成し，モンテカ

ルロ手法を使って評価する。ここでは，溶質源の大きさを廃棄体のスケールから極端に大

きいスケールまでの 3 通り（2m×5m，10m×5m，20m×5m）のケースを用いて，移行時

間に対する溶質源のスケールの影響感度を解析する。この解析では，3 次元のシミュレー

ションで行われる個々の廃棄体からの溶質移動の評価と，同様のことをしようとしている

ことではなく，溶質源のスケールと不均一性スケールとの相対的評価を行うことを目的と
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している。 

図 3.3.3-15にCorrelation Length が 10mの場合の透水係数のVarianceと平均の関係を示し

ている。いずれの溶質源のサイズのケースでも一様に Variance が増大するにつれて移行時

間の平均が減少しており，溶質源サイズの影響は，ほとんど見られない。 

 

 

図 3.3.3-15 透水係数のVariance と平均の関係（Correlation Length：10m） 

 

図 3.3.3-16 にCorrelation Length が 20m 場合，図 3.3.3-17 にCorrelation Length が 30m 場合

の透水係数の Variance と平均の関係を示している。Correlation Length が 10m の場合（図

3.3.3-15）と同様に，Variance が増大するにつれて平均値が小さくなってきているが，

Correlation Length が大きくなるにつれて溶質源のサイズの影響が増大してきている。 

 

 

図 3.3.3-16 透水係数のVariance と平均の関係（Correlation Length：20m） 
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図 3.3.3-17 透水係数のVariance と平均の関係（Correlation Length：30m） 

 

溶質源のサイズの移行時間の平均に対する影響を見てきたが，透水係数の Variance と標

準偏差の関係をCorrelation Length ごとに示したものが図 3.3.3-18（Correlation Length = 10m），

図 3.3.3-19（Correlation Length = 20m），図 3.3.3-20（Correlation Length = 30m）である。移行

時間の平均の場合と違い，Variance が小さい値でも溶質源のサイズの影響がどの Correlation 

Length のケースでも現れている。溶質源のサイズの影響は，Variance が大きくなるにつれ

て増大してきているが，Correlation Length が長くなるにつれて，溶質サイズによる移行時

間の標準偏差（ばらつき）が大きくなってきている（図 3.3.3-18 から図 3.3.3-20）。また，

標準偏差の増大の度合いもCorrelation Length が長いほど大きくなる。 

また，いずれのCorrelation Length のケースにおいても溶質源サイズが大きいほど標準偏

差が小さく，溶質源サイズが小さくなるにつれ，標準偏差が大きくなっている。溶質源サ

イズが大きくなるにつれて，幅広く溶質が多孔質媒体に入っていく。サイズが大きい分，

溶質は，違った透水係数の多孔質媒体を通っていくことになる。溶質源の近辺に不均一性

があったとしても結果として透水係数の不均一性が溶質源全体として「均質化」されてい

く。一方，溶質源サイズが小さいと溶質源近辺の透水係数の不均一性により影響を及ぼさ

れ，そのため溶質の移行時間がばらついてくる。 

溶質源のサイズが小さいほど透水係数の不均一性の因子（Correlation LengthとVariance）

に地下水移行時間が影響を受けることがわかる。 
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図 3.3.3-18 透水係数の Variance と標準偏差の関係（Correlation Length：10m） 

 

 

図 3.3.3-19 透水係数の Variance と標準偏差の関係（Correlation Length：20m） 
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図 3.3.3-20 透水係数の Variance と標準偏差の関係（Correlation Length：30m） 

 

（3） 不均質な堆積岩中に存在する断層が移行時間に与える影響検討 

LBNL のサイトでは，堆積岩中に断層が存在することが報告されているが，ここでは，

堆積岩の不均一性と断層による移行時間の影響を相対的に評価し，移行時間計算の不確実

性が断層の存在によってどのように変化するかを評価する。シミュレーションでは，水平，

垂直，斜めに存在する断層をCorrelated random hydraulic conductivity field の中に作成し，モ

ンテカルロ手法を使って評価する。TR2，TR3 などのトレンチでの調査やボーリングなど

で見つけられた断層を参考にする。ただし，レポートでも指摘されているように断層は，

複雑かつユニークな特性があるので，ここではいくつかの特徴（形状，透水係数など）を

変えてその影響を把握する。 

第一ステップとして，水平方向に一連の 4 断層を作成した。これらの断層は，2m の間

隔を開けてドメイン深さ 20m の部分に作成した（図 3.3.3-21）。断層の厚さは，25cm とし，

透水係数は，平均透水係数より 2 オーダー高い値を用いた。リアリゼーションの結果を元

にした解析結果を図 3.3.3-22（移行時間の平均）と図 3.3.3-23（移行時間の標準偏差）を示

す。 

移行時間の平均時間の解析結果（図 3.3.3-22）は，全セクションまでの解析結果とは，

全く違う傾向を示している。図 3.3.3-13 などの透水係数のVariance，Correlation Length と平

均の関係では，Variance が大きくなるに連れ，移行時間の平均が小さくなっていたが，こ

の解析では，Variance が大きくなるに連れ，平均が大きくなってきている。また，図 3.3.3-13

では，移行時間の平均が 1.4×10
6
 日前後から 0.9×10

6
 日前後へ変化しているが，ここで

は，0.28×10
6
 日前後 0.38×10

6
 日前後にしか変化せず，変化の幅が大変小さい。Variance

が大きくなるほど移行時間の平均が大きくなることは，Variance が小さいときに起きてい

た断層中の移流分散が主である形態から断層以外の部分で起きる移流分散の割合が大きく

なり，結果として平均時間が長くなることを示している。断層のない他のシミュレーショ
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ンでは，Variance が大きくなるにつれ，水平方向への流れが増強され，移行時間が短くな

ったが，ここでは，Variance が増大することが断層のないケースとは，逆の効果を持つこ

とになっている。 

また，Correlation length の違いによる平均時間の差も他のシミュレーション結果と比べ，

大幅に小さくなっている。Correlation length の影響が見られなくっている。多孔質媒体の透

水性の不均一性の影響は，ある程度あるものの，溶質の移流分散は，作られた断層に支配

された形となっていることを表している。 

移行時間の標準偏差（図 3.3.3-23）は，この断層の支配的影響をより示した形となって

いる。断層のないケースで見られた（例えば，図 3.3.3-14）のようなCorrelation length の違

いによる標準偏差のバラ付きは，なくなり，どのケースにおいても同じ傾向を示している。

また，標準偏差値は，前述の断層のない場合でのシミュレーションで得られた値よりも小

さくなっている。移行時間のばらつきが少なくなり，シミュレーションの不確実性が小さ

くなっていることを示している。 

以上の結果から，Correlated random hydraulic conductivity field で表される多孔質媒体での

透水係数の不均一性は，断層が存在することによってその移行時間に対する影響が大きく

減少することがわかった。 

 

図 3.3.3-21 水平方向に断層があるCorrelated random hydraulic conductivity field の例 

 

 

図 3.3.3-22 透水係数の Variance，Correlation Length と平均の関係（溶質源サイズ 20m × 
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5m） 

 

 

図 3.3.3-23 透水係数の Variance，Correlation Length と平均の関係（溶質源サイズ 20m × 

5m） 

 

次に，断層の影響を把握するため，Correlated random hydraulic conductivity field 上に断層

を作成した。本検討では，複数のリアリゼーションを対象とせず，ひとつのリアライゼー

ションに断層を追加して移行時間に与える影響を検討した。ここでは，ドメインの中心

（65m）に鉛直方向に断層を作った。断層（群）は，ドメイン鉛直方向をほぼカバーする

ものとし，(1) 断層一本（図 3.3.3-24），(2) 間隔をつけた 2 本の断層（図 3.3.3-25），(3) 間

隔をつけた 4 本の断層（図 3.3.3-26）の 3 種類の断層とした。 

平均透水係数より 2 オーダー高い透水係数値を用いた断層と 2 オーダー低い透水係数値

を用いた断層の 2 ケースを用いた。透水係数が高いケースでの相対フラックスの時間変化

を図 3.3.3-27 に示し，図 3.3.3-28 に透水係数が低い断層での相対フラックスの時間変化を

示す。 

透水係数の高い断層のケース（図 3.3.3-27）では，断層の形状は違うものの，移行時間

（最大相対フラックスが観測されるまでの時間）に関してその影響は，全く見られない。

一方，透水係数の低い断層のケース（図 3.3.3-28）では，大きく異った経時変化となって

いる。 

このケースでは，断層の形状によって移行時間が大きく変化している。１断層の場合，

移行時間が最も長くなり，断層の数が多くなるほど早くなっている。移行時間に関しては，

２断層の場合も４断層の場合も同様の結果となっている。縦断層に関しては，透水係数の

高い場合には，その形状の影響はほとんどないが，透水係数が低くなると，断層の形状が

大きく移行時間に影響を及ぼす。モデル・ドメインの上下に別の地層が存在すると仮定し

た境界条件が設定されているので，その影響も受けている。 
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図 3.3.3-24 鉛直方向に断層があるCorrelated random hydraulic conductivity field 

 

 

図 3.3.3-25 鉛直方向に 2 本の断層がある Correlated random hydraulic conductivity field 

 

 

図 3.3.3-26 鉛直方向に 4 本の断層がある Correlated random hydraulic conductivity field 
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図 3.3.3-27 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の高い縦断層 

 

 

図 3.3.3-28 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の低い縦断層 

 

次に，断層の傾きの影響を把握するために，ドメインの中心（65m）に 45 度の角度をつ

けた断層を作った。断層（群）は，ドメイン鉛直方向をほぼ左下から右上にかけてカバー

するものとし，(1) 断層一本（図 3.3.3-29），(2) 間隔をつけた 2 本の断層（図 3.3.3-30），(3) 

間隔をつけた 4 本の断層（図 3.3.3-31）の 3 種類の断層とした。縦断層のケースと同様に，

平均透水係数より 2 オーダー高い透水係数値を用いた断層と 2 オーダー低い透水係数値を

用いた断層の 2 ケースを作成した。図 3.3.3-32 には，透水係数の高いケースでの相対フラ

ックスの時間変化を示し，図 3.3.3-33 に透水係数の低い断層での相対フラックスの時間変

化を示す。 
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縦断層のケースと同様に，その形状の移行時間に対する影響は，透水係数の高い断層で

は，小さいものとなっている（図 3.3.3-32）。一方，透水係数の低い断層では（図 3.3.3-33），

断層の形状による移行時間に対する影響が鉛直断層の場合と同様に見られるが，その影響

の度合いは，鉛直断層の場合よりも小さいものとなっている。 

 

 

図 3.3.3-29 鉛直斜め方向に断層があるCorrelated random hydraulic conductivity field 

 

 

図 3.3.3-30 鉛直斜め方向に 2 本の断層がある Correlated random hydraulic conductivity 

field 

 

 

図 3.3.3-31 鉛直斜め方向に4本の断層があるCorrelated random hydraulic 

conductivity field 
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図 3.3.3-32 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の高い斜め断層 

 

図 3.3.3-33 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の低い斜め断層 

 

次に，断層の厚さの移行時間に対する影響を把握するために，前述の斜め断層の厚さを

倍増した。断層（群）の形状（1，２，４断層）は，同じであり，透水係数が 2 オーダー高

いケースと低いケースを作成した。図 3.3.3-34 には，透水係数の高いケースでの相対フラ

ックスの時間変化を示し，図 3.3.3-35 に透水係数の低い断層での相対フラックスの時間変

化を示す。 

高い透水係数の断層の場合（図 3.3.3-34）には，1 断層のケースで移行時間が短くなって

いるが他の 2 ケースでは，断層の薄いケースと比べるとほとんど変化していない。一方，

透水係数の低い断層の場合，形状の違いによる移行時間に差が出てきており，断層の薄い

ケースと比較すると 1 断層のケースとで移行時間が長くなっている。透水係数の高い，低
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いに関わらず断層の厚さの影響を受けやすいのは，1 断層ケースとなっている。 

透水係数の高い断層の場合は，その形状（長さ，傾き，厚さ）の移行時間に対する影響

は，比較的小さい。一方，透水係数の低い断層においては，その形状が溶質の移行時間に

大きく影響を及ぼすことが示された 

 

 

図 3.3.3-34 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の高い斜め断層（2 倍厚さ） 

 

 

図 3.3.3-35 測定点での相対フラックスの経時変化：透水性の低い斜め断層（2 倍厚さ） 
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（4） まとめ 

堆積岩を対象とした事例として，鉛直 2 次元断面を対象に，堆積構造の不均質性に起因

した透水性の不均質な分布が移行時間に与える影響について，プリミティブな検討を行っ

た。Fault Zone Hydrology Project の情報に基づき砂岩と泥岩が不均質に互層する堆積構造に

起因した透水性の不均質な分布特性を地球統計学的にモデル化し，堆積構造に起因した不

均質な透水係数の分布が移行時間に与える影響，不均質な透水性の分布特性と溶質源サイ

ズの相対的関係が移行時間に与える影響，堆積岩中に存在する断層が移行時間に与える影

響について検討した。 

その結果，不均質な透水係数の分布特性が移行時間の平均値と標準偏差の両方に大きな

影響を与えることを示した。また，ソース部として設定した領域のサイズが小さくなるほ

ど移行時間のバラツキ（すなわち標準偏差）が大きくなり，断層が存在する場合には堆積

構造に起因する不均質に分布する透水係数の影響が相対的に小さくなり，透水性の低い断

層ほどその影響が顕著である，などの知見を得た。すなわち，大きな地質構造の情報が移

行時間の予測の不確実性を小さくする可能性があり，その場合には堆積岩の透水係数の不

均一性の情報よりもより重要となると思われる。透水係数の低い断層では，その影響が顕

著に現れる。 

現場調査の場合，断層の有無，その透水性，堆積環境に基づく堆積岩の不均一性の地球

統計学的把握，これらの地球統計的値と溶質源サイズの相対的関係を得ることが重要とな

ると考えられる。  
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3.4 国内外の専門家との意見交換 

2011 年度から実施してきた，母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリー

の構築とその適用事例について，国内外の専門家と意見交換を行った。その結果，評価の

方法論を整理するうえで評価ツリーは有効で，サイトジェネリックな段階として評価の考

え方の整理が評価ツリーにより進められている，との意見を得ることができた。また，ジ

ェネリックな段階では様々な不確実因子を踏まえて多くのオプションに対応できるよう

に評価の考え方を整理する必要性は理解するものの，より具体的な設定による検討を進め

ることも重要である，との課題に関する意見も受けた。 

意見交換で挙がった主要なコメントをまとめて以下に記す。 

 

・ これまでに検討されている第２次取りまとめの設定を活用した検討事例だけでは限界

がある。今後は，具体的な地質環境条件を対象とした，精密調査地区選定に向けた調

査手法，設計，性能評価の具体的な検討により，ジェネリックではない評価フローの

整備が求められる。そのような検討を通じて，日本の地質環境条件を踏まえた評価の

考え方を作っていくことが重要である。 

 

・ 本検討の主要な対象は，数十メートルから百メートル程度の規模の母岩特性として，

処分場の安全評価などの観点から水理特性を評価するための方法論を整理することに

あるが，処分場全体のスケールにおけるより大きな規模の断層などの構造や処分場レ

イアウトの議論，すなわち避けるべき断層の規模やその離間距離の設定の議論との関

係についても検討する必要がある。その一方で，処分場レイアウトに関係なく百メー

トル程度の規模の母岩をサンプリングしてその特性を評価する場合には，一方向だけ

ではなく複数の方向や動水勾配を規格化するなどの工夫も必要である。 

 

・ 第２次取りまとめの設定による 3 次元亀裂ネットワークモデルを用いた検討事例にお

いて扱っている 10
-7
 m

2
/s の高い透水性を示す構造は，一般により大きなスケールの亀

裂や断層などの構造に依存していると考えられ，数十メートルから 100m 程度と領域

を限定せずにより大きなスケールから連続した取扱いが必要となる。 

 

・ 事例検討として主に亀裂ネットワークモデルを用いているが，特定のモデルを採用す

ることの不確実性にも留意する必要があり，評価ツリーの中で整理されている他のモ

デルについての検討の充実が望まれる。特に，亀裂を介した地下水の流れについては，

調査データに基づく理解が不十分な点が多いため，state of the art としての評価手法の

整備だけではなく，亀裂特性の探究（リアリティーの追求）に向けた基盤としての研

究開発を継続することが重要である。 
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・ 花崗岩地域に限らず日本では，地下トンネルを掘削すると多量の地下水湧出は避けら

れず，グラウチングなしにはトンネルを掘削できない。トンネル掘削時の施工として

のグラウトの効果をより具体的に考慮したシナリオを整理して，評価手法の整備とと

もに，グラウトの長期的影響の把握に向けた研究開発を進めていく必要がある。 

 

・ SR-Site で示された安全機能と指標，基準の一覧，設計要件一覧などの整備は，日本の

処分事業を進めるうえでも有効である。スウェーデンと日本の地質環境の違いなどを

勘案して，日本の条件に沿った考え方や指標，基準などの検討を処分事業の段階に柔

軟に対応しながら進めていく必要がある。ただし，SR-Site において設定された指標，

基準などは，今後の事業や調査の進展を踏まえて適宜見直し予定と SKB は報告してい

る。しかし，SR-Site の国際レビューにおいて，「今後値などを変更する場合には科学

的な合理性の説明と社会的な合意が重要」といった議論がされている。 
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3.5 まとめと今後の課題 

3.5.1 まとめ 

本検討では，母岩としての適性を評価するための項目のうち，母岩の水理特性の評価手

法に関する知見の整理を進めた。 

結晶質岩地域を対象とした水理地質構造モデル構築手法や不確実性の取り扱いに関す

る調査として，①SR-Site における水理地質構造モデル構築手法の事例と，②超新地層研究

所計画により取得されたデータを活用した水理地質構造モデル構築手法の事例を対象とし

た。①の事例では，母岩を対象とした亀裂のネットワーク構造を構築するうえで重要なパ

ラメータ値の推定手法を整理して評価ツリーにとりまとめた。②の事例では，地表からの

調査などの調査の初期の段階で取得されたデータを活用したローカルスケールを対象とし

た複数の水理地質構造モデル構築事例を調査して，評価ツリーに整理した。その結果，ど

のケースも(a)地質構造モデル構築に関するツリー，(b)水理特性の設定に関するツリー，(c)

水理特性の更新（キャリブレーション）に関するツリーに分類して構成できることが分か

った。このようなツリー構造は，2012 年度までに構築された地下水移行時間に関する評価

ツリーの水理地質構造モデルより下位のツリー構造の一部として統合して活用できると考

えられる。また，堆積岩地域を対象とした水理地質構造モデル構築手法や不確実性の取り

扱いに関する調査として，③幌延深地層研究所周辺を対象とした水理地質構造モデル構築

の事例と，④Fault Zone Hydrology Project における調査と水理地質構造モデル構築事例を対

象とした。③の事例では，広域的な水理地質構造の概念モデルを構築するうえで，地質・

地質構造，移行経路としての重要な構造，対象岩盤の分布・形状および岩盤中の地質学的

不均質性に関する現状の知見，ならびに透水係数のデータの整理と，具体的な水理地質構

造モデルの構築の流れについて調査した。その結果，2012 年に作成した堆積岩を対象とし

た評価ツリーを母岩の特性を評価する基本的な手法であることを確認するとともに，より

広域的な水理地質構造モデル構築に関する知見をツリー構造で整理した。④の事例では，

②や③の事例と同様に，(a)～(c)のそれぞれに分類され，(a)として地質構造モデル構築に既

存の地質図，トレンチ調査，コア観察などの地質学的なデータが利用され，(b)については

水理試験データに基づくものの，調査対象の比較的狭い領域に複数のボーリング孔が掘削

されており，これらのボーリング孔を用いた孔間透水試験のデータが活用されていること

など事例をツリー構造で整理した。以上の具体的な事例の知見に基づき，2012 年度までに

構築した結晶質岩などの亀裂性媒体を対象とした場合と，堆積岩を対象とした場合の，母

岩中の地下水移行時間を評価するための評価ツリーを更新した。 

上記のように整理してきた評価ツリーの適用方法について事例的な検討を進めた。まず，

第２次取りまとめの設定を活用して構築した 3 次元亀裂ネットワークモデルを用いて地下

水移行時間とダルシー流束の二つの評価項目を評価する事例のひとつとして，「掘削影響領

域は坑道に沿って連続しない」仮定の基で，廃棄体の定置間隔などの工学的対策と評価項

目の評価値の関係に関する検討事例を示した。具体的には，3 次元亀裂ネットワークモデ
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ルの中央に処分坑道を模擬した任意の長さの測線と断面（高さ１ｍ）を設定し，測線と断

面の長さを 1m，3m，5m，10m，50m，100m と変えて，側線からの地下水移行時間と断面

の平均ダルシー流束がどう変化するかについて検討した。また，測線をボーリング孔と見

立てた仮想透水試験により対象箇所の平均的な透水量係数を求め，その値と移行時間など

の評価値の関係を整理した。これは，検討対象とした水理地質構造では，廃棄体の定置間

隔に近い数メートル間隔ごとに分割して取り扱える場合には，地下水移行時間が短くかつ

ダルシー流束が大きな区間となる可能性の高い区間を透水試験などの情報に基づいて対策

検討するための検討例として活用できると考えられる。より具体的な検討に向けて，処分

坑道（や処分孔）や定置間隔などの設計に関する具体的な設定値や，安全評価上の掘削影

響領域の取り扱いなどの仮定などを踏まえた解析の条件設定が求められるものの，評価ツ

リーはそのような調査，性能評価，設計の複数の分野間の有機的な連携を促すためのツー

ルとしても活用できると考えられる。 

つぎに，SR-Site の情報に基づいた事例的な検討を行った。具体的には，評価ツリーの水

理地質構造モデル構築の部分の適用例として，亀裂の大きさモデルとして採用されている

べき乗モデルのべき乗数設定の不確実性に着目した検討例を示した。また，評価項目の評

価例として第 2 次取りまとめの設定を用いた事例と同様に，処分坑道を模擬した測線や断

面の大きさと，ダルシー流束と地下水移行時間などの評価項目の評価値の関係について示

した。 

さらに，堆積岩を対象とした事例として，2 次元断面を対象としたプリミティブな検討

を行った。Fault Zone Hydrology Project の情報に基づき砂岩と泥岩が不均質に互層する堆積

構造に起因した透水係数の不均質な分布特性が地下水移行時間に与える影響について検討

した。透水係数の不均質な分布は地球統計学的に作成し，堆積構造に起因した不均質な透

水係数の分布が移行時間に与える影響，不均質な透水性の分布特性と溶質源サイズの相対

的関係が移行時間に与える影響，堆積岩中に存在する断層が移行時間に与える影響につい

て検討した。その結果，不均質な透水係数の分布特性が移行時間の平均値と標準偏差の両

方に大きな影響を与えることを示した。また，ソース部として設定した領域のサイズが小

さくなるほど移行時間のバラツキ（すなわち標準偏差）が大きくなり，断層が存在する場

合には堆積構造に起因する不均質に分布する透水係数の影響が相対的に小さくなり，透水

性の低い断層ほどその影響が顕著である，などの知見を得た。 

2011 年度から実施してきた，母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリー

の構築とその適用事例について，国内外の専門家と意見交換を行った。その結果，評価の

方法論を整理するうえで評価ツリーは有効で，サイトジェネリックな段階として評価の考

え方の整理が評価ツリーにより進められている，との意見を得ることができた。また，ジ

ェネリックな段階では様々な不確実因子を踏まえて多くのオプションに対応できるように

評価の考え方を整理する必要性は理解するものの，より具体的な設定による検討を進める

ことも重要である，との課題に関する意見も受けた。 
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3.5.2 今後の課題 

母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリーの構築とその適用事例の検

討により，地下水移行時間などの評価項目を起点に母岩の性能を概略的に評価するための

方法論を示すとともに，第２次取りまとめの設定や国外の具体的なデータに基づく評価の

試行を通じてその有用性を確認することができた。これらの評価ツリーは，第２次取りま

とめや深地層の研究施設計画などにおける様々な知見や SR-Site の事例調査に基づき整理

したものである。今後は，既国内外の専門家からの指摘にあるように，国内の具体的な地

質環境の情報を対象に，調査の制約条件や処分施設の設計や安全評価の具体的な条件を踏

まえた方法論の整備が求められる。 
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第4章 シナリオの構築方法に関する検討 

4.1 はじめに  

安全評価におけるシナリオは，地層処分システムの将来の挙動を記述し，その定量的な

評価に必要なモデルの開発やデータ収集の枠組みを与えるものであり，安全評価の基盤と

なるものである。したがって，処分事業を進めるにあたっては，安全規制の動向，国際的

な動向，わが国の地層処分事業の特徴を考慮しつつ，シナリオを効率的に構築できるよう

継続して技術開発を進めていくことが重要となる。 

また，安全評価におけるシナリオは，地層処分システム全体の長期的な変遷を対象とす

るため，システムを構成する各要素が時間とともにどのように変化し，どのような状態と

なるかを記述する必要がある。本検討では，地層処分システムがある評価時点（あるいは

評価期間）において想定される熱的，水理学的，力学的，化学的な状態（初期状態とその

変遷）を安全評価の観点から描いたものを“状態設定”と定義する。 

2011年度から実施してきた本共同研究（江橋ほか，2011：黒澤ほか，2013）においては，

はじめに，事業の観点からの要件と考え方を整理したうえで，シナリオ構築のアプローチ

を具体化するための視点の整理を行った。次に，シナリオ構築手法に関する国内外の動向

調査などに基づいて，シナリオ構築で検討すべきこと，およびシナリオ構築の各段階にお

いて実施する作業とそこで利用する様々な分析手法や表現方法との関係を整理した。その

うえで，状態設定の基本的流れについて検討を進めてきた。状態設定の基本的流れについ

ては，具体的な試行を通じて，見直しを進めるとともに，その各段階での作業内容や情報

の手順を作業・情報フローとして整理した。 

さらに，これらの状態設定の試行の結果や知見について，透明性と追跡性の確保のため

の電子化について検討を行った。 

また，状態設定やシナリオ構築において必要となる FEP
1について，いくつかの個別現象

についての最新の知見を，安全機能への影響の観点から体系的に取りまとめてきた。この

知見の取りまとめでは，最近の諸外国の性能評価における議論や，地層処分システムの設

計との連携を考慮し，“ガラスの溶解挙動”および“セメント系材料によりもたらされる高

アルカリ環境が緩衝材などへ及ぼす影響”の２つの現象について，それらの現象に関する

不確実性が，期待しているバリア性能に及ぼす影響について，解析的な検討を進めてきた。 

2013 年度においては，2012 年度までに進めてきた，状態設定の流れや手順について，

作業実施上のわかりやすさや使いやすさの観点から改めて見直しを行うとともに，手順の

各段階での実施事項や留意点を整理した。また，状態設定に関する個別現象の知見の整理

として，“ガラスの溶解挙動”および“セメント系材料によりもたらされる影響”に関して

引き続き着目し，現象解析によって，これらの現象に起因する不確実性とその影響につい

ての知見の拡充を行った。 

                                                 
1 特性（Features），イベント（Events），プロセス（Processes）をそれぞれの頭文字をとってFEPと呼ぶ。 
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4.2 状態設定の流れや手順の検討 

NUMO は，シナリオ構築のアプローチとして，従来の FEP に基づく手法（ボトムアッ

プアプローチ）と，安全機能を基軸とした手法（トップダウンアプローチ）とを組み合わ

せたアプローチにより，重大な抜け落ちがないように配慮し，合理的にシナリオを構築す

ることとしている（NUMO, 2011a）。2012年度までの共同研究においても，このアプロー

チを前提として，状態設定の基本手順や，作業・情報フローを作成し，緩衝材を対象とし

て，具体的な FEP情報なども利用しながら，状態設定の試行を行うことで，作成した手順

やフローの有効性を確認してきた。 

一方，2012年度までに提案してきた，状態設定の基本手順や作業・情報フロー，および

緩衝材を対象とした試行事例については，以下のような課題があった。 

・基本手順については，全体としては実施すべきことが網羅されているが，手順の各要

素の内容に必須の作業と必須ではないが必要に応じて実施する作業などが混在して

いること。 

・基本手順の各要素が，実施する作業の括りと必ずしも一致していないため，作業実施

の観点からはわかりにくい面があること。 

・システム変遷（時間変化）の検討過程が明示的に示されていないこと。 

・緩衝材のみを対象とした事例では，異なる前提条件での検討や他のバリア材への展開

が見通しにくいこと。 

 

2013年度では，これらの課題を踏まえ，作業実施者の利便性の向上に着目し，作業の要

素とその流れや関係の再整理によるわかりやすさの向上，および各要素での実施事項や留

意点などの実務的な情報の提供による使いやすさの向上を目的として，基本手順および作

業・情報フローの改定とそれらを補足する情報の充実を行った。さらに，シナリオ検討の

十分性を向上させるための技術として注目されている新しい手法についても情報の整理を

行った。 

 状態設定の流れを示す“基本手順”の 2013年改定版と，対応する“各段階での作業内容

や具体的な情報の流れ（作業・情報フロー）”を，それぞれ図 4.2-1 および 図 4.2-2 に示

す。 
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図 4.2-1 状態設定の基本手順（2013 年改定版） 

 

図 4.2-1の“基本手順”において実線で囲まれた要素は，『一括りの作業』を示し，要素間

の実線の矢印は，主要な情報の流れを示す（図 4.2-2参照）。また，これらの一連の手順を

進めるにあたって必須ではないが作業を進めるために有効となる技術や手法については図

の右に破線で囲んで示し，それらが利用可能な要素との対応を破線および星印で示した。 

 

以下に，基本手順に沿って，各要素についての解説を行う。各要素の解説においては，

2012年度のニアフィルード（緩衝材）を中心とした検討を踏まえつつも，異なる前提条件

での検討や他のバリア材への展開でも参考になるようにすることにも配慮した記載を行っ

た。 

 

なお，図 4.2-1中の要素の番号は作業の順を示すものではない。 

FEPの整備
- FEPリスト
- FEPの相関
- FEPの記述
（ﾌﾟﾛｾｽﾚﾎﾟｰﾄ）

安全機能への影響要因の分析整理

安全機能の設定（期待する機能
の時間変化を含む）

システムの初期
状態の設定

影響要因の発生，安全機能への影響伝播
等の確からしさの判断を説明する技術

検討の十分性を向上させるため
のサポート技術

状態設定の記述

システムの変遷に関する記述

（発生可能性，不確実性に関する
検討を含む）

システムの変遷と安全機能への影響との
関係整理

安全確保戦略
安全評価戦略

①

②

③

⑥
⑦

⑧

a)

b)

ストーリボードの利用

☆
☆

解析に反映する評価シナリオ群の設定

☆

☆

⑤

⑨

安全機能発揮の要因の分析

④

⑩
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図 4.2-2 状態設定の各段階での作業内容や具体的な情報の流れ（作業・情報フロー）（2013 年改定版） 

No
基本手順

における項目
作業内容 備考

① 安全確保戦略，
安全評価戦略

前提として，安全基準，評価期間，その他の規制からの要求事
項，不確実性の取り扱い等について整理。
処分候補地層，天然バリアに期待する役割，処分容器に期待
する役割など，プロジェクトに依存したSafety concept を明示

② システムの初期状態の設定 特定のシステムの前提・初期状態（環境条件、システム構成・仕
様等）の整理

【特定】文書による記載、
ストーリボード　等

前提・初期情報

③ 安全機能の設定（期待する機
能の時間変化を含む）

各バリアの安全機能を設定
各安全機能に期待する時間枠の提示

【一般】安全機能リスト
【特定】安全機能リスト
【特定】安全機能相関図
<全体＋時間軸での変遷>

安全機能情報

④ FEPの整備
 FEPリスト
 FEPの相関
 FEPの記述
　（ﾌﾟﾛｾｽﾚﾎﾟｰﾄ）

システム性能に関係し得る現象に関する知見（現象理解，影響
解析等）の整理

システム性能に関係し得る因子と相関の整理

【一般】FEPリスト，
【特定】 FEPリスト

【一般】FEP相関整理結果
【特定】FEP相関整理結果

影響要因と相関の
全体的情報

【一般】現象理解情報
<FEPデータベース、プ
ロセスレポート>

【特定】現象理解情報
<FEPデータベース、プ
ロセスレポート>

現象理解情報

⑤ 安全機能発揮の要因の分析 特定システムで確保すべき安全機能に対して，安全機能の発揮
に関連するバリア性能（下位の安全機能）を抽出
各安全機能と，安全機能を支えるバリア性能との対応関係を整
理

【特定】要因分析図(1)
<上位の安全機能～バリア性能（下
位の安全機能）>

安全機能を支えるバリア性能に係
る情報提供

⑥ 安全機能への影響要因の分
析整理

特定システムで各安全機能に影響する要因の細分化

安全機能の発揮に関連するバリア性能を支配する特性を整理
その特性を変化させる影響要因の抽出

【特定】要因分析図(2)
<各安全機能～特性～影響要因>

安全機能への影響要因

バリア性能を支
配する特性
⇒ 安全機能指
標として利用
可能

影響要因と，それらの現象理解についての情報の対応付け 【特定】要因分析図(3)
＜各安全機能～特性～影響要因
（発生可能性，環境条件依存性，発
生時期　等の情報付与）＞

影響要因に対する現象理解情報
（環境条件依存性等）

⑦ システムの変遷に関する記述
（発生可能性に関する検討を
含む）

特定のシステム（部分・全体）を対象として，想定され得る変遷
を包括的に記述

発生可能性の観点からの整理

【特定】 ストーリボード
<包括的検討→発生可能
性の付与>

システムの状態変遷に係
る情報
（発生可能性等）

検討の十分性を向上させ
るためのサポート技術

検討の枠組みの提供
シナリオシミュレーション

⑧ システムの状態変遷と安全機
能への影響との関係整理

特定のシステム（部分・全体）での安全機能の発現や変化・劣化
の可能性の検討

【特定】安全機能・影響要因相
関図(FEPチャート)
<要因分析図(2)(3)に，分岐
に関する判断を提示>

システムの挙動と変遷の可能
性の安全機能を用いた整理

討論モデル
<分岐の確からしさの論拠
等>

分岐の確からしさ情報

⑨ 状態設定の記述 特定のシステム（部分・全体）での状態設定（安全機能の発現や
変化・劣化の可能性）の設定

【特定】文書による記載、
ストーリボード　等

⑩ 解析に反映する評価シナリオ
群の設定

特定のシステムについての性能評価のためのシナリオの設定 【特定】性能評価シナリオ

性能評価解析 （ケース設定、
モデル設定、パラメータ設定、
解析、評価）

特定のシステムについての解析ケースの設定 【特定】解析
ケースリスト

作業の成果として得られる情報とそれらの関係

【一般】特定の処分概念や処分プロジェクに依存しない地層処分一般を対象とした情報，【特定】特定のプロジェクトを対象とした情報・作業 など 
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① 安全確保戦略，安全評価戦略 

シナリオ構築を含む安全評価の前提となる，安全確保戦略，安全評価戦略について整理

する。これらには，天然バリアに期待する役割，人工バリアに期待する役割などの基本的

な考え方に基づいた，処分サイト選定および処分施設の設計に関する戦略，評価指標とそ

の基準（あるいはめやす値），評価期間，不確実性の取り扱いの考え方などが含まれる。 

 なお，これらについて規制からの要求事項が示されている場合には，それらは必須の

前提条件となる。 

 

②システムの初期状態の設定  

現在の地表環境や地質環境の条件，処分施設，人工バリアなどのシステム構成要素の仕

様，およびシステム構成要素の処分後の初期状態に影響を与える可能性のある建設・操業・

閉鎖の工法や工程などについて整理する。これらは，地層処分システムの変遷を考慮した

状態設定やシナリオの検討を進めるにあたっての前提となるものである。ただし，廃棄体

設置位置近傍の詳細な地質環境条件，処分施設や人工バリアの詳細仕様，建設・操業など

に係る工法や工程，その他の工学的対策に係る仕様などは，地質環境調査や処分施設設計

の進展，性能評価結果のフィードバックにより，適宜見直される。 

ここでの情報は，地質環境モデル（SDM：Site descriptive model），システムの概念図（処

分場レイアウト，人工バリアの構成などを示すもの）として整理するとともに，後段⑦“シ

ステムの変遷に関する記述”における検討の初期状態として，ストーリボードの形で整理

をすることも有効である。 

 

③安全機能の設定（期待する機能の時間変化を含む）  

安全確保戦略に基づいて，地層処分システムの安全機能を設定し，地層処分システムの

各構成要素との対応付けを行う。この際，後段⑤で議論する，安全機能の発揮に関係する

バリアの性能や特性を，安全機能（あるいは“下位の安全機能”）と称する場合もあること

から，安全機能の定義を明確化したうえで，安全機能の関係を整理することが重要である。

さらに，安全機能に期待する（割り付ける）時間枠を示す。 

地層処分システムは，長期にわたって，常に複数の安全機能が発揮され，ある安全機能

が機能しない場合でも他の安全機能が相互補完的に機能するように設定されるべきである。

このような安全機能の整理は，安全機能を基軸とした状態設定において不可欠である。ま

た，それぞれの時間枠において，安全機能の相互関係（多重性や相互補完性）について，

チャートなどを用いて整理しておくことも有効である（例えば，Wakasugi et al., 2012）。さ

らに，⑤で議論する“下位の安全機能”レベルでの具体的な相互依存関係については，個

別の機能の喪失を仮定した解析的なアプローチによる検討（例えば，若杉ほか，2011）な

どを行うことによって，より詳細な理解が得られることとなる。 
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④FEPの整備  

安全機能に影響を及ぼす要因の分析整理，地層処分システムの変遷についての検討を行

うためには，関連する現象についての知識や情報が必要であり，また，検討の十分性が求

められる。このためには，FEPの整備を行う必要がある。 

FEPの整備には，FEPリスト（FEP項目）の整備，FEPの相関分析，FEP情報の記述（FEP

辞書，プロセスレポートと呼ばれるものの作成）といった作業がある。 

 

・FEPリスト 

FEPリストの整備においては，生物圏を含む地層処分システムの各構成要素に加え，初

期状態に係る FEP（初期欠陥の取り扱いなどを含む），外的要因に係る FEP（地質学的イベ

ントとプロセス，気候関連のイベントとプロセス，将来の人間活動） などに分類がなされ

る場合が多い（例えば， OECD/NEA, 1999：JNC, 1999：SKB, 2010：Nagra, 2002b）。 

具体的なプロジェクトにおいては，OECD/NEA により取りまとめられた国際 FEP リス

ト（OECD/NEA, 1999）や，諸外国の性能評価報告書における FEPや，わが国において過

去に整備された FEPなどを参照し，これらの FEPと当該プロジェクトの対象との親和性を

検討し，FEPの追加や排除を行うことで当該プロジェクトに適した FEPリストを整備する

こととなる。 

SR-SiteやEN2002の各プロジェクトでのFEPに関する報告書（SKB, 2010：Nagra, 2002b）

においては， FEP リストの品質保証（QA）あるいは監査という観点から，プロジェクト

用に作成した FEP リストの妥当性を，OECD/NEA の国際 FEP リストや，OECD/NEA の

FEPデータベースに格納されている他の性能評価報告書の FEP（プロジェクト FEP）など

との比較を通じて確認している。 

 なお，FEPリストは，科学的知識の進展や繰り返される安全評価の結果を反映して見直

しが行われる。SKBにおいては，SR-Site（SKB, 2011）で用いた FEPリストは，SR-Can（SKB, 

2006a）の FEP リスト（SKB, 2006b）を見直し修正して作成されており，事業の進展に応

じて実施される安全評価において，継続的に FEPの見直し，更新を行っていくことが重要

である。また，現在，OECD/NEA においても，国際 FEP リストの見直しが進められてお

り(OECD/NEA, 2014)，これらの国際動向にも留意する必要がある。 

 

・FEPの相関の整理 

 安全機能に影響を及ぼす要因の分析，地層処分システムの変遷についての検討を行う

にあたって，FEPの相関関係を整理しておくことは有効である。整理の方法としては，FEP

間の相関を矢印で結ぶことによって表現するプロセスインフルエンスダイアグラム（PID）

（あるいはインフルエンスダイアグラム）やマトリックス形式を用いた整理が一般的であ

る。 

第 2 次取りまとめ（JNC, 1999）においては，FEP の主要な相関をインフルエンスダイ
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アグラムとして示している。また，神埼ほか（2009）が取りまとめた FEPデータベースに

おいては，すべての FEPの相関を矢印で示している。これらのダイアグラムは，全体を俯

瞰することができ，矢印をたどることで，影響の伝播を追うことが可能であるものの，図

が複雑になることや，矢印の意味するところが必ずしも明確ではないなどの欠点がある。 

一方，マトリックス形式の整理としては，2012年度の試行（黒澤ほか，2013）で示した，

対角要素に特性 FEP を配置し，非対角要素にプロセス FEP などを配置することで，特性

FEP間での影響伝播を示す方法がある（JNC, 2005：Pers et al., 1999）。マトリックス形式で

整理を行うことにより，対角要素に配置した特性（および状態）の相互作用について，ひ

とつひとつ確認しながら相関関係を整理することができるため，重要な相関関係の見落と

しの可能性を低減することができる。 

いずれの FEPの相関の整理においても，各要素に対応する情報は，後述の“FEPの記述”

において適切に記載しておくことが重要である。  

 

・FEPの記述（FEP辞書，プロセスレポート） 

FEPリストとして整備した各 FEPについて，FEPに関する科学的理解の現状などを整理

して記載する。表 4.2-1 には，FEP に関する情報を記述整理したいくつかの報告書におけ

る記載項目を示した。記載項目に関してはそれぞれの報告書において若干の違いがあるも

のの，ほぼ共通的に，当該 FEPについての基本的な科学的理解の現状に加え，システムの

安全性との関係，他の FEPとの相関関係，FEPの発生する時間枠，不確実性などが記載さ

れていることが分かる。 

このような情報の整理は，科学的知見の拡充，安全機能などに対する不確実性の知見（影

響解析結果など）を反映し，適宜更新していくことが必要である。 

 

表 4.2-1 FEPに関する情報整理の項目例 

 

 

TRU 廃棄物処分技術検討書
根拠資料集 4-1 別添 FEP 辞書

2005年9月
(JNC TY1450 2005-001(3))

神埼ほか（2009）
JAEA安全研究センターFEP

(JAEA-Data/code 2009-011)

SKB (SR-Site) プロセスレポート
（SKB TR 10-47等）

POSIVA (TURVA-2011) FEP

(POSIVA 2012-07)

1．番号／名称
2．概要
3．安全性への影響機構と影響度合
4．理解の現状
4.1 モデル／試験研究
4.2 経時変化予測
4.3 ナチュラルアナログ
4.4 不確実性
4.4.1 現象に関する不確実性
4.4.2 データに関する不確実性

・番号／名称
・概要
・安全性への影響の可能性
・他のFEPとの関連

FEP相関図を基に「核種移行に
向かう相関関係」の一部を記載

・現象特性に関する理解の現状

実験や解析などにより得られた
物理化学的知見のまとめ及びそ
の不確実性

・核種移行への影響

影響の程度及び現時点での不確
実性

・今後の課題
・参考文献

・名称
・概論/一般的記述
・プロセスおよび変数(Variables)と
の依存関係
・境界条件
・モデル研究/実験研究
・ナチュアルアナログ/天然におけ
る観察事例

・時間的見通し
・SR-Site安全評価での取り扱い
・SR-Site安全評価での取り扱いを
支持する参考文献の妥当性

・不確実性
-メカニズムの理解における不確
実性

- SR-Siteにおけるモデルの単純
化における不確実性

- SR-Siteにおけるデータ不確実
性

・番号／名称
・タイプ：Feature, Event or Process

・クラス：システム変遷 or移行
・一般的記述

- 現在の基本的科学的理解
- 影響を及ぼす関連する特性，
条件，制限など

- 時空間的な変化
- オルキルオトにおける発生可

能性がある条件，およびシス
テム変遷における発生可能性
のある時期

・FEPの理解における不確実性:

・他のFEPとの関係（直接影響を及
ぼす／及ぼされるFEP）

・参考文献
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⑤安全機能発揮の要因の分析 

安全機能の発揮に関係するバリアの性能を抽出し，整理する。2012年度の試行（黒澤ほ

か，2013）においては，緩衝材の安全機能『移流による移行の抑制』に対して，『材料の低

透水』に加え，“短絡経路を形成しない”という観点から『自己シール性』などを抽出して

いる。SR-Site（SKB, 2011）においては，オーバーパックの安全機能『放射性物質の浸出抑

制』に対して，“微生物活動によるオーバーパックの腐食を抑制する”という観点から，緩

衝材に対して『微生物活動の低下』などを抽出している。なお，これらの要因（性能）を

“安全機能”あるいは“下位の安全機能”と定義する場合もあることから（例えば，SKB, 

2011)，用語の定義には留意が必要である。これらの安全機能発揮の要因の分析の実施では

適切な情報の利用と判断が必要となることから，適切な専門家が上述④の FEPの相関，FEP

の記述などを参照して作業を進めるとともに，その判断の経緯が追跡できるようにしてお

くことなどが求められる。これらの“安全機能発揮の要因”の分析については，後段⑥で

実施する安全機能への影響要因の分析とあわせて，要因分析図を用いて整理しておくこと

が有効である（要因分析図の説明は後段⑥に示す）。 

なお，このような，“安全機能発揮の要因”については，すべてを事前にすべて設定で

きていることが必須ではなく，シナリオ構築などの検討において，必要に応じて追加，修

正することで段階的に充実させていくことになる。特に，他のバリアの性能を担保するた

めに求められる機能や，ある状態が発生した場合にかぎって求められる機能などについて

は，シナリオの検討や安全評価を進めていく中で，適宜見直しや追加を行うことが重要で

ある。 

 

⑥ 安全機能への影響要因の分析整理  

安全機能を基軸としたアプローチにおいては，安全機能がどのような要因によって，劣

化あるいは喪失するのかを整理しておくことは本質的に重要である。そのため，上述⑤で

実施した“安全機能発揮の要因”の分析を踏まえ，安全機能を確保するためのバリアの性

能や特性を特定するとともに，それらを変化させる影響要因の分析整理を行う。  

このような，要因分析の作業は，適切な情報の利用と判断が必要となることから，関連

する専門家間での議論などを通じて進められることとなる。影響要因の抽出は，バリア間

の相互作用などを含めて，重大な抜け落ちが無いよう，包括的であることが求められる。

そのためには，④の FEPの相関，FEPの記述などを参照して作業を進めることに加え，包

括的な検討をサポートするいくつかの方法も提案されている。（検討をサポートする手法に

ついては，後述の「作業を進めるために有効となる技術や手法」の a)において解説する。） 

これらの作業結果は，要因分析図（上述⑤の要因分析図に対して影響要因との関係を追

記）として示される。 

図 4.2-3に，2012年度の試行（黒澤ほか，2013）で作成した要因分析図の例を示す。 
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図 4.2-3 要因分析図を用いた安全機能に影響を及ぼす要因の整理例 

（黒澤ほか（2013）を一部改変） 

 

 要因分析図では，安全機能を出発点として，上述⑤の“安全機能発揮の要因の分析”に

おいて，安全機能の発揮に関係するバリア性能（図中の黄色カラム）を抽出する。次に⑥

において，これらの性能を支配する特性（例えば，モンモリトナイト密度）を特定し，配

置する。さらに，それらの特性を変化させる影響要因を分析，抽出し記載する。これらの

バリア性能や特性を変化させる影響要因（図 4.2-3 の右端のカラム）について，上述④に

おいて整理されている FEPの記述との対応付けを行い，現象の発生可能性の環境条件など

への依存性や，発生時期などについての情報を整理する。 

 

なお，“安全機能発揮の要因”を支配する特性が，測定可能な状態量として定義可能な

場合（例えば，“低透水性”に対して“透水係数”，“コロイドろ過能”に対して“緩衝材密

度”あるいは“モンモリロナイト密度”），それらの状態量（特性値）を“安全機能指標”

安全機能
安全機能に直接
対応する技術要
件

安全機能を支える
バリア性能

特性を変化させる影響要因

（技術要件１） （技術要件２）

移流による
移行の抑制

 [緩衝材全領域に
わたる] 低透水性

[材料の] 低透水性
透水性／
透水係数

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

間隙構造
（間隙率）

構成鉱物の溶解・沈殿

※

地下水水質
・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）

短絡経路の
形成

亀裂，隙間
の形成

施工時の間隙充填
（自己シール性）

膨潤性／膨潤
圧

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

自己修復性
モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

※

地下水水質
・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）

底部ベント
ナイトの厚
さの減少

オーバーパックの
沈下の防止
[オーバーパック支
持性]

力学特性／
強度・クリープ特
性

緩衝材の長期クリープ，
粘性体としての移動

技術要件1に影響を与える可
能性がある現象と技術要件２
が設定される理由

バリア性能を支配する特性

※ モンモリロナイト密度が高い場合には，地下水水質の影響は小さいことが既知であり，

設計通りの仕様の場合には，影響は無視できる。

モンモリロナイト密度が低下した場合に上位の特性を支配する。
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とすることが可能となる。安全評価指標に対して，ある基準を満足している場合には安全

機能が担保されるという値が設定可能であれば，それを安全機能指標基準とすることが出

来る。このような設定は，シナリオ解析においては，シナリオ分岐を議論する際の参考と

なる。ただし，安全機能指標基準は，それが満たさない場合には安全性が確保できないと

いうような絶対的な意味を持つものではないことに留意が必要である。 

一方，特定の特性に数値基準を設定することは，例えば，その値を目標値として設計を

進めることでシステムの設計者と安全評価を行う者が，システムの最適化の議論を行うこ

とができるなど，地質環境条件や設計との連携などの全体的な議論の効率的・効果的な実

施に役立つことが期待される。 

  

⑦ システムの変遷に関する記述（発生可能性，不確実性に関する検討を含む）  

システムの変遷についての検討作業は，“②システムの初期状態”での記述を基に，検

討の前提条件となる地質環境条件，地層処分システムの構成要素などを明確にして進める

ことが重要である。システムの初期状態が，時間とともにどのように変化する可能性があ

るかについて包括的に検討するために，想定されうる事象やその影響可能性を幅広く抽出

しながら，以下のような事項を検討し記述する。 

・対象とする地域の過去から現在までの地質環境条件の変遷やその傾向性から推定される

将来の地質環境条件の変化 

・ニアフィールドにおける諸現象（埋設初期の緩衝材の飽和に到る過渡期の現象，バリア

間の相互作用 など） 

 これらの事項の検討においては，検討対象とする時間枠，対象領域（ニアフィールド

あるいは広域の地質環境） を明確にしたうえで，FEP辞書などを参照し，熱，水理，応力，

化学，放射線場，核種の移行・存在状態などについて，それぞれの時間枠およびスケール

においての可能性のある場の変遷を検討していくことが有効である。また，システムの変

遷についての検討結果は，ストーリボードなどを有効に活用してわかりやすく記述するこ

とも有効と考えられる。 

 

天然現象などの外部事象 FEPの発生を前提として，地層処分システムを取り巻く環境条

件にもたらされる変遷を整理するといった作業もここに位置づけられる。この際，天然事

象の影響の検討においては，川村ほか（2010）が提案しているように，1)事象により発生

するプロセスの記述，2)1)の結果としてもたらされる環境条件（熱，水理，応力，化学）

の整理，といった手順で作業を進めることが有効と考えられる。 

本作業では，システムの変遷について重大な見落としが無いように，幅広く検討を進め

ることがひとつの重要なポイントとなる。そのため，ここでも後述の「作業を進めるため

に有効となる技術や手法」の a)で示すような新たな手法を用いることも有効と考えられる。 
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幅広い検討の後，それぞれの事象やプロセスについて，発生可能性や不確実性について

の検討を行い，情報を整理する。このような検討においては，FEP辞書などを活用する。

また，このような検討においては判断の根拠を明確にしておくことも重要となるため，必

要に応じて，後述の「作業を進めるために有効となる技術や手法」の b)に示す討論モデル

を利用することも考えられる。 

 

本作業でのシステムの変遷についての検討では，安全機能への影響も念頭におきつつ検

討を進めるが，システムの変遷と安全機能との明確な対応付けまでを行うことは必須では

なく，それに関する検討と整理は後段⑧で実施する。 

 

⑧システムの変遷と安全機能への影響との関係整理  

ここでの作業は，上述③⑤⑥の一連の作業で得られる情報と，上述⑦の作業で得られる

情報の統合を目的とする。すなわち，⑤⑥において整理される，“安全機能に影響を及ぼす

要因”（図 4.2-3の右端カラム）に対して，⑦において整理されるシステムの変遷について

の整理結果を踏まえ，検討対象としているシステムにおける安全機能の劣化や喪失の可能

性を特定し整理する。 

まず，⑦において整理された幅広なシステムの変遷についての検討の中から発生の可能

性が高いとされているものに対して，⑥における“安全機能に影響を及ぼす要因”との対

応関係を，安全機能・影響要因相関図（FEPチャート）などで整理し，バリア特性の変化

が安全機能の劣化や喪失に影響を及ぼすか否かについて評価する。この際，⑥で整理した，

現象の発生可能性の環境条件などへの依存性などに留意する。また，⑥で言及した安全機

能指標基準が設定できればその考え方を参考とすることもできる。 

次に，発生の可能性が高くないと判断されるものの，不確実性として考慮しておくべき

と考えられるシステムの変遷についても，その変遷による安全機能の劣化や喪失への影響

を評価する。 

図 4.2-4に 2012年度の試行（黒澤ほか，2013）で作成した FEPチャートの例を示す。こ

の例では，安全機能と影響要因（プロセス）が特性を介して結ばれており，プロセスの発

生の判断，プロセスの発生による安全機能への影響の判断を示している。FEPチャートで

は，各プロセスに対して，与えられている環境条件（地質環境条件および設計の結果とし

て与えられる条件を含む）とその不確実性，および各プロセスに対する現象理解などに起

因する不確実性を含めて，プロセスの発生やその安全機能への影響を検討する。ただし，

プロセス発生の判断は，定量的な閾値によって明瞭に判断できるものは限られていること

に留意する必要がある。また，緩衝材と鉄やセメント系材料との相互作用のように，影響

の空間的な広がりについての検討が必要な事象もある。このため，現象解析によって，当

該プロセスの安全機能への影響の空間的な広がりを定量的に確認することも必要となる。
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4.4.1で述べるセメント影響についての解析は，その一例といえる。 

したがって，この FEPチャートは影響の有無などについての検討の論理構造のみを示す

ものであり，影響の有無などの判断の前提とした条件や論拠については，個別に記録を行

うなどにより追跡性と透明性を担保することが必要である。 

 

図 4.2-4 FEP チャートに基づく安全機能への影響検討例 

 

安全機能と関連するプロセスなどの関係の全体を俯瞰するという観点からは，地層処分

システムの複数の構成要素の安全機能間の相互関係を表すことも必要であり，その点では，

SR-Site(SKB, 2011）で示されている FEPチャートや，NUMO(2011b)により提案されている

安全機能と関連する現象の相互関係の表現例（図 4.2-5）のような形式の図の利用も有効と

考えられる。 
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図 4.2-5 安全機能とそれらに関連する現象の相互関係の表現例 （核種放出開始後）    

（NUMO, 2011b） 

 

⑨状態設定の記述 

前段⑧までに実施した，種々の観点からの分析結果を集約し，場の環境条件の変遷や発

生する現象の特徴的な影響，およびそれらによるシステムの安全機能の状態を，適切な時

間区分ごとに「状態設定」として示す。 

状態設定は，  

 ・ システムの状態についての概念図 

 ・ 状態の変遷およびその原因となる事象やプロセスについての説明 

 ・ 安全機能に関連する現象と安全機能の状態 

を示す。 

ここでは，評価の各時間区分にける，熱的，水理学的，力学的，化学的な状態の記述に

加え，安全評価の観点から，安全機能が，どのような理由によりどのような状態（期待す

る機能の発現，機能の変化・劣化・喪失など）になっているのかを記述することが重要と

考え，安全機能の状態についても明示的に記述することとした。 

なお，検討対象としている前提条件のもとでの発生可能性の判断から，発生することが

確からしいと考えられる状態を基本設定とする。 
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⑩安全評価で考慮するシナリオ群の設定 

前段⑨の状態設定に基づいて，安全機能の発現や変化・劣化などの組み合わせの中から，

安全評価で考慮するシナリオ（以下，評価シナリオ）を設定する。評価シナリオの分類に

ついては，安全評価戦略などに依存するが，発生することが確からしいと考えられる状態

設定に基づく基本シナリオと，様々な不確かさの影響を包絡できるように解析ケースを設

定することが一般的である。 

 

今年度見直しを行った状態設定の基本手順（図 4.2-1）において，一連の手順と区別して

図の右に配置して記載した，作業を進めるために有効となる技術や手法について，以下に

解説する。 

 

a) 網羅性を向上させるためサポート技術 

シナリオの検討においては，検討過程において重大な見落としがないように，安全機能

に影響を及ぼす可能性の否定できない現象を幅広く取り上げる必要がある。そのためには，

利用可能な知識の集約とその利用環境の整備が求められる。一方，実際の作業においては，

作業を実施する専門家のヒューリスティックスにある程度依存せざるをえないという側面

もある。そのため，専門家による思考をサポートする手法や技術を用意し，作業の各段階

で必要に応じて利用することが有効になると考えられる。 

そこで，他分野で開発されて適用事例のある手法（例えば，自動車産業，航空産業，化

学プラントなどで開発されてきたリスク分析手法である，FMEA(Failure Modes and Effects 

Analysis)やHAZOP(Hazard and Operations Analysis)など）を調査し，地層処分おけるシナリ

オにおける適用可能性について検討を進めることは有効であると考えられる。 

ここでは，例として，FEMAについて簡単に紹介する。FMEAは，要素と時間的フェー

ズを区分して，網羅的に故障モード（Failure Mode）を抽出し，その結果生ずる可能性のあ

る影響を解析する（Effect Analysis）手法である。自動車・航空機をはじめとする多くの産

業で，製品設計や工程設計（製品の製造プロセスの設計）での潜在的故障，不良モードの

早期発見と未然防止のために幅広く利用されている手法の一つである。故障モードとは，

対象とするシステムの要素に起こる物理・化学的現象としての故障の類型であり，機械が

作動しないなどの機能不全を引き起こす原因となった現象（歯車の摩耗や配線の断線，あ

るいは構成材の化学的変質など）を指す。FMEAの重要な特徴は，解析対象とするシステ

ムを空間的・時間的に有限個の要素に分割し（図 4.2-6），各要素に対して起こりうる故障

モードを列挙し，それぞれの故障モードに対して影響解析を行うことによって，体系的に

リスクを分析する点である。 
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一般的に，FMEAは以下のような 5つの手順で行う。 

1. 対象となるシステムに対して各部品，構成要素を調べ，対象となるものを決定する。 

2. 各部品などの考えられる故障モードを知り，その原因を調べる。 

（故障モードの抽出においては，発生確率の評価は行わず，対象となる要素について起

こりうるものすべてを挙げ，網羅的な抽出を行う。） 

3. 故障モードによるシステムの損害度を評価する。 

4. 故障の確率を推定する。システムの損害度の結果と総合し，総合した評価値（危険

優先度RPN(Risk Priority Number)など）を求める。 

5. 総合した評価値による優先度に従って企画，設計上の改善・施策を検討する。 

 

 

図 4.2-6 FMEAにおけるシステムの空間的・時間的分割の模式図 

 

地層処分の安全評価においては，上記の手順のうち 3.以降の定量的評価は核種移行解析

などの定量的な安全解析として実施すべきものであることから，ここでは，手順 1.と 2.そ

して手順 3.のうち影響機構の特定などの概念的・定性的な検討を対象とすることとする。 

手順 2.の考えられる故障モードの抽出は，地層処分の安全評価におけるシナリオ構築に

おいて，FEPの包括的抽出を行う点と類似している。一方で，FMEAにおいては要素と時

間の区分を行って，体系的に故障モードを抽出しており，このような構造化された取り組

みが従来の FEPをベースとした検討の網羅性をさらに向上させるとともに，追跡性の改善

につながるものと考えられる。さらに，FMEAにおける検討の構造化は，地層処分のよう

な学際的なプロジェクトにおける多分野の専門家間の知識の統合に寄与する点も期待でき

る。この手法は，思考を行う際の枠組みを与え，時間空間の枠組みごとに検討を進めると

いう点において，ストーリボードとの親和性も高いと考えられる。しかしながら，ここで

の FEEAの利用の検討は，人間が行う思考の枠組みを与えるものであり，検討の実施その

ものについては，専門家のヒューリスティックスに依存する点は変わらない。 
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これに対して，計算によるシミュレーション技術によって，地層処分システムの振る舞

いに関する情報を得ようとする試みがある。具体的には，複雑系工学という分野で利用さ

れているマルチエージェントシミュレーションや多変量セルラーオートマタの利用である。

地層処分システムの変遷は，熱-水理-応力-化学が連成するマルチフィジックス性を持ち，

非線形のフィードバックがあるなど，多様で複雑な振る舞いをする。これらの挙動をすべ

てヒューリスティックスで予測することは困難である。一方，THMCの連成問題を取り扱

うことが可能な解析ツールの開発も進められているが，これらは，個別の具体的な現象理

解（例えば，緩衝材の再冠水など）を目的としており，対象とする個別の具体的な現象に

ついては精緻な取り扱いが行えるが，幅広い連成問題を容易にとりあつかうことは困難で

ある。マルチエージェントシミュレーションや多変量セルラーオートマタといったシミュ

レーション技術は，様々な状態変数やプロセスの相関を簡易なルールで規定することで，

複雑な現象間の連成によるシステムの振る舞いをシミューションすることが可能であるこ

とから，このような技術を補完的に利用することで，システム変遷に係る専門家による検

討を補完することが期待される。 

 

b) 発生（発端事象の発生 and/or 影響伝播による安全機能への影響）の確からしさの判断

を説明する技術  

 

・討論モデル 

状態設定を進めるにあたっては，いくつかの重要な点で判断が必要となる。たとえば，

前段⑧における FEPチャートでは，プロセスの発生可能性，プロセス発生の結果としての

安全機能への影響についての判断を行っている。これらの判断根拠の概要は，前段⑥の影

響要因の分析整理および前段⑦のシステムの変遷に関する記述において明示されるべきも

のであるが，この背景には，FEPの記述や個別の研究報告などに記載されている科学的知

見に基づいた専門家の思考や専門家間の議論による判断がある。 

そのような判断過程の追跡性を向上させる一つの試みとして，討論モデルの形式での判

断過程の整理がある。図 4.2-7 に，討論モデルの例として，2012 年度の試行（黒澤ほか，

2013）で作成した，主張“パイピングにより緩衝材の安全機能の低下が生じる可能性は低い”

に対する討論モデルを示す。このような手法は，状態設定の過程で求められる様々な判断

について柔軟に利用可能であり有効と考えられる。 
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図 4.2-7 討論モデルによる主張“パイピングにより緩衝材の安全機能の低下が生じる可能性は低い”に対する論拠の整理例 

（黒澤ほか，2013） 
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4.3 作業プロセスに沿った体系的な情報整備手法の検討 

（1）背景と進め方 

4.2項で述べた状態設定の基本手順および5章で述べる核種移行パラメータ設定手順（作

業フロー）は，複数かつ関連を有する作業項目で構成される。各作業項目においては，不

確実性の取り扱いを含めた作業結果とともに作業経緯や判断根拠の情報が発生することに

なり，それらが次段の作業項目で活用され新たな作業結果，作業経緯，判断根拠の情報が

発生する，あるいは，前段の作業項目にフィードバックされ情報が更新されることになる。

このようにダイナミックに作成・更新される情報の効率的な管理のためには，作業項目と

適切に関連付けながら，作業結果のみならず各種作業の経緯・判断・論拠等を体系的に管

理できる環境，さらにそれら情報を参照・利用しやすいアクセス環境などを整備しておく

ことが効果的と考えられる。このような情報や知見の体系的な整備は，情報や知見の品質

管理を行うための基盤のひとつとしても機能することが期待される。 

そこで，知見の体系的な整備への取り組みでは，シナリオ構築と核種移行パラメータ設

定に係る一連の作業フローを基本的な枠組みとすることを基本的な考え方とした。このよ

うな，作業フローを軸とした情報管理を具体的に構築する方法としては，電子情報を効果

的にリンクさせることのできるポータルサイトを中核として，作業フロー中の各作業項目

とそれにより作成・更新される作業結果，作業経緯，判断根拠等の情報と整理することと

した。これにより，作業フローとの関係づけにより情報を体系的に整理することができ，

また作業項目ごとに様々な情報を集約することで情報を構造的に整理することができる。 

作業フローを軸とした情報管理のためのポータルサイト（以下，ポータルサイト）の構

築では，情報の管理の観点では多数の情報の一元的な集約と管理の支援，ユーザ利用の観

点では情報へのアクセス性と情報の参照・利用しやすい形での提示，に留意することとし

た。また，作業フローに沿った作業の進展（実施済の作業項目の増加）による情報の増加，

研究開発計画でのマイルストーンや個々の研究開発の進捗あるいは間違いの発見等による

作業の再実施による情報の更新，などが生じ得る。このような作業と情報の時間的な変遷

への対応にも配慮することとした。 

ポータルサイトの構築にあたっては，これまでにJAEAの開発した知識マネジメントツー

ルの開発や利用の経験や事例も踏まえつつ，これらツールの援用や改良によって対応する

ことが可能かつ合理的な部分については，該当するツールや機能の再利用も含めて検討す

ることとした。 

なお，本検討は，2012年度共同研究報告書（黒澤ほか，2013）において示した品質情報

の管理体系のイメージ（図4.3-1）を具体化するものである。 
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図 4.3-1 2012年度報告書で示した品質情報の管理体系のイメージ 

 

作業内容、品質情報（成果、根拠）の一覧表

品質情報ポータルサイト 品質情報コンテンツ

安全機能関係
コンテンツ

安全機能
安全機能に直接対応
する技術要件

安全機能を支えるバリア性能
（下位の安全機能に相当）

（技術要件１） （技術要件２）

移流による移
行の抑制

低透水性
[緩衝材全領域にわ
たる低透水性]

低透水性
[材料の低透水性]

短絡経路の形成 亀裂・隙間の形成
施工時の間隙充填
（自己シール性）

※

自己修復性

底部ベントナイト
の厚さの減少

オーバーパックの沈下の防止
[オーバーパック支持性]

技術要件1に影響を与える可能性がある
現象と技術要件２が設定される理由

※ 施工後の変形などを想定した要件

FEP関係
コンテンツ

要因分析関係
コンテンツ

現象理解関係
コンテンツ

不確実性関係
コンテンツ

ストーリーボード
コンテンツ

安全機能
安全機能に直接対応
する技術要件

安全機能を支えるバリア性能
（下位の安全機能に相当）

（技術要件１） （技術要件２）

移流による移
行の抑制

低透水性
[緩衝材全領域にわ
たる低透水性]

低透水性
[材料の低透水性]

短絡経路の形成 亀裂・隙間の形成
施工時の間隙充填
（自己シール性）

※

自己修復性

底部ベントナイト
の厚さの減少

オーバーパックの沈下の防止
[オーバーパック支持性]

技術要件1に影響を与える可能性がある
現象と技術要件２が設定される理由

※ 施工後の変形などを想定した要件

安全機能
安全機能に直接対応
する技術要件

安全機能を支えるバリア性能
（下位の安全機能に相当）

（技術要件１） （技術要件２）

移流による移
行の抑制

低透水性
[緩衝材全領域にわ
たる低透水性]

低透水性
[材料の低透水性]

短絡経路の形成 亀裂・隙間の形成
施工時の間隙充填
（自己シール性）

※

自己修復性

底部ベントナイト
の厚さの減少

オーバーパックの沈下の防止
[オーバーパック支持性]

技術要件1に影響を与える可能性がある
現象と技術要件２が設定される理由

※ 施工後の変形などを想定した要件

前提：Ｈ12仕様緩衝材

安全機能 技術要件１ 技術要件２ 特性を変化させる影響要因

（NUMO定義） （NUMO定義） （NUMO定義）

移流による
移行の抑制

[緩衝材全領域に
わたる] 低透水性

[材料の]
低透水性

透水性／
透水係数

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

間隙構造
（間隙率）

構成鉱物の溶解・沈殿

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

短絡経路の
形成

亀裂，隙間
の形成

施工時の間隙
充填（自己シー
ル性）

膨潤性／膨潤
圧

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

自己修復性 可塑性 緩衝材密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

安全機能（技術要件）

構成鉱物の溶解・沈殿

安全機能指標

緩衝材鉱物
組成

構成鉱物の溶解・沈殿

間隙構造
（ｾﾒﾝﾃｰｼｮﾝ）

構成鉱物の溶解・沈殿

底部ベント
ナイトの厚
さの減少

オーバーパック
の沈下の防止
[オーバーパッ
ク支持性]

力学特性／
強度・クリープ特
性

緩衝材の長期クリープ，
粘性体としての移動

技術要件1に影響を与える可
能性がある現象と技術要件２
が設定される理由

技術要件を支配する特性

※ モンモリトナイト密度が高い場合には，地下水水質の影響は小さいことが既知であり，

設計通りの仕様の場合には，影響は無視できる。
モンモリロナイト密度が低下した場合に上位の特性を支配する。

ガラス
オーバーパック
埋め戻し材
母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
水理地質環境条件
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（施工・操業方法）

ガラス
オーバーパック

母岩
オーバーパック
（施工・操業方法）

ガラス
母岩

熱物性
（比熱，熱伝導

率）
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

熱の移動
SR-PR_3.2.1

× × × × × × × × × × ×

比熱，熱伝導率の
温度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

温度
SRCFEP B.1.2

水理特性の温度依
存

TRUFEP_BH-0１

飽和
（温度勾配による

緩衝材中の地下水
の移動）

TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

水分飽和度（サク
ション等の関連パ
ラメータを含む）の

温度依存性
SR-PR_3.3.1

力学特性の温度依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

応力状態の温度依
存

TRUFEP_BM-02,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

化学的変質

地下水（間隙水）
化学の温度依存
TRUFEP_BM-02,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

× × ○ ×

× ×

水理特性（透水
係数，水分拡散
係数等（不飽和
状態を含む)）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × × × ×

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

×

× × ×

水理条件(外側・
緩衝材中)

（動水勾配，地下
水流速）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × ○ ×

パイピング
及び浸食

TRUFEP_BM-05
SRCFEP B3.5
SR-PR_3.3.4

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

・地下水流動
・核種の移流／分散

比熱，熱伝導率の
含水比依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の含水率
依存（不飽和状

態）
TRUFEP_BH-02

SR-PR_3.3.1

× 水分飽和度

力学特性の水分飽
和度（含水比）依

存
TRUFEP_BM-01,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ○ × ○ ○ ×

× × × × ×

力学特性
(膨潤性能，可塑

性等）
TRUFEP_BM-

01,02,03
SRCFEP B3.1
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

× × × × ×
力学特性の応力依

存
TRUFEP_BM-01

応力
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

比熱，熱伝導率の
ケイ砂混合率依存

性
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BH-0１
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

×
化学特性

（鉱物組成）
・緩衝材と地下水
の反応

× ○ ○ ×

× ×

水理特性の水質依
存

TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の水質依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP

B3.1,3.2,3.3
SR-PR_3.4.1

× 化学的変質 地下水化学 ×
・化学的変質
・塩の蓄積

○

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × 放射線損傷 × × 放射線損傷 × 放射線損傷 放射線分解 放射線強度 放射線損傷 ×
放射性崩壊

(放射線強度に影響を受けるわけ
ではない。置き場所 要検討）

比熱，熱伝導率の
密度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × × ×
幾何形状

／間隙構造
（密度）

○
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × ○ ○ × ×

緩衝材の
物質移行特性

（収着性能，拡散
特性等）

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × × × × × × 核種移行率

特性

状態

現象

TRUFEP：TRU-2根拠資料集
SRCFEP：神埼ほか2009（安全研究センターFEPデータベース）
SR-PR：SR-site Process Report (SKB TR 10-47)

ガラス
オーバーパック
埋め戻し材
母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
水理地質環境条件
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（施工・操業方法）

ガラス
オーバーパック

母岩
オーバーパック
（施工・操業方法）

ガラス
母岩

熱物性
（比熱，熱伝導

率）
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

熱の移動
SR-PR_3.2.1

× × × × × × × × × × ×

比熱，熱伝導率の
温度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

温度
SRCFEP B.1.2

水理特性の温度依
存

TRUFEP_BH-0１

飽和
（温度勾配による

緩衝材中の地下水
の移動）

TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

水分飽和度（サク
ション等の関連パ
ラメータを含む）の

温度依存性
SR-PR_3.3.1

力学特性の温度依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

応力状態の温度依
存

TRUFEP_BM-02,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

化学的変質

地下水（間隙水）
化学の温度依存
TRUFEP_BM-02,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

× × ○ ×

× ×

水理特性（透水
係数，水分拡散
係数等（不飽和
状態を含む)）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × × × ×

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

×

× × ×

水理条件(外側・
緩衝材中)

（動水勾配，地下
水流速）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × ○ ×

パイピング
及び浸食

TRUFEP_BM-05
SRCFEP B3.5
SR-PR_3.3.4

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

・地下水流動
・核種の移流／分散

比熱，熱伝導率の
含水比依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の含水率
依存（不飽和状

態）
TRUFEP_BH-02

SR-PR_3.3.1

× 水分飽和度

力学特性の水分飽
和度（含水比）依

存
TRUFEP_BM-01,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ○ × ○ ○ ×

× × × × ×

力学特性
(膨潤性能，可塑

性等）
TRUFEP_BM-

01,02,03
SRCFEP B3.1
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

× × × × ×
力学特性の応力依

存
TRUFEP_BM-01

応力
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

比熱，熱伝導率の
ケイ砂混合率依存

性
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BH-0１
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

×
化学特性

（鉱物組成）
・緩衝材と地下水
の反応

× ○ ○ ×

× ×

水理特性の水質依
存

TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の水質依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP

B3.1,3.2,3.3
SR-PR_3.4.1

× 化学的変質 地下水化学 ×
・化学的変質
・塩の蓄積

○

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × 放射線損傷 × × 放射線損傷 × 放射線損傷 放射線分解 放射線強度 放射線損傷 ×
放射性崩壊

(放射線強度に影響を受けるわけ
ではない。置き場所 要検討）

比熱，熱伝導率の
密度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × × ×
幾何形状

／間隙構造
（密度）

○
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × ○ ○ × ×

緩衝材の
物質移行特性

（収着性能，拡散
特性等）

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × × × × × × 核種移行率

特性

状態

現象

TRUFEP：TRU-2根拠資料集
SRCFEP：神埼ほか2009（安全研究センターFEPデータベース）
SR-PR：SR-site Process Report (SKB TR 10-47)

ガラス
オーバーパック
埋め戻し材
母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
水理地質環境条件
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（レイアウト）
（施工・操業方法）

母岩
（施工・操業方法）

ガラス
オーバーパック

母岩
オーバーパック
（施工・操業方法）

ガラス
母岩

熱物性
（比熱，熱伝導

率）
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

熱の移動
SR-PR_3.2.1

× × × × × × × × × × ×

比熱，熱伝導率の
温度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

温度
SRCFEP B.1.2

水理特性の温度依
存

TRUFEP_BH-0１

飽和
（温度勾配による

緩衝材中の地下水
の移動）

TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

水分飽和度（サク
ション等の関連パ
ラメータを含む）の

温度依存性
SR-PR_3.3.1

力学特性の温度依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

応力状態の温度依
存

TRUFEP_BM-02,
SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

化学的変質

地下水（間隙水）
化学の温度依存
TRUFEP_BM-02,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

× × ○ ×

× ×

水理特性（透水
係数，水分拡散
係数等（不飽和
状態を含む)）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × × × ×

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

×

× × ×

水理条件(外側・
緩衝材中)

（動水勾配，地下
水流速）

飽和
TRUFEP_BH-02
SRCFEP B2.3
SR-PR_3.3.1

× × × ○ ×

パイピング
及び浸食

TRUFEP_BM-05
SRCFEP B3.5
SR-PR_3.3.4

地下水流動
(飽和条件)

TRUFEP_BH-03
SRCFEP B.2.2
SR-PR_3.3.2

・地下水流動
・核種の移流／分散

比熱，熱伝導率の
含水比依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の含水率
依存（不飽和状

態）
TRUFEP_BH-02

SR-PR_3.3.1

× 水分飽和度

力学特性の水分飽
和度（含水比）依

存
TRUFEP_BM-01,

SRCFEP B3.2
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ○ × ○ ○ ×

× × × × ×

力学特性
(膨潤性能，可塑

性等）
TRUFEP_BM-

01,02,03
SRCFEP B3.1
SR-PR_3.4.1

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

× × × × ×
力学特性の応力依

存
TRUFEP_BM-01

応力
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × ×

膨潤／変形
TRUFEP_BM-

02,03
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× ×

比熱，熱伝導率の
ケイ砂混合率依存

性
TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BH-0１
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の化学特
性（ベントナイトイ

オン型），鉱物組成
依存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

×
化学特性

（鉱物組成）
・緩衝材と地下水
の反応

× ○ ○ ×

× ×

水理特性の水質依
存

TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の水質依
存

TRUFEP_BM-01,
SRCFEP

B3.1,3.2,3.3
SR-PR_3.4.1

× 化学的変質 地下水化学 ×
・化学的変質
・塩の蓄積

○

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × 放射線損傷 × × 放射線損傷 × 放射線損傷 放射線分解 放射線強度 放射線損傷 ×
放射性崩壊

(放射線強度に影響を受けるわけ
ではない。置き場所 要検討）

比熱，熱伝導率の
密度依存性

TRUFEP_BT-01
SRCFEP B1.1
SR-PR_3.2.1

×

水理特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BH-0１
SRCFEP B2.1
SR-PR_3.3.2

× ×

力学特性の幾何形
状／間隙構造（密

度）依存
TRUFEP_BM-01,
SRCFEP B3.1,3.2

SR-PR_3.4.1

× × × ×
幾何形状

／間隙構造
（密度）

○
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × ○ ○ × ×

緩衝材の
物質移行特性

（収着性能，拡散
特性等）

・核種の収着
・核種の沈殿／溶解

・核種の拡散
・核種のコロイドによる移行

・核種のガスによる移行

× × × × × × × × × × × × 核種移行率

特性

状態

現象

TRUFEP：TRU-2根拠資料集
SRCFEP：神埼ほか2009（安全研究センターFEPデータベース）
SR-PR：SR-site Process Report (SKB TR 10-47)

前提：Ｈ12仕様緩衝材

安全機能 技術要件１ 技術要件２ 特性を変化させる影響要因

（NUMO定義） （NUMO定義） （NUMO定義）

移流による
移行の抑制

[緩衝材全領域に
わたる] 低透水性

[材料の]
低透水性

透水性／
透水係数

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

間隙構造
（間隙率）

構成鉱物の溶解・沈殿

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

短絡経路の
形成

亀裂，隙間
の形成

施工時の間隙
充填（自己シー
ル性）

膨潤性／膨潤
圧

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

自己修復性 可塑性 緩衝材密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

安全機能（技術要件）

構成鉱物の溶解・沈殿

安全機能指標

緩衝材鉱物
組成

構成鉱物の溶解・沈殿

間隙構造
（ｾﾒﾝﾃｰｼｮﾝ）

構成鉱物の溶解・沈殿

底部ベント
ナイトの厚
さの減少

オーバーパック
の沈下の防止
[オーバーパッ
ク支持性]

力学特性／
強度・クリープ特
性

緩衝材の長期クリープ，
粘性体としての移動

技術要件1に影響を与える可
能性がある現象と技術要件２
が設定される理由

技術要件を支配する特性

※ モンモリトナイト密度が高い場合には，地下水水質の影響は小さいことが既知であり，

設計通りの仕様の場合には，影響は無視できる。
モンモリロナイト密度が低下した場合に上位の特性を支配する。

前提：Ｈ12仕様緩衝材

安全機能 技術要件１ 技術要件２ 特性を変化させる影響要因

（NUMO定義） （NUMO定義） （NUMO定義）

移流による
移行の抑制

[緩衝材全領域に
わたる] 低透水性

[材料の]
低透水性

透水性／
透水係数

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

間隙構造
（間隙率）

構成鉱物の溶解・沈殿

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

短絡経路の
形成

亀裂，隙間
の形成

施工時の間隙
充填（自己シー
ル性）

膨潤性／膨潤
圧

モンモリロナイト
密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

※

地下水水質
・坑道支保等の構造材料等との接触*

・地下水組成の変化
　（海水準変動，火山・熱水活動を含む）
*変質への影響は含まない

自己修復性 可塑性 緩衝材密度

モンモリロナイトの変質
・熱変質
・風化
・鉄‐ベントナイト相互作用
・セメント系材料との相互作用

モンモリロナイトの流失
・再冠水時におけるパイピング
・飽和後の亀裂侵入・流出

安全機能（技術要件）

構成鉱物の溶解・沈殿

安全機能指標

緩衝材鉱物
組成

構成鉱物の溶解・沈殿

間隙構造
（ｾﾒﾝﾃｰｼｮﾝ）

構成鉱物の溶解・沈殿

底部ベント
ナイトの厚
さの減少

オーバーパック
の沈下の防止
[オーバーパッ
ク支持性]

力学特性／
強度・クリープ特
性

緩衝材の長期クリープ，
粘性体としての移動

技術要件1に影響を与える可
能性がある現象と技術要件２
が設定される理由

技術要件を支配する特性

※ モンモリトナイト密度が高い場合には，地下水水質の影響は小さいことが既知であり，

設計通りの仕様の場合には，影響は無視できる。
モンモリロナイト密度が低下した場合に上位の特性を支配する。

リンク
（状態設定の
根拠に直結
する情報）

より詳しい
情報を参照
したいとき

リンク
（フローに

沿って管理さ
れる全情報）

状態設定ストーリーボード

No 作業内容 根拠
Ⓐ 特定のシステムの前提・初期状態（環境条件、

システム構成・仕様等）の整理
【特定】文書に
よる記載、ス
トーリボード　等

前提・初期
情報提供

●

Ⓑ-1 システムで確保すべき安全機能、バリア性能と
の対応の一般的整理

【一般】安全機能リスト
●

Ⓑ-2 特定システムで確保すべき安全機能の抽出、
バリア性能との対応の整理

【特定】安全機能リスト

影響要因と相関の全体的
情報提供

安全機能情報提供

【特定】要因分析図(1)
<上位：各安全機能～バリ
ア性能>

●

システム性能に関係し得る現象に関する知見
（現象理解，影響解析等）の整理

【一般】FEPリスト(1) 【一般】現象理解情報
<FEPデータベース、プロセ
スレポート>

現象理解情報提供

●

システム性能に関係し得る因子と相関の整理 【一般】FEP相関整理結果(1)
●

Ⓒ-2 特定のシステムのシステム性能に関係し得る
因子と相関の整理

【特定】 FEPリスト(2)

【特定】FEP相関整理結果(2)
＜含む安全機能との対応＞

影響要因と相関の
全体的情報提供
              要因分析結果の
              充足性確認

●

① 特定のシステムで確保すべき安全機能の冗長
性、相互補完性の整理

【特定】安全機能相関図(1)
＜全体＋時間軸での変遷＞ ●

② 特定システムで各安全機能に影響する要因の
細分化

【特定】要因分析図(2)
＜各安全機能～特性～影
響要因＞

影響要因

●

③ 特定システムで各安全機能に影響する要因発
生の確からしさの設定

【特定】要因分析図(3)
＜各安全機能～特性～影
響要因（時間変遷，確から
しさ情報付与）＞

時間変遷の情報
発生の確からしさの情報

●

④ 特定のシステム（部分・全体）での状態設定
（安全機能の発現や変化・劣化の可能性）の
設定

【特定】文書に
よる記載、ス
トーリボード　等

【特定】安全機能相関図(2)
＜安全機能間相関図(1)に安全
機能指標(1)(2)を付記し分岐
可能性の全体的提示＞

システムの挙動と変遷の可能性
の安全機能を用いた整理

【特定】討論モデル
＜分岐の確からしさの
論拠等＞

分岐の確からしさ情報 ●

⑤ 特定のシステムについての解析ケースの設定 【特定】解析
ケースリスト

●

成果

Ⓒ-1

安全機能指標，
安全機能指標基準

の検討

【シナリオ開発の中だ
けで検討するのではな
く他分野との協力しつ

つ全体的な検討の中で
具体化・定量化を段階

的に進める】
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（2）ポータルサイトの構築 

「作業フローを軸とした情報管理の管理における機能要件」を検討し，以下のように整

理した。 

 作業フロー中の各作業項目とそれにより作成・更新される作業結果，作業経緯，およ

び判断根拠についての電子情報をリンクさせること 

 上記のリンクを用いて，ユーザが作業上必要となる情報に効率的にアクセス可能であ

ること 

 作業フローの定義や変更，そして，作業フローの変更を行った場合にこれに既にリン

クされている関連情報が適切に管理され，変更後の所定の作業項目に再リンクされる

こと 

 上記の各作業をシステム開発者や管理者を介さずにユーザが実施可能であること 

 ユーザ管理（各ユーザのアクセス権や作成・更新等の権限を区分した登録・管理）が

可能であること 

 

また，作業フローを軸とした情報管理では，情報の集約・管理だけではなく，それを参

照・利用することでの各作業項目にかかわる専門家間の協働を支援・促進することも重要

な役割となる。そのため，「専門家間の協働の支援・促進に関する機能要件」を検討し，以

下のように整理した。 

 協働や議論の材料となる種々の情報（作業に関連した判断の根拠，作業の経緯に関す

る連絡や報告，作業の成果，関連する論文やデータ等の技術情報等）を共有するため

のファイル管理機能 

 作業に参加する専門家（異なる組織あるいは遠隔地で働くメンバーも含む）が，恊働

や各作業の目標といったテーマごとに意見や情報を交換しあう電子掲示板の機能 

 専門家間のコミュニケーションを通じて収集された情報を，ポータルサイトのコンテ

ンツとして収集・管理できる機能 

 

 上記の機能要件を踏まえて，ポータルサイトの設計を行った。ポータルサイトの主な機

能の一覧を表 4.3-1に示す。なお，機能の実現にあたっては，下記をベースツールとして，

必要な改良・変更を行って利用した。 

 「作業フローを軸とした情報管理」に係る機能：次世代型サイト調査情報統合システ

ム（JAEA，2013a）の一部として開発した「タスクフロー管理ツール」 

 「専門家間の恊働支援」に係る機能：JAEA KMS（日本原子力研究開発機構 HP； 

http://www.jaea.go.jp/04/tisou/toppage/top.html）の一部として開発したグループウェア

「KobWeb」 
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表 4.3-1 ポータルサイトの主な機能の一覧 

機能 要件 ベースツール 

ポータルサイト ユーザが作業上必要となる情報に効率的
にアクセス可能であること 

KobWeb 

作業フロー 作業フローの各項目の定義や変更を行う
ことができること 

タスクフロー 

管理ツール 

電子掲示板 恊働や各作業の目標といったテーマごと
に意見や情報を交換しあう場を提供でき
ること 

KobWeb 

ファイル管理 議論に関連する種々の情報を共有するこ
とができること 

KobWeb 

ウェブリンク設定 作業フローの各作業項目と電子情報をリ
ンクできること 

コミュニケーションを通じて収集された
情報を各作業項目とリンクできること 

タスクフロー 

管理ツール 

KobWeb 

ウェブリンク変更 作業フローの変更を行った場合，既にリ

ンクされている関連情報が変更後の所定
の作業項目に適切に再リンクできること 

タスクフロー 

管理ツール 

KobWeb 

ユーザ管理 ユーザ管理（各ユーザのアクセス権や作
成・更新等の権限を区分した登録・管理）

が可能であること 

KobWeb 

 

 ポータルサイト全体の構成を図 4.3-2 に示す。ツールの利用にあたっては，ログインす

ることによって，各個人に与えられた権限の範囲にてコンテンツを利用することができる。

また，作業フローを軸とし，作業経緯，判断根拠，作業結果の情報を作成・更新すること

ができる。作業項目と関連のある情報はファイル置き場に保管し，適切に関連付けて管理

するため作業項目とリンク設定を行うことができる。さらに，意見や情報を交換しあう電

子掲示板の機能を有し，電子掲示板からも同様に関連のある情報にリンクを設定すること

ができる。コンテンツを管理するためのデータベースは，各ツール間の相互利用を向上さ

せるため共通のデータベースを利用する。なおこれら機能は，共通のインターフェイスに

て使用できるようにした。 
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図 4.3-2 ポータルサイトの全体構成 

 

 ポータルサイトでは，作成・登録済みの作業フローに含まれる作業項目とそれと関連付

けられた各種情報を以下の手順で参照する。これら手順は，シナリオ構築作業フロー，パ

ラメータ設定作業フローの両方に共通である。②，③に該当する画面の例を図 4.3-3 に示

す。 なお，図 4.3-3は，パラメータ設定作業に対応したポータル画面の例であり，フロー

の記載内容等に関する詳細は 5.6を参照されたい。 

 

① 作業フローの選択（作成済みの作業フローの一覧からの選択） 

② 作業フロー上での作業項目の指定（作業フロー上でのクリック） 

③ 指定した作業項目の関連情報（概要的な情報）の別ウインドウでの表示 

④ より詳しい情報を知りたい場合には以下の手順によりアクセス 

 関連情報の中で設定されているアドレスを選択（クリック）することでリン

クされている詳細情報（電子ファイル，あるいは電子ファイルを含むフォル

ダ）の一覧が表示される。 

 この一覧から選択することで電子ファイルを閲覧可能となる。 

 また，関連情報の中で設定されているアドレスが外部HPとのリンクの場合に
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は，アドレスを選択（クリック）することで直接閲覧可能となる。 

 

 

図 4.3-3 パラメータ設定作業を対象としたポータル画面の例 

（作業フロー上での作業項目の選択と関連情報の表示） 

 

作業フローや作業項目の作成，および関連情報や電子ファイル等の詳細情報の登録は，

図 4.3-3 に示したポータル画面上にて以下の手順で行う。これら手順は，シナリオ構築作

業フローとパラメータ設定作業フローの両方に共通であり，必要に応じて，別のテーマに

関する作業フローを作ることもできる。また，シナリオ構築とパラメータ設定のそれぞれ

について複数の作業フローを作成し管理することも問題なくできる。 

① 作業フロー（ポタール上では「タスクフロー」と表記）の新規作成 

② 作業項目を表すボックスの作成 

③ 作業項目の関連情報（ポタール上では「タスク情報」と表記）の入力 

 タスク名 

 期間 

 説明 

 使用する情報 

 成果物 

 なお，使用する情報と成果物の欄では，関連する詳細情報である電子ファイ

ルや外部HPとのリンクを行う。 
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 電子ファイルは，「ファイル管理フォルダ」機能を用いた事前の登録（アップロード）

が必要。登録は作業項目と関連付けられたフォルダに対して行われる。フォルダの下

位に階層構造的にサブフォルダを作成しておき，特定のサブフォルダにアップロード

することもできる。この操作は「ファイル管理フォルダ」機能のGUI上で実施。 

 使用する情報と成果物の欄に、リンクしたい電子ファイルの「ファイル管理フォルダ」

でのアドレスや外部HPのアドレスを指定。 

④ ①～③を作業項目ごとに繰り返すことで作業フローを作成 

⑤ 作業フローに沿った作業項目間の連携の指定 

⑥ 上記作業が終了後，作業フローを保存することで，図 4.3-3のような形での利用が

可能となる。 

 

ただし，これらポータルサイトおよびそれの作成や利用等を支援するツールはプロト

タイプ的なものであり，例えば以下の点で改善の余地があると考えられる。 

 ポータル上で作成する作業フローは必ずしも見やすいものではない。作業項目の柔軟

な配置やわかりやすい表示等ができるようにすることが望まれる 

 作業フローの作成と詳細情報の登録で異なるツールを用いているため，ユーザが目的

に応じてそれらツールを意識的に使い分ける必要がある。統一的なインターフェイス

等を準備することで，ユーザがツールの違いを意識せずに使えるようにすることが望

まれる。 

 詳細情報の管理は，ファイル名による識別あるいはフォルダによる分類を基本として

いる。これは，情報の種類や量が少ない段階では問題とならないと考えられるが，作

業が繰り返し行われ情報の種類や量が増える場合，あるいは同じ種類の情報について

複数回の更新が生じる場合には，より効率的な詳細情報の管理方法が必要になると考

えられる。 
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4.4 知見の体系的な整理と不確実性の検討 

2012 年度の共同研究（黒澤ほか，2013）における，シナリオ構築の背景となる知見の整

理として，“セメント-ベントナイト相互作用とアルカリプルームのオーバーパックへの影

響”および“溶存ケイ酸濃度変化の影響などを考慮したガラス溶解挙動”の２つについて，

環境条件の安全機能への影響やモデルの選択による結果へ影響などについての検討を行っ

た。また，緩衝材を対象とした状態設定の試行においては，支保としてセメント系材料を

用いた場合には，緩衝材全体には及ばないものの緩衝材の安全機能に影響を及ぼすことの

蓋然性が高いと判断された。これらのことを踏まえ，本検討においては，2012 年度に引き

続き，セメント系材料の影響と，ガラス溶解挙動に着目し，これらの現象が安全機能へ及

ぼす影響の不確実性について，さらに解析的検討を進め，情報の整理と課題の抽出を行っ

た。 

 

4.4.1 セメント系材料の利用によりもたらされる不確実性についての体系的整理と影響評

価解析 

地層処分において，地下施設の建設，操業の際に，工学的な観点から，様々な部位にセ

メント系材料を利用することが検討されている。一方，セメント系材料を地層処分システ

ムに持ち込むことによって，その化学的な特性により，地層処分システムの構成要素との

相互作用を起こし，地層処分システムの長期安全性へ影響を及ぼす可能性がある。すなわ

ち，セメント系材料の利用により，地層処分システムの安全機能の発揮に様々な不確実性

がもたらされることになる。 

本項では，まず，セメント影響によりもたらされる安全機能への影響と，その不確実性

について，既往の知見の体系的な整理を行った。また，セメント材料の支保による緩衝材

の変質と支保自身の劣化について不確実性を考慮した現象解析を行った。さらに，この現

象解析結果に基づいて，状態設定を行い，核種移行の解析を試行することで，不確実性の

取り扱いの事例検討を行った。 

 

（1） セメント系材料の利用によりもたらされる不確実性についての体系的整理 

セメント系材料の利用による影響には不確実性が存在する。その不確実性についての理

解を進めるため，様々な部位にセメント系材料が利用されることによる安全機能への影響

について，既往の検討事例の調査などに基づき，情報を体系的に整理した（表 4.4.1-1）。

また，安全機能に影響を及ぼす可能性があるとして抽出された各項目について，知見や情

報を整理した。各項目について，本報告書中での記載番号との対応を表 4.4.1-2 に示す。 
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表 4.4.1-1 種々のセメント系材料による安全機能への影響についての整理結果 

 
 

a. 坑道支保（インバートを含む） b. コンクリートプラグ c. グラウト

1. オーバーパックの
閉じこめ機能

1a オーバーパック表面のpH上昇及び鉄の不動態化に伴う局部腐食

2. ガラス固化体の浸出
抑制機能

2a-1 ガラス近傍の間隙水のpH上昇によるSi飽和濃度上昇及びガラス
　　　 溶解速度上昇
2a-2 沸石析出によるガラスの溶解促進（溶解速度上昇）
2a-3 間隙水のCaイオン等の濃度上昇によるガラスの溶解促進（溶解
　　　 速度上昇）あるいは溶解の抑制（溶解速度低下）

3. 放射性核種の溶解
制限機能

3a 溶液条件（pH, Ca濃度等）の変化にともなう，溶存化学種および溶解度
　　制限固相の変化による，溶解度の変化

4. 緩衝材の低透水性

4a-1 イオン交換による透水性上昇
4a-2 モンモリロナイト溶解による透水性上昇
4a-3 ベントナイト/コンクリート境界における二次鉱物沈殿による間隙率
　　　 低下及び地震やガス圧による再開口

5. 緩衝材の核種収着
機能

5a 間隙水水質(pH，Caイオン濃度)変化／イオン交換／鉱物組成変化等
　　による緩衝材の核種収着性能の変化

6. 埋戻し後の坑道が
卓越した移行経路と

なることの抑制
（埋め戻し材への影響）

6a-1 イオン交換による透水性上昇
6a-2 モンモリロナイト溶解による透水性上昇
6a-3 ベントナイト(埋め戻し材)/コンクリート境界における二次鉱物沈殿
　　　 による間隙率低下及び地震やガス圧による再開口

7. 坑道付近のコンク
リート領域（支保・

インバート等）における
卓越した移行経路

形成の抑制

7a-1 コンクリート溶脱による透水性上昇および二次鉱物による間隙閉塞
7a-2 コンクリートの割れによる透水性上昇および二次鉱物による割れ目
　　　 閉塞（自己シール）

7b 処分坑道からその他の坑道及び立坑に至る移行経路の形成

8c-1 グラウト中のセメントの反応による地下水水質変化
　　　 （pH上昇等）
8c-2 母岩マトリクスの溶解/二次鉱物沈殿による割れ目の
　　　 閉塞（透水性の変化）
8c-3 グラウト溶脱後のpH低下に伴う割れ目の（閉塞以前を
　　　 上回るような）再開口と透水性の上昇

セメント系材料

8abc コンクリート中の混和剤との錯体形成による核種移行遅延機能の低下

8. 母岩の核種移行
抑制機能

8ab-1 地下水水質変化（pH上昇等）
8ab-2 母岩マトリックスの溶解，割れ目へのセメント反応水の浸入による割れ目中での母岩との相互作用（右記に同じ）

4
-2

6
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 表 4.4.1-2 安全機能への影響の整理項目の報告書対応表 

セメント系材料の利用部位 報告書の 

記載番号  安全機能への影響可能性のある項目 

坑道支保  

 1a オーバーパック表面の pH 上昇および鉄の不動態化に伴う局部腐食 (i) 

2a-1 ガラス近傍の間隙水の pH 上昇による Si 飽和濃度上昇およびガラス 溶解速度上昇 

2a-2 沸石析出によるガラスの溶解促進（溶解速度上昇） 

2a-3 間隙水の Ca イオンなどの濃度上昇によるガラスの溶解促進（溶解速度上昇）あるいは溶解の抑制（溶解速度低下） 

(ii) 

3a 溶液条件（pH, Ca 濃度などなど）の変化にともなう，溶存化学種および溶解度制限固相の変化による，溶解度の変化 (iii) 

4a-1, 6a-1 イオン交換による透水性上昇 (iv) 

4a-2, 6a-2 モンモリロナイト溶解による透水性上昇 (iv) 

4a-3, 6a-3 ベントナイト/コンクリート境界における二次鉱物沈殿による間隙率低下および地震やガス圧による再開口 (v) 

5a 間隙水水質（pH，Ca イオン濃度など）変化／イオン交換／鉱物組成変化などによる緩衝材の核種収着性能の変化 (vi) 

7a-1 コンクリート溶脱による透水性上昇および二次鉱物による間隙閉塞 (vii) 

7a-2 コンクリートの割れによる透水性上昇および二次鉱物による割れ目閉塞（自己シール） (viii) 

コンクリートプラグ  

 7b 処分坑道からその他の坑道および立坑に至る移行経路の形成 (ix) 

坑道支保およびコンクリートプラグ  

 8ab-1 地下水水質変化（pH 上昇など） (x) 

 
8ab-2 母岩マトリックスの溶解，割れ目へのセメント反応水の浸入による割れ目中での母岩との相互作用 

（下記グラウトに同じ） 
(x) 

グラウト  

 

8c-1 グラウト中のセメントの反応による地下水水質変化（pH 上昇など） (x) 

8c-2 母岩マトリクスの溶解にともない生ずる二次鉱物沈殿による割れ目の閉塞（透水性低下） (x) 

8c-3 グラウト溶脱後の pH 低下に伴う割れ目再開口（閉塞以前を上回るような）と透水性の上昇 (x) 

全材料共通  

 8abc コンクリート中の混和剤との錯体形成による核種移行遅延機能の低下 (xi) 

4
-2
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（i） オーバーパック表面の pH 上昇および鉄の不動態化に伴う局部腐食 

オーバーパック材料である炭素鋼は，高 pH 条件において不動態化することが知られて

いる。不動態化した場合には，塩化物イオンなどの不動態皮膜を破壊する作用を有する化

学種の存在下では孔食，すきま腐食，応力腐食割れなどの局部腐食を生ずる可能性がある。

このため，処分環境における炭素鋼オーバーパックに不動態化が生ずるか否かは，オーバ

ーパックの閉じ込め性能を評価するうえで重要な要因の一つとなる。谷口ほか（2002）は，

炭素鋼試験片をチタン製のカラムに充填された緩衝材中に埋め込み，NaHCO3溶液，Na2CO3

溶液，および普通ポルトランドセメントあるいは低 pH セメント平衡溶液によって緩衝材

間隙を充たしてアノード分極試験を行い，種々の乾燥密度，ケイ砂混合率の緩衝材中での

不動態化条件を測定している。谷口らの試験では，緩衝材乾燥密度 1.6 g/cm
3の場合では，

間隙水中の pH が 10.5 以上となると不動態化が生じて孔食などの局部腐食の生ずる可能性

があることが示唆される一方，それ以下の pH では，全面腐食が支配的となることがわか

る。 

セメント影響により緩衝材内側境界における間隙水の pH 上昇の程度を予測し，上記の

不動態化のしきい値と比較することが重要な課題となる。 

 

（ii） ガラス近傍の間隙水の溶液条件の変化（pH 上昇，Ca 濃度増加など）によるガラス

溶挙動の変化 

ガラスの初期溶解速度が pH に依存し，pH の高い領域で初期溶解速度が上昇することに

ついては，Inagaki et al., (2012)などの報告がある。また，pH が上昇することにより，Si の

飽和濃度が上昇することから，間隙水中の Si 濃度が飽和に近付くことによる溶解速度の低

下（化学親和力の影響）の効果が起こりにくくなる。 

NF-PRO 報告書（Godon et al., 2008）では，セメント影響などによってガラス近傍の pH

が上昇した場合， 

 初期溶解速度の上昇 

 ゲル層の性質の変化 

 拡散層中での水分子の拡散挙動の変化 

 溶解した Si の収着や拡散挙動の変化 

 Si の沈殿挙動の変化 

 残存溶解速度（residual reaction rate）の変化 

を通じてガラス溶解速度に影響を及ぼす（上昇させる）可能性があることを指摘してい

る。しかしながら，緩衝材の内側で通常予想される pH＜10.5 の範囲では，これらの影響に

よる長期の溶解速度上昇の程度は顕著なものではないとしている（Godon et al., 2008）。 

一方，英国の中レベル廃棄物ガラス固化体に関する研究（Utton et al., 2012）では，周囲

のセメント系充填材の影響によって上記の高レベル放射性廃棄物の場合よりも高い pH 条

件が想定されることから，ガラス固化体の溶解速度が顕著に上昇する懸念があると指摘し
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ている。しかしながら，同時に，セメント平衡水中に存在する比較的高い濃度の Ca イオ

ンと溶解した Si の反応によって，ガラス固化体の表面にC-S-H 鉱物の被覆層が成長して溶

解速度を制限する効果を発揮する可能性があることを併せて示している。 

ベルギーでは，高レベル放射性廃棄物ガラス固化体に対して，ベントナイト系の緩衝材

の代わりにセメント系材料をキャニスタの周囲に設置する処分概念が検討されている。こ

のような処分概念では，セメント系材料による高 pH 条件でのガラス固化体の溶解促進が

懸念され，検討課題として挙げられており，Lemmens et al.,（2008）では，次のように述べ

られている。 

① セメント系材料に由来する高 pH の間隙水とガラスが接し続けた場合（水質固定の動

的浸出試験に相当する条件と考えられる）には，ガラスの溶解速度は顕著に上昇する。 

② セメント系材料中で生成される水酸基がセメント材料中の反応で消費され，ガラス溶

解による消費と競合した場合（セメント試料を含むバッチ浸出試験に相当する条件と

考えられる）には，ガラス溶解速度の上昇は緩和される。 

③ セメントから溶出するCa の反応によって生ずる表面変質層の保護的な働きによるガ

ラス溶解の抑制効果（上記の中レベルガラス固化体の事例参照）も期待できる。 

④ オーバーパック開口部の物質移動抑制により，ガラス溶解が直近の水質を規定し，セ

メント系材料起源の水酸基はセメント構成鉱物自身の変化によって消費されるような

場合には，上記の②に近い条件が成立することとなり，ガラス溶解速度の上昇は必ず

しも顕著なものとならないことが推定されるが，これを立証することは現状では困難

と考えられる。  

 

Inagaki et al., (2006)においては，pH が高い条件（pH11 程度以上）では，沸石が析出する

ことを報告している。沸石の析出によって，ガラス表面近傍の溶存ケイ酸が消費され，そ

の結果としてガラスの溶解が促進される可能性がある。 

また，Mercado-Depierre et al., (2013)は，溶液中のCa 濃度の上昇はガラスの溶解の促進と

抑制のいずれの効果も確認されていると報告しており，上述の Lemmens et al.,（2008）に

よって報告されているC-S-H鉱物の被覆層の効果とは異なる影響があることを示している。 

 

なお，本報告書 4.4.2 において，ガラス固化体からの核種の浸出に係る性能評価モデルの

開発に向けて，ガラス溶解とガラスからの核種の浸出挙動についての基盤情報の整備を進

めている。ただし，4.4.2 の検討では，コンクリートの影響は考慮しないこととしている。

今後，地層処分システムの設計の具体化によるセメント系材料の利用に関する情報や，ガ

ラス表面近傍へのセメント反応水の到達に関する検討の状況を鑑み，必要に応じて，ガラ

ス溶解へのセメント影響についても検討を進めていくこととなる。 
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（iii） 溶液条件（pH, Ca 濃度など）の変化に伴う溶存化学種および溶解度制限固相の変化

による溶解度の変化 

コンクリート間隙水による評価対象元素の溶解度への影響については，pH などの水質変

化による溶解度の変化とコンクリート中の混和剤の影響（有機錯体の生成など）による変

化が考えられる。 

 

(a) pH などの水質変化による溶解度への影響 

スイスのOpalinus 粘土層に計画されている高レベル放射性廃棄物処分場では，坑道閉鎖

に際してすべてのコンクリート製支保を撤去することとしているため，安全評価における

放射性元素の溶解度も高 pH 条件ではなく，中性近傍の緩衝材間隙水条件を想定して核種

の溶解度が設定されている（Nagra, 2002）。一方，種々のセメント系材料が，閉鎖後も廃棄

物近傍に残留する中低レベル放射性廃棄物処分場については，安全評価で用いる主要核種

の溶解度を設定するために，Berner（2002）において種々の検討が行われている。ここで

は，コンクリート間隙水（pH 12.55，Eh -250 mV，25℃）を想定して，注意深い品質管理

を行った熱力学データベース（Hummel et al., 2002）の利用を基本とした地球化学計算によ

り溶解度の設定を行っている。ただし，一部の元素については，適切な熱力学データベー

スが入手できないため，化学的類似性に基づく類推によって溶解度の設定を行っている。 

水酸化物錯体（陰イオン）の形態をとる元素（Sn, Pd, Zr, Ni, Eu, Cd, Mo, Co, Be）につい

ては，中性近傍の条件よりも溶解度が顕著に上昇する結果となった。 

 

(b) 混和剤などの影響による核種溶解度への影響 

須黒ほか（2010）により，プルトニウム(Pu)の有機物（セメント混和剤）共存下におけ

る溶解度データを取得試験が実施されている。試験で使用されたセメント混和剤は，ナト

リウムフォルムアルデヒド酸系化合物およびポリカルボン酸系化合物である。試験は，処

分環境を模擬した極低酸素濃度（O2濃度 1 ppm 以下），還元条件（還元剤：亜ジチオン酸

ナトリウム）でのバッチ式溶解度試験で，Pu の初期添加濃度は 10
-6
M である。液相は 1)

蒸留水を水酸化ナトリウムにより pH を 12.5 に調整した溶液，2)セメント間隙水を想定し

た普通ポルトランドセメントの浸漬液（pH 12～13）とし，混和材を0.5g/kgwおよび50 g/kgw

添加した。これらの条件に加え，セメントが固化した後の間隙水中に存在する混和剤の成

分は原液のものと異なり低分子量であることが知られていることから，混和材の分子量の

違いが溶解度の変化に及ぼす影響を確認するため，分子量別の溶解度試験を行った。温度

は室温（298±5 K），試験期間は 7，14，28 および 56 日を基本とした。  

その結果，セメント混和剤が存在しない場合の Pu の溶解度（約 10
-10

 mol/l）に対し，セ

メント混和剤が存在すると，セメント混和剤の種類や濃度にかかわらず，ろ過条件が孔径

0.45 μmの場合 Pu 濃度は 2～3桁上昇した。ろ過条件を10,000 MWCOとした場合には，



 

4-31 

混和材濃度が低い場合には Pu 濃度の上昇が顕著ではないケースもある。また，分子量別

の試験から高 pH 条件では，高分子量成分よりも低分子量成分のセメント混和剤の方が Pu

濃度をより上昇させる傾向が示された。  

セメント硬化体間隙水に存在する有機成分と，初期の混和剤との違いなどを考慮すると，

今後，より直接的な方法での試験（実際にセメント硬化体の間隙水を高圧で抽出する方法

など）によって，Pu の溶解度測定を実施する必要があるとしている。 

Kitamura et al., (2013)においては，上記の観点から，混和剤を含有するセメント硬化体と，

混和剤を含有しないセメント硬化体を作成し，これらから絞り出した間隙水を用い，Th と

Am の溶解度を測定を行っているが，溶解度への混和剤の影響は認められなかったとして

いる。 

 

（iv） セメント影響によるベントナイト系材料の変質と透水性の変化 

コンクリート・モルタルなどのセメント系材料とベントナイト系材料の間には，初期に

存在する鉱物の溶失と新たな二次鉱物の生成とからなる化学的変質が生じるが，セメント

系材料およびベントナイト系材料の全領域において一様に変質が生じるわけではない。セ

メント系材料とベントナイト系材料それぞれの領域では間隙水の組成が異なっており，こ

の化学的勾配によって駆動される溶質移行に伴い，主としてこれら二つの材料の接する境

界面上で反応が生じることとなる。つまり，新鮮なセメントとベントナイトの接する人工

的な構造は不安定となり，初期の鉱物の含有率が低下し二次鉱物が増大した第三の遷移層

が形成されることとなる。そして，セメント系材料およびベントナイト系材料の変質が継

続するためには，この遷移層を通じた溶質の移行が生じることが必要である。コンクリー

トなどのセメント系材料と接したベントナイト系材料の変質に関するインフルエンスダイ

アグラムの例を図 4.1.1-1 に示す（Takase, 2009）。同図にあるように，セメントの溶脱によ

って生じた液相中の水酸基や Ca イオンなどが隣接したベントナイト系材料領域に移行す

ることによってベントナイト間隙水の pH が上昇する。このため，ベントナイトの主成分

であるモンモリロナイトおよび石英やカルセドニなどの随伴鉱物の溶解が促進され，変質

が進展する（図中の赤色の矢印）。しかし，これらのケイ酸塩鉱物の溶解に伴い，pH の上

昇が緩衝されることにより変質が自己抑制される効果も同時に生ずることとなる（図中の

青色の矢印）。また，これと並行して，Ca イオンなどによるベントナイト層間の Na イオ

ンとのイオン交換も生ずる。 

モンモリロナイトや随伴鉱物の溶解によって液相中の Si，Al などの濃度が上昇すること

により，高アルカリの当該環境で安定なCSH 系鉱物やCASH 系鉱物といった二次鉱物の

沈殿が生ずる。二次鉱物の沈殿は，生成する鉱物の種類に応じて水酸基を消費する場合も

生成する場合もあるため，想定する鉱物の種類によって，ベントナイト系材料間隙水中の

pH は更に上昇する可能性（赤色の矢印）も，逆に緩衝されて低下する可能性（青色の矢印）

もある。また，モンモリロナイトや随伴鉱物の溶解生成物が二次鉱物として沈殿すること
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により，これらの溶解生成物の濃度は不飽和に保たれることとなるため，後述する境界面

の緻密な保護層の生成によって物質移動が事実上停止した状況でも，初生鉱物がその場で

二次鉱物に変換されるという形式で溶解反応が継続して生ずることとなる。 

多くの場合，二次鉱物のモル体積はモンモリロナイトなどの初生鉱物よりも大きいため

に，固相の体積が増大し，間隙は二次鉱物によって閉塞する傾向を示すこととなる。境界

上で沈殿する二次鉱物層は緻密で実効拡散係数が小さいものと考えられるため，セメント

系材料とベントナイト系材料との境界を通じた物質移動は抑制され，ベントナイト系材料

への水酸基や Ca イオンの移行も鈍化することが予想される（図中の青色の矢印）。一方，

生成する二次鉱物はモンモリロナイトのような膨潤性のものではないことが一般的である

ため境界部分の止水性が低下することが想定される。さらに，モンモリロナイトの残留し

ている領域において二次鉱物が沈殿した場合，モンモリロナイトの層間が膠着するセメン

テーションによって膨潤性や可塑性が低下し，ひび割れなどに至る可能性も懸念されてい

る（赤色の矢印）。 

 

 

図 4.4.1-1 セメント影響によるベントナイト系材料変質に関する現象間の相関関係

（Takase, 2009） 

 

セメント材料と緩衝材が接触することによる緩衝材の反応についての情報は，2011 年度

のNUMO-JAEA 共同研究報告書（江橋ほか，2012）にまとめられている。この中で，緩衝

材変質解析実施の観点から関連する情報を構造的に整理し（図 4.4.1-2），それぞれの項目

についての現状を，文献情報などとあわせて整理している。この整理以降，既存の溶解実

験データの分析に基づいて，小田ほか（2013）によって，新しいスメクタイト（モンモリ

ロナイト）の溶解速度式が提案されている。 
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図 4.4.1-2 セメント－緩衝材接触による緩衝材変質解析に必要な情報など 

 

ここでは，表 4.4.1-1 および 4.4.1-2 で整理した安全機能への影響の関連から追加的に情

報を整理する 

イオン交換およびモンモリロナイトの溶解による透水性の上昇については，前田ほか

（1998）による，高 pH 条件での変質を想定したクニゲルV1 の透水試験結果（図 4.4.1-3）

がある。ベントナイト中のスメクタイトが溶解し，緩衝材中のスメクタイトの密度が低下

すると，透水係数の上昇し，その傾向は，Na 型ベントナイトに比べ，Ca 型ベントナイト

の方がより顕著になることを示している。 

 

図 4.4.1-3 有効密度の異なるベントナイト試料についての透水試験結果のまとめ 

 

伊藤・三原（2005）は，この試験結果から，間隙水の当量イオン濃度（Ci[eq/dm
3
]），ベ

ントナイトの交換性ナトリウム割合（ESP[-]），スメクタイト間隙比(esme[-])をパラメータと

して透水係数（K［m/s］）を以下の実験式で示している。 

この式では，ベントナイト中のスメクタイトが溶解し消失すると（すなわち，esme が大
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きくなる），透水係数は 10
-5
m/s となる。 

               

 

ただし， ， かつ  

 

ただし，
 

なお，上記のモデルは，実験結果へのフィッティングにより導出された経験的なもので

あり，理論的な根拠の明確なものではない。このため，モデルの適用性は実験と同じ条件

で同様の変質を経た場合に限られることに注意を要する。 

 

（v） ベントナイト/コンクリート境界における二次鉱物沈殿による間隙率低下および地

震やガス圧などによる再開口 

化学-物質移行連成解析において，ベントナイト-コンクリート境界近傍において，方解

石などの沈殿により，間隙率が低下し反応が抑制されるという結果が認められる（例えば，

小田ほか，2013，黒澤ほか，2013）。 

一方，実際の処分環境においては，オーバーパックの腐食に伴う水素ガスの発生による

圧力の発生と透気現象，腐食生成物の生成にともなう圧力の発生（腐食膨張），あるいは地

震動の影響などによって，間隙率が低下した（あるいは閉塞した）部位に破壊が起こり，

新しく卓越した物質移行経路が形成される（再開口する）ことも想定される。しかしなが

ら，このような場の状態変遷については，現状では，現象理解に基づいた精緻な解析的取

り扱いは困難である。解析における模擬的な取り扱いとして，間隙率に依存せずに一定の

物質移行パラメータを設定する，あるいは間隙率のある値まで低下した際には鉱物の沈殿

反応を抑制し閉塞を防止する といったことが行われる場合があるが，この現象の取り扱

いについての不確実性は大きいと考えられる。 

 

（vi） 緩衝材の核種収着性能の変化 

セメント系材料と接触した地下水による緩衝材の核種収着性能の変化は，緩衝材間隙水

中の pH の上昇，緩衝材中のモンモリロナイトのCa 型化，モンモリロナイトなどの初期鉱

物の溶解と二次鉱物の沈殿，あるいは核種の溶存化学種の変化などの様々な影響要因がが

重なり合って生じるものであり，不確実性を伴う。 

セメント影響に着目した緩衝材分配係数の設定に関する調査と検討は，本報告書５章の

核種移行パラメータ設定に関する検討の一環として 5.5 に整理してあるので，そちらを参

照されたい。 
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（vii） セメント系材料中の物質移行特性 

セメント系材料の溶解変質に伴い，セメント系材料自身の実効拡散係数および透水係数

といった物質移行特性の変化が生ずることとなる。ここでは，これらの変化に関する既往

の研究事例の整理を行った。 

セメント系材料の溶解変質によって間隙率が増大する場合には実効拡散係数および透

水係数も増大し，逆に，二次鉱物の沈殿によって間隙率が減少する場合にはこれらの物性

もまた減少することとなる。しかしながら，一般に，これらの物性の変化は間隙率のみに

よって規定されるわけではなく，間隙構造の変化による複雑な影響を受けることとなり，

長期にわたるセメント系材料の変質による物性変化についての定量的な知見には不確実性

が含まれざるを得ない。このため，安全評価におけるセメント系材料の物性変化の表現に

おいては，この不確実性の取り扱いに留意する必要がある。 

安全評価において，セメント系材料は，核種移行に対するバリアとしての機能（安全機

能）を期待する場合と，緩衝材などの他の人工バリア材の変質を生ずる可能性のあるアル

カリソースとして考慮すべき場合，およびこれらの両者の位置づけが共存する場合とが考

えられる。このため，セメント系材料の物性変化に含まれる不確実性を考慮した「保守的

な」仮定は，状況に応じて異なったものとなる場合があることに注意を要する。すなわち，

セメント系材料自体に安全機能を期待する場合には，変質後の実効拡散係数および透水係

数を過大評価することが保守的な仮定となり，一方，他の人工バリア材の変質を生ずる可

能性のあるアルカリソースとして考慮する場合には，アルカリソースが速やかに枯渇せず

長期間継続するように実効拡散係数および透水係数を過小評価することが保守的な取り扱

いとなる。なお，これらの両者の位置づけが混在する場合（セメント系材料の安全機能を

期待する一方で他の人工バリア材の変質に対するアルカリソースとしても考慮する場合）

には，これらの異なる保守性の両者を考慮した解析をそれぞれ行う必要がある。 

 

(a) 第 2 次 TRU レポートにおけるセメント系材料の物性変化の取り扱い 

実効拡散係数 

幅広い水セメント比で作製された種々のモルタル試料およびこれらのモルタルに対す

る通水試験によって Ca を溶出させ間隙率の変化した試料に対して実施したトリチウム拡

散試験結果（安田ほか，2002）に基づき，実効拡散係数 Deが自由水中の拡散係数 D0と間

隙率εの関数として次のように整理されている（Mihara and Sasaki, 2005）。 

 

De = D0 ε
3.05

                                                

 

TRU 廃棄物処分技術検討書（電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構, 2005；以下「第

2 次 TRUレポート」という）では，この経験的な関係式が用いて，変質による物性変化を

考慮した化学的劣化の進展の評価が行われている。 

(4.4.1-2) 

) 
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透水係数 

セメント系材料の溶解変質に伴う透水係数の変化を評価するために，三原ほか（1999）

は，セメントペースト硬化体を用いた通水試験によって得られたデータに基づき透水係数

（K [m/s]）と間隙率（θ [-]）の関係（図 4.4.1-4）を示しており，第 2 次 TRU レポートで

は，この経験的な関係式を用いて，変質による物性変化を考慮した化学的劣化の進展の評

価が行われている。ここで，想定されているセメント系材料は，初期の間隙率 0.19 のセメ

ントモルタルであり，セメント中に施工時の割れ目が無い場合には，同図中の経験式に基

づき，初期の透水係数は 5×10
-11 

m/s となる。 

 

図 4.4.1-4 三原ほか（1999）によるセメントペースト硬化体・モルタルの間隙率と透

水係数との関係 

 

核種移行評価においては，セメントモルタルに割れ目の無い未変質の状態での透水係数

は前述の経験式に基づき 5×10
-11 

m/s と設定し，セメントモルタル中のペースト部分がすべ

て流出した状態では微細砂と同程度の 10
-5 

m/s であると仮定している。また，割れ目のあ

る場合には，割れ目中の地下水実流速がセメントモルタル中のペースト部分がすべて流出

した状態での間隙中での実流速と等しくなるように 4×10
-6 

m/s と仮定している。 
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表 4.4.1-3 第 2次TRUレポートにおけるセメントモルタルに対する 

透水係数の設定値  

 セメントモルタルに

ひび割れの無い場合 

セメントモルタルに

ひび割れのある場合 

セメントペーストが溶出

したセメントモルタル 

間隙率（−） 0.19 0.19 0.46 

透水係数 (m/s) 5×10
-11

 4×10
-6
 10

-5
 

 

(b) スウェーデンにおける事例（Project SAFE） 

スウェーデンの SFR についての安全評価である Project SAFE では，コンクリートが健全

である場合には物質移動が拡散支配になるものと仮定し，割れ目が存在する場合には移流

が生ずることを仮定してそれぞれコンクリートの溶解変質評価を行っている(Höglund, 

2001)。 

 

実効拡散係数 

多孔質媒体中の実効拡散係数は，次式によって表される。 

De = D0εδ／τ2
                                              

ここで，δは収斂度，τは屈曲度を表す。SFRで想定している水和コンクリートでは，

間隙率15%において1.0×10
-11

 m
2
/sであり，このことと自由水中の水の自己拡散係数とから，

健全な水和コンクリートにおけるδ／τ2
 = 3.3×10

-2であるとしている。 

上式から明らかなように，間隙構造に変化が無ければ，セメント系材料の溶解変質に伴

う実効拡散係数の変化は間隙率と比例することとなる。しかしながら，実際には，特にCSH

ゲルの溶解によって間隙構造は顕著に変化する可能性があるものと考えられる。一方，砂

のように間隙が十分に連続している系では，δ／τ2は約0.5であることから，この値をδ

／τ2の保守的上限と見ることができるとしている。つまり，コンクリートの溶解変質によ

る間隙構造の変化に伴い，δ／τ2は最大15倍程度に増大する可能性があることとなる。 

 

（4.4.1-2）式に基づく第2次TRUレポートでの溶解変質に伴う実効拡散係数の間隙率依存

性と（4.4.1-3）式に基づくスウェーデンでの上下限の推定とを比較した結果を図4.4.1-5 に

示す。第2次TRUレポートでの溶解変質に伴う実効拡散係数の間隙率依存性（図中のTRU-2）

は，ほとんどの間隙率に関してSFRにおいて推定される範囲内に収まっていることがわか

る。ただし，SFRにおける実効拡散係数の上限値は第2次TRUレポートにおける推定値より

も顕著に大きく，溶解変質に伴う間隙構造の変化について具体的な知見が限られている現

状では，このような保守的上限を排除することには正当な理由は見当たらないと言うこと

ができる。 

(4.4.1-3) 

) 
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図 4.4.1-5 第 2次TRUレポートおよびProject SAFEにおける実効拡散係数の間隙率依存性の

比較 

 

透水係数 

SFR の事例では，コンクリート中に割れ目の無い場合には透水係数は十分に小さく，未

変質のコンクリートの物質移動は拡散によって支配されるものと仮定している(Höglund, 

2001)。また，初期の割れ目が存在する場合には，コンクリート中の移流は割れ目によって

支配されているものと仮定しており，また，割れ目の透水性は評価期間を通じて一定と考

えている。セメント溶解変質解析において仮定されたサイロを通過する地下水総流量は 3.8 

m
3
/yである（地下水による間隙水の交換時間は 15.5 年）。 

 

（viii） コンクリートの割れによる透水性上昇およびコンクリートの自己修復機能の可能性 

放射性廃棄物処分において覆工などのコンクリートは，施設機能維持のための力学的な

特性や核種移行など安全評価の観点から，ひび割れの存在は好ましいことではない。 

割れ目の透水モデルについては，大下ほか（1995）において，割れ目内の透水係数に関

する既存の研究がまとめられ，また，モデルの提案が行われている。これらのモデルは，

いずれも，割れ目内漏水量測定の試験結果から，ひび割れ幅などの関数として漏水量を説

明するものであり，処分環境システムにおける評価においては，透水性の議論の前提とし

て，割れ目の発生状態の設定が必要である。しかしながら，これには，力学場の設定が必

要であるなど長期の地層処分システムの変遷において，適切に設定することは困難であり，

前項の Project SAFE の例のように，保守的な仮定に基づく設定を行わざるを得ないのが現

状である。 

また，割れに対する自己修復については，コンクリートには特別な材料設計などをしな

くても，ひび割れが自然に閉そくする現象が起こることは古くから知られていた。これは，

未水和セメントの再水和や外部からの炭酸成分などとの反応による析出物の生成によるも
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のである（例えば，Edavardsen, 1999）。これは「自然治癒」と呼ばれるものである（五十

嵐ほか，2009）。一方，より積極的に，ひび割れの自己修復機能を持ったセメント材料が開

発されており，それらを表 4.4.1-4 にまとめる。 

これらの施工および評価での取り扱いについては，今後の課題と考える。 
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表 4.4.1-4 ひび割れ自己修復各手法のメカニズムと課題のまとめ 

 

 

 

 

 
手　　法 自己修復のメカニズム、特徴 課　　題

膨張材

・追加膨張
・水和生成物の析出

・過添加の場合の長期の寸法安定性
・水和活性が高いため、長期の性能維持が困難

膨張材と無機化合物の併用

・追加膨張
・水和生成物の析出、生成促進（刺激剤）

・長期の寸法安定性
・水和活性が高いため、長期の性能維持が困難
・造粒物ではポップアウトの懸念

フライアッシュ、高炉スラグ微粉末

・ポゾラン反応
・反応性を長期に保持できる可能性あり

・活性が低い

他の無機材料

・C-S-Hの生成（シリカコロイド、珪酸ナトリウム）
・水和物の生成促進（刺激剤）

・アルカリを利用するものはアル骨反応
・材料によっては長期の性能維持が困難
・補修型のものは構造によっては施工が困難

ポリマー

・ひび割れ内へ樹脂が移動後に硬化 ・有機物の安定性
・有機物の核種移行への影響
・ネットワークは元に樹脂があった場所が欠陥に変わる

未水和セメント

・温存されたセメント成分の再水和
・反応性を長期に保持できる可能性あり

・硬化性状（自己収縮など）

繊維

・分散と拘束によるひび割れ幅の低減
・架橋する繊維部に生成物が析出
・繊維が劣化しない限り効果は持続

・配合上の課題（富配合になりやすい）
・樹脂の安定性
・劣化生成物の核種移行への影響

バクテリア

・生物活動による炭酸カルシウムの沈殿 ・バクテリアの生存環境、時間
・有機物の核種移行への影響

4
-4

0
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（ix） 処分坑道からその他の坑道および立坑に至る移行経路の形成 

スウェーデンの処分概念（SKB, 2011）では，処分坑道（縦置きの処分孔の上部坑道）の

閉鎖にあたっては，隣接する主要坑道の閉鎖が完了するまでの期間，埋め戻し材の膨潤・

変形を制御し地下水の流入を防ぐことを主たる目的として図4.4.1-6 に示すような低pHコ

ンクリート製プラグが設置される予定である。コンクリートプラグは長期間のうちに変

質・劣化することとなるが，その間にコンクリートから溶脱する水酸基などによって埋め

戻し材が化学的に変質して止水性が低下する可能性，およびコンクリートプラグの劣化に

よって強度が低下した後に埋め戻し材が膨潤して止水性が低下する可能性について，化学-

物質移動連成解析による検討が行われている（Grandia, 2010）。解析結果は，坑道閉鎖後 10

年以内にコンクリート−埋め戻し材境界部分（コンクリート側）におけるCSH 系二次鉱物

の沈殿によって間隙が閉塞し，境界を横切る溶質の移動が抑制されるため，埋め戻し材中

で顕著な変質が生ずるのは境界から数 cm 程度の範囲内に限定されることを示している。 

 

図 4.4.1-6 スウェーデンにおけるコンクリートプラグの概念 

（SKB, 2011） 

 

また，コンクリートプラグが割れや変質によって力学的強度を失った後，埋め戻し材の

膨潤圧のためにプラグは押し込まれ，埋め戻し材の変形による密度低下が生ずる可能性が

想定される。しかしながら，埋め戻し材と坑壁との間には摩擦が存在するため，このよう

な変形は処分坑道全域に拡がるわけではなく，プラグの近傍に限定されるものと予想され

る。そこで，図 4.4.1-7 に示すようにコンクリートプラグの両側に埋め戻し材が設置され

た体系で有限要素法による力学解析が行われている（Åkesson et al., 2010）。解析の結果，

劣化後のコンクリートプラグが完全に強度を喪失するという悲観的な想定をしているにも

かかわらず，埋め戻し材の変形は端部のプラグ境界付近でも 7 cm 程度であり，境界から離

SKB TR-11-01 197

5.7.2 Reference design

Deposition tunnel plug

The main function of the deposition tunnel plug is to close the deposition tunnels, keep the backfill 

in them in place and prevent water flow past the plug until the main tunnel has been filled and water 

saturated. These plugs are especially designed with respect to the properties and function of the 

buffer and backfill. The detailed design of the plug is under development but the water tight seal 

of highly compacted bentonite will be installed into a slot deepened from the excavated tunnel 

contour with a non-damaging technique so deep that all possible flow paths caused by excavation 

disturbance are cut off.

The plug in deposition tunnels consists of several parts that in different ways will contribute to 

maintaining its functions during the curing phase, the sealing phase and the post-closure phase of 

its lifetime, see the Backfill production report. The parts of the reference plug are illustrated in 

Figure 5-22.

Other plugs

Other plugs in the repository can have different purposes and are not contributory to safety. Only 

deposition tunnel plugs are treated specifically in SR-Site.

Central area

The only function of the closure of the cavities in the central area, see Figure 5-3, is to occupy the 

space with no other design premise than to prevent substantial convergence and subsidence of the 

surrounding rock. With respect to this the reference design is to use crushed blasted rock that will 

be placed in horizontal layers and then compacted.

Figure 5-22. Schematic section of the reference design of the plug.

Watertight seal

Concrete beams

Concrete plug

Drainage

Filter

Backfill end zoneGrouting pipes
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れると埋め戻し材の変形（移動）は急激に低下する結果となった。SKB は，これらの解析

結果に基づき，プラグに最も近い位置の処分孔においても，上部坑道の止水性を損なうこ

と無く廃棄体の安全性を長期にわたって確保可能であるとしている（SKB, 2011）。 

 

 

図 4.4.1-7 プラグ劣化後の埋め戻し材の変形に関する力学解析の体系 

（SKB, 2011） 

 

プラグの施工に起因して想定される，様々な現象やその安全機能への影響については，

具体的な地質環境条件と設計仕様に基づいて，解析的な検討によってその影響を確認し，

設計・施工にフィードバックすることによって，初期の安全機能が担保される状態の蓋然

性を高めていくことが一般的なアプローチであると言える。 

 

（x） セメント系グラウト材などによる岩盤変質への影響 

高レベル放射性廃棄物などの地層処分において，地下坑道の掘削・施工時における湧水

抑制対策技術（グラウト技術）は，わが国のように岩盤の割れ目や地下水が多い地質環境

を考慮すると必要不可欠な技術であり，地層処分で想定されるような地下深部の高水圧下

で適用できることが必要である。一方，セメント系グラウト材を岩盤に注入した場合，セ

メント系グラウト材から生じた高 pH 溶液と岩盤を構成する鉱物との反応により，鉱物の

溶解・沈殿反応が生じると予想される。これに伴い，岩盤中の割れ目の開口や空隙の拡大

による透水性の増加，二次鉱物の沈殿による割れ目表面からのマトリクス拡散による遅延

効果の低下，岩盤の変質に伴う核種の収着性の低下など，核種移行評価上影響をもたらす

変化が生じる可能性があり，その影響の評価が必要である。 

セメント系グラウト材がニアフィールドの化学，水理および核種移行に及ぼす影響につ

いては，資源エネルギー庁 地層処分技術調査等事業 高レベル放射性廃棄物処分関連 地下

坑道施工技術高度化開発（平成19年度～平成24年度） （JAEA, 2008a, 2009, 2010, 2011, 2012, 

2013b）において，図 4.4.1-8 に示すように，グラウト施工によりもたらされる高 pH プル

ームの緩衝材や岩盤への影響と，それらを踏まえた核種移行評価スコープとして研究が進

めらている。 
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Table 10-10 is a compilation of the most important results of the different calculations.

According to Table 10-10, the highest resulting void ratio at the backfill/plug interface is 1.2. Since 

this is within the limits set for the backfill above a deposition hole (e < 1.22) the conclusion from 

the calculations is that the disintegration of the plug has no detrimental effect on the backfill above 

the first deposition hole and no restrictions caused by plug disintegration on the location of the first 

deposition hole are needed.

There are of course several uncertainties particularly regarding the data applicable to the plug after 

disintegration. There are also uncertainties regarding the initial density and properties of the backfill. 

However, the properties of the plug are very pessimistically set and in spite of this the results are far 

from critical for the buffer in the first deposition hole.

Figure 10-83. Schematic drawing of the model. Backfill 1 is located inside the plug and Backfill 2 outside 

/ Åkesson et al. 2010a/.

Figure 10-84. Plug1. Axial displacements of the centre nodes in Backfill 1 as a function of time. The lowest 

curve represents the contact backfill/plug and the consecutive lines represent 10 cm, 20 cm, 30 cm etc. axial 

distance from the contact / Åkesson et al. 2010a/.
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図 4.4.1-8 グラウト影響評価で対象とする事象および影響評価技術として提示する解

析ツール（モデル），データベース，評価手法，調査・分析手法 

（JAEA, 2013b） 

 

（xi）混和材に由来する高分子有機酸の核種移行への影響の検討 

(iii)項(b)においては，混和材が溶解度に及ぼす影響について情報を整理したが，本項で

は，混和材の存在によるセメントおよび鉱物への核種の収着に対する影響について，

Bradbury and Van Loon（1998）による既往研究の調査から情報を以下のように整理した。 

混和材には，ナフタレンスルホン酸系，ポリカルボン酸系などいくつかの種類が存在す

るが，いずれも高分子有機酸である。混和材の影響を調べるための試験として，Norden and 

Allard （ 1994 ）は，グルコン酸塩である Na-Gluconate(GLU) を用いて，初期の

Na-Gluconate(GLU)濃度が10
-4
 mol/l以上の条件でEuのセメントへの吸着試験を実施してお

り，GLU の存在によって分配係数が 3 桁程度低下する可能性があることを示している。た

だし，この試験では，200 日経過後には，分配係数はGLU なしの場合と同程度にまで回復

することを併せて報告している。このような時間的変動は，GLU が長期にわたって安定で

はなく，実験の途上で分解しているためと考えられる。一方，Tits et al., (1998)は，Cs, Sr, Ni, 

Eu およびTh のアモルファス状のCSH 相への吸着試験をGLU なしおよびありの条件でそ

れぞれ実施しており，GLU 濃度が 10
-4
 mol/l 以下の条件では，核種の吸着特性に顕著な影

響は生じないことを報告している。また，Glaus et al., (1995)は，100 ml のポルトランドセ

メント平衡水に様々な混和剤をそれぞれ 5g添加した条件でEuの長石に対する吸着試験を
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実施しており，Eu の吸着特性に顕著な影響が見られなかったことを示している。なお，こ

の条件におけるGLU 濃度は 0.25 mol/l 程度であると推定される。 

以上の既往の研究の結果を踏まえ，Bradbury and Van Loon（1998）は，セメント混和材

として利用される GLU が核種の吸着特性に顕著な影響は生じないものと推定している。

しかしながら，他の種類の混和材については，必ずしも十分な吸着試験が行われてはいな

いことや，前述の通り，セメントが固化した後の間隙水中に存在する混和剤の成分は原液

のものと異なり低分子量であることが知られていることなどを考慮して，収着への影響の

観点からも，引き続き，研究を進めることが重要と考えられる。 
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（2） 影響評価解析 

前節では，セメント系材料による安全機能への影響可能性について既往の研究をまとめ，

情報を整理した。前節で着目した現象の中から，本節では，坑道支保にセメント系材料が

利用された場合の，緩衝材変質の影響に加え，支保領域の変化とそこでの物質移行につい

て，モデルやパラメータに含まれる不確実性（特に，二次鉱物による間隙閉塞と物質移動

抑制の継続性など）を考えた影響評価解析を行った。 

 

本節では，以下の観点からその不確実性を考慮した影響評価解析を行った。 

① セメント影響による安全機能低下の可能性およびその程度についての現象解析 

② セメント影響によるニアフィールド環境変化が核種移行及ぼす影響についての性能

評価解析 

これら 2 つのグループの解析モデル群について，それぞれ，基本的な特徴を以下のよう

に整理することができる。 

 

① セメント影響による安全機能低下の可能性およびその程度についての現象解析モデル 

2012 年度の共同研究（黒澤ほか，2013）においては，セメント系材料による支保の影響

として，緩衝材の変質およびオーバーパック近傍での pH の変化に着目したが，本解析で

は，コンクリート製坑道支保の溶脱挙動を，緩衝材中のモンモリロナイトの溶解・変質の

要因となるアルカリプルームのソースであると同時に，緩衝材中の核種移行の外側境界条

件を規定する坑道支保自身の物質移行特性の変化として着目する。 

そこで，坑道支保の割れ目を考えることとする。割れ目の無い部分については，2012 年

度の研究（黒澤ほか，2013）と同様の一次元モデルで拡散場におけるセメント−ベントナ

イト相互作用を解析する。これに加えて，割れ目近傍では，割れ目内での地下水による移

流と隣接したコンクリートマトリクス内での拡散・反応の双方を考えた二重空隙媒体モデ

ルを用いた解析により，割れ目の周囲にどの程度の溶脱領域が生ずる可能性があるかを把

握する。 

 

② セメント反応によるニアフィールド環境変化が核種移行及ぼす影響についての性能評

価解析モデル 

セメント反応によるニアフィールド環境変化が核種移行及ぼす影響についての性能評価

解析のためには，ニアフィールド岩盤中の割れ目ネットワークを考慮した三次元不均質場

における地下水流動・核種移行解析モデル（Partridge）を用いることとする。このモデル

において，前段で行う現象解析結果に基づく緩衝材および坑道支保のより現実的な変質・

劣化状況を考慮した場合の解析や，モデルやデータの不確実性を考慮して緩衝材の止水性

低下や坑道支保の劣化といった仮想的な状況を考慮した解析を行い，結果を従来の評価と
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比較することにより， 

・人工バリア変質をより現実的に表現した場合の安全機能の変化の影響 

・モデルやデータの不確実性を考慮して緩衝材の止水性低下や坑道支保の劣化といった

極端な状況を敢えて想定した場合の多重バリアシステムの頑健性を定量的に示すこ

とを目指す。 

 

以上の基本的な考え方に従い，セメント影響についての現象解析，およびセメント影響

によるニアフィールド環境変化が核種移行に及ぼす影響についての性能評価解析を行った

結果を以下にまとめる。 

  

（i）セメント影響についての現象解析 

 解析には，汎用性のある連成解析ツールであるQPAC（Maul et al., 2008）を用いた。 

 

a)解析モデル 

図 4.4.1-9 は，コンクリート製坑道支保の溶脱およびこれに伴う緩衝材変質についての解

析モデルを示す。 

坑道支保のうち割れ目の無い部分については，一次元モデルで拡散場におけるセメント

−ベントナイト相互作用を解析する。ただし，コンクリート支保外側でのセメントの溶脱

の現象をより適切に表現するために，内側の緩衝材との境界と同様に解像度の高いメッシ

ュを用いることとした。また，支保内の割れ目および割れ目近傍については，割れ目内で

の地下水による移流と隣接したコンクリートマトリクス内での拡散・反応の双方を考えた

二重空隙媒体モデルを用いた解析により，割れ目の周囲にどの程度の溶脱領域が生ずる可

能性があるかを把握することとする。 
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図 4.4.1-9 セメント影響による緩衝材の変質および割れ目を有する坑道支保の劣化についての現象解析モデル（概念図） 

(メッシュの切り方は模式的なものでその分割数や縦横の比は実際とは異なる） 

2
.2

2
m

 

支保の厚さ 0.1m 

3
.5

6
m

 

0.14m 

割れ目内の地下流れ 

（坑道支支保領域半周分の長さ） 
割れ目からコンクリート 

マトリクス方向への拡散 

（坑道に沿った方向への移動） 

4
-4

7
 



 

4-48 

(b)解析体系詳細 

1) 坑道支保健全部における解析体系 

坑道支保の健全部については一次元反応輸送モデルを用い，図 4.4.1-10 に示す解析体系

とする。このモデルでは，液相化学種の移動は拡散によって起こるとし，25℃，１気圧と

する。左端では濃度勾配ゼロ，右端では地下水と接し地下水水質一定の境界条件を設定す

る。メッシュの切り方は境界部で細かく，境界部から離れるにつれて幅が広くなるように

設定する。具体的なメッシュの切り方と大きさは表 4.4.1-5 に示す。 

 

 

図 4.4.1-10 坑道支保健全部の解析体系 

（図は模式的なもので縦横の比は実際とは異なる） 

 

表 4.4.1-5 坑道支保健全部の解析体系におけるメッシュの設定 

 メッシュ No.  メッシュサイズ [m]  

緩
衝
材
（
ベ
ン
ト
ナ
イ
ト
） 

1 0.005 

2 0.01026 

3 0.021051  

4 0.043195 

5 0.088632 

6 0.181863 

7 0.181863 

8 0.088632 

9 0.043195 

10 0.021051 

11 0.01026 

12 0.005 

支
保 

（
コ
ン
ク
リ
ー
ト
） 

13 0.005 

14 0.012707 

15 0.032293 

16 0.032293 

17 0.012707 

18 0.005 

 

緩衝材 坑道支保

１ｍ

0.7m 0.1m
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2) 坑道支保内割れ目近傍における解析体系 

割れ目近傍の解析には，割れ目内の移流とコンクリートマトリクス深さ方向の拡散を考

慮した二重空隙媒体モデルを用いる。割れ目に沿った方向の長さは坑道半周分の長さ

（2.22m + 0.05m）× 3.14/2 ≒  3.56m（図 4.4.1-9 参照）とし，それと垂直なコンクリー

トマトリクス深さ方向の長さは 0.14m とする。メッシュの切り方に関しては，割れ目に沿

った方向には 0.089m 刻みで 40 メッシュ，コンクリートマトリクス深さ方向には割れ目表

面から順に 0.005m，0.005m，0.01m，0.02m，0.05m，0.05m の刻み幅でメッシュを切る。

また，割れ目の表面では濃度一定の境界条件，割れ目と反対側の面では反射境界条件をそ

れぞれ設定する。 

 

(c) 解析条件 

1) 各材料の仕様 

・緩衝材（ベントナイト） 

緩衝材の仕様およびベントナイトの鉱物組成については表4.4.1-6および表4.4.1-7 に示

すとおり，第 2 次 TRU レポートにおける設定に従うものとする。なお，モンモリロナイ

トは Na 型，Ca 型，K 型，Mg 型が存在するものとし，それぞれの比は初期の交換性イオ

ン組成の比とする（表 4.4.1-8）。 

 

表 4.4.1-6 緩衝材の仕様 

パラメータ 設定値 単位 

乾燥密度 1.6×103 kg/m3 

ベントナイト配合率 70 wt% 

ケイ砂配合率 30 wt% 

空隙率 0.4 - 

 

表 4.4.1-7 ベントナイトの鉱物組成 

鉱物名 重量比(wt%) 

モンモリロナイト 48.0  

クォーツ 0.6  

カルセドニ 38.0  

プラジオクレース 4.7  

カルサイト 2.4  

ドロマイト 2.4  

アナルサイム 3.3  

パイライト 0.6  

空隙率(体積比) 0.4 
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表 4.4.1-8 モンモリロナイト中のイオン交換サイトの初期組成 

イオン型 

（Z:交換サイト） 
当量分率 

ZNa 0.855 

ZX 0.010 

Z2Mg 0.0.12 

Z2Ca 0.123 

 

クォーツとケイ砂については，解析においてはカルセドニとして扱い，プラジオクレー

ス，アナルサイム，パイライトは考慮せず，不活性であるとして扱うことにする。ベント

ナイトの鉱物組成（表 4.4.1-7）から，これらの仮定に基づき設定した，解析における初期

鉱物組成を表 4.4.1-9 に示す。モンモリロナイトのイオン交換については第 2 次 TRU レポ

ートの設定のとおりとし，イオン交換反応選択係数は表 4.4.1-10 に示すとおりとする。 

 

表 4.4.1-9 ベントナイトの初期組成（降水系） 

鉱物名 
ベントナイト ケイ砂 密度 mol質量 mol体積 初期濃度 

wt% wt% (g/cm3) (g/mol) (cc/mol) (mol/m3) 

モンモリロナイト 48.0  0  2.70  367.017  135.932  1464.850  

カルセドニ(クオーツ含む) 0.6  100  2.65  60.084  22.673  7081.531  

カルセドニ(ケイ砂を 

カルセドニとして換算) 
38.0  0  2.59  60.084  23.199  7986.689  

カルサイト 2.4  0  2.71  100.087  36.932  268.5315  

inert 鉱物 11.0  0  － － － － 

（注）網掛けの部分が解析の入力値となる。 

 

表 4.4.1-10 モンモリロナイトのイオン交換反応選択係数 

  
イオン交換反応選択係数 

logK 

2ZNa-Z2Ca 0.69 

ZNa-ZK 0.42 

2ZNa-Z2Mg 0.67 

ZNa-ZH 1.88 

 

・坑道支保（コンクリート） 

坑道支保のコンクリートは第 2 次 TRU レポートにおけるセメントモルタルと同等のも

のを想定する。セメントの種類は普通ポルトランドセメント（OPC）（以下，OPC という）

とし，化学組成（セメント協会製研究用 OPC）を表 4.4.1-11 に示す。この値を基に OPC

の鉱物組成をHonda et al., (2009)に従って計算したものが表 4.4.1-12 である。 
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表 4.4.1-11 OPCの化学成分（単位wt%） 

 ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O 

OPC 0.73 21.57 5.3 2.76 64.3 1.95 1.95 0.26 0.46 

 

表 4.4.1-12 OPCの初期水和物量 

鉱物 
初期水和物量 

(mol/dm3) 

C-S-H (1.7) 1.71  

Portlandite 1.08  

Ettringite 2.27×10-2  

Brucite 1.35×10-1  

Hydrogarnet 4.51×10-2  

鉄型Hydrogarnet* 4.84×10-2  

NaOH 2.35×10-2  

KOH 2.73×10-2 

空隙率 0.190  
 

＊反応系にFeを考慮していないため， 

解析では不活性として取り扱う。 
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・地下水の組成 

本解析では地下水は，第２次取りまとめ（JNC，1999）における FRHP 地下水（Yui et al., 

1999）を用いる。地下水組成を 表 4.4.1-13 に示す。 

 

表 4.4.1-13 地下水組成 

pH 8.46 

Na 3.5510
-3
 

K 6.1510
-5
 

Mg 5.0010
-5
 

Ca 1.0910
-4
 

Al 3.4310
-7
 

Si 3.3910
-4
 

Cl 1.4610
-5
 

C 3.5410
-3
 

S 1.1110
-4
 

・緩衝材間隙水組成 

緩衝材の初期間隙水組成については，第２次取りまとめ（JNC，1999）の値を用いる。

表 4.4.1-14 に組成を示す。 

 

表 4.4.1-14 緩衝材の初期間隙水組成 

pH 8.4 

Al 3.4E-07 

C 1.6E-02 

Ca 5.3E-05 

Cl 1.5E-05 

K 1.2E-04 

Mg 4.2E-06 

Na 2.8E-02 

S 1.1E-04 

Si 3.4E-04 
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・坑道支保（コンクリート）間隙水 

表 4.4.1-15 にセメントの鉱物組成（表 4.4.1-12）と地下水の組成（表 4.4.1-13）を基に初

期間隙水組成を PHREEQC によって計算した値を示す。チャージバランスはセメントと相

互作用させる前の地下水の状態でCl
-
 によって調整する。温度は 25℃とする。 

 

表 4.4.1-15 コンクリートの初期間隙水組成（セメントはOPC） 

地下水 
FRHP(pH=8.46) 

(mol/kg) 

pH 13.335 

Al 1.22E-05 

C 2.15E-04 

Ca 1.34E-03 

Cl 1.47E-05 

K 2.03E-01 

Mg 1.54E-09 

Na 1.78E-01 

S 2.73E-02 

Si 2.62E-05 

 

 

(d) CSH 固溶体および鉱物の溶解・沈殿の扱い 

1) CSH 固溶体の溶解・沈殿モデル 

坑道支保コンクリートに含まれるカルシウムシリケート水和物（CSH 固溶体）溶解・沈

殿は杉山モデル（杉山ほか，2001）を適用する。表 4.4.1-16 にC/S 比の関数として与えら

れる杉山モデルによる溶解平衡定数の式を示す。なお，この際，Ca(OH)2 と SiO2 の溶解

平衡定数は，JNC-TDB. TRU（Arthur et al., 2005）を用いることとした。 
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表 4.4.1-16 杉山モデルによるCSHの平衡定数 
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2) モンモリロナイトの溶解速度式 

 モンモリロナイトの溶解速度式は以下の２通りの設定で解析を行う。 

・Sato-Cama モデル（Sato et al., 2004） 
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ここで，Rateはモンモリロナイトの溶解速度(mol/s)， minA は鉱物の反応表面積（m2），Tは絶対温度(K)，Rは気

体定数(kJ/mol)， rG はギブス自由エネルギー(J/mol)である。ただし，本解析では温度は 25℃で一定としている。 

 

・小田モデル（pH 依存性を考慮）（小田ほか，2013） 

モンモリロナイトの溶解・沈殿は以下の pH 依存性を持った溶解速度式に従うものとす

る。ただし，本解析では温度は 25℃で一定としている。 
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ここで，Rate はモンモリロナイトの溶解速度(mol/s)， 0k は速度定数，T は絶対温度（K）， 

Rは気体定数（kJ/mol）， rG はギブスの自由エネルギー(J/mol)である。 

  

(4.4.1-4) 

(4.4.1-5) 
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3) カルセドニ（玉髄）の溶解速度式 

カルセドニの溶解・沈殿は以下の Plettinck の溶解速度式（Plettinck et al., 1994）に従うも

のとする。 

  










 110

52.0

H

5.14

K

Q
aRate                        

ここで，Rate はモンモリロナイトの溶解速度(mol/s)， H
a はH

+の活量，Qはカルセドニ

の活量，K はカルセドニの溶解平衡定数である。カルセドニは直径 10 ㎛であると仮定し，

比表面積は 0.23(m
2
/g)として溶解・沈殿の速度を求めることとする。 

 

その他の鉱物の溶解・沈殿 

上記 1)，2)，3) 以外の鉱物については瞬時平衡にあると仮定して解析を行う。 

 

(e) 物質移動に関するパラメータ 

変質したコンクリートおよび緩衝材（ベントナイト）では空隙率の変化により物質移動

特性が変化するものと考えられる。各メッシュにおける各時刻での空隙率は，初期鉱物お

よび二次鉱物それぞれの濃度とモル体積から算出することとし，ここでは，第 2 次 TRU

レポートに従い Mihara and Sasaki(2005)の関係式により実効拡散係数を計算する。表

4.4.1-17 に空隙率と実効拡散係数の関係を，表 4.4.1-18 に初期の空隙率と実効拡散係数を

示す。 

 

表 4.4.1-17 コンクリートおよびベントナイト中の物質移動特性の変質程度依存性

（25℃） 

実効拡散係数 (m
2
/s) コンクリート 2.27*10

-9
*ε

3.05
,  ε：空隙率 

ベントナイト 2.27*10
-9
*ε

n
, n=2.22fs

0.13 
+1,   

fs：スメクタイト含有率 

 

表 4.4.1-18 初期の空隙率および実効拡散係数の値 

 初期空隙率 初期実効拡散係数 (m
2
/s) 

コンクリート 0.19 1.43×10
-11

 

ベントナイト 0.40 1.43×10
-10

 

 

  

(4.4.1-6) 
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(f) 考慮する鉱物 

 セメントの溶解・変質に伴う初期水和物と二次鉱物を表 4.4.1-19 に示す。 

 

表 4.4.1-19 セメントの溶解・変質に伴う初期水和物と二次鉱物 

初期水和物 二次鉱物 

Ca(OH)2(ポルトランダイト) C3ASH4 

SiO2(CSH) C4AH13 

Ca(OH)2(CSH) C4AH19 

C3AH6 (ハイドロガーネット) C2ASH8(ゲーレナイト水和物) 

C6As3H32(エトリンガイト) カオリナイト 

MH(ブルーサイト) パイロフィライト 

 

セピオライト 

 

フリーデル氏塩 

  モノサルフェート 

  カルサイト 

  MH(ブルーサイト) 

  アナルサイム 

  ローモンタイト 

  ハイドロタルサイト 

    

緩衝材中のベントナイトの溶解・変質に伴い生成する可能性のある二次鉱物としては，

第 2 次 TRU レポートに従い下表に示すものを想定する（表 4.4.1-20）。ただし，CSH 化合

物に関しては CSH ゲルとして沈殿するとし，結晶性 CSH（トバモライト，ジェナイト，

アフィライト）は考慮しない。 
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表 4.4.1-20 ベントナイトの溶解・変質に伴い生成する二次鉱物 

アルミノケイ酸塩，ケイ酸塩，アルミン酸塩 

条件 
主な鉱物 

準安定相 安定相 

アルミノ珪酸塩，珪酸塩，アルミン酸塩 

K-(Na，Ca，Mg-)Al-Si-H2O系 フィリップサイト(K+Na>Ca) イライト 

    カリ長石 

Na-(K-)Ca-Al-Si-H2O系 フィリップサイト(Na，K，Ca) アナルサイム(Na) 

 

クリノタイロライト(Ca，Na，K) ローモンタイト(Ca) 

 

ヒューランダイト(Ca>Na+K) 

 Ca-(Al-)Si-H2O系 C-S-Hゲル 

   C3ASH4 

 Ca-Al-(SO4,Cl)-H2O系 エトリンガイト 

 

 

モノサルフェート 

 

 

フリーデル氏塩 

 Mg-Al-CO3-H2O系 ハイドロタルサイト   

Mg-Si-H2O系 セピオライト   

水酸化物，炭酸塩など   

 Ca，Mg-OH系 ポルトランダイト 

   ブルーサイト 

 Ca，Mg-CO3系 カルサイト 

   ドロマイト 
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(g) 熱力学データベース 

本解析では JAEA 作成の熱力学データベース（バージョン 050700g0.tdb (JAEA,2005)）を

使用する。 

 

(h) 解析ケース 

・坑道支保健全部 

坑道支保健全部のベントナイトとコンクリートが共存する系の解析では表 4.4.1-21 に示

すモンモリロナイト溶解モデルを変えた２通りの解析ケースを設定する。Case1 ではモン

モリロナイトの溶解・沈殿を Sato-Cama モデル（4.4.1-5）で扱い，Case2 では小田モデル

（4.4.1-6）で扱うことにする。 

 

表 4.4.1-21 坑道支保健全部の解析のための解析ケース 

解析 

ケース 

セメント 

材質 

物質 

移動場 

地下水 

水質 

CSH の 

溶解モデル 

モンモリロナイト 

溶解モデル 

Case1 OPC 拡散場 FRHP 杉山モデル Sato-Cama 

Case2 OPC 拡散場 FRHP 杉山モデル 
Oda モデル 

（pH 依存性考慮） 

※網掛けの項目が２ケース間での相違点 

 

・坑道支保内割れ目近傍 

坑道支保内割れ目近傍の解析では，表 4.4.1-22 に示す地下水流速を変えた２通りの解析

を行う。すべての解析ケースで割れ目は坑道に沿った方向に解析体系を貫通する割れ目で，

その開口幅は 0.3mm の単一の割れ目を考え，交差はないとする。 

 

表 4.4.1-22 坑道支保内割れ目近傍の解析のための解析ケース 

解析 

ケース 

セメン

ト材質 
物質移動場 

地下水 

流速 

開口幅
[mm] 

CSH の 

溶解モデル 

地下水 

水質 

Case 

O-1 
OPC 

割れ目：移流場 

コンクリート：拡散場 
10 m/y 0.3 杉山モデル FRHP 

Case 

O-2 
OPC 

割れ目：移流場 

コンクリート：拡散場 
1000m/y 0.3 杉山モデル FRHP 

※網掛けの項目がケース間での相違点 
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(i) 解析結果 

●坑道支保健全部 

以下では解析ケースごとに，坑道支保健全部に対する解析結果を示す。 

Case1 

表 4.4.1-21 中に示したCase1 の解析結果を以下に示す。図 4.4.1-11 は pH の空間分布と時

間変化をプロットしたもの，図 4.4.1-12 は体積組成の時間変化を示したもの，図 4.4.1-13

と図 4.4.1-14 はそれぞれ緩衝材とセメントの境界部分の体積組成とセメント部分の体積組

成を拡大して示したものである。 

 

 

図 4.4.1-11 Case1におけるpHの分布と変遷 

 

 

 

 

 

 

 

  

経過時間(year) 

pH
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図 4.4.1-12 Case1における体積組成の変遷 

 

 

 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-13 Case1における緩衝材-セメント境界部の体積組成の変遷 

（凡例は図 4.4.1-12 と同じ） 

 

  

年後 年後 

年後 年後 
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図 4.4.1-14 Case1におけるセメント部分の体積組成の変遷 

（凡例は図 4.4.1-12 と同じ） 

 

  

年後 年後 

年後 年後 
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Case2 

Case2 の解析結果を以下に示す。図 4.4.1-14 は pH の空間分布と時間変化をプロットした

もの，図 4.4.1-15 は体積組成の時間変化を示したもの，図 4.4.1-16 と図 4.4.1-17 はそれぞ

れ緩衝材とセメントの境界部分の体積組成とセメント部分の体積組成を拡大して示したも

のである。 

 

 

 

図 4.4.1-15 Case2におけるpHの分布と変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経過時間(year) 



 

4-65 

 

 

 
 

図 4.4.1-16 Case2 における体積組成の変遷 

 

 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-17 Case2におけるセメントと緩衝材の境界部の体積組成変遷 

(凡例は図4.4.1-16と同じ） 

 

年後 

年後 年後 

年後 



 

4-67 

図 4.4.1-18 Case2 におけるセメント部分の体積組成（凡例は図 4.4.1-16 と同じ） 

年後 

年後 

年後 

年後 

年後 
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 Case1 とCase2 に共通して坑道支保健全部では，図 4.4.1-11 と図 4.4.1-15 によると 10 年

後までの間に坑道支保外側境界から 3cm ほどの部分を除いて pH は 12.5 で一様になる。こ

のことは，図 4.4.1-14 と図 4.4.1-18 によって確認できるように，支保中心部のセメントは

高いCa/Si 比を保っていることにより，Ca(OH)2 の平衡に支配されているためと考えられ

る。また，図 4.4.1-14 と図 4.4.1-18 の支保外側（地下水との接触部分）には，カルサイト

が沈殿し，拡散による外側との物質移行が時間の経過とともに抑制されるようになること

がわかる。この条件では５万年経過時点でも坑道支保の境界以外でのコンクリートの溶脱

はわずかであり，空隙率もカルサイトの沈殿している部分を除いて数%上昇程度である。

両ケースを比較した考察は(j)節で述べる。 

 

●坑道支保内割れ目近傍 

以下では解析ケースごとに坑道支保内割れ目近傍の解析結果を示す。 

割れ目近傍の解析ではコンクリートマトリクス部分は深さ方向に６分割されているが，

割れ目に接しているメッシュから順に第１メッシュ，第２メッシュ，・・・，第６メッシュ

と呼ぶことにする。 

 

Case O-1 

表 4.4.1-22 中に示した解析ケースCase O-1 について，図 4.4.1-19 から図 4.4.1-25 に pH 分

布の時間変化，図 4.4.1-26 から図 4.4.1-31 に体積組成の時間変化を示す。体積組成の変化

は 10 年，1,000 年，10,000 年，50,000 年のものを示した。なお，図の縦軸は，未反応と仮

定しているコンクリート中の骨材以外の部分を拡大して示している。 

 割れ目内の pH の分布（図 4.4.1-19）は，初期の pH13.5 から，100 年後までに pH12.4

程度でほぼ一様となり，その後，地下水が流入する側から徐々に pH が低下し，30,000 年

後までの間に pH8.5～9.0 程度となる。図 4.4.1-20 から図 4.4.1-25 によると第１メッシュか

ら第６メッシュのいずれにおいても，100 年後までに pH は 12.4 程度まで低下する。また，

第１メッシュについては，30,000 年後までの間に地下水が流入する側から，さらに徐々に

pH が低下し，pH12.2 程度で一定となる。 

体積組成の変化については，第１メッシュ（図 4.4.1-26）では，図 4.4.1-20 で認められる

pH が 12.4 から 12.2 へ遷移するのと同様なタイミングで，地下水が流入する側から徐々に

大量のカルサイトが沈殿し，50,000 年以前の段階で第１メッシュの全体にわたって間隙が

ほぼ閉塞しており，コンクリートマトリクス中での化学反応が抑制されていると考えられ

る。しかしながら，50,000 年時点において，マトリクス中におけるわずかセメントの溶脱

は第６メッシュまで認められ，4％程度の空隙率が増加する結果となっている。 
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図 4.4.1-19 Case O-1におけるpHの分布と変遷（割れ目内） 

 

 

図 4.4.1-20 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第１メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-21 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第２メッシュ） 

 

 

図 4.4.1-22 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第３メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-23 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第４メッシュ） 

 

 

図 4.4.1-24 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第５メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-25 Case O-1におけるpHの分布と変遷（第６メッシュ） 

  

経過時間(year) 
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図 4.4.1-26 Case O-1 における体積組成の変遷(第１メッシュ） 

 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-27 Case O-1 における体積組成の変遷(第２メッシュ) 

 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-28 Case O-1における体積組成の変遷(第３メッシュ) 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-29 Case O-1 における体積組成の変遷(第４メッシュ) 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-30 Case O-1における体積組成の変遷(第５メッシュ) 

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-31 Case O-1 における体積組成の変遷(第６メッシュ) 

年後 

年後 

年後 

年後 
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Case O-2 

解析ケースCase O-2について，図4.4.1-32から図4.4.1-38にpH分布の時間変化，図4.4.1-39

から図 4.4.1-44 に体積組成の時間変化を示す。体積組成の表示は，Case O-1 と同様である。 

 割れ目内の pH の分布の変化の傾向（図 4.4.1-32）は，Case O-1 と同様に，一度 pH12.4

程度に低下した後，地下水が流入する側から，さらに徐々に pH が低下し，全体が pH8.5

程度まで低下する。ただし，割れ目内の地下水流速がCase O-1 よりも 100 倍大きな設定と

なっていることから，この変化に要する時間が短く，10 年において，地下水が流入する側

では，pH12.4 からさらなる pH の低下が起きており，1,000 年までに，ほぼ全領域にわたっ

て pH8.6～pH9.0 程度となっている。第１メッシュから第３メッシュでは，1,000 年までの

解析で，pH のふらつきが認められるが（図 4.4.1-33～図 4.4.1-35），1,000 年以降，第１メ

ッシュでは全領域にわたって pH 12.1，第２メッシュから第６メッシュでは pH は 12.4 でほ

ぼ安定している。 

体積組成の解析結果では，第１メッシュにおいては，比較的早い段階から地下水が流入

する側から徐々に，セメントの溶脱とカルサイトの沈殿が見られ，1,000 年において全領域

で大量にカルサイトが沈殿し，空隙率が低下し，コンクリートマトリクス中での化学反応

が抑制されていると考えられる。このため，コンクリートマトリクス中のセメント溶脱は

進展しておらず，第５メッシュまでにわずかな空隙率の増加が認められるが，第６メッシ

ュでは変化が認められない。 

 

図 4.4.1-32 Case O-2におけるpHの分布と変遷（割れ目内） 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-33 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第１メッシュ） 

 

 

図 4.4.1-34 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第２メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-35 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第３メッシュ） 

 

図 4.4.1-36 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第４メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-37 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第５メッシュ） 

 

図 4.4.1-38 Case O-2におけるpHの分布と変遷（第６メッシュ） 

経過時間(year) 

経過時間(year) 
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図 4.4.1-39 Case O-2における体積組成の変遷(第１メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-40 Case O-2における体積組成の変遷(第２メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-41 Case O-2における体積組成の変遷(第３メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 



 

4-86 

 

 

図 4.4.1-42 Case O-2における体積組成の変遷(第４メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-43 Case O-2における体積組成の変遷(第５メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 
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図 4.4.1-44 Case O-2における体積組成の変遷(第６メッシュ)  

年後 

年後 

年後 

年後 
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(j) 結果のまとめと考察 

坑道支保健全部の解析では，pH の時間変化をみると，図 4.4.1-11 と図 4.4.1-15 に示した

ようにセメント部分では初期状態 pH=13.5 であったものがおよそ 10 年後までには緩衝材

あるいは岩盤との境界付近を除き pH=12.4 程度で一定値となる。緩衝材部分ではセメント

の境界部でおよそ 100 年後までは pH は増加し，その後再び低下して Sato-Cama モデルを

用いたCase1では pH=10程度，小田モデルを用いたCase2では pH=9.4程度で一様となる。 

 固相の変化については，図 4.4.1-12 から図 4.4.1-14 と図 4.4.1-16 から図 4.4.1-18 で示され

ているように，いずれのCase においても，緩衝材部分で変質が起こるのはコンクリートと

の境界部から数 cm 程度の範囲であり，1,000 年以降緩衝材の変質はほとんど進行していな

い。セメント部分については，全領域でわずかな鉱物組成の変化が認められるが，顕著な

のは両端の境界部であり，1,000 年後～10,000 年後の間に緩衝材とセメントの境界付近，坑

道支保の外側境界付近両方で空隙率が著しく低下し，閉塞が起こる。上述のように変質が

進行しないのはこの境界部分のセメント側で発生する閉塞によって，緩衝材とセメントの

間，あるいは地下水とセメントの間で物質の移動が抑制されることによって反応が抑制さ

れるためと考えられる。 

Case1 とCase2 でモンモリロナイトの溶解速度式を変えた解析（Case1 では Sato-Cama モ

デル，Case2 では小田モデルを使用）を行ったが，それらの結果を比較すると pH 分布（図

4.4.1-11 と図 4.4.1-15）に関しては Case2 の方が閉塞後の緩衝材の pH が低くなることが分

かる，体積組成（図 4.4.1-12～14 と図 4.4.1-16～18）に関しては，Case2 の方が緩衝材とセ

メントの境界部の緩衝材側の沈殿がわずかに速く進行するが，カルサイトの沈殿は少ない

ことがわかる。 

坑道支保の割れ目とその近傍に着目した解析結果では，割れ目内の pH の分布は図

4.4.1-19，図 4.4.1-32 に示したように初期の間隙水組成におけるおよそ pH=13.5 から pH=8.5

まで低下し一様となるが，pH が一様となるまでの期間は割れ目内の地下水の流速が速いほ

ど短くなる。このことは例えば，Case O-1（図 4.4.1-19）では 1,000 年から 30,000 年の間に

pH 変化のフロントが割れ目内の上流側から下流側へ移動しているのに対し，Case O-2（図

4.4.1-32）では，1,000 年まで間に pH 変化のフロント下流側に到達していることからもわ

かる。 

割れ目近傍のセメント領域の体積組成に関しては，Case O-1（図 4.4.1-26），Case O-2（図

4.4.1-39）で見られるように，全てのケースにおいて第１メッシュでカルサイトが大量に沈

殿し閉塞に至る。また，地下水流速の遅いCase O-1 では，割れ目内地下水流の上流側から

偏って沈殿が生じ，年数の経過とともにカルサイトの沈殿が下流側にも及ぶようになるの

に対し，Case O-2 では，比較的短い時間（1,000 年）までにほぼ一様にカルサイトの沈殿が

生じている。これは，地下水の流れが速い方が，セメントの割れ目表面により多くの地下

水が供給され，反応が促進されるためと考えられる。 

なお，セメントの固相に変化が認められる割れ目からの深さについては，Case O-1 では
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第６メッシュ（割れ目から 9～14cm）においてもわずかなセメント溶脱と空隙率の増加が

認められるが，Case O-2 においては，ほとんど変化が認められなかった。これらの本解析

結果からは，コンクリート支保の割れ目近傍のコンクリートの劣化は割れ目から 10cm 程

度と考えることができる。 

 

以上から，本解析の結果としては，セメント影響を考慮した核種移行場の状態設定とし

て，以下のように想定する。 

 

・緩衝材については，コンクリート支保から供給される Ca が境界部での二次鉱物生成

によって消費されるとともに，境界付近の支保側での間隙閉塞により物質移動が抑制

されるため，境界直近の数 cm を除き緩衝材はほぼ全域において初期の鉱物組成を保

ち，また，Ca 型への置換も少ない。 

・コンクリート支保については，割れ目近傍以外の部分においては，その組成変化は緩

衝材および岩盤との境界面の近傍に限られる。また，割れ目を考慮した場合には，割

れ目の両側約 10cm 付近まで溶脱が見られるが，それ以上割れ目からはなれた場所で

は，変質はほとんど認められない。 

 

（ⅱ）セメント反応によるニアフィールドの環境変化が核種移行に及ぼす影響についての

性能評価解析 

前述のとおり，本節での性能評価解析では，ニアフィールド岩盤中の割れ目ネットワー

クを考慮した三次元不均質場における地下水流動・核種移行解析モデル（Partridge : Particle 

tracking in deep geological environment）（Wakasugi et al., 2008）を用いることとする。 

ここでは，前節の現象解析結果に基づく緩衝材および坑道支保の変質・劣化状況を考慮

した場合の解析に加え，モデルやデータの不確実性を考慮して緩衝材の止水性低下や坑道

支保の劣化といった現象解析の結果を上回る保守的な仮想的状況を考慮した解析を行い，

それらの結果を，支保を考慮しない従来の評価と比較することにより， 

 

・人工バリア変質をより現実的に表現した場合の安全機能の変化 

・モデルやデータの不確実性を考慮して緩衝材の止水性低下や坑道支保の劣化といった極

端な状況を敢えて想定した場合の多重バリアシステムの頑健性を定量的に示すことを目

指す。 
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(a) 解析ケースの設定 

 緩衝材および支保領域については，以下の３つのケースを想定した解析を実施する。 

・レファレンスケース： 

－緩衝材は安全評価期間を通じて止水性を保持し，人工バリア内の核種移行は拡散に

よってのみ生ずる。 

－坑道支保については，コンクリートの溶脱によって劣化することを想定し長期にわ

たる安全機能は期待しない。一方，劣化後の坑道支保の透水性の上昇に関しては，

周囲に位置する坑道掘削影響領域（EDZ）において健全な岩盤よりも高い透水性を

仮定することで代表する（支保劣化部分を EDZ の一部とする）と考える。 

 

・代替ケース 1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース)： 

－緩衝材は安全評価期間を通じて止水性を保持し，人工バリア内の核種移行は拡散に

よってのみ生ずる。 

－坑道支保については，前節の現象解析の結果を踏まえ，割れ目近傍の局所的な透水

性上昇のみを仮定する。 

・代替ケース 2（モデルやデータの不確実性を考慮して緩衝材の止水性低下や坑道支保

の劣化といった極端な状況を敢えて想定したケース）： 

－緩衝材の変質等により，緩衝材の止水性が低下する。 

－坑道支保については，上記のレファレンスケースと同様に劣化による卓越した移行

経路の形成を考慮する。 

 



 

4-92 

 

 

図 4.4.1-45 セメント影響を考慮した核種移行解析ケースの概念 
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(b) 解析条件 

1) 緩衝材の透水係数 

リファレンスケースおよび代替ケース 1 では，緩衝材の特性は初期条件が継続すると仮

定し，透水係数は 10
-12

 m/s とする。一方，緩衝材の劣化を保守的に想定する代替ケース 2

では，前節で述べた解析結果や 2012 年度に実施した解析（黒澤ほか，2013）に加え，これ

までにNUMO によって行われた変質劣化解析（Ueda et al., 2007）の例を踏まえ，次のよう

な極端な仮定を置くこととした。 

・Ueda et al., (2007)の変質劣化解析結果における緩衝材中の有効ベントナイト密度の変化

の下限値を参考として，有効ベントナイト密度が最大 75％程度まで低下するものと想

定する。 

・同事例に基づき，Na型モンモリロナイトのCa型化が顕著に進展するものと仮定する。 

・Ca 型化が進み，有効ベントナイト密度が低下した状態（有効ベントナイト乾燥密度が

1.0 g/cm
3を程度）を想定に対し，前田ほか（1998）の透水試験結果（図 4.4.1-3 参照）

に基づき，10
-8
 m/s とする。 

 

2) 坑道支保の透水係数 

支保の透水係数は，第 2 次 TRU レポートの設定を参照し，以下の設定とした。健全時

の支保に対しては，セメントモルタルにひび割れの無い場合の設定値 5×10
-11

m/s を設定。

劣化時の坑道支保については，セメントの溶脱および割れなどにより止水性を完全に喪失

した状態として，セメントペーストが溶出したセメントモルタルの設定である 10
-5
 m/s を

設定し，多孔質連続体として振る舞うものとした。各解析ケースのモデル概念との関係を

整理すると，以下のようになる。 

・代替ケース 1：現象解析結果を踏まえて，坑道軸方向と直交する割れ目の両側にそれ

ぞれ幅 10 cm にわたって坑道支保が劣化し，その他の部位は健全であると仮定する。 

・代替ケース 2：坑道支保の全体が一様に劣化するものと仮定する。 

なお，リファレンスケースでは、坑道支保は陽にはモデル化せず，坑道掘削影響領域

に含められているものとする。 

 以上の緩衝材および坑道支保の透水係数の設定を表 4.4.1-23 に整理する。 

表 4.4.1-23 地下水流動解析に用いた人工バリアの透水係数 

項目 透水係数 (m/s) 

緩衝材 健全時 1E-12 

劣化時 1E-08 

支保  健全時 5E-11 

劣化時 1E-05 
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3) ニアフィールド岩盤中の不均質透水係数分布 

リファレンスケース，および二つの代替ケースのいずれにおいても，地下深部における

現実的な不均質透水係数場の例として，既往の研究事例（NUMO, 2011c）における破砕帯

の分布する硬岩系（硬岩タイプ 3）を想定する（図 4.4.1-46 参照）こととし，また，平地

を想定して動水勾配を 0.01 と仮定する。 

 

 

図 4.4.1-46 硬岩タイプ3における岩盤中の不均質透水係数場の例 

（NUMO, 2011c） 

 

解析に用いたデータの一覧を表4.4.1-24に示す。 岩盤の透水係数は健岩部で5×10
-9
 m/s，

破砕帯で 2×10
-8
 m/s であり，掘削影響領域については，NUMO（2011c）に倣い，坑道周

辺は幅 0.5m と仮定し，また，破砕帯および健岩部それぞれの平均透水係数よりも 1 桁高

い透水係数を想定した。これらの比較をすることにより，周囲の岩盤の透水性が緩衝材変

質・透水性上昇後の核種移行挙動に及ぼす影響を把握することが可能と考えられる。 

  

割れ目帯

小規模の
割れ目
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表 4.4.1-24 地下水流動解析に用いた解析データ 

項目 データ 

亀裂密度 (本/m) 3.7 

透水量係数 (m2/s) 分布 対数正規分布 

対数平均 -10.2 

標準偏差 1.07 

亀裂半径分布 べき乗則 

べき指数 3.0 

最小半径 (m) 7.0 

最大半径 (m) 300 

亀裂の方向分布 Fisher 

走向・傾斜・係数  90, 70, 20 

走向・傾斜・係数 112, 55, 20 

破砕帯透水係数 (m/s) 2E-8 

掘削影響領域の透水性の増大率(-) 10.0 

動水勾配 (m/m) 0.01 

 

4) その他の解析条件 

解析体系は，150m（主流動方向）×100m（坑道延長方向）×100m（鉛直方向）の直方

体である。境界条件として，地下水流動解析では，平均動水勾配の方向に直交する面は，

圧力固定境界，他の４面は不透水境界とした。核種移行解析では，下流側の面をゼロ濃度

境界とし，他の５面は，反射境界とした。 

核種移行解析に用いたデータの一覧を表 4.4.1-25 に示す。緩衝材の核種移行に関する特

性は，実効拡散係数は，健全時および劣化時ともに，第 2 次取りまとめにおける設定値

（Cs,Se 以外）3×10
-10

 m
2
/s とする。核種の分配係数については，健全時は第２次取りまと

めと同一とするが，劣化時については，残存しているベントナイトや生成するゼオライト

系の鉱物などによって，一定以上の収着性が期待されるものの，解析においては Kd=0 

m
3
/kg の設定とした。坑道支保における実効拡散係数については，60℃における自由水中

の拡散係数の中で最も大きな Cs の値 4×10
-9
m

2
/s（佐藤ほか，1992）を保守的にすべての

核種の自由水中の拡散係数として，空隙率を乗じた値とした。坑道支保における Np の分

配係数については，第 2 次 TRU レポートでは，比較的健全なセメントモルタルに対して

0.25 m
3
/kg が与えられているが，ここでは，保守的に 0 m

3
/kg とした。母岩および破砕帯と

その掘削影響領域については，NUMO（2011c）における硬岩タイプ３の値を用いた。 
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表 4.4.1-25 核種移行解析に用いた解析データ 

項目 
実効拡散係数 

(m
2
/s) 

空隙率(-) 
真密度 

(kg/m
3
) 

Np 分配係数 

(m
3
/kg) 

緩衝材 健全時 3E-10 0.4 2700 1.0 

緩衝材 劣化時 3E-10 0.4 2700 0.0 

支保  健全時 8E-10 0.19 2580 0.0 

支保  劣化時 2E-09 0.46 2580 0.0 

母岩・掘削影響領域 1E-12 0.02 2640 1.0 

 

(C) 三次元不均質場中核種移行解析モデル Partridge およびマルチチャンネルモデルを用い

た解析の方法と手順 

Partridge は，母岩の不均質性や人工バリアの三次元的形状といった設計オプションに起

因する複雑な核種移行経路を適切に考慮するために開発された，三次元不均質場核種移行

解析ツールである。 

不均質性が強い場では，地下水の流れの向きは，動水勾配の向きだけでなく亀裂の方向

に大きく依存する。このような場合には透水係数場は，亀裂方向に依存する異方性を持つ

ため，透水係数テンソルによって表現される。このような異方性を考慮し，また，多孔質

媒体と亀裂性媒体を統一的に取り扱うために，Partridge では透水係数テンソルによって場

を表現する。これによって，亀裂ネットワークや多孔質媒体，人工バリア，掘削影響領域

などの透水特性の情報が，有限要素メッシュ上の透水係数テンソル場として表現される。

Partridge では，このような透水係数テンソル場を扱うのに適した地下水流動解析コードと

して，FEMWATER（WES, 1994）を呼びだすことによって三次元地下水流動解析を実施し

ている。 

三次元物質移行解析では，水理解析から得られた実流速分布に加えて，各媒体での分配

係数や拡散係数などの物質移行データに基づき，初期に廃棄体に配置した保存性トレーサ

の粒子に関して，ランダムウォーク法（LaBolle et al., 1996; Delay et al., 2005; Salamon et al., 

2006）による物質移動解析を行う。ランダムウォーク法とは，粒子の拡散現象と粒子の流

れの場に影響された運動（地下水の流跡線上の粒子の運動）に起因する移流現象を記述す

る解析手法の一種である。拡散現象は，等方なランダムな運動として考えられ，一次元均

質無限媒体中の拡散方程式の解として得られる物質の濃度分布は正規分布となることが知

られている。これを利用して，ランダムウォーク法では拡散現象による粒子の運動を無秩

序な搖動に影響されたものとして確率論的に扱う。一方，移流現象では，粒子の運動は実

流速ベクトル場に基づく地下水の流れに沿う。 

解析手順を図 4.4.1-47 に示す。以下では各手順の概要について記述する。 



 

4-97 

 

図 4.4.1-47 Partridgeとマルチチャンネルモデルを用いた解析手順 

 

1) 前提条件の設定 

前提条件として，三次元水理解析や三次元物質移行解析の対象となる解析領域を設定し，

人工バリアなどの構造物の寸法や形状，それらの配置を設定する。それらに基づき，構造

物の形状情報を含んだ三次元有限要素メッシュデータを作成する。構造物の形状の設定や

有限要素メッシュの作成には，様々な分野で設計用ツールとして用いられている各種の

CAD およびメッシュジェネレータ（例えばCOMSOL, 2000）を用いる。図 4.4.1-48 に，解

析範囲および形状および四面体有限要素分割の例を示す。 

 

図 4.4.1-48 解析範囲および形状および四面体有限要素分割の例 

前提条件の設定

三次元水理解析

実流速分布 など

不均質場の設定
境界条件の設定

地下水流動解析（定常）

解析領域，人工バリアの寸法・配置 など

三次元物質移行解析

三次元物質移行解析

畳み込み積分による
核種移行解析

一次元マルチチャンネル
モデルによるフィッティング

フィッティング係数

基本解*

*：廃棄体からの浸出，溶解度および崩壊を考慮しない物質の移行率

PA
R
TR

ID
G
E

一次元核種移行解析
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2) 三次元水理解析 

三次元水理解析では，水理条件としての不均質場および境界条件を設定し，定常状態の

三次元地下水流動解析を行う。 

不均質場の設定においては，母岩中の亀裂を再現するために，個々の亀裂の位置，方向，

大きさ，透水量係数などを設定し，三次元亀裂ネットワークを作成する。この際，統計量

に基づいて確率論的に亀裂を生成する方法および決定論的に亀裂を指定する方法を適切に

組み合わせて亀裂ネットワークを作成する。次に，亀裂ネットワークデータと三次元有限

要素メッシュデータを読み込み，クラックテンソル法を用いて透水係数テンソル場を作成

する。さらに解析領域に対して水頭やダルシー流速に関する境界条件を設定し，上記の透

水係数テンソル場を用いた三次元地下水流動解析（定常）を実施する。地下水流動解析か

ら得られる圧力分布やダルシー流速分布をもとに，実流速分布を計算し，次のステップに

おける物質移行解析の入力データとする。 

クラックテンソル法は，亀裂性媒体のように，不均質な異方性のある透水係数場を表現

する方法であり，着目している領域の体積と，亀裂との交差面積および亀裂の方向から，

その領域の透水係数テンソルを求める。 
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jK ：着目している領域ｊの透水係数テンソル 

jV ：領域ｊの体積 

in


= ),,( iziyix nnn ：亀裂 i の法線ベクトル 

iT ：亀裂 i の透水量係数 

ijA ：領域ｊと亀裂 i の交差面積 

ijK ：領域ｊにおける亀裂 i に関する透水係数テンソル 

 

上記Vjを有限要素法における各要素の体積とみなすと，要素ごとに異なる透水係数テン

ソルを有する不均質な連続体としてモデル化できる。 

  

(4.4.1-7) 
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3) 三次元物質移行解析 

三次元物質移行解析では，水理解析から得られた実流速分布に加えて，各媒体での分配

係数や拡散係数などの物質移行データに基づき，初期に廃棄体に配置した保存性トレーサ

の粒子に関して，ランダムウォーク法による物質移動解析を行う。多数の粒子について移

行解析を行うことにより，各位置での物質の移行率に関する基本解（廃棄体からの浸出，

溶解度および崩壊を考慮しない物質の移行率）を得ることができる。 

三次元物質移行解析では，出力となる移行率の基本解について十分な精度を得るために，

多数の粒子についてランダムウォーク法による物質移動解析を実施する。 

物質移行で扱う移流拡散方程式は，以下の式で表される。 

            ),()(
)(

prvrv
t

pr
D








 

ここで，ｔは時間， )(rv
 は位置 における地下水の実流速， ),( prvD


は確率変数で，単

位時間に拡散（粒子の自由運動）によって移動する速度である。 p は三次元ガウス分布に

従う特定の方向，位置を取る確率である。拡散の結果得られるガウス分布は，拡散を粒子

のランダムウォークでモデル化すると，１つの次元の方向について，時間 t 間に１回ウ

ォークするとした場合，１回のウォークで移動する距離を tD2  とした二項分布で大数

の法則により近似できる。よって，上式で，ガウス分布を３方向それぞれの二項分布で近

似し時間について前進差分をとると次式を得る。 

 

         trD
rD

rD
trvr i

i

 )(2
)(

)(
)(







 

ここで， t は１タイムステップの時間， r


 は１タイムステップで進む距離と方向，

すなわち移動ベクトル， )(rv
 は位置 における地下水の実流速， )(rD


は拡散係数ベクト

ル， )(rDi


は位置r


 における間隙水中の拡散係数である。三次元の各方向に対してラン

ダムウォークを仮定しているので， 

 

         ))(),(),(()( rDrDrDrD iii


 　　  

i は方向（x, y, z）を表す  

 

であり，拡散は等方的であるとして， )(rD


は，各成分のプラスマイナスの８通り組み

合わせのうちのいずれかをランダムにとる。すなわち，その確率は 1/8 となる。 
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(4.4.1-8) 

 

(4.4.1-9) 

 

(4.4.1-10

) 

 

(4.4.1-11

) 
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4) 畳み込み積分による核種移行解析 

三次元物質移行解析において得た各位置における物質移行率の基本解は，放射性崩壊や

溶解度を考慮しておらず，また，廃棄体からの浸出期間を考慮せずに瞬時放出を仮定した

移行率を表すものである。そこで，この物質移行率の基本解と廃棄体からの浸出率を畳み

込み積分する。この際，核種の放射性崩壊や溶解度制限放出の効果も同時に組み込むこと

によって，廃棄体からの核種浸出率や放射性崩壊，溶解度を考慮した，各位置における核

種移行率を算出する。 

具体的には，まず，瞬時放出で沈殿生成を考慮しない物質移行解析を行う。その際に，

オーバーパック内の液相中の核種濃度の時間変化を求める。この時間変化を単純に固化体

の溶出期間７万年，インベントリ 3.74mol/固化体で畳み込み積分を行うと，液相中の濃度

は，Np の溶解度を越えてしまうこととなる。そこで，この超えた分は，沈殿物として固化

体からの溶出が続くかぎり蓄積されることとして，液相中の核種濃度を溶解度一定に保つ。

また，固化体からの溶出が止まると，液相中の濃度は低下することとなるが，沈殿物が存

在する間は，液相中の溶解度制限を保つように，沈殿物が溶け出し，沈殿物もなくなった

時点で液相濃度は低下し始めるものとする。 

 

(d) 解析結果 

1) リファレンスケース 

水理解析結果 

リファレンスケースにおける透水係数分布を図 4.4.1-49および図 4.4.1-50に示す。また，

ダルシー流速分布を図 4.4.1-51 に示す。 

岩盤中の透水性の高い領域（黄色〜黄土色の部分）は、破砕帯に対応しており、ダルシ

ー流速分布の図からも速い流れが生じていることがわかる。この不均質場では、廃棄体に

よって健岩部に含まれるものと破砕帯に係るものに二分されることが大きな特徴の一つで

ある。 
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図 4.4.1-49 リファレンスケースにおける透水係数分布 

 

 

図 4.4.1-50 リファレンスケースにおける透水係数分布の人工バリア周辺XY断面拡大図 
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図 4.4.1-51 リファレンスケースにおけるダルシー流速分布の人工バリア周辺XY断面 

拡大図 

  

 

核種移行解析結果 

リファレンスケースにおける Np-237 の単位量がオーバーパック内に瞬時放出された場

合の移行率を図 4.4.1-52 に示す。人工バリアから母岩への移行率（図中の EBS）は，およ

そ 3 万年で最大 1E-5 yr
-1

 となる。天然バリアからの移行率（図中のNBS）は，Np-237 の

放射性崩壊による減衰のため，およそ 1000万年で最大 1E-11 yr
-1 のオーダーとなる。なお，

天然バリアからの移行率とは，坑道から 100m 下流側（解析体系の境界）における移行率

を示している。 

一方，図 4.4.1-53 は健岩部の廃棄体についての同様の結果である。天然バリア中の移行

遅延効果のために，天然バリア出口での核種移行率は顕著に低下している（グラフの下限

以下であり，粒子数から言って統計的に意味のある数値以下であるため非表示）。 
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図 4.4.1-52 リファレンスケースにおけるNp-237の単位量瞬時放出に対する移行率（破

砕帯にかかる廃棄体４体の平均） 

 

 

図 4.4.1-53 リファレンスケースにおけるNp-237の単位量瞬時放出に対する移行率（健

岩部の廃棄体４体の平均） 
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前述した方法で畳み込み積分を行い、Np の溶解度制限に対応した核種移行率を算出した

結果を，図 4.4.1-54 および図 4.4.1-55 に示す。ここでも、人工バリア出口における核種移

行率は破砕帯と健岩部で差異がほとんどないが、天然バリア出口では大きく異なる結果と

なっている。 

 

図 4.4.1-54 リファレンスケースにおける廃棄体１体当たりのNp-237の移行率（破砕帯

にかかる廃棄体４体の平均） 
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図 4.4.1-55 リファレンスケースにおける廃棄体１体当たりのNp-237の移行率（健岩部

の廃棄体４体の平均） 

2) 代替ケース 1 

水理解析結果 

代替ケース１（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）における透水係数分布

の水平断面拡大図を図 4.4.1-56 および図 4.4.1-57 に示す。ここでは，コンクリート支保の

割れ目にそって，劣化した部分が，それぞれ赤色の領域（各割れ目の両側それぞれ 10cm）

として表示されている。 

 

図 4.4.1-56 代替ケース1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）における

透水係数分布の水平断面拡大図 
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図 4.4.1-57 代替ケース1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）における

透水係数分布の鉛直断面拡大図 

核種移行解析結果 

代替ケース 1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）における，溶解度制限

を考慮した畳み込み積分後のNp-237 の移行率を破砕帯と健岩部のそれぞれについて図

4.4.1-58 および図 4.4.1-59 に示す。ここでも，破砕帯の有無による天然バリア出口におけ

る核種移行率の差異は明瞭である。また，リファレンスケースとの差異は明瞭ではないが，

人工バリア出口における核種移行率が若干低下していることがわかる。 

 

図 4.4.1-58 代替ケース1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）における

Np-237の移行率（破砕帯にかかる廃棄体4体の平均） 
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 図 4.4.1-59 代替ケース1（人工バリア変質をより現実的に表現したケース）におけ

るNp-237の移行率（健岩部の廃棄体4体の平均） 

3) 代替ケース 2 

水理解析結果 

代替ケース 2（極端な状況を敢えて想定したケース）における透水係数分布の水平断面

拡大図を 図 4.4.1-60 に示す。コンクリート支保全体および緩衝材の止水性が劣化した場合

を設定しているため、当該部分の透水係数が顕著に上昇している。 

  

 図 4.4.1-60 代替ケース2（極端な状況を敢えて想定したケース）における透水係数

分布の水平断面拡大図 
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核種移行解析結果 

代替ケース 2（極端な状況を敢えて想定したケース）における瞬時放出の場合の人工バ

リアから母岩への核種移行率（単位放出に対する相対値）を図 4.4.1-61 に示す。緩衝材中

の分配係数を 0 と設定しているために，およそ 5 年で立ち上がり，リファレンスケースよ

りも 4 桁程度大きな値となった。しかしながら，溶解度制限を考慮した畳み込み積分後の

Np-237の移行率（破砕帯と健岩部のそれぞれについて図4.4.1-62および図4.4.1-63に示す）

の定常値については，リファレンスからの差異がほとんど見られないという結果になった。

この結果は，Np の人工バリアからの移行継続期間が長く定常に到達するため，その時点に

おける核種移行率に対する分配係数の寄与は無視し得ることを意味している。また，緩衝

材の透水係数を 10
-8
 m/s と設定した本解析ケースにおいても，後述するように，人工バリ

ア内部の核種移行は拡散支配の場にとどまっており，支保が劣化した後の緩衝材外側境界

条件となる地下水流量も周囲の岩盤の透水性が低いためにあまり増大していないことから，

結果として天然バリア出口の移行率についてもレファレンスと顕著な差が認められなかっ

た。 

 

図 4.4.1-61 代替ケース2（極端な状況を敢えて想定したケース）におけるNp-237の瞬

時放出に対応した移行率（溶解度制限適用前：破砕帯にかかる廃棄体４体の平均） 
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図 4.4.1-62 代替ケース2（極端な状況を敢えて想定したケース）におけるNp-237の移

行率（破砕帯にかかる廃棄体４体の平均） 

 

 

図 4.4.1-63 代替ケース2（極端な状況を敢えて想定したケース）におけるNp-237の移

行率（健岩部の廃棄体４体の平均） 
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(e) まとめ 

上記の各ケースについての核種移行解析結果を 表 4.4.1-26 にまとめる。同表から明ら

かなとおり，セメント影響による坑道支保および緩衝材の状態設定を前述したようにかな

り極端に変動させているにもかかわらず，人工バリアおよび天然バリアいずれの出口にお

ける核種移行率ともにケース間の差異は小さいものであることがわかった。 

 

表 4.4.1-26 廃棄体１体当たりのNp-237 の最大移行率(Bq/yr)の最大値 

 破砕帯にかかる 破砕帯にかからない 

EBS からNBS NBS から系外 EBS からNBS NBS から系外 

リファレンス 2.84E4 1.35E-1 3.06E4 
統計的に有意

な粒子数以下 
代替ケース 1 1.95E4 2.28E-1 1.41E4 

代替ケース 2 3.28E4 2.30E-1 3.24E4 

 

最も悲観的な状況を想定した代替ケース 2 における緩衝材透水係数は 10
-8 

m/s であり，

これに対して、 

・動水勾配 0.01 

・緩衝材厚さ 0.7m 

・緩衝材中の実効拡散係数 3×10
-10

 m
2
/s 

以上の条件でペクレ数（（ダルシー流速）×（代表長さ）／（実効拡散係数））は，0.24

となり，ぎりぎりではあるものの拡散支配場が成立していることがわかる。緩衝材中の地

下水流動は，周辺岩盤などの不均質性の影響を受けて位置によって異なり，局所的なペク

レ数は変化する可能性があるものの，今回の解析結果に基づけば，廃棄体全体としての実

効的な核種移行場として拡散支配の場が成立していることを意味しているものと考えられ

る。 

 

一方，代替ケース 1 では，前項での現象解析結果を参照し，支保の劣化をより現実的に

設定しているにもかかわらず，核種移行率の改善は限定的である。この理由としては，支

保の割れ目ごとに設定した両側それぞれ 10cm の高透水部が外側境界として核種の岩盤へ

の移行の有効な経路となっていることを示しているものと考えられる。 

 

本検討においては，セメントによる坑道支保を想定した場合にもたらされる不確実性と

して，緩衝材性能と支保領域の水理特性に着目して，現象解析結果に基づく比較的現実的

と考えられる状態設定や，悲観的な状態設定などの複数の設定に対して核種移行解析を実

施した。その結果，本検討における設定においては，最も悲観的なものを組み合わせた場

合においても，核種移行への影響が大きくないことが示さた。これは地層処分システム全
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体としての性能のロバスト性を示す例が得られたものと考えられる。しかしながら，この

解析で考慮されていない以下の影響要因については，このようなロバスト性が成立するか

否かは未確認であり，これらの点を適切に考慮した解析を今後実施することが必要と考え

られる。 

 セメント影響により密度低下した緩衝材のコロイドろ過機能の低下が核種移行に及

ぼす影響 

 緩衝材の侵食などの他の要因との組み合わせによって，緩衝材の密度が今回の解析を

下回り，透水係数がさらに上昇する可能性 

 山地における地形勾配や沿岸域での塩淡境界の移動などによって処分場周辺の動水

勾配が今回の設定値を上回る可能性 

また，人工バリアからの移行が定常に到達せず，緩衝材中の分配係数が移行率に影響を

及ぼすような核種について影響が顕在化する可能性や，今回の設定とは異なる坑道の方向

と地下水流動方向の関係（坑道の軸方向に地下水流れが発生する場合）などについても今

後検討を要するものと考えられる。 

一方，本検討において，“より現実的”として設定した，支保中の割れ目と割れ目近傍の

状態設定も簡略化が行われており，今後，セメント系材料の長期における振る舞いや，緩

衝材や岩盤との相互作用をより詳細に理解しモデル化することで，さらに現実的な状態設

定が可能となり，特に支保部分については，本検討の設定以上に核種移行を抑制しうる状

態が期待できる可能性もあると考えられる。 

 

なお，システムの状態設定全体に係るより大きな課題としては，複数の影響因子の重ね

合わせによって大きな影響の生ずる可能性を考慮に入れた不確実性の検討がある。 

従来の要素還元的なアプローチ（本解析において他の影響因子や不確実性要因とは切り

離して，セメント影響のみを取り上げていることもその一例である）では，多様な影響因

子や不確実性要因について個別に検討を行い，その結果をもって，処分システムへの影響

性が小さく無視できるものであることを安全性確保の論拠としている場合が多い。しかし

ながら，これらの，「個々には影響が無視し得るような」多数の影響因子が共通の原因によ

って同時に生起する場合や，一連の時系列で重ね合わせられるような場合に，個々の影響

が非線形に組み合わされることによって全体としては許容できない影響が生ずる可能性が

否定されているわけではない。このような可能性については，より丁寧に複合的な影響機

構を分析することを通じて，包括的な検討が今後必要になるものと考えられる。 
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4.4.2 ガラス固化体性能評価モデル作成に向けた不確実性影響に関する基盤情報の整備 

第 2次取りまとめ（JNC, 1999）におけるガラス固化体の溶解の取り扱いは，ガラス固化

体近傍の間隙水中の溶存ケイ酸濃度が長期的にはほぼ飽和に達し，ガラス固化体の溶解は

残存溶解速度で進行するものと考え，溶存ケイ酸濃度飽和条件での浸出試験データに基づ

いて設定された。ガラス固化体からの核種の浸出挙動については，2011年度の共同研究（江

橋ほか，2012）において，第 2次取りまとめ以降の知見にも着目し，ガラスの溶解と核種

の浸出挙動に影響を及ぼす要因を樹形図により整理し，関連する情報と対応づける試みを

行った。2012年度の共同研究（黒澤ほか，2013）では，2011年度の結果を踏まえ，ガラス

固化体近傍の溶存ケイ酸濃度に影響を及ぼす可能性のある現象等（図 4.4.2-1）を考慮した

感度解析的評価を行い，ガラス固化体の溶解速度に寄与する支配的なプロセスを特定する

とともに，各不確実性要因の影響の程度を把握した。2013度は，昨年年度までの検討結果

を踏まえ，NUMOが概要調査段階で実施する予備的安全評価において使用するガラス固化

体性能評価モデルの作成に向け，不確実性の影響に関する基盤情報の整備を行った。 

 

 

図 4.4.2-1 ガラス固化体近傍の溶存ケイ酸濃度に影響すると考えられる現象など 
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（1）基盤情報の整備の進め方 

基盤情報の整備は以下の 5つのステップに区分して作業を進めた。 

① ガラス固化体の溶解に影響する現象等に関する現時点での知見の整理 

② 知見の整理結果を踏まえたガラス固化体溶解のシナリオの作成 

③ 概念モデルの作成 

④ 解析モデルの作成と解析条件の選定，解析 

⑤ 解析結果を踏まえたガラス固化体性能評価モデルの検討，課題の提示 

なお，これらの作業は，ガラス固化体の長期溶解挙動に精通する外部有識者として，

大江俊昭東海大学教授，稲垣八穂広九州大学准教授，大窪貴洋千葉大学助教の協力を得

つつ進めた。 

 

（2）ガラス固化体の溶解に影響する現象等に関する現時点での知見の整理 

ガラス固化体の溶解に影響する現象等について，文献調査等により現時点での知見の

整理を行った。なお，整理にあたっては，EU プロジェクトである NF-PRO における成

果（Godon et al., 2008）を参考として，表 4.4.2-1に示す分類を用いることとした。 

 

表 4.4.2-1 知見の整理に用いた分類 

グループ 0：ガラス固化体の基本特性 

0.1 ガラス固化体の基本データ（ガラス固化体重量など） 

0.2 ガラスの構造 

0.3 ガラス表面積 

0.3.1 全亀裂係数 

0.4 核種インベントリとガラス組成 

0.5 均質性とガラス中の元素分布 

0.6 放射性崩壊 

0.7 発熱 

グループ 1：水が無い条件でのガラスの変質 

1.1 自己照射条件でのガラス中の放射性核種の固体拡散 

1.2 放射性核種の揮発 

1.3 ガラスの結晶化 

グループ 2：ガラス固化体への地下水の接近 

2.1 オーバーパック等の破損 

2.2 ガラス固化体と地下水の接触 

2.3 ガラス固化体への地下水の接近の様式 
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グループ 3：水がある条件でのガラスの変質 

3.1 選択的放出 

3.1.1 相互拡散：水の拡散/イオン交換 

3.1.2 不安定な濃集相（YPなど）の溶解 

3.2 ガラスマトリクスの加水分解 

3.2.1 初期溶解速度 r0 

3.2.2 速度の低下 

3.2.2.1 保護的ゲルの形成 

3.2.2.1.1 ゲルの特性 

3.2.2.1.2 ゲルの変質 

3.2.2.2 ケイ酸の飽和 

3.3 二次相の析出 

3.4 ゲル及び二次相への放射性核種の取り込み 

3.5 残存溶解速度の持続 

3.6 変質の再開（ステージ 3） 

3.7 実効亀裂係数 

グループ 4：ガラス変質メカニズムと速度及び閉じ込め性能への環境条件の影響 

4.1 温度 

4.2 律速段階への環境条件の影響 

4.2.1 地下水組成と pH 

4.2.2 腐食生成物の影響 

4.2.3 緩衝材の影響 

4.2.4 コンクリートの影響 

4.2.5 母岩の影響 

4.2.6 ニアフィールドでの溶存化学種の移行 

4.2.7 ガラス/環境の相互作用の影響範囲 

4.2.8 微生物の影響（追加） 

4.2.9 有機物の影響（追加） 
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4.2.10 コロイドの形成（追加） 

4.3 主要な環境パラメータ 

4.3.1 間隙水中のケイ酸濃度 

4.4.2 S/V比 

4.3.3 （地下水の）流速 

グループ 5：ガラス固化体の物理的及び機械的性質と閉じ込め性能への影響 

5.1 ガラスの機械的性質 

5.2 実効表面積の変化 

5.2.1 応力腐食割れ 

5.2.2 化学割れ 

5.2.3 ガラス変質生成物による割れのセメンテーション 

5.3 
ガラス固化体の物理的健全性の更なる低下 

（処分後のガラス固化体の破壊） 

グループ 6：ガラスの安定性と閉じ込め性能への照射影響 

6.1 照射によるガラス構造への影響 

6.2 ヘリウム等のガスの生成 

6.3 放射線分解 

6.4 照射下でのゲルの変化 
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表 4.4.2-1に示された事項に関する知見のうち，主要な内容を以下に示す。 

・全亀裂係数（0.3.1） 

第 2次取りまとめ（JNC, 1999）においては，製造時の冷却によって生じた亀裂を有す

る実規模大のガラスを用いた浸出試験の結果，ガラス固化体の溶解・変質の促進は表面

積が 4から 5倍増加することに相当する程度であったことから，ガラス固化体の幾何学

的表面積（1.7m
2）の 10倍（17m

2）を溶解に寄与するガラス固化体の表面積と設定して

いる。これはみかけ上の表面積である実効亀裂表面積に対応する値であり，ガラス固化

体の幾何学的表面とガラス固化体内部に存在する亀裂表面における溶解速度を等価に扱

う場合に用いられるものである。全亀裂表面積は陽電子断層撮影法などの非破壊的分析

手法やガラス破片の粒度分析，ガラス固化体切断面に存在する亀裂長さの測定，実規模

ガラス固化体を用いたソクスレー浸出などに基づき算出されており，これらによると，

製造時の冷却によって生じた亀裂による全表面積は最大で 65m
2 程度（全亀裂係数とし

て 37倍）という値が得られている（例えば，Sené et al., 1999; 園部・石黒，1992）。長期

的には，オーバーパックの腐食膨張等によって発生する応力によってガラス固化体の破

砕が進展し，亀裂が増加する可能性がある。長期的なガラス固化体の破砕の進展につい

ては，Finite-discrete element（FDM）法によるガラス破砕挙動モデル（ELFEN）を用いた

コンピューターシミュレーションが行われており，初期の亀裂が存在する条件では追加

破砕による亀裂の増加は 2倍以内であるとの結果が得られている（JAEA，2008b）。これ

らの知見を考慮すると，ガラス固化体の全表面積は最大で幾何学的表面積の 100倍程度

となる。 

・ガラスの結晶化（1.3） 

処分環境における温度条件およびガラス固化体の諸物性を考慮した評価に基づくと，

結晶化速度が極めて小さいため，有意な結晶化が生じる可能性は低いとされている

（Fillet et al., 2008; 河村ほか, 2014）。Millerら（1994）は，月面から約 37億年前に形成

されたオレンジ色のガラス球（ケイ酸濃度は 39wt%）が採取されていることから，水分

の無いドライな環境における結晶化速度は極めて遅いとしている。これらの知見を考慮

すると，処分後のガラス固化体の結晶化は有意ではないと言える。 

・保護的ゲルの形成（3.2.2.1） 

ガラスの変質に伴い保護的ゲルが形成し，ガラスの溶解速度が低下することが知られ

ている（Godon et al., 2008）。保護的効果については，これまでゲル層内の Siの拡散によ

るとするモデル（例えば，Jollivet et al., 2000）が提唱されてきたが，近年，保護的反応領

域における水の拡散を考慮したモデル（例えば，Frugier et al., 2008）も提唱されており，

現時点ではどのようなメカニズムによるか不明である。ゲル層の保護性については，腐

食生成物共存下や粘土共存下（例えば，Jollivet et al., 2000），二次相の析出条件下（例え

ば，Jollivet et al., 2012）では低下するとする研究もある。 
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・ゲルの特性（3.2.2.1.1） 

ゲル層の保護的性質にかかわる特性としてはゲルの密度と間隙率が挙げられる

（Godon et al., 2008）。ゲル層内の Siの拡散を考慮したモデルにおいて，これらの特性は

ゲル層内の Si の拡散係数および Si の保持係数（溶解時に液側に放出されずゲル層に留

まる Siの割合）により考慮され，浸出試験の結果から経験的に取得されている（Vernaz 

et al., 2001）。液中の溶存ケイ酸濃度の増加に伴い Siの保持係数は 1に近づき，（密度の

増加，間隙率の低下により）Siの拡散係数は低下するとされている。 

・二次相の析出（3.3） 

二次相，主にケイ酸塩鉱物，の析出は，残存溶解反応の駆動力，残存溶解の段階に達

した後の変質の再開といった観点で重要とされている（例えば，Godon et al., 2008）。変

質の再開は，主に沸石の析出によるものが知られているが，Al含有量の小さいガラス組

成の場合は起こりにくいと考えられている（Strachan, 2001）。近年注目されている二次相

としては，Mgケイ酸鉱物と Feケイ酸塩鉱物がある（例えば，Jollivet et al., 2012; Maeda et 

al., 2011; Michelin et al., 2012; Burger et al., 2013; Fleury et al., 2013）。いずれもケイ酸塩鉱

物析出に伴う溶存ケイ酸の消費とゲル層の保護性の低下を引き起こし，ガラスの溶解を

促進させるとされているが，この現象が特殊な実験条件でのみ観察され処分環境条件で

は起こり得ないものなのか否かを判断できる十分な知見は現時点では得られていない。

一部の実験（Grambow and Strachan., 1984; Utton et al., 2013）で観察されているように，ガ

ラス表面等にこれらの析出物が集積しつづけると，長期的には物質移行が抑制され，ガ

ラスの溶解速度が低下する可能性はある。 

・腐食生成物の影響（4.2.2）  

腐食生成物の影響については，腐食生成物表面への溶存ケイ酸の収着によるものとし

て取り扱われており，飽和収着量などのデータが取得されている（Philippini et al., 2006; 

稲垣，2010）。磁鉄鉱を共存させた浸出試験では，収着だけでは説明できない傾向も認め

られ，長期的には磁鉄鉱表面での Feケイ酸塩等の析出が溶解促進に寄与する可能性も示

唆されている（Inagaki et al., 1996; Godon et al., 2013）。 

・緩衝材の影響（4.2.3）  

緩衝材の影響については，ガラスの溶解に伴って放出された溶存ケイ酸の緩衝材中の

拡散と収着によるものとして取り扱われている（例えば，Curti et al., 1993; Pescatore, 1994; 

牧野・吉田，1996; Mitsui et al., 2009）。ブーム粘土を共存させた浸出試験におけるガラス

溶解挙動は，2000日程度の期間までは溶存ケイ酸の拡散と収着を考慮したモデルによっ

て説明が可能とのことであるが，より長期の妥当性については今後検討が必要である

（Aertsens and Lemmens, 2013）。 

・放射線分解（6.3）  

ガンマ線照射条件（最大 5kGy/h）で実施された浸出試験においては，放射線分解生成

物によるガラス溶解速度への有意な影響は認められていない（Rolland et al. , 2012)。アル
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ファ線による放射線分解の影響については，ガラスの浸出量が 3倍程度増加したとの研

究がある（Weber et al., 1985）。 

・照射下でのゲルの変化（6.4）  

Pu添加ガラスを用いた浸出試験において，保護的な変質層の形成が確認されており，

照射によるゲルの変化は有意でないことが示唆される（Tribet et al., 2013)。 

 

（3）知見の整理結果を踏まえたガラス固化体溶解のシナリオの作成 

前項に述べた知見の整理においては，ガラス固化体の溶解に影響を及ぼし得る現象や

その他の因子として多くのものが挙げられた。この結果を踏まえつつ，影響の生ずるこ

との確からしさと影響の大きさに着目して，NUMOが概要調査段階で実施する予備的安

全評価において使用するガラス固化体性能評価モデルを作成する過程で考慮すべき事項

を選定した結果を表 4.4.2-2 に示す。これをもとに作成した複数のシナリオの一部を表

4.4.2-3に示す。なお，基本シナリオ以外のシナリオについて，基本シナリオからの変更

箇所を下線で示した。 
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表 4.4.2-2 性能評価モデルを作成する過程での取り扱い（1/4） 

グループ 0：ガラス固化体の基本特性  

0.1 ガラス固化体の基本データ（ガラス固化体重量等） ガラス固化体重量 400kgとする。 

0.2 ガラスの構造 考慮しない。 

0.3 ガラス表面積 - 

0.3.1 全亀裂係数 製造時に生成する亀裂，オーバーパック破損時の亀裂の増加を考慮 

0.4 核種インベントリとガラス組成 考慮しない。 

0.5 均質性とガラス中の元素分布 考慮しない。 

0.6 放射性崩壊 考慮しない。 

0.7 発熱 3.2.1初期溶解速度参照 

グループ 1：水が無い条件でのガラスの変質  

1.1 自己照射条件でのガラス中の放射性核種の固体拡散 考慮しない。 

1.2 放射性核種の揮発 考慮しない。 

1.3 ガラスの結晶化 考慮しない。 

グループ 2：ガラス固化体への地下水の接近  

2.1 オーバーパック等の破損 100年後または 1,000年後にオーバーパックが貫通するものとする。 

2.2 ガラス固化体と地下水の接触 ガラス固化体は完全に冠水した状態で地下水と接触するものとする。 

4
-11

9
 



 

4-120 

表 4.4.2-2 性能評価モデルを作成する過程での取り扱い（2/4） 

2.3 ガラス固化体への地下水の接近の様式 人工バリア内は拡散支配とする。 

グループ 3：水がある条件でのガラスの変質  

3.1 選択的放出 - 

3.1.1 相互拡散：水の拡散/イオン交換 考慮しない。 

3.1.2 不安定な濃集相（YPなど）の溶解 考慮しない。 

3.2 ガラスマトリクスの加水分解 - 

3.2.1 初期溶解速度 r0 100年後または 1000年後の温度に対応した初期溶解速度 

3.2.2 速度の低下 - 

3.2.2.1 保護的ゲルの形成 保護的ゲル層内の Siの拡散による速度低下 

3.2.2.1.1 ゲルの特性 ゲル層内の Siの拡散係数，モル体積として考慮する。 

3.2.2.1.2 ゲルの変質 考慮しない。 

3.2.2.2 ケイ酸の飽和 非晶質ケイ酸溶解度に対する化学親和力による速度低下 

3.3 二次相の析出 Mgおよび Feケイ酸塩鉱物の析出として考慮する。 

3.4 ゲル及び二次相への放射性核種の取り込み 考慮しない。 

3.5 残存溶解速度の持続 考慮しない。 

3.6 変質の再開（ステージ 3） 考慮しない。 

4
-1

2
0
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表 4.4.2-2 性能評価モデルを作成する過程での取り扱い（3/4） 

3.7 実効亀裂係数 考慮しない。 

グループ 4：ガラス変質メカニズムと速度及び閉じ込め性能への環境条件の影響  

4.1 温度 3.2.1初期溶解速度参照 

4.2 律速段階への環境条件の影響 - 

4.2.1 地下水組成と pH 地下水の溶存ケイ酸濃度，Mgイオン濃度を考慮 

4.2.2 腐食生成物の影響 腐食生成物への溶存ケイ酸の収着として考慮する。 

4.2.3 緩衝材の影響 緩衝材中の溶存ケイ酸の拡散と収着を考慮する。 

4.2.4 コンクリートの影響 考慮しない。 

4.2.5 母岩の影響 考慮しない。 

4.2.6 ニアフィールドでの溶存化学種の移行 ガラス変質層，ガラス内部亀裂，OP開口部，緩衝材中の移行 

4.2.7 ガラス/環境の相互作用の影響範囲 考慮しない。 

4.2.8 微生物の影響（追加） 考慮しない。 

4.2.9 有機物の影響（追加） 考慮しない。 

4.2.10 コロイドの形成（追加） 考慮しない。 

4.3 主要な環境パラメータ - 

4.3.1 間隙水中のケイ酸濃度 ガラス溶解，二次相析出等に伴う溶存ケイ酸濃度の変化を考慮する。 

4
-1
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表 4.4.2-2 性能評価モデルを作成する過程での取り扱い（4/4） 

4.4.2 S/V比 ガラス固化体全表面積/OP内側容積の比として考慮する。 

4.3.3 （地下水の）流速 掘削影響領域通過流量として考慮する。 

グループ 5：ガラス固化体の物理的及び機械的性質と閉じ込め性能への影響  

5.1 ガラスの機械的性質 考慮しない。 

5.2 実効表面積の変化 - 

5.2.1 応力腐食割れ 考慮しない。 

5.2.2 化学割れ 考慮しない。 

5.2.3 ガラス変質生成物による割れのセメンテーション 考慮しない。 

5.3 
ガラス固化体の物理的健全性の更なる低下 

（処分後のガラス固化体の破壊） 

考慮する。（0.3.1全亀裂係数の変化として扱う。） 

グループ 6：ガラスの安定性と閉じ込め性能への照射影響  

6.1 照射によるガラス構造への影響 考慮しない。 

6.2 ヘリウム等のガスの生成 考慮しない。 

6.3 放射線分解 考慮しない。 

6.4 照射下でのゲルの変化 考慮しない。 
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表 4.4.2-3 今年度作成したシナリオ（1/3） 

基本シナリオ（レファレンスケース） 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 海水系地下水（高Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 1000年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加あり 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：1μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的なゲル層の形成とゲル層を

通じた Siの放出 

8 
OP内側領域における Fe/Mgケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う 

Siの消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 

オーバーパック破損時のガラス固化体表面積の増加を考慮しないシナリオ 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 海水系地下水（高Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 1000年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加なし 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：1μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的なゲル層の形成とゲル層を

通じた Siの放出 

8 
OP内側領域における Fe/Mgケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う 

Siの消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 

 



 

4-124 

表 4.4.2-3 今年度作成したシナリオ（2/3） 

オーバーパックが早期に破損し，ガラス固化体が高温条件で溶解するシナリオ 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 海水系地下水（高Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 100年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加あり 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：1μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的なゲル層の形成とゲル層を

通じた Siの放出 

8 
OP内側領域における Fe/Mgケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う 

Siの消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 

Mg濃度の低い降水系地下水が存在する地質環境に処分するシナリオ 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 降水系地下水（低Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 1000年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加あり 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：1μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的なゲル層の形成とゲル層を

通じた Siの放出 

8 
OP内側領域における Fe/Mgケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う 

Siの消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 
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表 4.4.2-3 今年度作成したシナリオ（3/3） 

ゲル層の保護性を考慮しないシナリオ 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 海水系地下水（高Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 1000年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加あり 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：1μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的でないゲル層の形成とゲル

層を通じた Siの放出 

8 
OP 内側領域における Fe/Mg ケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う Si

の消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 

オーバーパック腐食速度が高い条件でゲル層の保護性を考慮しないシナリオ 

1 ガラス固化体製造後の冷却過程で亀裂発生、表面積増加 

2 海水系地下水（高Mg濃度）が存在する地質環境への処分 

3 1000年後にオーバーパック（OP）が破損 

4 OP破損時の応力によるガラス固化体の表面積増加あり 

5 OP内側の腐食開始（腐食速度：10μm/y） 

6 拡散場におけるガラス固化体と地下水の接触、溶解開始 

7 
ガラス固化体表面及び亀裂内面における保護的でないゲル層の形成とゲル

層を通じた Siの放出 

8 
OP 内側領域における Fe/Mg ケイ酸塩析出、腐食生成物への収着に伴う Si

の消費 

9 緩衝材中の Siの拡散、収着に伴う Siの消費 

10 掘削影響領域における地下水との瞬時混合 
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（4）概念モデルの作成 

前項で述べたシナリオに対応する概念モデルとして，昨年度のモデルから，以下の点

について変更を行うこととした（図 4.4.2-2）。その他の要因については，昨年度のモデ

ルにおける定式化をそのまま用いることとする。 

 

① ガラス固化体の外表面と亀裂部の取り扱い 

② ガラス表面のゲル層中の Si拡散の考慮 

③ Mgケイ酸塩鉱物の析出の取り扱い 

 

図 4.4.2-2 昨年度のガラス固化体溶解モデルからの変更点 

 

以下に，本年度のモデルにおける変更点の具体的な内容について述べる。 

 

（i）ガラス固化体の外表面と亀裂部の取り扱い 

昨年度のモデルでは単一のセルから成るソースタームとして表現していたガラスを図

4.4.2-3に示すようにメッシュ分割し，割れ目表面から溶解した Siは，割れ目中を拡散によ

って移動してガラス固化体外部表面の接するオーバーパック内側の空隙に至るものとした

（即ち，割れ目内の奥に位置するメッシュほど Si濃度が高くなり，外側に向けての濃度勾

配によって移動する）。 
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図 4.4.2-3 ガラス固化体の割れ目及びその表面を考慮したモデル 

 

 割れ目メッシュの形状は， 

 

 割れ目開口幅 

 割れ目深さ 

 割れ目の横幅 

 

で表現され，割れ目の総表面積＝割れ目深さ×割れ目横幅×2（割れ目を挟んだ両面とし

て）となるように設定される。また，割れ目メッシュ間の拡散に寄与する断面積＝割れ目

開口幅×割れ目の横幅で規定されることとなる。 

 

 

（ii）ガラス表面のゲル層中の Si拡散 

ゲル層の成長は遅いプロセスであるため，図 4.4.2-4 に示すように，ゲル層中の Si の拡

散は，各時点（ti）で定常状態にあるものと仮定する（ただし，ゲル層の厚さやオーバーパ

ック内の間隙中 Si 濃度及びゲル層内側での Si 濃度は時間とともに変化する）。このため，

ゲル層中の Si濃度分布は線形のものとなり，拡散フラックスは濃度勾配によって規定され

ることとなる。このような前提の下では，後述するように，一次反応速度式で表現される

ガラス固化体自体の溶解律速とゲル層中の拡散律速とが直列抵抗として表現されることと

なる。 
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図 4.4.2-4 ゲル層中でのSiの拡散の概念（時刻t2>t1） 

 

（iii）Mgケイ酸塩鉱物の析出の取り扱い 

Mgイオンは，地下水の成分として外部からのみ供給されるものとし，図 4.4.2-1中の青

い矢印で示したように，掘削影響領域から緩衝材，オーバーパック開口部を経てオーバー

パック内側の領域に拡散するものとする。そして，オーバーパック内側に至ったMgイオ

ンはすべてがガラスから溶解したSiと瞬時に反応してMgケイ酸塩鉱物として沈殿するも

のと仮定する。 

ガラス近傍でのSiとの反応以外の緩衝材中での反応によるMgイオンの消費はガラス近

傍へのMgイオンの供給量を減少させるプロセスであり，保守性の観点から省略する。 
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（5）解析モデルの作成と解析条件の選定・解析 

(i)  解析モデルの作成 

（a）各部のガラス表面におけるゲル層中の Siの拡散 

前項で述べたように，ガラス溶解によって生成するゲル層の保護的効果を表現するため

に，ゲル層中の Si拡散を考慮することとした。また，ゲル層中の拡散係数は健全部と亀裂

部とで異なる可能性があるため，このこともモデルに取り入れた。 

2012度のモデル検討では，ガラスの溶解には一次溶解反応モデルを適用した。その一次

溶解反応速度は次式で表される。 

 

𝑅(𝑡) = 𝑅0 ∙
𝐶0−𝐶(𝑡)

𝐶0
              （4.4.2-1） 

ここで， 

𝑅(𝑡) ： 時刻 tにおける SiO2の溶解速度 [mol/m
2
y] 

𝑅0： SiO2の初期溶解速度 [mol/m
2
y] 

𝐶(𝑡)： オーバーパック内側領域の液相中の溶存ケイ酸濃度 [mol/m
3
] 

𝐶0： ケイ酸の溶解度 [mol/m
3
] 

 

 

2013 年度のモデルでは上記モデルを改良し，ゲル層中の Si の拡散抵抗を考慮すること

とした。ここで，一次反応速度式で表現されるガラス固化体自体の溶解律速とゲル層中の

拡散律速とが直列抵抗として表現されることから，定常状態にあるゲル層中の拡散を考慮

した見かけのガラス一次反応速度式が以下のように導出される。 

 

𝑅(𝑡) =
1

𝐶0
𝑅0

+
𝑙(𝑡)

𝐷𝑔𝑒𝑙

(𝐶0 − 𝐶(𝑡)) =
𝑅0𝐷𝑔𝑒𝑙

𝐶0𝐷𝑔𝑒𝑙+𝑅0𝑙(𝑡)
(𝐶0 − 𝐶(𝑡))      （4.4.2-2） 

𝑙(𝑡) = 𝛾 ∫ 𝑅(𝜏)𝑑𝜏
𝑡

0

 

ここで， 

𝐷𝑔𝑒𝑙： ゲル層中の Si の実効拡散係数(健全部表面と亀裂表面で異なる) 

[mol/m
3
] 

𝑙(𝑡)： ゲル層の厚さ [m] 

γ： ゲル層のモル体積 [m
3
/mol] 

 

 上式において，𝑙(𝑡)が小さいか，または𝐷𝑔𝑒𝑙が大きい場合には， 
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𝑅(𝑡) →
𝑅0

𝐶0
(𝐶0 − 𝐶(𝑡))             （4.4.2-3） 

 

となり，2012年度に検討したゲル層を考慮しないモデルに漸近することとなる。 

 

なお，解析コードの作成にあたっては，l(t)はGoldSim（GoldSim Technology Group, 2013）

の Integrator element を用いて計算した。この積分は R(t)を含むため回帰的になってしまう

が，GoldSim上では，時刻が tnのとき，一つ前の時間ステップ tn-1までの積分値として計算

される。時間ステップ幅は十分小さく設定しているため誤差は非常に小さいと考えられる。

また，ゲル層の厚さが一定以上に増加した場合には剥離する等により，ゲル層の厚さが無

制限に大きくなることは考え難いため，l(t)の上限を設定することとした。 

 

今回，亀裂部（図 4.4.2-3のオレンジのセル）は 4つのセルで表現することとした。健全

部と亀裂部では Dgelが異なり，また，健全部と 4 つの亀裂部でそれぞれ l(t)が異なるので

R(t)は別々に定義される。ガラス溶解速度はこれら 5 つのガラス部分の寄与の合計値とし

て設定した。したがってガラス溶解速度𝑅(𝑡)は， 

 

𝑅(𝑡)𝑆 [
mol

yr
] =

(𝑅亀裂1
(𝑡) + 𝑅亀裂2

(𝑡) + 𝑅亀裂3
(𝑡) + 𝑅亀裂4

(𝑡)) 𝑆亀裂 + 𝑅ミキシングセル(𝑡)𝑆健全部（4.4.2-4） 

と書ける。 

ここで， 

𝑅(𝑡)： ガラス溶解速度 [mol/m
2
y] 

𝑅亀裂𝑛
(𝑡)： n番目の亀裂部における SiO2の溶解速度 [mol/m

2
y] 

𝑅ミキシングセル(𝑡)： ミキシングセルにおける SiO2の溶解速度 [mol/m
2
y] 

𝑆亀裂𝑛： n番目の亀裂の表面積 [m
2
] 

𝑆健全部： 健全部の表面積 [m
2
] 

𝑆： 亀裂も含めたガラス固化体の表面積 [m
2
] 

(𝑆 = 𝑆亀裂1 + 𝑆亀裂2 + 𝑆亀裂3 + 𝑆亀裂4 + 𝑆健全部) 

 

ガラスの質量は，健全部と亀裂部で区別しておらず共通としている。したがって，以下

のように，溶解完了後(𝑡 > 𝑡𝑑𝑒𝑝)はすべての箇所で同時に溶解速度が 0になるものとした。 

 

𝑅亀裂1
(𝑡) = 𝑅亀裂2

(𝑡) = 𝑅亀裂3
(𝑡) = 𝑅亀裂4

(𝑡)=𝑅ミキシングセル(𝑡) = 0, 𝑡 > 𝑡𝑑𝑒𝑝 （4.4.2-5） 
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（b）オーバーパック内側の領域におけるMgの挙動 

オーバーパック内側領域の液相中の溶存ケイ酸濃度𝐶(𝑡)は，上記のガラスの溶解に加え

て，二次鉱物の析出とオーバーパック開口部への拡散，鉄腐食生成物への収着（瞬時・可

逆・線形）によって規定される。すなわち，オーバーパック内側のミキシングセルにおけ

るケイ酸の質量収支に関しては，以下の支配方程式が適用される。 

 

𝑑

𝑑𝑡
(𝑉𝐶(𝑡) + 𝐶(𝑡)𝑚𝐶𝑃(𝑡)𝐾𝑑) = 𝑅(𝑡)𝑆 − 𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 − 𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒𝐽𝑀𝑔(𝑡) − 𝐽(𝑡) （4.4.2-6） 

 

ここで， 

𝑉： オーバーパック内側の液相体積 [m
3
] 

𝑚𝐶𝑃(𝑡)： 時刻 tにおけるオーバーパック内側の鉄腐食生成物の質量 [kg] 

𝐾𝑑： 鉄腐食生成物に対するケイ酸の収着分配係数 [m
3
/kg] 

𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒： Feケイ酸塩鉱物析出速度 [mol(Si)/y] 

𝐽(𝑡)： 腐食生成物間隙中の拡散によるオーバーパック開口部への溶存ケ

イ酸の移行率 [mol/y] 

𝐽𝑀𝑔(𝑡)： オーバーパック開口部から内部へのMgの移行率[mol(Mg)/y] 

𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒： Mgケイ酸塩鉱物の Si/Mg比 

 

2012年度は，スメクタイト，Feケイ酸塩鉱物と同様，Mgケイ酸塩鉱物析出速度も一定

値として与えていたが，既に述べたように，2013年度は，地下水からのMgイオンの拡散

をモデル化し，オーバーパック開口部から内部へのMgの移行率𝐽𝑀𝑔(𝑡)を求め，Mgケイ酸

塩鉱物のストイキオメトリを考慮して相当する量の Si が沈殿するものと仮定した。なお，

GoldSim では，ミキシングセルの隣のMgケイ酸塩鉱物析出用のセルにMgイオンのみを

非常に大きな Flow Rate（1.0E+10 [1/s]）で送ることで近似的にミキシングセル内のMg濃

度を 0 に固定している。ガラス固化体の溶解完了後は，Mg ケイ酸塩鉱物の析出も止まる

ため，この擬似的なセルへの Flow Rateは 0 [1/s]とした。 

𝐽𝑀𝑔(𝑡)はミキシングセルとオーバーパック開口部との間のMgイオンのフラックスとし

て計算し，これに Mg ケイ酸塩鉱物の Si/Mg 比を掛けた𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙 ��  𝑎𝑡𝑒𝐽𝑀𝑔(𝑡)[mol(Si)/y]で Si

をこの擬似的なセルに送ることでMgケイ酸塩鉱物の析出の効果を表現している。 
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（c）その他の設定（2012年度と同様のもの） 

ガラス固化体の溶解完了後の取り扱い 

数値計算の安定性の観点から，ガラス固化体の溶解が完了した後(𝑡 > 𝑡𝑑𝑒𝑝)は，ケイ酸を

含む二次鉱物の析出も止まることとした。すなわち， 

 

𝑅(𝑡)𝑆 = 𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 𝐽𝑀𝑔(𝑡) = 𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 = 0 mol/y, 𝑡 > 𝑡𝑑𝑒𝑝    （4.4.2-1） 

 

である。また，Fe ケイ酸塩鉱物の析出速度𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒については，オーバーパックが完

全に腐食した後は，鉄の供給が止まるため 0 mol/yとなることを想定する。 

 

ガラス溶解速度が小さい場合の取り扱い 

ガラス溶解速度が上記の 3つのケイ酸塩鉱物の析出速度の和よりも大きい場合には，上

に示した一定速度で析出するが，ガラス溶解速度のほうが小さい場合もあると考えられる。

この場合には，ガラス溶解速度にケイ酸塩鉱物析出速度の和に対する比を掛けた値をそれ

ぞれの析出速度としている。すなわち，このときの鉄ケイ酸塩鉱物析出速度を𝑃′𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒，

時刻を𝑡𝑎とすると， 

𝑃′𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 =
𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒

𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒  𝐽𝑀𝑔(𝑡𝑎)+𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒
𝑅(𝑡𝑎)𝑆,        （4.4.2-2） 

𝑅(𝑡𝑎)𝑆 > 𝑟𝑀𝑔𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 𝐽𝑀𝑔(𝑡𝑎) + 𝑃𝐹𝑒𝑆𝑖𝑙𝑖𝑐𝑎𝑡𝑒 

である。 

 

オーバーパックの腐食 

オーバーパックの腐食は一定速度で進行するものと仮定し，そのうち一定の割合の Fe

が Feケイ酸塩鉱物の生成に消費され，残りの Feはケイ酸塩を含まない鉄腐食生成物の生

成に消費されるものと仮定した。なお，オーバーパック外側表面にも腐食生成物が形成さ

れるが，本検討では外側表面の腐食生成物に対する鉄の消費やケイ酸移行挙動への影響を

無視することとした。 

 

オーバーパック開口部 

オーバーパック開口部は鉄腐食生成物で満たされていることを想定して多孔質媒体モデ

ルとし，ケイ酸はその間隙中を拡散して緩衝材に移行することとした。ケイ酸の腐食生成

物への収着（瞬時・可逆・線形）を考慮した。Mg については，拡散のみ考慮し，収着は

考慮しないこととした。 
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緩衝材中でのケイ酸の拡散 

緩衝材中でのケイ酸の移行については，その円筒形状を考慮したうえで，多孔質媒体中

の拡散・収着（瞬時・可逆・線形）を考慮した。Mg については，拡散のみ考慮し，収着

は考慮しないこととした。 

 

掘削影響領域でのケイ酸の拡散 

掘削影響領域では，地下水の移流によって溶存ケイ酸が下流側の母岩へ移行することを

考慮する。また，ガラス固化体起源のケイ酸ではなくもともとの地下水環境に存在する溶

存ケイ酸，及びMgの濃度を想定し，掘削影響領域には上流から常に一定濃度の溶存ケイ

酸とMgが流入することを考慮した。また，緩衝材間隙中やオーバーパック内側および開

口部の間隙にも初期のケイ酸，及びMg濃度もこの地下水環境の溶存ケイ酸濃度であるこ

とを仮定した。 

 

（iv）解析条件 

表 4.4.2-3に示した基本シナリオを代表的な解析ケース（レファレンスケース）としてパ

ラメータ設定し，各パラメータを変動させることによって，他のシナリオの解析を行うと

ともに，パラメータ個々の不確実性要因の影響を把握することとした。以下にレファレン

スケースおよびその他のケースでの解析条件を順に説明する。 
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レファレンスケースの解析条件 

表 4.4.2-4にレファレンスケースにおける入力パラメータの設定条件を示す。 

 

表 4.4.2-4 レファレンスケースにおける入力パラメータ設定(1/3) 

パラメータ記述 値 備考 

ガラス固化体幾何学的表面積  1.7 m
2
 第２次取りまとめの寸法に基づく  

全亀裂係数 100 OP の破損に伴い亀裂が 2 倍増加と

想定 

オーバーパック内側隙間容積  1.07×10
-2
 m

3
 第２次取りまとめの寸法に基づき，

OP 容積とガラス固化体体積の差分

として計算  

オーバーパック内側表面積  

（腐食面積）  

2.170 m
2
 OP 内側寸法より計算（側面+2×底

面）  

オーバーパック初期重量  5568 kg OPの体積と密度から計算 

ガラス中の初期 Siモル数  3111 mol ガラス固化体重量 400kg，ガラス中

の Si重量分率（fsi）0.2178，原子量

28 g/molとして計算 

Siの溶解度  3.87 mol/m
3
 pH8.4，60℃における非晶質シリカ

の溶解度（OPが 1000年後に貫通し

た場合）  

地下水中の Si濃度  0.3 mol/m
3
 第２次取りまとめのモデル地下水

Si濃度を参考に設定  

間隙水中の初期 Si濃度  0.71 mol/m
3
 pH8.4，60℃における玉髄の溶解度

（PHREEQCで計算）  
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表 4.4.2-4 レファレンスケースにおける入力パラメータ設定(2/3) 

パラメータ記述 値 備考 

ガラス初期溶解速度 2.37 

mol(Si)/m
2
y 

Inagaki et al., (2012)を参考に pH10、

60℃の値を算出したもの 

（OPが 1000年後に貫通した場合） 

オーバーパックの腐食速度 1 µm/y 谷口ほか(2010)を参考に設定 

オーバーパックの密度 7860 kg/m
3
 第２次取りまとめ参照 

オーバーパック腐食生成物のうち 

ケイ酸塩鉱物に費やされる Feの割合 

0.5mol(Fe)/mol

(Fe) 

谷口ほか(2009)，Schlegel et al., (2008)を

参考に設定 

Feケイ酸塩鉱物中の Si/Fe組成比 0.5 Schlegel et al., (2008)，Burger et al., (2013)

を参考に設定 

腐食生成物への Si分配係数 0.025 m
3
/kg Philippini et al., (2006) 

腐食生成物の真密度 4000 kg/m
3
 菱鉄鉱(siderite)の密度 

腐食生成物中の Si実効拡散係数 4.1×10
-10

 m
2
/s 仮設定 

腐食生成物の間隙率 0.41 仮設定 

オーバーパック開口断面積 1.35×10
-3
 m

2
 オーバーパック内側高さ×開口幅

（1mm) 

オーバーパックの厚さ 0.19 m 第２次取りまとめ参照 

緩衝材間隙率 0.41 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

緩衝材の乾燥密度 1600 kg/m
3
 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

緩衝材中の Siの実効拡散係数 4.1×10
-10

 m
2
/s De=εDp （ε=間隙率，Dp = 1E-10 m2/s） 

緩衝材中の Siの分配係数 0.5 m
3
/kg Tan(1982)を参考に設定 

緩衝材内側半径 0.41 m 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

緩衝材外側半径 1.11 m 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

緩衝材の高さ 2.14 m 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

掘削影響領域体積 0.001 m
3
 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

掘削影響領域通過流量 1×10
-3
 m

3
/y 第２次取りまとめ核種移行解析設定値 

腐食生成物中のMg実効拡散係数 4.1×10
-10

 m
2
/s 仮設定 

腐食生成物へのMg分配係数 0 m
3
/kg 仮設定 

緩衝材中のMg実効拡散係数 4.1×10
-10

 m
2
/s 仮設定 

緩衝材中のMgの分配係数 0 m
3
/kg 仮設定 

Mgケイ酸塩鉱物中のSi/Mg組成比 5 Fleury et al., (2013) 
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表 4.4.2-4 レファレンスケースにおける入力パラメータ設定(3/3) 

パラメータ記述 値 備考 

地下水及び緩衝材間隙水中

の初期Mg濃度 

20.7 mol/m
3
 第２次取りまとめの最大値(海水系低 pH

型地下水 SRLP)を参考に設定 

OP内側での初期Mg濃度 0.0 mol/m
3
 仮設定 

亀裂深さ 0.1 m 蛯名・牧野(2005)を参考に設定 

亀裂ブロック間の距離 0.025 m 亀裂深さ/4  

亀裂ブロックの表面積 3.825 m
2
 全亀裂表面積/4  

（全亀裂表面積=健全部の表面積×(割れ

も含めたガラスの溶解に寄与する全表

面積の幾何学表面積に対する比－1) ） 

ガラス幅 0.005 m 蛯名・牧野(2005)を参考に設定 

亀裂開口幅 0.001 m 蛯名・牧野(2005)を参考に設定 

亀裂の横幅 76.5 m 亀裂の総表面積/亀裂深さ/2  

亀裂ブロック間の断面積 0.0765 m
2
 亀裂の横幅×亀裂開口幅  

亀裂ブロック体積 1.9125×10
-3
 m

3
 亀裂間の断面積×亀裂間の距離 

Dgel亀裂部 3×10
-9
 m

2
/y

 
Vernaz et al., (2001)：高 S/V浸出試験に 

おけるDgel推定値の最大値 

Dgel健全部 3×10
-6
 m

2
/y Vernaz et al., (2001)：低 S/V浸出試験に 

おけるDgel推定値の最大値 

ゲル層のモル体積 γ  2.22×10
-5
 m

3
/mol 溶解深さ＝ゲル層厚となる条件  

ゲル層の厚さの上限値 

（亀裂部)  

0.5×10
-3
 m 亀裂開口幅/2  

ゲル層の厚さの上限値 

（健全部）  

1×10
-2
 m 仮設定 

Siの自由水中の拡散係数 0.1 m
2
/y Rebreanu et al., (2008)の自由水中 

Si拡散係数温度依存性を参考に設定  

 

（a）その他の解析ケース 

表 4.4.2-3 に示した基本シナリオ以外のシナリオの解析，およびパラメータの不確実性

要因に着目した解析における変動させたパラメータの設定条件を表 4.4.2-5に示す。 
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表 4.4.2-5 その他の解析ケースにおける変動パラメータ(1/2) 

No. シナリオの内容 変動パラメータ  

A1 OP破損時のガラス固化体表面積の増加を考慮しない場合 全亀裂係数 50：初期の割れを考慮した全亀裂係数 

A2 OP破損時のガラス固化体表面積の増加が大きい場合 全亀裂係数 500：処分後の亀裂の増加を考慮した全亀裂係数 

B1 OPが早期に破損し，ガラス固化体が高温条件で溶解する場合 900年まで Siの溶解度 5.35 mol/m
3、ガラス溶解速度 28.0mol(Si)/m

2
y 

C1 OPの腐食速度が小さい場合 オーバーパックの腐食速度：0.1μm/y 

C2 OPの腐食速度が大きい場合 オーバーパックの腐食速度：10μm/y 

D1 Mgケイ酸塩鉱物として sepioliteが析出する場合 Mgケイ酸塩鉱物中の Si/Mg組成比：1.5 

D2 Mgケイ酸塩鉱物として saponiteが析出する場合 Mgケイ酸塩鉱物中の Si/Mg組成比：1 

E1 降水系高 pH型地下水の場合 地下水及び緩衝材間隙水中の初期Mg濃度：0.05mol/m
3 

 

F1 ゲル層の保護的効果を無視する場合 ゲル層中の拡散係数：0.1m
2
/y 

F2 ゲル層の保護的効果が小さい場合 ゲル層中の拡散係数：Dgel亀裂部 3×10
-6

 m
2
/y，Dgel健全部 3×10

-3
 m

2
/y 

F3 ゲル層の保護的効果が大きい場合 ゲル層中の拡散係数：Dgel亀裂部 3×10
-12

 m
2
/y，Dgel健全部 3×10

-9
 m

2
/y 

G1 ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 10倍の場合 ゲル層のモル体積 γ：2.24×10
-4

 m
3
/mol 

G2 ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 1/10倍の場合 ゲル層のモル体積 γ：2.24×10
-6

 m
3
/mol

 

 

 

4
-1

3
7
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表 4.4.2-5 その他の解析ケースにおける変動パラメータ(2/2) 

No.  シナリオの内容 変動パラメータ  

H1 C2+F1を組み合わせた場合 OP腐食速度：C2と同条件,ゲル層中の拡散係数：F1と同条件 

H2 C2+F2を組み合わせた場合 OP腐食速度：C2と同条件,ゲル層中の拡散係数：F2と同条件 

H3 C2+F3を組み合わせた場合 OP腐食速度：C2と同条件,ゲル層中の拡散係数：F3と同条件 

I1 A2+C2+F1を組み合わせた場合 全亀裂係数：500，OP腐食速度，ゲル層中の拡散係数：H1と同条件 

I2 A2+C2+F2を組み合わせた場合 全亀裂係数：500，OP腐食速度，ゲル層中の拡散係数：H2と同条件 

I3 A2+C2+F3を組み合わせた場合 全亀裂係数：500，OP腐食速度，ゲル層中の拡散係数：H3と同条件 

J1 緩衝材中のMgの拡散係数が大きい場合 緩衝材中のMg実効拡散係数：2×10
-9

 m
2
/s 

J2 J1+OP領域の拡散抵抗を無視する（OPが全面開口）場合 OPの開口幅：2.17m
2
 

 

4
-1

3
8
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（v）解析結果 

（a）レファレンスケース（RC） 

レファレンスケースについての解析結果を以下に示す。ガラス固化体の寿命（ガラス固

化体が溶けきるのに要する期間）は 190,000年程度であり、ガラスの溶解が Feケイ酸塩鉱

物の析出によって支配されていることがわかる（図 4.4.2-5）。数千年程度から Feケイ酸塩

鉱物の析出速度等が低下しているが，これはゲル層の保護的効果によるものである。第２

次取りまとめの溶解速度に較べて 2倍程度高い溶解速度であるが，ゲル層の保護的効果に

よる溶解速度の低下によりガラス固化体の寿命が延びている。 

 

 

図 4.4.2-5 ガラス固化体溶解速度の経時変化（レファレンスケース） 
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（b）OP破損時のガラス固化体表面積の増加を考慮しない場合（A1） 

レファレンスケースと同様にガラスの溶解が Fe ケイ酸塩鉱物の析出によって支配され

ていることがわかる（図 4.4.2-6）。1,000年程度からゲル層の保護的効果が影響し，溶解速

度が低下している。これは，レファレンスケースよりもガラス固化体の表面積が小さいた

め単位面積あたりの溶解速度が増加し，それに応じてゲル層の成長速度が増加したことに

よる。ガラス固化体の寿命は 450,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-6 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（A1：OP破損時のガラス固化体表面積の増加を考慮しない場合） 
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（c）OP破損時のガラス固化体表面積の増加が大きい場合（A2） 

レファレンスケースと同様にガラスの溶解が Fe ケイ酸塩鉱物の析出によって支配され

ていることがわかる（図 4.4.2-7）。ゲル層の保護的効果の影響は認められない。これは，

レファレンスケースよりもガラス固化体の表面積が大きいため単位面積あたりの溶解速度

が減少し，それに応じてゲル層の成長速度が減少したことによる。ガラス固化体の寿命は

38,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-7 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（A2：OP破損時のガラス固化体表面積の増加が大きい場合） 
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（d）OPが早期に破損し，ガラス固化体が高温条件で溶解する場合（B1） 

レファレンスケースと同様にガラスの溶解が Fe ケイ酸塩鉱物の析出によって支配され

ていることがわかる（図 4.4.2-8）。この解析では，Fe ケイ酸塩鉱物の析出速度がオーバー

パックの腐食速度によって決定されるが，腐食速度については温度による違いを考慮して

いないため，解析結果としては早期破損の効果は認められない。ガラス固化体の寿命は，

レファレンスケースと同じく 190,000年程度である。900年時点でスパイク状に溶解速度が

低下しているが，これは初期溶解速度等を 90℃の値から 60℃の値に切り替えていることが

影響しているものである。 

 

 

図 4.4.2-8 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（B1：OPが早期に破損し，ガラス固化体が高温条件で溶解する場合） 

  

1E-6

1E-5

1E-4

1E-3

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

1E+3

1E+4

1E-1 1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4 1E+5 1E+6 1E+7

ガ
ラ
ス
溶
解
速
度
・
ケ
イ
酸
塩
鉱
物
析
出
速
度

[m
o
l/
y]

時間 [y]

ガラス溶解速度総量

鉄ケイ酸塩鉱物の析出

Mgケイ酸塩鉱物の析出

OP開口部への拡散

溶存ケイ酸の増加

収着ケイ酸の増加



 

4-143 

（e）OPの腐食速度が小さい場合（C1） 

オーバーパックの腐食速度がレファレンスケースの 1/10 となることで，Fe ケイ酸塩鉱

物の析出の寄与が小さくなり，Mg ケイ酸塩鉱物の析出の寄与が認められる（図 4.4.2-9）。

ガラス固化体の寿命は 260,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-9 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（C1：OPの腐食速度が小さい場合） 
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（f）OPの腐食速度が大きい場合（C2） 

オーバーパックの腐食速度がレファレンスケースの 10倍となることで，初期段階の溶解

速度が増加しているが，数年程度からゲル層の保護的効果が影響し，溶解速度が低下して

いる（図 4.4.2-10）。これは，初期段階の高い溶解速度によって厚いゲル層が生成したこと

による。ガラス固化体の寿命は 240,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-10 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（C2：OPの腐食速度が大きい場合） 
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（g）Mgケイ酸塩鉱物として sepiolite又は saponiteが析出する場合（D1，D2） 

ケースD1，D2はそれぞれMgケイ酸塩鉱物中のSi，Mg組成比を1.5（sepiolite）， 1（saponite）

とリファレンスケースより小さくした場合であるが，OP領域の拡散抵抗によりMgの供給

速度が小さく，Mg ケイ酸塩鉱物の析出の寄与が非常に小さいため，このパラメータによ

る各グラフ，及びガラス固化体寿命の変化は見られない（図 4.4.2-11）。 

 

 

図 4.4.2-11 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（D1：Mgケイ酸塩鉱物としてsepioliteが析出する場合） 

 

図 4.4.2-12 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（D2：Mgケイ酸塩鉱物としてsaponiteが析出する場合） 
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（h）降水系高 pH型地下水の場合（E1） 

降水系高 pH型地下水ではMg濃度が小さいため，Mgケイ酸塩鉱物析出の寄与が小さく

なっている（図 4.4.2-13）。ガラスの溶解速度は Fe ケイ酸塩鉱物析出によって支配されて

いるため，ガラス固化体の寿命は，レファレンスケースと同じく 190,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-13 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（E1：降水系高pH型地下水の場合） 
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（i）ゲル層の保護的効果を無視する場合（F1） 

ゲル層の保護的効果を無視することで，Feケイ酸塩鉱物析出に支配された一定の溶解速

度でガラス固化体が溶解している（図 4.4.2-14）。ガラス固化体の寿命は，38,000年程度で

ある。 

 

図 4.4.2-14 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（F1：ゲル層の保護的効果を無視する場合） 
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（j）ゲル層の保護的効果が小さい場合（F2） 

ゲル層中のSi拡散係数を推定値の最大値（Dgel大）の 1000倍とし，ゲル層の保護的効果

を小さくした場合であるが，ケース F1と同様に Feケイ酸塩鉱物析出に支配された一定の

溶解速度でガラス固化体が溶解している（図 4.4.2-15）。ガラス固化体の寿命も，38,000年

程度と同様な値である。 

 

 

図 4.4.2-15 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（F2：ゲル層の保護的効果が小さい場合） 
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（k）ゲル層の保護的効果が大きい場合（F3） 

ゲル層の保護的効果が大きい，すわなちゲル層内のSiの拡散係数が小さい場合，初期か

ら保護的効果が影響し，溶解速度が低下している（図 4.4.2-16）。このため，ガラス固化体

の寿命は，長期にわたって維持される結果となっている。 

 

 

図 4.4.2-16 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（F3：ゲル層の保護的効果が大きい場合） 
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（l）ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 10倍の場合（G1） 

ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 10倍となることで，レファレンスケースより

も早い時期に保護的効果が発現している（図 4.4.2-16）。ガラス固化体の寿命は，500,000

年程度となっている。 

 

 

図 4.4.2-17 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（G1：ゲル層の成長速度がレファレンスケースの10倍の場合） 
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（m）ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 1/10倍の場合（G2） 

ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 1/10 倍となることで保護的効果が発現する

時期が遅れている（図 4.4.2-17）。ガラス固化体の寿命は，40,000年程度となっている。 

 

 

図 4.4.2-18 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（G2：ゲル層の成長速度がレファレンスケースの1/10倍の場合） 
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（n）OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果を無視した場合（H1） 

OP の腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果を無視した場合，一定の高い溶解速

度でガラスが溶解することとなる（図 4.4.2-18）。 OPの腐食速度の増加に伴い Feケイ酸

塩鉱物析出の寄与が大きくなるため，ガラス固化体の溶解速度も増加している。ガラス固

化体の寿命は，4,000年程度となっている。 

 

 

図 4.4.2-19 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（H1：OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果を無視した場合） 
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（o）OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合（H2） 

OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合，ケースH1と同様に一

定の高い溶解速度でガラスが溶解することとなる（図 4.4.2-19）。ガラス固化体の寿命は，

ケースH1と同様に 4,000年程度となっている。 

 

 

図 4.4.2-20 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（H2：OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合） 
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（p）OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が大きい場合（H3） 

OP の腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が大きい場合，初期段階からゲル層

の保護的効果が影響し，ガラスの溶解速度が低下している（図 4.4.2-16）。この場合も，ガ

ラス固化体の寿命は，長期にわたって維持される結果となっている。 

 

 

図 4.4.2-21 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（H3：OPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が大きい場合） 
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（q）亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果を無視する場合（I1） 

ケース A2 では，亀裂係数の増加に伴いゲル層の成長速度が低下したため，レファレン

スケースと比較して保護的効果の寄与が小さくなるという違いが認められたが，ケース I1

では保護的効果を無視しているため，ケースH1及びH2と同様に一定の高い溶解速度でガ

ラスが溶解しており，亀裂係数の増加による違いは認められない（図 4.4.2-21）。ガラス固

化体の寿命は，ケースH1及びH2と同様に 4,000年程度となっている。 

 

 

図 4.4.2-22 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（I1：亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果を無視する場合） 
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（r）亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合（I2） 

亀裂係数の増加にケース I1 と同様な亀裂係数の増加による違いは認められない（図

4.4.2-22）。ガラス固化体の寿命は，ケースH1，H2及び I1と同様に 4,000年程度となって

いる。 

 

 

図 4.4.2-23 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（I2：亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合） 
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（s）亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が大きい場合（I3） 

亀裂係数の増加に伴いゲル層の成長速度が低下し，ケース H3 と比較して保護的効果の

寄与が小さくなるという違いが認められる（図 4.4.2-23）。しかし，この場合もガラス固化

体の寿命は，ケース H3 と比較して短くはなっているものの長期間にわたり維持されるこ

との結果となっている。 

 

 

図 4.4.2-24 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（I3：亀裂係数及びOPの腐食速度が大きい条件でゲル層の保護的効果が小さい場合） 
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（t）緩衝材中のMgの拡散係数が大きい場合（J1） 

緩衝材中のMg の拡散係数をレファレンスケースの 5 倍としている。Mg ケイ酸塩鉱物

の析出の寄与は大きくなるが，Feケイ酸塩鉱物の析出の寄与よりも小さいため，レファレ

ンスケースと大きな違いは認められない。ガラス固化体の寿命は 190,000 年程度であり，

レファレンスケースと同様である。 

 

 

図 4.4.2-25 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（J1：緩衝材中のMgの拡散係数が大きい場合） 
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（u）OP領域の拡散抵抗を無視する（OPが全面開口）場合（J2） 

OP を全面開口とし，OP 領域の拡散抵抗を無視する場合，Mg イオンの移行量が増大す

ることによりMgケイ酸塩鉱物の析出の寄与が大きくなり，初期段階の溶解速度が増加し

ているが，早期よりゲル層の保護的効果が影響し，経時的に溶解速度が低下している（図

4.4.2-25）。これは，初期段階の高い溶解速度によって厚いゲル層が生成したことによる。

ガラス固化体の寿命は 230,000年程度である。 

 

 

図 4.4.2-26 ガラス固化体溶解速度の経時変化 

（J1：緩衝材中のMgの拡散係数が大きい場合） 
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（6）解析結果を踏まえたガラス固化体性能評価上の課題の検討 

(i)  解析結果のまとめ 

2012年度のモデルに対して、以下の改良を行い、種々のパラメータについてケーススタ

ディを行った。表 4.4.2-6及び図 4.4.2-26には各解析におけるガラス固化体寿命を示す。 

 

 ガラス固化体の割れによって生じた亀裂中の Si の拡散抵抗及びこれを考慮した亀裂

内ケイ酸濃度に応じた亀裂表面からのガラス溶解速度の表現 

 ガラス固化体外部表面及び亀裂表面それぞれにおける保護的なゲル層の成長とそこ

でのSiの拡散抵抗によるガラス溶解の律速 

 外部からのMgの移行フラックスと整合的なMgケイ酸塩鉱物生成速度の考慮 

 

今回の解析では，オーバーパックの腐食速度が小さい場合（C1）及びOP領域の拡散抵

抗を無視する場合（J2）を除くケースにおいて，ガラス固化体の溶解速度は Feケイ酸塩鉱

物の析出に支配される結果が示された。また，ゲル層の保護的効果が発現するには，ある

程度の厚さまでゲル層が成長する必要があるため，単位面積当たりの溶解速度が小さくな

るような条件（例えばA2やC1）では発現しにくくなっている。また，ゲル層の保護的効

果がない（又は小さい）場合（例えば F1,F2），ガラス溶解速度は Fe ケイ酸塩鉱物の析出

速度に支配されるため，オーバーパックの腐食速度として高い値を用いると 2012年度で実

施した解析と同様に数千年程度でガラス固化体が溶け切るという結果となった（例えば

H1,H2）。ガラス表面におけるゲル層の保護的な効果を考慮した場合、その設定によっては

ガラス固化体の寿命は飛躍的に増大することとなるが（例えば F3,H3）、ガラスの溶解によ

って生じた Siが Feケイ酸塩鉱物の析出によって消費される条件において，保護的なゲル

層の生成を解析で考慮するのかといった点については今後検討が必要である。 
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表 4.4.2-6 各解析におけるガラス固化体寿命 

No. 解析の内容 固化体寿命[y] 

RC 基本シナリオ 190,000 

A1 OP破損時のガラス固化体表面積の増加を考慮しない場合 450,000 

A2 OP破損時のガラス固化体表面積の増加が大きい場合 38,000 

B1 OPが早期に破損し，ガラス固化体が高温条件で溶解する場合 190,000 

C1 OPの腐食速度が小さい場合 260,000 

C2 OPの腐食速度が大きい場合 240,000 

D1 Mgケイ酸塩鉱物として sepioliteが析出する場合 190,000 

D2 Mgケイ酸塩鉱物として saponiteが析出する場合 190,000 

E1 降水系高 pH型地下水の場合 190,000 

F1 ゲル層の保護的効果を無視する場合 38,000 

F2 ゲル層の保護的効果が小さい場合 38,000 

F3 ゲル層の保護的効果が大きい場合 >1×10
8
 

G1 ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 10倍の場合 500,000 

G2 ゲル層の成長速度がレファレンスケースの 1/10倍の場合 38,000 

H1 C2+F1を組み合わせた場合 4,000 

H2 C2+F2を組み合わせた場合 4,000 

H3 C2+F3を組み合わせた場合 >1×10
8
 

I1 A2+C2+F1を組み合わせた場合 4,000 

I2 A2+C2+F2を組み合わせた場合 4,000 

I3 A2+C2+F3を組み合わせた場合 13,000,000 

J1 緩衝材中のMgの拡散係数が大きい場合 190,000 

J2 J1+OP領域の拡散抵抗を無視する（OPが全面開口）場合 230,000 
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図 4.4.2-27 解析におけるガラス固化体寿命 

 

(ii)  ガラス固化体性能評価上の課題 

前節で述べた本研究の解析結果は，ガラス溶解挙動に顕著な影響を与える可能性のある

要因として， 

 ガラス表面におけるゲル層の保護的効果及びゲル層の間隙構造による拡散抵抗の程度 

 オーバーパック腐食膨張等に伴う処分後のガラス固化体の割れによる表面積の増大 

 オーバーパック腐食速度に依存した鉄イオンの供給速度 

以上が重要であることを示唆している。 

 

ケース
No.

ガラス固化
体寿命[yr]

変動パラメータ 備考

RC 1.9E+05

A1 4.5E+05
全亀裂係数50：初期の割れを考慮した全亀裂
係数

処分後ガラス固化体の破砕が進展しな
い場合

A2 3.8E+04
全亀裂係数500：処分後の亀裂の増加を考慮
した全亀裂係数

処分後ガラス固化体の破砕が進展する
場合

B1 1.9E+05
Siの溶解度 5.35 mol/m3、ガラス溶解速度
28.0mol(Si)/m2y

OPが100年後に貫通した場合

C1 2.6E+05 オーバーパックの腐食速度0.1μ m/y OPの腐食速度が小さい場合

C2 2.4E+05
オーバーパックの腐食速度10μ m/y：H12腐食
速度

OPの腐食速度が大きい場合

D1 1.9E+05 Mgケイ酸塩鉱物中のSi/Mg組成比1.5 sepioliteが析出する場合

D2 1.9E+05 Mgケイ酸塩鉱物中のSi/Mg組成比1 saponite が析出する場合

E1 1.9E+05
地下水及び緩衝材間隙水中の初期Mg濃度
0.05mol/m3

降水系高pH型地下水の場合

F1 3.8E+04 ゲル層中の拡散係数0.1m2/y 保護的効果を無視する場合

F2 3.8E+04 ゲル層中の拡散係数（Dgel大の1000倍) 保護的効果が小さい場合

F3 >1.0E+08 ゲル層中の拡散係数（Dgel小) 保護的効果が大きい場合

G1 5.0E+05 ゲル層のモル体積γ  2.24E-04m3/mol リファレンス×10
G2 4.0E+04 ゲル層のモル体積γ  2.24E-06m3/mol リファレンス×0.1

H1 4.0E+03
OP腐食速度10μ m/y,ゲル層中拡散係数
0.1m2/y

C2+F1

H2 4.0E+03
OP腐食速度10μ m/y,ゲル層中拡散係数
（Dgel大の1000倍)  

C2+F2

H3 >1.0E+08
OP腐食速度10μ m/y,ゲル層中の拡散係数
（Dgel小)

C2+F3

I1 4.0E+03
全亀裂係数500、OP腐食速度10μ m/y,ゲル層
中拡散係数0.1m2/y 

A2+C2+F1

I2 4.0E+03
全亀裂係数500、OP腐食速度10μ m/y,ゲル層
中拡散係数（Dgel大の1000倍)

A2+C2+F2

I3 1.3E+07
全亀裂係数500、OP腐食速度10μ m/y,ゲル層
中の拡散係数（Dgel小)

A2+C2+F3

J1 1.9E+05 Mgの拡散係数0.0631 m2/yr Siの自由水中の拡散係数

J2 2.3E+05
Mgの拡散係数0.0631 m2/yr，OP開口断面積
2.17m2

J1+OP全面開口 （※ケースF3，H3では1億年以上）

1E+0 1E+2 1E+4 1E+6 1E+8

J2
J1
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I1
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これらの点に着目して，ガラス固化体の溶解に関するシナリオ分岐を図 4.4.2-27 に示す

ように整理することができ，また，解析結果から，各シナリオに対応するガラス溶解期間

は表 4.4.2-7に示すものとなる。 

 

図 4.4.2-28 ガラス固化体の溶解に関するシナリオ分岐 

 

表 4.4.2-7 各シナリオ区分に対応するガラス溶解期間 

 ガラス固化体溶解期間（年） 

シナリオA 1,000万年以上 

シナリオB 約 20～50万年程度 

シナリオC 約 4万年程度 

シナリオD 約 4,000年程度 

シナリオE 約 4万年程度 

シナリオ F 約 4,000年程度 

※今年度（2013年度）の解析結果に基づく 

 

上記のシナリオ区分及びそれぞれの区分に対応するガラス溶解期間が大きく異なること

を踏まえ，ガラス性能評価の合理性と信頼性を向上するための取り組みとして，以下の諸

点が重要と考えられる。 

 

① 取り組み 1：鉄や Mg 等の共存する状態でガラス表面に生成するゲル層の間隙構造や

物質移動の特徴を理解するとともに，上記のシナリオAあるいはBが成立することの

論拠となる実験事実や知見を蓄積すること 

② 取り組み 2：シナリオCあるいは Fのように，オーバーパックの腐食膨張に伴うガラ
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スの割れによる表面積増大の影響の取り扱いに関して，「オーバーパック腐食に伴うガ

ラスの割れによる表面積増大は起こり難い」ことを説明し得る論拠を拡充すること 

③ 取り組み 3：シナリオDに関して，オーバーパックの腐食によって溶出する Feイオン

とガラス固化体由来の Si の反応によって生ずる鉄ケイ酸塩鉱物の成長速度あるいは

生成量が小さいことを説明できる論拠を蓄積すること 

 

これらの取り組みのそれぞれに対応する性能評価研究の課題案を以下にまとめる。 

 

（a）取り組み 1に関する課題 

鉄やMg等の共存する状態でガラス表面に生成するゲル層の間隙構造や物質移動の特徴

を理解するうえでは，該当する条件での実験における表面変質層の間隙構造やその中での

Siの移動及び反応の特性についての詳細な調査を行うとともに，これらのプロセスを明示

的に取り入れた詳細な現象解析モデルの開発が重要な課題になる。特に，ゲル層中でのSi

の移動については，従来，「見かけの拡散係数」といったバルクの経験的な表現が示されて

いるのみであり，移動と反応という二つの異なるプロセスを区分するためのデータや知見

の取得が必要と考えられる。 

 

（b）取り組み 2に関する課題 

オーバーパックの腐食膨張に伴うガラスの割れによる表面積の増大程度を予測するうえ

では，ガラスの割れに関する破壊力学的解析を行うとともに，ガラス固化体の破砕実験を

行うことでこのような解析の妥当性を示すことが課題となる。ここで，特に，図 4.4.2-28

の(a)に示すような初期の割れの無い状態では，オーバーパック変形に伴うガラス固化体の

破砕が顕著であるのに対して，製造時の現実的な割れを考慮した場合（同図(b)）には，ガ

ラス固化体があらかじめ多くのブロックに分割されており，その後の変形がブロック間の

変位で緩衝されるためにその後の破砕が顕著ではないことを立証していくことが重要と考

えられる。 

(a)   (b)  

図 4.4.2-29 初期割れ目を考慮しない場合（a）と考慮した場合（b）のガラス固化体破

砕シミュレーションの例（JAEA，2008b） 
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なお，上記のようなシミュレーションにおいては，鉄腐食生成物の体積膨張率を保守的

に設定（3 など）することが多いが，この点についてのより現実的な検討も必要である。

特に，次項で述べる Feイオンの溶解と鉄ケイ酸塩鉱物の生成をあわせて考える場合に，オ

ーバーパック表面に残留して強度を持つ腐食生成物となる鉄の量比が過大評価されていな

いか（力学的な懸念材料となる鉄腐食生成物と化学的なシンクとして懸念材料となる鉄ケ

イ酸塩鉱物が重複して想定されていないか）といった検討も必要と考えられる。 

 

（c）取り組み 3に関する課題 

オーバーパックの腐食によって溶出する鉄イオンとガラス固化体由来の Si の反応によ

って生ずる鉄ケイ酸塩鉱物の成長速度あるいは生成量が小さいことを示すうえでは，性能

評価上の課題として以下に取り組むことが必要と考えられる。 

 

① 鉄腐食速度及び鉄イオンの供給速度の評価 

マグネタイトや鉄水酸化物あるいはシデライトといった鉱物が，ケイ酸の存在下におい

ても鉄表面に生成する状況では，これらの鉱物による溶解度制限のために，ケイ酸との反

応に供給される鉄イオンの量は顕著に制限される可能性がある。そこで，この点について

の定量的な情報を得るために，ガラスからのSiの溶解に相当する比較的高濃度のケイ酸共

存下での鉄腐食試験を行い，生成する二次鉱物の種類と量比を特定するとともに，ガラス

溶解速度への影響を定量化することが課題となる。 

なお，従来の炭素鋼腐食に関する検討は，廃棄体容器としてのオーバーパックの寿命を

予測することを目的としたものであり，寿命は最初の開口部によって決定されるために腐

食速度データの上限をとるという保守的な取り扱いがなされている。これに対して，ガラ

ス影響の観点では，ケイ酸と反応し得る Feイオンの量が問題となるため，この観点からの

データの取り扱いが必要と考えられる。 

 

② 鉄ケイ酸塩鉱物生成の影響に関する総合的検討 

鉄ケイ酸塩鉱物として生成する可能性のあるグリナライトやバーチェリン等は，ケイ酸

のシンクタームとしてガラス溶解を促進する効果を持ち得ると同時に，モル体積が大きい

ために，オーバーパックの腐食生成物とともに，初期に緩衝材内側に存在していたボイド

部や間隙等を閉塞していく効果を有するものと考えられる。また，さらに，還元環境での

鉄腐食によって想定する水素ガスの圧力上昇のために，緩衝材よりも内側にある間隙水が

排出されることも想定されることから，ガラス溶解，及びこれに伴う放射性核種の溶出や

その後の核種移行に寄与し得る実効的な（連続しており，かつ，水によって飽和した）間

隙率は低下することが考えられる。従って，今後の性能評価研究においては， 
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 ケイ酸塩鉱物の生成する総量の上限 

 間隙の閉塞やガスによる脱水等に伴うガラス溶解や核種移行の制限 

 

といった点を含めた総合的な取り組みが課題になるものと考えられる。 

 

以上の課題には，ガラス固化体自体の溶解挙動に関するものも含まれるが，それに加え

て，鉄腐食や緩衝材変質等を含めたニアフィールドの化学，物質移動及び力学的な環境条

件が全体としてどのように変遷するかについて関連する多くの研究領域の成果を整合的に

統合した全体像を提示するというより大きな課題を前提としているものも多い。今後の性

能評価研究では，このような分野横断的な取り組みの重要性が以前にも増して重要になる

ものと考えられる。 
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4.5 まとめ 

状態設定の流れや手順の検討については，2012年度迄の共同研究において，国内外のシ

ナリオ構築事例や手法に関する調査や具体的な状態設定の試行を通じて，“状態設定の基本

手順”と，状態設定の各段階での具体的な情報の流れを示す“作業・情報フロー”を構築

し，提示した。2013年度では，2012年度に提示した状態設定の流れや手順について，作業

実施上のやりやすさ，わかりやすさの観点から改めて見直しを行った。さらに，手順の各

段階に対して，目的や実施事項を明確にするとともに，具体性を保ちながら，幅広い対象

での状態設定にガイダンス的に利用可能となるように，例を示しつつ，留意点等を整理し

た。また，一連の流れに対して，作業をサポートする手法を区別して記載するとともに，

新しい手法についても調査し，解説の追加を行った。 

以上の見直しにより，本共同研究では，“状態設定の基本手順”と，状態設定の各段階

での具体的な情報の流れを示す“作業・情報フロー”を，より実務的で利便性の高いもの

とすることができたと考える。 

さらに，これらの“状態設定の基本手順”や“作業・情報フロー”における作業項目と

適切に関連付けながら，作業結果のみならず各種作業の経緯・判断・論拠等を体系的に管

理できる環境，さらにそれら情報を参照・利用しやすいアクセス環境などを整備しておく

ことが，情報の効率的な管理のためには効果的と考えられる。そのため，作業フローを軸

とした情報管理のためのポータルサイトの構築を具体的に進め，機能要件の整理，利用可

能なツールの選択，画面や機能の設計を行った。 

 

知見の体系的な整理と不確実性の検討として，2012 年度に実施した“セメント-ベント

ナイト相互作用とアルカリプルームのオーバーパックへの影響”および“ガラス固化体近

傍における溶存ケイ酸濃度変化の影響等を考慮したガラス溶解挙動”についての現象解析

の結果と課題を踏まえ，引き続き，セメント系材料の影響と，ガラス溶解挙動に着目し，

これらの現象が安全機能へ及ぼす影響の不確実性について，状態設定や核種移行評価モデ

ルへの反映を念頭に，情報の整理と解析的検討を進めた。 

セメント系材料の影響については，処分システムの様々な部位にセメント系材料が利用

されることでもたらされる影響を，安全機能への影響の視点で整理し，背景となる文献情

報等の整理を行った。さらに，坑道支保としてのセメント系材料の利用に着目し，緩衝材

への影響に加え，支保自身の劣化について不確実性を考慮した現象解析を行った。 

さらに，この現象解析結果に基づいて，状態設定を行い，核種移行解析を試行すること

で，不確実性の取り扱いの事例検討を行った。核種移行解析では，母岩に3次元の不均質

透水場を設定し，個別現象の結果の取り扱いがシステムの全体性能に与える影響について

も検討を加えた。この一連の検討によって，個別現象の理解に基づいた不確実性を考慮し

た複数の状態設定，個別現象の理解に基づく状態設定と全体性能の関係などを例示した。 
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ガラス固化体性能評価モデル作成に向けた不確実性影響に関する基盤情報の整備とし

て，ガラス固化体の溶解に影響する現象などに関する現時点での知見の整理を行い，この

整理結果を踏まえたガラス固化体溶解のシナリオおよび概念モデルの作成，解析モデルに

よる感度解析的評価を実施した。さらに，この解析結果に基づいて，ガラス固化体性能評

価モデルの検討を行うとともに，今後の課題を示した。 
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第5章 核種移行パラメータ設定に関する検討 

5.1 検討の目的とアプローチ 

5.1.1 背景と目的 

安全評価における重要な核種移行パラメータは，「放射性物質の溶解度制限」，緩衝材中

の「収着・拡散」，周辺岩盤中の「収着・拡散」，などにかかわるものである。核種の溶解・

沈殿現象および緩衝材中の収着・拡散現象は，地下水組成や緩衝材特性などの化学的環境

条件に大きく依存する。また，岩盤中の収着・拡散現象は上記の条件に加え，岩種や亀裂，

水理条件など物理的環境条件にも大きく影響を受ける。安全評価においては，対象とする

サイトの地質環境条件，さらには，将来の海水準変動や隆起・侵食活動といった地質環境

の変遷を考慮し，評価モデルに使用する溶解度，分配係数および拡散係数といった核種移

行パラメータを適切に設定することが重要である。しかし，天然の地質環境が有する不均

質性や超長期にわたる変遷に起因する不確実性のために，核種移行パラメータにも不確実

性が含まれることとなる。そこで，さまざまな既存の実測データ，メカニズムやモデルに

関する知見をもとに，不確実性の要因と変動範囲，および影響範囲を踏まえながら，安全

評価に用いる最適なパラメータを設定することが必要である。 

概要調査段階では，地上からの調査（地表踏査，ボーリング調査など）が進めば，地質

環境特性に関する情報が増加し，ボーリング調査によって調査地区の岩石ボーリングコア

や地下水が試料として得られる。これら岩石試料や地下水試料を用いて，あるいは地下水

に関しては模擬した条件で，緩衝材や岩石中の核種移行にかかわるデータを取得すること

ができる。パラメータ設定に関しては，実測値と既存のデータベースからの類推やモデル

による推定とを比較して，地下水化学条件への依存性（例えば分配係数の pH 依存性）な

どを確認することでパラメータの変動範囲を設定する。この際，この段階では詳細には把

握できない地質環境特性の不均質性，システムの長期的変遷を念頭に，パラメータの不確

実性を考慮する必要がある。 

概要調査段階でパラメータ設定を効率的に実施するためには，調査の進展に伴い増加す

る情報の種類と量に加え，情報に必然的に伴う不確実性を考慮したパラメータ設定の基本

的な方針と手順を準備しておくことが重要である。本研究では，事業の視点からの要件と

パラメータ設定の考え方を整理し，不確実性の取り扱いを考慮に入れたパラメータ設定の

方法論を検討することを目的とする。 

 

5.1.2 事業の観点からのパラメータ設定の考え方 

文献調査段階で法定要件に即して選定された概要調査地区は，著しく処分に不適格とな

る条件でなければ候補サイトから除外されることはないため，環境条件の変動の幅として

は幅広に検討しておく必要がある。実際に候補サイトを調査できる段階となった際には，

数本のボーリング掘削を行うことにより，ボーリング孔を利用しての力学関連調査，水理

関連調査およびコアや採水を通した鉱物・化学関連調査などを通して，そのサイトの特性
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評価のために必要なデータを取得する。調査から得られた情報により，①サイトの特性評

価，②人工バリアの長期変遷挙動評価，③地下水移行シナリオに基づいた核種移行評価を

実施する。このうち，②人工バリアの長期変遷挙動評価，③地下水移行シナリオに基づい

た核種移行評価においては，①サイトの特性評価で設定された地質環境条件と水理条件と

の整合を考慮しつつ，ボーリング調査などにおいて採取された地下水と鉱物の分析データ

に基づいて設定された地下水組成を利用することになる。しかし，概要調査段階には詳細

な水理地質構造モデルが構築されていない可能性が高く，地下水形成メカニズムや地下水

流動の検討が不十分な状況で，数本のボーリング調査データから得られる実測データのみ

を用いて予備的な安全評価を実施することになるかもしれない。また，調査の初期段階で

は実測データの量や種類が少なく，その実測データ自体の信頼性が評価できない状況かも

しれない。 

また，天然環境は空間的に不均質な鉱物分布と地下水分布を持つ場であり，放射性核種

の移行場は均一ではない。処分場環境についても，坑道やプラグ，支保工となるロックボ

ルトやセメント壁，掘削影響を受けて母岩特性が変化した領域，人工バリア領域などが存

在し，材料特性や水理特性が不均一な移行場である。このような空間的な移行場の変遷を

評価に反映するに当たっては，核種移行経路を設定する必要があり，移行経路上に存在す

る物質特性の不確実性を考慮しつつ移行評価を実施することになる。合わせて，地層処分

の評価が必要な期間を考慮すると，母岩環境，人工バリア環境ともに変遷していくことが

予測されるため，時間的にも環境条件が変化するという不確実性も考慮して評価する必要

がある。 

概要調査段階で実施する予備的な安全評価は，このような不確実性を孕んだ環境条件設

定を前提としながら，次の精密調査段階に進むかどうかを判断し，精密調査段階で実施す

べき調査項目を明確にすることを目的として実施されるものである。評価においては，不

確実性の要因を明確にすること，不確実性の影響を把握すること，不確実性低減に向けた

対策を検討することが重要である。そのため，核種移行評価のためのパラメータを設定す

るに当たっても，前提となる環境条件の不確実性を考慮する必要があるとともに，その不

確実性が核種移行評価に与える影響を前もって見積もっておくことが重要となる。 

 

5.1.3 本研究の進め方と2013年度の実施内容 

本研究では，図 5.1.3-1に示すアプローチに沿って，核種移行パラメータ設定の方法論を

検討する。 

まずは，これまでの JAEAにおける基盤研究成果（データ取得手法，実測値データベー

ス，現象論モデルなど）の整理，海外における先行事例の調査・分析を行い，それらをも

とに核種移行パラメータ設定の方法論を検討する。次段階として，提案されたパラメータ

設定手法に基づいた試行を実施することにより，設定のための具体的作業と設定値に含ま

れる不確実性の種類と要因を明確にする。また，それぞれの不確実性について安全評価上
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の影響度を踏まえて重要度を検討し，それに対応した不確実性低減のための対策を検討す

る。これらの検討により，事業の進捗に応じて採用すべき，不確実性を考慮したパラメー

タ設定手法を提示する。 

 

 

核種移行パラメータ設定の方法論と設定事例の提示

情報の種類と量の段階的変化
不確実性の取り扱い
 シナリオ・モデルとの整合
品質の確保 等

事業の観点からの核種移行パラメータ
設定に係る要件と考え方

実測値データベース
JAEA-SDB/DDB

SKBのSR-Can/-Site，NagraのEN2002等の関
連レポート（メイン，データ設定，Kd等個別パ
ラメータ設定レポート）を調査

①パラメータ設定の全体アプローチ

②分配係数等の設定フローとデータセット

③根拠となる最新データ・知見

データ取得
標準的手法

現象論モデル
/スケーリング法

岩盤中の収着・
拡散パラメータ

結晶質岩系
（SKB等）

堆積岩系
（Nagra等）

岩盤系（結晶質岩/
堆積岩）の設定検討

緩衝材ベントナイト
系の設定検討

JAEA基盤研究開発成果核種移行パラメータ設定に関する海外動向

不確実性の取扱いの考え方と手法

①性能評価解析における不確実性
②個別パラメータ設定における不確
実性
③シナリオや擾乱影響等の不確実性
の取扱い 等

第２次取りまとめにおけるパラメータ設定手法

緩衝材中の収着・
拡散パラメータ

溶解度
パラメータ

 

図 5.1.3-1 本研究における核種移行パラメータ設定手法検討のアプローチ 

  

2011年度は，岩石の分配係数パラメータについて，結晶質岩を対象とし，スウェーデン

SKBのパラメータ設定手法の調査，国内基盤研究開発成果をもとに，実測データに基づく

パラメータの設定フローを整理するとともに，第 2次取りまとめ（JNC，1999）のジェネ

リックな環境条件を対象に，主要核種のパラメータ設定について事例的に検討した。また，

緩衝材中の収着・拡散については，基盤研究開発の成果をもとに，圧縮ベントナイト中の

収着と拡散に関するパラメータを関連付けつつ，実測データとモデルを組み合あわせた設

定フローを検討するとともに，主要核種に対して事例的に適用した。さらに，溶解度設定

については，第 2次取りまとめ以降の JAEAにおける熱力学データベース(TDB)の更新と

溶解度評価についての情報を整理した（江橋ほか，2012）。 

これら 2011年度の成果も踏まえ，2012年度は，岩石の分配係数パラメータについて，

堆積岩を対象とし，スイスNagra/PSIのパラメータ設定手法の詳細調査および国内の関連

基盤研究開発の成果をもとに，半定量的条件変換手法や収着モデルといった複数のアプロ

ーチの比較や選択の視点を含む分配係数パラメータの設定フローを整理し，このフローと

関連付けて幌延の堆積岩に対する設定事例を提示した。また，結晶質岩を対象とした分配

係数設定の試行を通じて，設定作業において留意すべき不確実性を抽出し，その取り扱い
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について検討した。（黒澤ほか，2013）。一方，溶解度パラメータについては，第 2次取り

まとめおよび諸外国の溶解度評価手法を整理したうえで，溶解度設定手法の検討を行うと

ともに，並行して代表的な元素の溶解度制限固相の設定を試行した。また，溶解度制限固

相選定段階での検討に資することを目的として，天然地下水中のウランの溶存濃度の解釈

に関する事例について調査を行った。（黒澤ほか，2013）。 

以上の過年度の検討を踏まえ，2013年度は核種移行評価とパラメータ設定における不確

実性の明確化と，不確実性を考慮したうえでのパラメータ設定手法の検討を実施した。 

緩衝材間隙水組成の不確実性検討のための変動解析として，降水および海水起源の地下

水を中心に，pH，炭素濃度および硫黄濃度（海水系のみ）を変化させて，間隙水組成がど

れほど変化するかについて調査した。海水系地下水から導出された緩衝材間隙水の組成は，

緩衝材の化学的緩衝作用により pHは 6～9程度に収束するが，炭素および硫黄濃度は収束

しきれず大きな変動幅を持つことになった。一方，降水系地下水から導出された緩衝材間

隙水の組成は概ね一定であった。 

溶解度設定において考慮すべき不確実性を検討するため，海水系地下水で得られた pH，

炭素濃度および硫黄濃度の変動幅に基づく重要元素の溶解度の変動幅を導出した。変動幅

の大小は元素によって異なり，最大で±2桁もの変動幅が得られた元素があった。また，

諸外国における溶解度評価の不確実性の最新の例として，スウェーデン核燃料・廃棄物管

理会社（SKB）が取りまとめた安全評価報告書（SR-Site）の溶解度評価について調査した。

さらに，第 2次取りまとめおける溶解度設定値が非保守的であると懸念される元素につい

て，国内の専門家についてご意見を賜り，今後の溶解度設定に資する情報として整理した。 

分配係数の設定については，フィンランドPosivaの性能評価報告書（TURVA-2012; Posiva, 

2012）における岩石の分配係数設定手法を調査するとともに，これまで調査してきたスウ

ェーデン SKBやスイスNagraの事例を含め，一連の海外事例調査の比較・分析結果をもと

に，岩石の分配係数設定と不確実性評価の方法論，今後の課題や留意事項などを整理した。

これまで構築してきたパラメータ設定手法に，不確実性の取り扱いの視点を加味しつつ，

花崗岩/降水系地下水におけるCsとAmの分配係数と不確実性の設定を試行した。また，

システム変遷にかかわる不確実性要因として，セメント系材料が緩衝材の分配係数に及ぼ

す影響に着目し，国内外の性能評価上の取り扱いや既存の関連データの調査，一部検証の

ためのデータを取得しつつ，パラメータ設定を試行した。さらに，パラメータ設定におけ

る作業経緯や判断根拠などの情報について，透明性と追跡性を確保できるように，既存の

ツールを活用した電子化を検討した。 
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5.2 間隙水組成の不確実性検討のための変動解析 

5.2.1 第2次取りまとめでの地下水組成，間隙水組成の設定と本研究での変動解析概要 

第 2次取りまとめで設定されたモデル地下水には，降水起源の地下水（以下，降水系地

下水）として還元性高 pH 型（FRHP）および還元性低 pH 型（FRLP），海水起源の地下水

（以下，海水系地下水）として還元性高pH型（SRHP）および還元性低pH型地下水（SRLP），

そして FRHP 地下水と SRHP 地下水を混合させ高塩化物イオン濃度とした混合系中性型

（MRNP）がある。そのほかに，隆起・侵食シナリオに用いるため，FRHP 地下水の酸化

還元電位を酸性側に設定した降水系酸化性高 pH型（FOHP）地下水が設定されている。こ

れらは，第 1次取りまとめ（動力炉・核燃料開発事業団，1992）において設定されたもの

であり，第 2次取りまとめにおいてはその妥当性を検証するため，わが国における地下水

データ約 15,000件を収集し，岩石-水反応で規定されると考えられる地下水として pH条件

や電荷バランスなどの情報を基にデータのスクリーニングを行い，約 300件の実測データ

が選定された。その情報を基に，統計学的解析に基づく地下水の類型化を行い，降水およ

び海水を起源として各種鉱物と熱力学的に平衡させ，さらに有機物の作用により還元性に

させた組成を仮想的に設定した（Yui et al., 1999a）。降水系および海水系地下水形成過程の

概念モデルを，それぞれ図 5.2.1-1および図 5.2.1-2示す。 

 

 

図 5.2.1-1 降水系地下水形成過程の概念モデル 

（Yui et al., 1999a） 
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図 5.2.1-2 海水系地下水形成過程の概念モデル 

（Yui et al., 1999a） 

 

本研究では，主な検討対象として海水系地下水である SRHPおよび SRLP を用いるとと

もに，降水系地下水であるFRHPおよびFOHPについても対象にすることとした。表 5.2.1-1

～4 にそれぞれの地下水組成を示す。2 種類の海水系地下水は，Cl 濃度は同一でありなが

ら pH やいくつかの主要イオン濃度（C，Mg，Ca，Al）が異なり，全体的な電荷バランス

をNa
+イオン濃度で調整しているため，イオン強度が若干異なっている。 

また，このように設定された地下水を，人工バリア材中の鉄腐食生成物および緩衝材と

反応させたものを間隙水として設定した（小田ほか，1999）。表 5.2.1-5～8に設定された間

隙水組成を示す。 

このように地下水生成メカニズムと実測データの幅を考慮しつつ設定された仮想的地

下水と間隙水の組成が，地下水移行シナリオに基づいた核種移行評価のために適用された。 

実際の候補サイトを調査できる段階となった際には，その場の環境条件を考慮しつつ，

ボーリング調査などにおいて採取された地下水と鉱物の分析データに基づいて核種移行評

価で用いるための地下水組成を設定して評価に利用することになる。しかし，サイト調査

初期の概要調査段階においては，実測データの不足から詳細な水理地質構造モデルが構築

されていない可能性が高い。地下水形成メカニズムの検討が不十分な状況で，数本のボー

リング調査データから得られる実測データのみで予備的な安全評価を実施することになる

かもしれない。また，調査の初期段階では実測データ自体が少なく，その実測データ自体

の信頼性が評価できないかもしれない。そこで，本研究では，サイトで実測される地下水

の化学組成には不確実性があることを想定し，その不確実性の影響が核種移行評価で用い

る分配係数や溶解度の設定に与える影響を把握することを目的として簡易な感度解析を実
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施した。 

地下水化学組成の核種移行評価に影響する項目としては，pH，溶存炭素濃度[C]および

溶存硫黄濃度[S]（[S]は海水系のみ）を考慮した。これらをパラメータとして緩衝材間隙水

組成変化を熱力学的平衡計算により調査し，組成変化を考慮した核種移行解析に適用する

ための仮想的な間隙水の組成を設定した。 

なお，第 2次取りまとめ(JNC,1999)で熱力学平衡計算に用いられた JNC-TDB（Yui et al., 

1999b）は，継続的に整備更新作業が実施されており，最新版は 100331c2.tdb（Kitamura et al., 

2012）として公開されている。本検討においては，この最新版 TDBを用いることとする。 
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表 5.2.1-1 第 2 次取りまとめで設定した降水系還元性高 pH 型地下水（FRHP）の組成 

（Yui et al., 1999a） 

pH 8.46 

pe -4.76 

Eh(mV) -281 

温度(℃) 25 

イオン強度(mol/kg) 0.042 

電荷バランス(eq) 

（Na
+で調整） 

9.96×10
-14

 

活量補正 Davies式 

Log[CO2分圧] -3.1325 

元素 
総濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

Na 3.55×10
-3
 81.552 

K 6.15×10
-5
 2.405 

Mg 5.00×10
-5
 1.215 

Ca 1.09×10
-4
 4.385 

Al 3.43×10
-7
 9.25×10

-3
 

Si 3.39×10
-4
 9.528 

Fe 9.73×10
-10

 5.44×10
-5
 

F 5.40×10
-5
 1.026 

Cl 1.46×10
-5
 0.518 

C 3.54×10
-3
 42.576 

S 1.11×10
-4
 3.571 

B 2.93×10-4 3.168 

P 2.86×10
-6
 8.86×10

-2
 

N 2.30×10
-5
 0.322 

溶存化学種 
濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

HCO3
-
 3.44×10

-3
 209.994 

CO3
2-
 5.75×10

-5
 3.450 

CO2(aq) 2.50×10
-5
 1.101 

CH4(aq) 1.54×10
-10

 2.47×10
-6
 

SO4
2-
 1.08×10

-4
 10.384 

HS
-
 3.76×10

-9
 1.24×10

-4
 

H2S(aq) 1.18×10
-10

 4.03×10
-6
 

NH4
+
 1.99×10

-5
 0.359 

Fe
2+

 8.92×10
-10

 4.98×10
-5
 

H4SiO4(aq) 3.23×10
-4
 31.054 

 



 

5-9 

 

表 5.2.1-2 第 2 次取りまとめで設定した降水系酸化性高 pH 型地下水（FOHP）の組成 

（小田ほか，1999） 

pH 8.46 

pe 8.00 

Eh(mV) 472 

温度(℃) 25 

イオン強度(mol/kg) 0.039 

電荷バランス(eq) 

（Na
+で調整） 

-2.36×10
-13

 

活量補正 Davies式 

Log[CO2分圧] -3.1588 

元素 
総濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

Na 3.34×10
-3
 76.813 

K 5.79×10
-5
 2.264 

Mg 6.50×10
-5
 1.580 

Ca 1.01×10
-4
 4.066 

Al 3.61×10
-7
 9.75×10

-3
 

Si 3.40×10
-4
 9.554 

Fe 2.09×10
-15

 1.17×10
-10

 

F 5.40×10
-5
 1.026 

Cl 4.40×10
-6
 0.156 

C 3.54×10
-3
 42.481 

S 1.00×10
-6
 0.032 

B 2.93×10
-4
 3.168 

P 2.86×10
-6
 8.86×10

-2
 

N 1.51×10
-5
 0.211 

溶存化学種 
濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

HCO3
-
 3.43×10

-3
 209.384 

CO3
2-

 6.04×10
-5
 3.626 

CO2(aq) 2.35×10
-5
 1.036 

SO4
2-

 9.71×10
-7
 0.093 

NO3
-
 1.51×10

-5
 0.934 

Fe(OH)4
-
 1.50×10

-15
 1.13×10

-10
 

H4SiO4(aq) 3.23×10
-4
 31.054 
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表 5.2.1-3 第 2 次取りまとめで設定した海水系還元性高 pH 型地下水（SRHP）の組成 

（Yui et al., 1999a） 

pH 7.95 

pe -5.14 

Eh(mV) -303 

温度(℃) 25 

イオン強度(mol/kg) 0.6317 

電荷バランス(eq) 

（Na
+で調整） 

-7.30×10
-12

 

活量補正 変形Davies式 

Log[CO2分圧] -2.1782 

元素 
総濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

Na 6.17×10
-1
 14184.687 

K 1.06×10
-2
 416.170 

Mg 2.49×10
-4
 6.048 

Ca 3.34×10
-4
 13.379 

Al 3.21×10
-9
 8.67×10

-5
 

Si 2.95×10
-4
 8.285 

Fe 3.89×10
-8
 2.17×10

-3
 

F 1.02×10
-4
 1.938 

Cl 5.90×10
-1
 20900.678 

C 3.46×10
-2
 416.020 

S 3.01×10
-2
 965.382 

B 1.71×10
-3
 18.487 

P 2.63×10
-7
 8.15×10

-3
 

N 5.15×10
-3
 72.135 

Br 5.26×10
-4
 42.030 

I 1.98×10
-4
 25.127 

溶存化学種 
濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

HCO3
-
 1.19×10

-2
 722.959 

CO3
2-

 1.25×10
-4
 7.501 

CO2(aq) 2.10×10
-4
 9.255 

CH4(aq) 2.00×10
-2
 319.580 

SO4
2-

 3.16×10
-5
 3.031 

HS
-
 2.80×10

-2
 924.195 

H2S(aq) 2.10×10
-3
 71.470 

NH4
+
 5.00×10

-3
 89.998 

Fe
2+

 1.19×10
-13

 6.64×10
-9
 

H4SiO4(aq) 2.89×10
-4
 27.768 
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表 5.2.1-4 第 2 次取りまとめで設定した海水系還元性低 pH 型地下水（SRLP）の組成 

（Yui,et al., 1999a） 

pH 5.96 

pe -2.69 

Eh(mV) -159 

温度(℃) 25 

イオン強度(mol/kg) 0.6544 

電荷バランス(eq) 

（Na
+で調整） 

-1.73×10
-13

 

活量補正 変形Davies式 

Log[CO2分圧] -0.1234 

元素 
総濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

Na 5.00×10
-1
 11494.884 

K 1.09×10
-2
 426.406 

Mg 2.07×10
-2
 502.895 

Ca 2.76×10
-2
 1106.277 

Al 3.12×10
-8
 8.41×10

-4
 

Si 2.90×10
-4
 8.136 

Fe 3.89×10
-8
 2.17×10

-3
 

F 1.02×10
-4
 1.938 

Cl 5.90×10
-1
 20900.678 

C 4.23×10
-2
 508.642 

S 3.01×10
-2
 965.382 

B 1.71×10
-3
 18.487 

P 2.63×10
-7
 8.15×10

-3
 

N 5.15×10
-3
 72.135 

Br 5.26×10
-4
 42.030 

I 1.98×10
-4
 25.127 

溶存化学種 
濃度 

(mol/kg) (mg/kg H2O) 

HCO3
-
 1.39×10

-2
 844.977 

CO3
2-

 1.50×10
-6
 0.090 

CO2(aq) 2.39×10
-2
 1050.074 

CH4(aq) 4.23×10
-4
 6.765 

SO4
2-

 2.22×10
-4
 21.365 

HS
-
 3.57×10

-3
 117.880 

H2S(aq) 2.60×10
-2
 885.716 

NH4
+
 5.15×10

-3
 92.645 

Fe
2+

 2.10×10
-11

 1.17×10
-6
 

H4SiO4(aq) 2.90×10
-4
 27.826 
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表 5.2.1-5 第 2 次取りまとめでの降水系還元性高 pH 型（FRHP）間隙水組成 

（小田ほか，1999） 

 pH  8.36 

 pe  -4.7 

 イオン強度 0.0226 

 化学組成（mol/kg） 

Na 2.8×10
-2
 Al 3.4×10

-7
 Cl 1.5×10

-5
 P 2.9×10

-6
 

K 1.2×10
-4
 Si 3.4×10

-4
 C 1.6×10

-2
 N 2.3×10

-5
 

Mg 4.2×10
-6
 Fe 2.0×10

-9
 S 1.1×10

-4
 Br –– 

Ca 5.3×10
-5
 F 5.4×10

-5
 B 2.9×10

-4
 I –– 

 

表 5.2.1-6 第 2 次取りまとめでの降水系酸化性高 pH 型（FOHP）間隙水組成 

（小田ほか，1999） 

 pH  8.37 

 pe  8.0 

 イオン強度 0.0223 

 化学組成（mol/kg） 

Na 2.8×10
-2
 Al 3.6×10

-7
 Cl 4.4×10

-6
 P 2.9×10

-6
 

K 1.2×10
-4
 Si 3.4×10

-4
 C 9.8×10

-3
 N 1.5×10

-5
 

Mg 4.1×10
-6
 Fe 1.9×10

-15
 S 1.1×10

-4
 Br –– 

Ca 5.2×10
-5
 F 5.4×10

-5
 B 2.9×10

-4
 I –– 

 

表 5.2.1-7 第 2 次取りまとめでの海水系還元性高 pH 型（SRHP）間隙水組成 

（小田ほか，1999） 

 pH  7.83 

 pe  -5.22 

 イオン強度 0.615 

 化学組成（mol/kg） 

Na 5.7×10
-1
 Al 3.2×10

-9
 Cl 5.9×10

-1
 P 2.6×10

-7
 

K 3.4×10
-3
 Si 2.7×10

-4
 C 2.2×10

-2
 N 5.1×10

-3
 

Mg 1.5×10
-3
 Fe 2.2×10

-7
 S 7.2×10

-9
 Br 5.3×10

-4
 

Ca 1.4×10
-2
 F 1.0×10

-4
 B 1.7×10

-3
 I 2.0×10

-4
 

 

表 5.2.1-8 第 2 次取りまとめでの海水系還元性低 pH 型（SRLP）間隙水組成 

（小田ほか，1999） 

 pH 6.12 

 pe -2.97 

 イオン強度 0.620 

 化学組成（mol/kg） 

Na 5.4×10
-1
 Al 3.1×10

-8
 Cl 5.9×10

-1
 P 2.6×10

-7
 

K 3.4×10
-3
 Si 2.7×10

-4
 C 3.1×10

-2
 N 5.1×10

-3
 

Mg 5.0×10
-3
 Fe 2.5×10

-4
 S 3.0×10

-10
 Br 5.3×10

-4
 

Ca 1.9×10
-2
 F 1.0×10

-4
 B 1.7×10

-3
 I 2.0×10

-4
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5.2.2 海水系地下水の特性を考慮した変動解析パラメータと変動幅の設定 

（1） pHの変動幅設定 

核種移行解析に影響の大きい地下水の特性としては，pH，酸化還元電位，化学組成など

が挙げられる。これら地球化学特性は，放射性核種の溶解度算出やスペシエーション推定

に重要なパラメータとなる。第 2次取りまとめにおける地下水設定においては，収集され

た約 15,000件ものデータから，pH，電荷バランスなどの信頼性を検討したうえで 322件の

データを選定し，統計的に処理を行い，日本の地下水の幅を把握した。地下水形成過程を

考慮して設定された性能評価解析に用いるための代表的な地下水の組成は，その地下水の

幅を考慮しても妥当なものであった。Cl 濃度が高い地下水の pH の傾向から，海水系地下

水で pH 6～8の変動幅が与えられた。海水系還元性高 pH型地下水（SRHP）は pH変動幅

の高い方，海水系還元性低 pH型地下水（SRLP）は pH変動幅の低い方に分類される。（図

5.2.2-1）。 

 

図 5.2.2-1 抽出されたデータの pH とCl 濃度との関係 

（Yui et al., 1999a） 

 

一方，幌延深地層研究計画においては，2001年から 2006年までに，地上からの 11本の

深層ボーリング孔を利用しての地質環境調査を通し，地下水および岩石コアの間隙水の化

学組成分析により詳細な水質データが取得された（太田ほか，2007，國丸ほか，2007）。ま

た，ボーリング孔から採取した岩石のデータや物理探査を通じた広域の地層・地質構造デ

ータなどを利用して研究所用地周辺の地質環境特性の研究を実施した（太田ほか，2007）。

これら詳細な地質環境調査結果を踏まえ，地上からの地球化学特性調査の妥当性評価が実

施されるとともに，幌延深地層研究所周辺の地下水の地球化学特性の不確実性が検討され

た（天野ほか，2012）。幌延深地層研究計画からは，地下水データの取得と解釈について，

下記のような有用な知見が得られている。 
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幌延深地層研究計画において，注意深く採水し補正を実施した原位置測定による実測値

や周辺地域の水理地質構造モデル解析から，当該地域での深度 500～550 m での地下水の

化学組成として pH 6.2～7.5が与えられた（岩月ほか，2009）。地下水組成実測結果（天野

ほか，2011）によると，100 mより浅部では pH 9程度の弱アルカリ性を示すものがみられ

た。また，300 m以深の深部地下水でも pH 8を超えるデータが散見された。これら実測値

の不確実性の生じた理由として，地下深部においては高圧の影響により溶存していた CO2

ガスが試料採取された際の気圧低下によって脱気されたことにより，pH値が上昇した可能

性が指摘されている（古江ほか，2005）。このような脱ガスの影響を避けるため，原位置の

水質を保持したまま実測できるマルチ水質モニタリングシステムが開発され（南條ほか，

2011），pH，酸化還元電位が測定された。また，ボーリング孔や坑道壁の保護のために用

いたセメントコンクリートの影響により pH が上昇した可能性（天野ほか，2012）や，ボ

ーリング孔掘削や地下施設建設の影響による水理・地球化学環境の変化（岩月ほか，2007）

が指摘されている。 

実際の処分事業における概要調査においては，地上からの地下水採取が実施される予定

である。地層処分場として好ましいサイトの環境条件としては， 

①地下水が極端に高 pHもしくは低 pHでないこと 

②地下水が酸化性雰囲気でないこと 

③地下水の炭酸化学種濃度が高くないこと 

などが挙げられる。この条件を著しく逸脱する条件でなければ候補サイトから除外され

ることはないと考えられるため，上記条件を満たすよう，変動の幅としては幅広に検討し

ておく必要がある。また，概要調査初期における実測データ自体の不確実性を考慮し，そ

の核種移行評価に与える影響がどの程度になるかを前もって見積もっておく必要がある。 

よって，本検討においては，可能性のある地下水環境条件として pH 4～11 程度を考慮

することとし，この範囲で核種移行評価への影響を試行的に検討することとする。 

 

（2）[C]の変動幅設定 

HCO3
-
 濃度は，図 5.2.2-2から，大部分の海水系地下水ではHCO3

-濃度＜1,500 ppm程度

であると考えられた。ただし，有機物が豊富な地域や産油地域など[C]が高くなりやすい条

件では，最大 5,000 ppm程度までを考慮する必要があるかもしれない。海水系地下水とし

て分類され，かつ地層中に有機物含有量の多い幌延地域の地下水では，深部地下水中[C]

の実測値の幅は 10～3,200 ppmであった（天野ほか，2011）。幌延地域の地下水は，CH4ガ

スが飽和に近い状態で溶存していると考えられた（下茂ら，2005；Yamamoto et al., 2005）。

CO3
2-イオンは pH によって CO2(aq)，CO3

2-，HCO3
-に配分され，また，酸化還元条件によ

ってはCH4(aq)となることも考えられる。よって，本研究ではHCO3
-濃度ではなく総炭素濃

度[C]として変動幅を与えることにし，pH の検討の際と同様に幅広く変動解析をするため

に，0～8.65×10
-2
 (mol/kg) （HCO3

-イオンとして 5,000 ppm程度)の範囲で感度解析を実施
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することとする。 

 

図 5.2.2-2 抽出されたデータの HCO3
-濃度とCl 濃度との関係 

（Yui et al., 1999a） 

 

（3） [S]の変動幅設定 

地下水中 SO4
2-濃度の分布を示した図 5.2.2-3 では，SO4

2-濃度が 0 から 2,000 ppm 程度ま

でばらついている。第2次取りまとめでは， SRHPの総硫黄濃度は3.01×10
-2（mol/kg）（SO4

2-

濃度として 2,710 ppm）と設定された。これは海水とほぼ同程度である。 

 

図 5.2.2-3 抽出されたデータの SO4
2-濃度とCl 濃度との関係 

(Yui et al., 1999a) 
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横須賀地区でのボーリング調査における海水起源と考えられる地下水中 SO4
2-濃度観測

結果（富岡ほか，2012）では，深度 100 m以下では SO4
2-濃度はほとんど 100 ppm以下とな

っており，稀に 1,000 ppmを超える試料が存在してもデータはばらついており，Cl濃度や

深度との相関は見られなかった。 

幌延深地層研究計画において注意深く採水した地下水の実測データが蓄積された結果

（天野ほか，2011）では，深度 100 m以浅の浅部地下水中の SO4
2－濃度は 1,000 ppm以上，

深度 100 m以深の地下水組成ではほとんど 100 ppm以下であり，深度によって顕著な違い

があることが示された。ただし，ボーリングコアから抽出した地下水中の SO4
2-濃度は深度

に関わらず数桁高くなっており，最大で 20,400 ppmとなるデータもあった。これは固相と

して含まれていた硫化物が，試料採取後に地上で大気に曝されることにより酸化し，間隙

水中に溶出したためと考えられる（木方ほか，2006）。深部地下水中の SO4
2-濃度が表層の

海水組成と大きく異なる傾向を示すのは，液相中酸素の減少，周辺鉱物との反応および環

境中微生物の還元作用により速やかに S(VI)が S(-II)へと還元され，FeS2など固相として沈

殿したためと推察される。[S]に関しては，地下水採取や測定条件にも留意して実測データ

自体の妥当性を検討する必要がある。 

概要調査における予備的な安全評価の際は，解析に用いる地下水組成の値を設定する必

要がある。SO4
2-濃度の設定に関しては，実測データの不確実性と地下水生成過程に起因す

る不確実性があるため，慎重に検討する必要がある。本研究では，核種移行評価に与える

影響について概括的に検討することを目的として，[S]を変動パラメータとした感度解析を

実施する。まずは，海水中 SO4
2-濃度を上限として[S]を 0～3.01×10

-2（mol/kg
3）(SO4

2-イオ

ンとして 2,710 ppm程度)として設定し，[S]の変動が海水系地下水，海水系間隙水の化学組

成に与える影響を検討することとする。S の価数状態は，酸化還元状態によって S(VI) ，

S(IV)， S(II)，S(-II)の化学種に分配されるものとして平衡計算を実施する。  

 

（4） その他 

これらのパラメータの他に，放射性核種と錯生成する可能性のある陰イオンとしてNO3
-

や PO4
3-が考えられる。しかし，表層海水中のこれらイオン濃度は 1 ppm以下であり，海水

起源と推定される地下水にしても，その濃度は極低いものである。幌延深地層研究計画で

の実測結果でもNO3
-濃度 1 ppm以下，PO4

3-濃度 2 ppm以下であった。よって，本研究での

感度解析の対象パラメータには含めないこととする。 

今回感度解析を実施するパラメータと設定ケースを表 5.2.2-1にまとめて示す。 
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表 5.2.2-1 海水系間隙水の変動パラメータと変動幅の設定 

変動パラメータ 設定 

pH 

酸化還元電位 peは pHに

連動 

pH を変動させた際の電

荷バランスは考慮しない 

SRHP 型組成を基

に変動解析を実施 

 

4.0 pe= -1.20 

5.0 pe= -2.20 

6.0 pe= -3.20  

7.0 pe= -4.19 

7.95 pe= -5.14 (SRHP相当) 

9.0 pe= -6.19 

10.0 pe= -7.18 

11.0 pe= -8.18 

総C濃度(mol/kg) 

0 

2.2×10
-3
 (SRHP型間隙水の 1/10) 

2.2×10
-2
 (SRHP型間隙水相当) 

8.65×10
-2
 (HCO3

-
 5,000ppm程度) 

総 S濃度(mol/kg) 

0 

3.01×10
-3
 (海水の 1/10程度) 

3.01×10
-2
 (SRHP地下水：海水中の S濃度相当) 

 

5.2.3 海水系間隙水組成に関する変動解析計算手法 

第 2次取りまとめ（JNC，1999）で設定した SRHP型地下水組成（表 5.2.1-3）について，

表 5.2.2-1に示した pH，[C]，[S]のそれぞれを変化させ，鉄腐食生成物，緩衝材と反応させ

た平衡後の組成を比較する。間隙水化学モデルは，表 5.2.3-1に示す第 2次取りまとめと同

じもの（小田ほか，1999）を用いる。 

水-鉱物反応の計算ツールには熱力学平衡計算コード PHREEQC Ver. 3（Parkhurst and 

Appelo, 2013）を用い，熱力学データベースには JAEA-TDB_2012版（Kitamura et al., 2012）

を使用する。本来ならば，イオン強度の高い海水系地下水，海水系間隙水についての平衡

計算を実施する際には SIT（Specific Ion Interaction Theory）を用いるべきである（北村ほか，

2010）が，現段階では JAEA-TDB_2012は SITに対応したパラメータが整備されておらず，

既往の活量補正に関する検討（北村ほか，2009）では 0.6 mol/kg程度の濃度では大きな差

異を生じないと考えられたため，本検討においての活量補正にはDavies式（Davies,1962）

を用いることとする。 
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表 5.2.3-1 HLW 第２次取りまとめにおけるベントナイト間隙水計算条件 

（小田ほか，1999より） 

緩衝材仕様 

クニゲルV1 70wt％（ケイ砂 30wt%）， 

乾燥密度 1.6(g/cm
3
) 

Bentonite/L = 2776.6[g/l] 

Smectite/L = 1332.8[g/l] 

平衡鉱物 

還元性地下水：カルセドニー，カルサイト， 

パイライト，マグネタイト（Fe3O4：腐食生成物) 

酸化性地下水：カルセドニー，カルサイト， 

ゲーサイト（FeOOH：変質鉱物・腐食生成物) 

イオン交換反応 
Gaines and Thomas(1953)の定式に従う 

イオン交換反応計算機能を用いる 

陽イオン交換容量 60.1[meq/100g]（ベントナイト 100gあたり） 

初期の交換性陽イオン組成 
[meq/100g]（ベントナイト 100gあたり） 

ZNa：51.4  Z2Ca：7.4  ZK：0.6  Z2Mg：0.7 

イオン交換反応選択係数

（logKG&T） 

2ZNa-Z2Ca：0.69  ZNa-ZK：0.42 

2ZNa-Z2Mg：0.67  ZNa-ZH：1.88 

可溶性塩 溶解・逸脱後を仮定する 

表面酸・塩基解離反応 
Generalized Two Layer Model(Dzonbak & Morel,1989)

に従う表面錯体反応計算機能を用いる。 

表面サイト酸・塩基解離反応 LogK(-)＝-7.92 logK(+)=5.67 

表面サイト数 6.48×10
-5
[mol/g]（スメクタイト単位重量あたり） 

表面サイト有効比表面積 29[m
2
/g] （スメクタイト単位重量あたり） 

 

5.2.4 海水系間隙水組成の計算結果 

（1） [C]を変動させた場合の間隙水組成解析 

SRHP型地下水組成について，pH4～11，[C]0～8.65×10
-1
 (mol/kg) に変化させた結果を

表 5.2.4-1に示す。PHREEQC平衡計算後の pH，pe，[C]の変化を図 5.2.4-1に示す。 
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表 5.2.4-1 SRHP の pH と[C]を変化させた場合の間隙水組成の計算結果 

Initial [C]T Initial pH  4.0 5.0 6.0 7.0 7.95 9.0 10.0 11.0 

0 

(mol/kg) 

図 5.2.4-1 では 

_nC と表示 

Final pH  7.186 7.212 7.387 8.030 8.404 8.510 8.382 7.738 

pe  -4.304 -4.336 -4.554 -5.358 -5.823 -5.937 -4.532 -3.628 

Final [C]T  3.978×10
-3

 3.889×10
-3

 3.418×10
-3

 2.710×10
-3

 2.532×10
-3

 1.788×10
-3

 1.027×10
-4

 4.421×10
-4

 

上段 C(-IV) 

下段 C(IV) 

 

 

2.507×10
-3

 

1.471×10
-3

 

2.507×10
-3

 

1.382×10
-3

 

2.507×10
-3

 

9.113×10
-4

 

2.502×10
-3

 

2.084×10
-4

 

2.439×10
-3

 

9.327×10
-5

 

1.713×10
-3

 

7.577×10
-5

 

2.018×10
-13

 

1.027×10
-4

 

3.295×10
-14

 

4.421×10
-4

 

5.00×10
-3 

(mol/kg) 

図 5.2.4-1 では 

_LC と表示 

Final pH  7.181 7.207 7.380 8.009 8.323 8.400 8.352 7.737 

pe  -4.357 -4.389 -4.605 -5.387 -5.760 -5.805 -4.494 -3.626 

Final [C]T  8.943×10
-3

 8.851×10
-3

 8.344×10
-3

 7.244×10
-3

 5.221×10
-3

 2.163×10
-3

 1.183×10
-4

 4.791×10
-4

 

上段 C(-IV) 

下段 C(IV) 

 

 

7.455×10
-3

 

1.488×10
-3

 

7.452×10
-3

 

1.399×10
-3

 

7.418×10
-3

 

9.262×10
-4

 

7.024×10
-3

 

2.201×10
-4

 

5.106×10
-3

 

1.145×10
-4

 

2.061×10
-3

 

1.021×10
-4

 

2.143×10
-13

 

1.183×10
-4

 

3.523×10
-14

 

4.791×10
-4

 

3.460×10
-2 

(mol/kg)

（SRHP 相当）

図 5.2.4-1 では

_dC と表示 

Final pH  7.115 7.179 7.343 7.880 7.791 7.642 8.165 7.736 

pe  -4.410 -4.441 -4.644 -5.309 -5.159 -4.869 -4.254 -3.621 

Final [C]T  3.834×10
-2

 3.823×10
-2

 3.751×10
-2

 3.410×10
-2

 2.138×10
-2

 5.021×10
-2

 3.041×10
-4

 8.211×10
-4

 

上段 C(-IV) 

下段 C(IV) 

 

 

3.675×10
-2

 

1.593×10
-3

 

3.673×10
-2

 

1.502×10
-3

 

3.649×10
-2

 

1.020×10
-3

 

3.380×10
-2

 

3.068×10
-4

 

2.091×10
-2

 

4.641×10
-4

 

4.132×10
-3

 

8.885×10
-4

 

3.303×10
-13

 

3.041×10
-4

 

5.674×10
-14

 

8.211×10
-4

 

8.65×10
-2 

(mol/kg) 

図 5.2.4-1 では

_HC と表示 

Final pH  7.109 7.132 7.277 7.641 6.870 6.786 7.871 7.823 

pe  -4.401 -4.429 -4.609 -5.054 -4.035 -3.788 -3.876 -3.725 

Final [C]T  8.991×10
-2

 8.976×10
-2

 8.869×10
-2

 8.133×10
-2

 5.485×10
-2

 2.460×10
-2

 3.001×10
-3

 3.389×10
-3

 

上段 C(-IV) 

下段 C(IV) 

 

 

8.812×10
-2

 

1.792×10
-3

 

8.806×10
-2

 

1.698×10
-3

 

8.748×10
-2

 

1.208×10
-3

 

8.076×10
-2

 

5.715×10
-4

 

4.867×10
-2

 

6.175×10
-3

 

7.809×10
-3

 

1.679×10
-2

 

1.443×10
-12

 

3.001×10
-3

 

2.717×10
-13

 

3.389×10
-3

 

          

 

5
-1

9
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図 5.2.4-1 平衡計算後の pH，pe，[C]の変化 

 

表 5.2.4-1，図 5.2.4-1によると，SRHP型地下水の pH，[C]を変動させた際には，緩衝材

との平衡反応により，間隙水の pH，pe はともに第 2 次取りまとめでの設定値付近に収束

したが，なお pH 6.8～8.5，[C] 1×10
-4～9×10

-2
 (mol/kg) 程度の変動幅が残った。海水系間

隙水の解析で得られた pH，[C]の変動幅は，降水系の間隙水組成のそれよりも大きくなっ

た。核種移行解析評価をする際には，この変動幅を考慮して溶解度算出，スペシエーショ

ン解析をする必要がある。地下水組成の設定については，候補サイトで注意深く採取した

地下水中の実測データと共存する鉱物組成などを考慮しながら，今後とも慎重に検討する

必要がある。 

 

（2）[S]を変動させた場合の間隙水組成解析 

SRHP型地下水組成について，pH 4～11，[S] 0～3.01×10
-2
 (mol/kg) に変化させた結果を

表 5.2.4-2に示す。PHREEQC平衡計算後の pH，pe，[S]の変化を図 5.2.4-2に示す。 
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表 5.2.4-2 SRHP の pH と[S]を変化させた場合の間隙水組成の計算結果 

Initial[S]T Initial pH 4.0 5.0 6.0 7.0 7.95 9.0 10.0 11.0 

0
(m

o
l/

k
g

) 

図
5

.2
.4

-2
で
は

 

_
n
S
と
表
示

 
Final pH 6.939 6.944 6.936 6.841 6.562 6.534 7.031 7.360 

pe -4.136 -4.141 -4.131 -4.006 -3.622 -3.465 -3.873 -4.038 

Final [S]T 1.091×10-9 1.099×10-9 1.083×10-9 9.178×10-10 5.882×10-10 4.742×10-10 8.098×10-10 7.060×10-9 

支配化学種 

HS- 

6.339×10-10 

H2S 

4.572×10-10 

HS- 

6.412×10-10 

H2S 

4.579×10-10 

HS- 

6.269×10-10 

H2S 

4.562×10-10 

HS- 

4.816×10-10 

H2S 

4.361×10-10 

H2S 

3.719×10-10 

HS- 

2.160×10-10 

H2S 

3.059×10-10 

HS- 

1.664×10-10 

HS- 

4.562×10-10 

H2S 

2.677×10-10 

SO4
2- 

3.046×10-9 

NaSO4
- 

2.452×10-9 

S(-II) 

S(II) 

S(IV) 

S(VI) 

1.091×10-9 

1.550×10-25 

1.207×10-22 

1.499×10-13 

1.099×10-9 

1.558×10-25 

1.211×10-22 

1.503×10-13 

1.083×10-9 

1.560×10-25 

1.214×10-22 

1.511×10-13 

9.177×10-10 

1.595×10-25 

1.253×10-22 

1.605×10-13 

5.879×10-10 

2.233×10-25 

1.826×10-22 

2.566×10-13 

4.722×10-10 

1.457×10-24 

8.315×10-22 

1.963×10-12 

7.242×10-10 

5.703×10-23 

1.358×10-20 

8.557×10-11 

9.659×10-10 

3.181×10-21 

3.652×10-19 

6.094×10-9 

3
.0

1
×

1
0

-3
(m

o
l/

k
g

) 

図
5

.2
.4

-2
で
は

 

_
L

S
と
表
示

 

Final pH 6.959 6.965 6.972 6.927 6.632 6.594 7.133 7.397 

pe -4.162 -4.169 -4.177 -4.114 -3.710 -3.541 -3.085 -3.327 

Final [S]T 1.130×10-9 1.143×10-9 1.155×10-9 1.059×10-9 6.429×10-10 5.120×10-10 4.603×10-4 2.226×10-3 

支配化学種 

HS- 

6.693×10-10 

H2S 

4.611×10-10 

HS- 

6.803×10-10 

H2S 

4.621×10-10 

HS- 

6.618×10-10 

H2S 

4.629×10-10 

HS- 

6.077×10-10 

H2S 

4.509×10-10 

H2S 

3.820×10-10 

HS- 

2.606×10-10 

H2S 

3.142×10-10 

HS- 

1.959×10-10 

SO4
2- 

2.292×10-4 

CaSO4
- 

1.852×10-4 

SO4
2- 

1.114×10-3 

NaSO4
- 

8.953×10-4 

S(-II) 

S(II) 

S(IV) 

S(VI) 

1.130×10-9 

1.563×10-25 

1.213×10-22 

1.498×10-13 

1.142×10-9 

1.572×10-25 

1.218×10-22 

1.504×10-13 

1.155×10-9 

1.595×10-25 

1.232×10-22 

1.522×10-13 

1.059×10-9 

1.704×10-25 

1.303×10-22 

1.657×10-13 

6.426×10-10 

2.372×10-25 

1.848×10-22 

2.648×10-13 

5.101×10-10 

1.474×10-24 

8.119×10-22 

1.972×10-12 

2.156×10-10 

7.844×10-17 

1.117×10-15 

4.603×10-4 

3.276×10-10 

3.688×10-16 

4.176×10-15 

2.226×10-3 

3
.0

1
0

×
1
0

-2
(m

o
l/

k
g

) 

（
S

R
H

P
相
当
）

 

図
5

.2
.4

-2
で
は

 

_
d
S
と
表
示

 

Final pH 7.115 7.179 7.343 7.880 7.791 7.642 8.165 7.736 

pe -4.410 -4.441 -4.644 -5.309 -5.159 -4.869 -4.254 -3.621 

Final [S]T 1.640×10-9 1.722×10-9 2.421×10-9 8.553×10-9 6.474×10-9 3.853×10-9 5.135×10-3 2.219×10-2 

支配化学種 

HS- 

1.139×10-9 

H2S 

5.002×10-10 

HS- 

1.217×10-9 

H2S 

5.049×10-10 

HS- 

1.884×10-9 

H2S 

5.369×10-10 

HS- 

7.899×10-9 

H2S 

6.535×10-10 

HS- 

5.875×10-9 

H2S 

5.983×10-10 

HS- 

3.367×10-9 

H2S 

4.835×10-10 

SO4
2- 

2.586×10-3 

CaSO4
- 

3.779×10-4 

SO4
2- 

1.123×10-2 

NaSO4
- 

8.901×10-3 

S(-II) 

S(II) 

S(IV) 

S(VI) 

1.640×10-9 

1.695×10-25 

1.310×10-22 

1.504×10-13 

1.722×10-9 

1.731×10-25 

1.339×10-22 

1.521×10-13 

2.421×10-9 

1.991×10-25 

1.572×10-22 

1.643×10-13 

8.553×10-9 

3.362×10-25 

3.265×10-22 

2.257×10-13 

6.473×10-9 

5.658×10-25 

4.651×10-22 

3.993×10-13 

3.851×10-9 

2.564×10-24 

1.415×10-21 

2.136×10-12 

2.040×10-9 

1.093×10-15 

1.665×10-14 

5.135×10-3 

5.933×10-10 

3.471×10-15 

3.033×10-14 

2.219×10-2 

5
-2

1
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図 5.2.4-2 平衡計算後の pH，pe，[S]の変化 

 

表 5.2.4-2，図 5.2.4-2によると，SRHP型地下水の pH，[S]を変動させた際には，緩衝材

との平衡反応により，間隙水の pH，peは第 2次取りまとめでの設定値付近に収束したが，

なお pH 6.5～8.2程度の変動幅が残った。また，初期 pHが高い場合は，計算後に[S]が大幅

に高くなった。この計算ケースの場合は、S の支配化学種が SO4
2-となっていた。[S]，pe

の pH 依存性からも，低[S]領域で起こるパイライトの加水分解反応の傾向とは明らかに違

った傾向がみられた。 

緩衝材に浸入する地下水がpH＞10，[S]＞270 ppmとなるケースは少ないと予想される。

しかしながら，母岩中地下水の pH と[S]によっては，緩衝材による化学的緩衝作用が及ば

ず，間隙水組成に大きな変動を及ぼす可能性があり，核種移行評価への影響が大きくなる

ことが予想される。[C]の変動解析の項でも既述したように，地下水組成の設定については，

候補サイトで注意深く採取した地下水の実測データと共存する鉱物組成などを考慮しなが

ら，今後とも慎重に検討する必要がある。 

以上の試行解析で示したように，緩衝材に浸入する地下水の組成は緩衝材中間隙水組成

に影響を及ぼす。緩衝材の化学的緩衝作用により pH は 6～9 程度に収束するが，[C]，[S]

は収束しきれず大きな変動幅を持つことになった。候補サイトでの概要調査においては，

現実的な評価をするためにも，正確な実測データを取得し，その値を基に地下水組成を設

定する必要がある。 

次項では[C]，[S]に着目し，灰色で網掛けした変動範囲についての放射性核種の溶解度

計算とスペシエーション推定を実施することとする。 

 

5.2.5 核種移行評価に用いるための海水系地下水・間隙水の変動タイプの設定 

試行解析のための液組成を表 5.2.5-1 に示す。化学組成は小数点以下第 3 位を四捨五入

し，小数点以下第 2位までの表記とする。 
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表 5.2.5-1 溶解度設定の試行で用いる海水系間隙水の変動タイプの組成 

 

第 2次 

取りまとめ

で設定され

た SRHP型

間隙水 

本検討で 

算出された

SRHP型 

間隙水 

試行解析に用いる 

[C]変動タイプ 

試行解析に用いる 

[S]変動タイプ 

初期 

pH10.0 

[C] 

0.0 

(mol/kg) 

初期 

pH5.0 

[C] 

8.65×10
-2 

(mol/kg) 

初期 pH9.0 

[S] 

0.0 (mol/kg) 

初期 

pH11.0 

[S] 

3.01×10
-2 

(mol/kg) 

pH 7.830 7.791 8.382 7.132 6.534 7.736 

pe -5.22 -5.159 -4.532 -4.429 -3.465 -3.621 

イオン 

強度 
0.615 0.6145 0.6349 0.6357 0.6098 0.6096 

化学組成（mol/kg） 

Na 5.7×10
-1
 5.68×10

-1
 5.87×10

-1
 5.92×10

-1
 5.58×10

-1
 5.34×10

-1
 

K 3.4×10
-3
 3.38×10

-3
 3.52×10

-3
 3.56×10

-3
 3.31×10

-3
 3.16×10

-3
 

Mg 1.5×10
-3
 1.53×10

-3
 1.68×10

-3
 1.67×10

-3
 1.46×10

-3
 1.46×10

-3
 

Ca 1.4×10
-2
 1.39×10

-2
 1.77×10

-2
 1.81×10

-2
 1.24×10

-2
 1.05×10

-2
 

Al 3.2×10
-9
 3.21×10

-9
 3.21×10

-9
 3.21×10

-9
 3.21×10

-9
 3.21×10

-9
 

Si 2.7×10
-4
 2.74×10

-4
 2.84×10

-4
 2.68×10

-4
 2.70×10

-4
 2.74×10

-4
 

Fe 2.2×10
-7
 2.61×10

-7
 2.77×10

-9
 4.79×10

-6
 4.32×10

-5
 3.98×10

-8
 

F 1.0×10
-4
 1.02×10

-4
 1.02×10

-4
 1.02×10

-4
 1.02×10

-4
 1.02×10

-4
 

Cl 5.9×10
-1
 5.90×10

-1
 5.90×10

-1
 5.90×10

-1
 5.90×10

-1
 5.90×10

-1
 

C 2.2×10
-2
 2.14×10

-2
 1.03×10

-4
 8.98×10

-2
 1.48×10

-2
 8.21×10

-4
 

S 7.2×10
-9
 6.47×10

-9
 5.32×10

-3
 1.68×10

-9
 4.74×10

-10
 2.22×10

-2
 

B 1.7×10
-3
 1.71×10

-3
 1.71×10

-3
 1.71×10

-3
 1.71×10

-3
 1.71×10

-3
 

P 2.6×10
-7
 2.63×10

-7
 2.63×10

-7
 2.63×10

-7
 2.63×10

-7
 2.63×10

-7
 

N 5.1×10
-3
 5.15×10

-3
 5.15×10

-3
 5.15×10

-3
 5.15×10

-3
 5.15×10

-3
 

Br 5.3×10
-4
 5.26×10

-4
 5.26×10

-4
 5.26×10

-4
 5.26×10

-4
 5.26×10

-4
 

I 2.0×10
-4
 1.98×10

-4
 1.98×10

-4
 1.98×10

-4
 1.98×10

-4
 1.98×10

-4
 

 

5.2.6 降水系地下水の特性を考慮した変動解析パラメータと変動幅の設定 

降水系地下水における変動解析パラメータと変動幅の設定については，還元性（FRHP）

および酸化性（FOHP）の 2種類の酸化還元条件の地下水を対象とし，pHと溶存炭素濃度

のみを暫定的に変化させ，それぞれの pH および炭酸水素イオン濃度における地下水から

緩衝材間隙水組成を導出した。第 2次取りまとめの地下水設定に当たって抽出された地下

水の pH と炭酸水素イオン濃度の関係を図 5.2.6-1 に示す。地下水の pH 範囲については，

実測データ選定段階で 5.7～10に絞られているが，本研究では表 5.2.2-1に倣って広めに範

囲を設定することとし，pHを 4.5～10.5の範囲で変動させることとした。酸化還元電位（pe）

については，FRHP および FOHP 地下水の pe から，pH の変化に連動して変化させること
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とした。また，降水系ということを考慮して，溶存炭素濃度の変動幅は最大で 1×10
3
 ppm

とし，0, 210（FRHP / FOHP相当）および 1×10
3
 ppmの 3種類で間隙水組成の計算を行うこ

ととした。この際，簡単のために，pHおよび溶存炭素濃度の変動に応じてほかの組成を変

動させたり平衡計算をやり直したりすることは行わなかった。5.2.3節の海水系の場合と同

様に，計算ツールには熱力学平衡計算コード PHREEQC Ver. 3（Parkhurst and Appelo, 2013）

を，熱力学データベースには JAEA-TDB_2012版（Kitamura et al., 2012）を使用した。 

 

 

図 5.2.6-1 抽出された地下水データの pH と炭酸水素イオン濃度との関係 

（Yui et al., 1999a） 

 

計算で得られた FRHPおよび FOHP間隙水組成のうち，pH，酸化還元電位（pe）および

全炭酸濃度（[C]T）を表 5.2.6-1および表 5.2.6-2に示す。いずれの条件においても，全炭酸

濃度の 95 mol%以上が炭酸水素イオン（HCO3
-）であった。表 5.2.4-1に示した海水系の結

果と比較すると，pH，peおよび[C]Tいずれについても，緩衝材間隙水組成の変動幅が小さ

いことがわかる。特に，[C]Tが低い条件では pHも peもほとんど変動していないことがわ

かる。これは，炭酸水素イオン濃度が低いと方解石（CaCO3）と水との間の反応の寄与が

相対的に大きくなることによると思われる。 

本結果より，第 2次取りまとめにおける間隙水モデル（小田ほか，1999）を用いて降水

系地下水から導出された緩衝材間隙水組成については，pHや[C]Tの変動による影響をほと

んど受けないことがわかった。しかしながら，第 2次取りまとめにおける間隙水モデルで

は閉鎖系の平衡計算が実施されており，実際の環境で得られる間隙水組成との比較検討を

行うなど，間隙水モデルの妥当性についてはさらなる検討の余地があると考えられる。
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表 5.2.6-1 FRHP 地下水の pH と[C]を変化させた場合の間隙水組成の計算結果 

Initial [C]T 
Initial pH 4.5 5.5 6.5 7.5 8.36 9.5 10.5 

Initial pe -0.8 -1.8 -2.8 -3.8 -4.76 -5.8 -6.8 

0 

(mol/kg) 

Final pH 8.423 8.423 8.422 8.423 8.426 8.441 8.469 

pe -5.243 -4.788 -4.741 -4.741 -4.744 -4.763 -4.800 

Final [C]T 1.29×10
-2

 1.29×10
-2

 1.30×10
-2

 1.30×10
-2

 1.29×10
-2

 1.28×10
-2

 1.25×10
-2

 

3.44×10
-3

 

(mol/kg) 

FRHP 相当 

Final pH 8.204 8.223 8.298 8.356 8.37 8.411 8.529 

pe -4.979 -4.534 -4.585 -4.656 -4.675 -4.726 -4.875 

Final [C]T 1.79×10
-2

 1.76×10
-2

 1.67×10
-2

 1.60×10
-2

 1.59×10
-2

 1.54×10
-2

 1.42×10
-2

 

8.65×10
-2

 

(mol/kg) 

Final pH 7.604 7.663 7.939 8.169 8.223 8.366 8.814 

pe -4.268 -3.829 -4.132 -4.421 -4.489 -4.669 -5.235 

Final [C]T 3.76×10
-2

 3.64×10
-2

 3.16×10
-2

 2.84×10
-2

 2.77×10
-2

 2.61×10
-2

 2.21×10
-2

 

網掛部分は FRHP 間隙水組成を示す。 

 

表 5.2.6-2 FOHP 地下水の pH と[C]を変化させた場合の間隙水組成の計算結果 

Initial [C]T 
Initial pH 4.5 5.5 6.5 7.5 8.36 9.5 10.5 

Initial pe 12.0 11.0 10.0 9.0 8.00 7.0 6.0 

0 

(mol/kg) 

Final pH 8.425 8.427 8.427 8.428 8.43 8.445 8.474 

pe 8.025 8.032 8.033 8.033 8.03 8.015 7.987 

Final [C]T 1.30×10
-2

 1.30×10
-2

 1.30×10
-2

 1.29×10
-2

 1.29×10
-2

 1.28×10
-2

 1.25×10
-2

 

3.44×
10

-3
(mol/kg) 

FOHP 相当 

Final pH 8.206 8.226 8.303 8.36 8.376 8.416 8.534 

pe 8.244 8.233 8.157 8.1 8.124 8.044 7.926 

Final [C]T 1.79×10
-2

 1.77×10
-2

 1.67×10
-2

 1.60×10
-2

 1.59×10
-2

 1.54×10
-2

 1.42×10
-2

 

8.65×10
-2

 

(mol/kg) 

Final pH 7.605 7.665 7.942 8.173 8.229 8.37 8.819 

pe 8.844 8.794 8.518 8.287 8.271 8.09 7.641 

Final [C]T 3.77×10
-2

 3.65×10
-2

 3.16×10
-2

 2.84×10
-2

 2.77×10
-2

 2.61×10
-2

 2.21×10
-2

 

網掛部分は FOHP 間隙水組成を示す。 

5
-2

5
 



 

5-26 

5.3 溶解度算出に対する間隙水組成の不確実性検討 

概要調査段階において，サイトの岩石や地下水試料を用いて核種移行パラメータに関す

るデータを取得する際には，実験条件を慎重に調整し，サイトの深部地下環境を模擬した

系で実験することが理想である。しかしながら圧力や温度の制御など，地下環境を完全に

模擬した系を実験室で再現することは困難である。そこで，現実的な対策として，各パラ

メータを設定するために重要な因子となる項目を抽出し，その項目について模擬した系で

の実験をすることになる。核種移行パラメータは地下水，間隙水の組成に大きく影響を受

けるため，その組成の変動が核種移行パラメータの設定や全体の移行評価に対する影響を

把握しておくことが重要である。 

2012 年度までに，溶解度設定に関しては，TDB 更新に伴う溶解度計算値の差異を比較

するとともに，溶解度設定フローを構築し，一部の元素に対して試行を実施した。2013年

度は，間隙水組成の不確実性に伴う溶解度およびスペシエーション（溶存化学種同定とそ

の寄与率導出）の変化について調査するとともに，海外事例としてスウェーデンの最新の

安全評価における溶解度設定の不確実性に関する調査を実施した。また，第 2次取りまと

めにおける溶解度設定に関する懸念事項について専門家のレビューを受けた。 

 

5.3.1 間隙水組成の不確実性に対する溶解度とスペシエーションの変化 

本項では，表 5.2.5-1に示した海水系緩衝材間隙水組成を用い，Se，Am，Th，U，Npお

よび Pu の間隙水中での溶解度とスペシエーションの設定に対する影響を検討した。溶解

度制限固相の設定は第 2次取りまとめでの設定を踏襲した。TDBの更新により溶解度制限

固相の名称や反応定数が変更されたものがあるが，第 2次取りまとめでの設定に近いもの

を選んだ。計算結果を表 5.3.1-1に示す。それぞれ，間隙水組成によって溶解度とスペシエ

ーションに大きな変動が生じており，この差は核種移行評価をする際にも影響を及ぼすこ

ととなる。各元素の変化について概要を以下にまとめる。 

Se：溶解度の変動幅は 1/7～5倍程度。スペシエーション変化なし。 

Am：溶解度の変動幅は 1/4～1倍程度。AmSiO(OH)3
2+が新たに加わったが，化学種の電荷

は正で変化なし。 

Th：溶解度の変動幅は 1/80～0.6倍程度。固相を熟成した非晶質 ThO2(am,aged)としたこと

で全体的に溶解度が低くなった。中性化学種や電荷の異なる水酸化炭酸錯体化学種が

新たに出現した。 

U：溶解度の変動幅は 1.5～10 倍程度。支配化学種には V 価，VI価の U 化学種が出現し，

陰イオン化学種となるケースもあった。 

Np：溶解度の変動幅は 1/3～9倍程度。支配化学種として，負の水酸化炭酸錯体化学種が新

たに出現した。 

Pu：溶解度は，[C]，[S]の変化によって±2桁の変動幅を持った。PuSiO(OH)3
2+が新たに加

わった。化学種は正もしくは中性であり，Amのスペシエーションとよく似ている。 
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表 5.3.1-1 間隙水組成の不確実性に対する溶解度とスペシエーションの変化 

第 1 段：溶解度制限固相，第 2 段：溶解度，第 3，4 段：支配化学種とその割合 

 第 2 次取りまとめ

で設定された

SRHP 型間隙水 

本検討で算出された

SRHP 型間隙水 

試行解析に用いる[C]変動タイプ 試行解析に用いる[S]変動タイプ 

初期 pH10.0 

[C] 0.0(mol/kg) 

初期 pH5.0 

[C] 8.65×10
-2

 (mol/kg) 

初期 pH9.0 

[S] 0.0(mol/kg) 

初期 pH11.0 

[S] 3.01×10
-2

 (mol/kg) 

pH 7.830 7.791 8.382 7.132→7.136 6.534→6.538 7.736 

pe -5.22 -5.159 -4.532→-4.511 -4.429→-4.433 -3.465→-3.469 -3.621→-3.720 

Se FeSe2(cr) 5.9×10
-9

 

HSe
-
 (100％) 

FeSe2(cr) 2.70×10
-8

 

HSe
-
 (100%) 

FeSe2(cr) 9.59×10
-9

 

HSe
-
 (100%) 

FeSe2(cr) 5.43×10
-9

 

HSe
-
 (100%) 

FeSe2(cr) 7.852×10
-10

 

HSe
-
 (100%) 

FeSe2(cr) 3.10×10
-9

 

HSe
-
 (100%) 

Am AmCO3OH(cr) 

3.2×10
-7

 

AmOH
2+

 (39%) 

AmCO3
+
 (26%) 

AmCO3OH_0.5H2O(cr) 

1.196×10
-7

 

AmSiO(OH)3
2+

 (90%) 

AmCO3
+
 (8%) 

AmCO3OH_0.5H2O(cr) 

1.362×10
-7

 

AmSiO(OH)3
2+

 (96%) 

AmCO3
+
 (2%) 

AmCO3OH_0.5H2O(cr) 

1.92×10
-7

 

AmSiO(OH)3
2+

 (72%) 

AmCO3
+
 (21%) 

AmCO3OH_0.5H2O(cr) 

3.203×10
-7

  

AmCO3
+
 (50%) 

AmSiO(OH)3
2+

 (29%) 

AmCO3OH_0.5H2O(cr) 

8.190×10
-8

 

AmSiO(OH)3
2+

 (83%) 

AmCO3
+
 (12%) 

Th ThO2(am)  

8.6×10
-8

 

Th(OH)3CO3
-
 

(100%) 

ThO2(am,aged) 

1.18×10
-9

 

Th(OH)4(aq) (89%) 

Th(OH)3CO3
-
 (11%) 

ThO2(am,aged) 

1.06×10
-9

 

Th(OH)4(aq) (99%) 

Th(CO3)2(OH)2
2-

 0.6%) 

ThO2(am,aged) 

2.48×10
-9

 

Th(OH)3CO3
-
 (58%) 

Th(OH)4(aq) (41%) 

ThO2(am,aged) 

5.322×10
-8

 

Th(CO3)2(OH)2
2-

 (93%) 

ThF4(aq) (2%) 

ThO2(am,aged) 

1.44×10
-9

 

Th(OH)4(aq) (73%) 

Th(OH)3CO3
-
 (27%) 

U UO2(am) 1.8×10
- 

U(OH)4(aq) 

(100%) 

UO2(am) 2.75×10
-9

 

U(OH)4(aq) (97%) 

UO2
+
 (2%) 

UO2(am) 2.97×10
-9

 

U(OH)4(aq) (89%) 

UO2
+
 (8%) 

UO2(am) 3.17×10
-9

 

U(OH)4(aq) (84%) 

UO2
+
 (8%) 

UO2(am) 2.53×10
-8

 

UO2(CO3)3
4-

 (60%) 

U(OH)4(aq) (10%) 

UO2(am) 1.83×10
-8

 

UO2(CO3)3
4-

 (70%) 

U(OH)4(aq) (14%) 

Np NpO2(am) 2.9×10
-9

 

Np(OH)4(aq) 

(100％) 

NpO2(am) 9.03×10
-10

 

Np(OH)4(aq) (93%) 

Np(CO3)2(OH)2
2-

 (7%) 

NpO2(am) 8.40×10
-10

 

Np(OH)4(aq) (99%) 

Np(CO3)2(OH)2
2-

 (0.4%) 

NpO2(am) 1.55×10
-9

 

Np(OH)4(aq) (53%) 

Np(CO3)2(OH)2
2-

 (46%) 

NpO2(am) 2.517×10
-8

 

Np(CO3)2(OH)2
2-

 (96%) 

Np(OH)4(aq) (3%) 

NpO2(am) 1.03×10
-9

 

Np(OH)4(aq) (81%) 

Np(CO3)2(OH)2
2-

 (18%) 

Pu PuO2(am) 2.8×10
-8

 

PuOH
2+

 (39％) 

PuCO3
+
 (26％) 

PuO2(am) 3.58×10
-8

 

PuSiO(OH)3
2+

 (89%) 

PuCO3
+
 (8%) 

PuO2(am) 1.40×10
-10

 

PuSiO(OH)3
2+

 (86%) 

Pu(OH)4(aq) (9%) 

PuO2(am) 7.65×10
-7

 

PuSiO(OH)3
2+

 (72%) 

PuCO3
+
 (21%) 

PuO2(am) 1.275×10
-5

 

PuCO3
+
 (50%) 

PuSiO(OH)3
2+

 (29%) 

PuO2(am) 2.19×10
-9

 

PuSiO(OH)3
2+

 (78%) 

PuCO3
+
 (12%) 

5
-2

7
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5.3.2 スウェーデンSR-Siteにおける溶解度設定の不確実性評価に関する調査 

諸外国における溶解度設定の最新情報として，スウェーデン核燃料・廃棄物管理会社

（SKB）が取りまとめた安全評価報告書（SR-Site）のうち，溶解度設定の不確実性評価に

関する部分を調査した。 

 

（1）モデル化の方法および溶解度の推定 

酸化還元状態は，U，Pu，Tc および Se などの元素の溶解度に顕著な影響を与える因子

であることから，上記の 4つの地下水水質に加えて，以下の二つの極端な変動ケースを考

慮することとしている。キャニスタ内の鉄製構造材の腐食によって，間隙水の還元が生ず

る。この影響による酸化還元状態の範囲として，以下の上下限を想定することとした（い

ずれもレファレンス地下水の水質を前提とする）。 

・下限：還元条件での鉄の腐食に伴う水の分解によって生成する水素分圧が深度 500m

の静水圧（pH2 = 10 MPa = 100 atm）にまで達することを想定して，対応する Eh = －

476 mVを下限値とする。 

・上限：腐食生成物であるマグネタイトとヘマタイトの平衡に対応した Eh = －207 mV

を上限値とする（pH2 = 10
-7
 atm）。 

・酸化性の氷河融解水が深部に急速に浸透するなどの事象を想定して，酸化性条件（pO2 

= 0.2 atm）という酸化還元状態の変動ケースを想定する。 

安全評価の対象となる 21の元素に対して，MEDUSAコード（Puigdomènech, 2002）を用

いた平衡計算により溶解度の推定を行った。また，PHRREQC を用いた独立した計算と比

較することにより検証を行っている。種々の地下水水質に対して溶解度計算を行うために，

MEDUSA では，拡張デバイーヒュッケルの式による活量係数を用いている。しかしなが

ら，前出の塩水に対しては，この式の適用性に疑問が残ることから，適宜，SIT に基づき

算出した溶解度との比較を行ったうえで誤差を評価している（一般に，誤差は対数スケー

ルで±0.3程度以内）。 

溶解度制限固相の選定に当たっては，熱力学データベースに推定に加えて，速度論的側

面を考慮した専門家の判断が用いられている。また，この様な判断の根拠となる情報とし

ては，使用済燃料の溶解試験やナチュラルアナログにおいて実際に測定された各元素の濃

度が重要と考えられている。 

想定し得る地下水水質において，どのような溶解度制限固相によって，各核種の溶解度

がどのように変化するかを把握するために，それぞれの元素の溶解度に対する主要な影響

因子（Ca
2+，Fe(II)，Cl

-，CO3
2-，SO4

2-，Si(OH)4(aq)）を想定した感度解析が行われている。

ここで，pHに対する感度を有するものについては 6〜11，peに対する感度を有するものに

ついては－8〜酸化性，また，各種の配位子に関しては自然環境の地下水で想定し得る範囲

をそれぞれ定めて溶解度の変化を評価している。 
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以上述べたモデル化の方法に従いつつ，以下の検討を行うことによって，それぞれの元

素についての溶解度制限固相の選定を行うとともに，支配的な影響を与える環境条件，お

よび主要な液相化学種の特定を行い，溶解度の推定が行われた。 

① Predominance diagram：想定される環境条件において支配的となる液相化学種および

固相化学種の特定に用いる。 

② Fractional diagram：pH，Eh，およびHCO3
-のような環境条件によって種々の液相化学

種の濃度割合がどのように変化するかを示す。 

③ 溶解度計算：pH，Eh，および HCO3
-のような環境条件によって各固相の溶解度がど

のように変化するかを予想する。 

④ 溶解度制限固相および重要な影響を及ぼす環境条件に関して（上述した溶解試験デー

タ，ナチュラルアナログ事例，および溶解度計算に関する感度解析結果を踏まえた）

専門家が判断する。 

SR-Siteでは，Site Descriptive Modelにおいて，統計的亀裂ネットワークを考慮した地下

水流動モデルのリアライゼーションごとに将来の処分場内における地下水水質の推定が行

われており，その結果が溶解度計算に用いる上述した主要な環境条件についての頻度分布

として整理されている。そこで，このような水質に関する頻度分布と，上記の種々の水質

および環境条件における溶解度制限固相の変化を考慮した溶解度計算とを組み合わせるこ

とによって，確率論的安全評価において想定すべき溶解度データの確率密度関数を導出す

ることができる。 

 

（2）不確実性の取り扱い 

上述した溶解度推定のためのモデルに関連する概念的な不確実性が，以下のように抽出

されている。 

・地下水水質に含まれる不確実性：この不確実性は，後述するデータ不確実性としても

明示されているが，そのような定量的な不確実性に加えて，水質を想定する際のシナ

リオやモデルに関連した概念レベルの不確実性も顕著に含まれるものと考えられて

いる。 

・非晶質の溶解度制限固相としての選定：溶解度の低い結晶質の固相ではなく，アモル

ファスや結晶性の低い固相が保守的に選択されているが，長期の時間スケールや高温

条件では，このような選択は必ずしも現実的であるとは言えない。 

・硫酸還元の影響：硫酸還元が生ずる場合には，硫酸化合物を溶解度制限固相とする元

素の溶解度推定に誤差が生ずることとなるが，硫酸還元は 200 ℃以下の環境で生じる

ことは考えがたいとされており，また，硫酸還元バクテリアの寄与によってこれが仮

に可能となったとしても，電子ドナーとなるメタンや水素の濃度は硫酸イオンに比し

て低く，影響が顕著なものとなることは考えがたいとしている。 
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Duro et al., (2006) では，前述したように，レファレンス地下水試料におけるリン酸濃度

が測定されていない点が，Puなどの溶解度制限固相を特定するうえでの顕著な不確実性に

なっているとしている。また，この不確実性に対する保守的な対応として，溶解度推定に

おいて地下水中のリン酸濃度が 0であるという仮定をおいている。また，同様に，水中の

鉄イオン濃度に関するデータの不足のために，Seについての溶解度推定に不確実性が介在

することとなっているとしている。また熱力学データベースに関する不確実性も挙げてお

り，特に，温度補正に必要なデータの不足およびイオン強度の高い条件での活量係数の評

価に関するものを挙げている。時間・空間的な変動としては，地下水水質に関するものが

重要であるが，長期的な変動に関しては，前述した地下水水質のリアライゼーションによ

って表現されるとしている。一方，より短期的には，使用済燃料からの発熱によって処分

場の温度が高い状態で核種が燃料から溶解するような状況を想定する場合には，上記の温

度補正に関する熱力学的データベースの不確実性が顕在化すると指摘している。 
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5.3.3 溶解度再評価の基本方針と専門家意見の収集 

（1）はじめに 

第 2次取りまとめ（JNC，1999）における溶解度評価は，多くの元素に対して JNC-TDB

（Yui et al., 1999a）を用いた熱力学計算結果を基に，一部の元素に対しては実測値を基に実

施された（東ほか, 1999）。2012年度提案した溶解度の設定作業フロー（黒澤ほか, 2013）

においても，溶解度設定に当たっては TDB を用いて溶解度制限固相の絞り込みを実施し

たのち溶解度を決定することとしていることから，基本的に第 2次取りまとめの手法を踏

襲する形となっている。JNC-TDBはその後，原子力機構熱力学データベース（JAEA-TDB）

として更新されている（初版：Kitamura et al., （2010），最新版：Kitamura et al., （2014））。

JAEA-TDBでは，JNC-TDB整備段階で調査対象とならなかった比較的最近（概ね 1998年

以降）の熱力学データに関する文献情報を収集し，熱力学データ選定ガイドライン

（Kitamura et al., 2010）に基づいたレビューを実施したうえで，信頼できると判断された値

を選定している。したがって，JAEA-TDB は JNC-TDB に比べ信頼性が向上しているもの

と判断できる。 

本調査では，JAEA-TDB最新版（Kitamura et al., 2014）を用いた熱力学計算に基づく暫定

的な溶解度評価を実施するとともに，その溶解度評価の値や手法に関して外部専門家から

いただいたコメントをまとめ，より信頼性の高い溶解度評価に資する基盤情報を整備した。 

 

（2）熱力学計算に基づく暫定的な溶解度評価 

本報告では，第 2 次取りまとめ（JNC，1999）のレファレンスケースである降水系還元

性高 pH 型（FRHP），および隆起・侵食シナリオに対応した酸化性条件（降水系酸化性高

pH 型（FOHP））の緩衝材間隙水中における各放射性元素の溶解度を設定した。溶解度評

価の対象となる元素は，第 2次取りまとめと同様に，セレンからキュリウムまでの 18元素

とした。使用する熱力学データは JAEA-TDB最新版（Kitamura et al., 2014），計算ツールは

汎用地球化学計算コード PHREEQC Ver. 3とした。地下水組成は第 2次取りまとめの FRHP

および FOHPから変更しなかった一方で，緩衝材間隙水組成については第 2次取りまとめ

の間隙水化学モデルを用い，PHREEQC を使った熱力学計算を実施して再導出した。導出

したFRHPおよびFOHP緩衝材間隙水組成を，それぞれ表 5.3.3-1および表 5.3.3-2に示す。

活量補正モデルの相異（本報告では SIT，第 2 次取りまとめでは Davies）に起因すると思

われる若干の差異が見られるものの，本報告と第 2次取りまとめの緩衝材間隙水組成はほ

ぼ同じであることがわかった。溶解度制限固相は，本来であれば溶解度設定フロー（黒澤

ほか, 2013）に基づき決定すべきであるが，比較のため，本報告では第 2次取りまとめで設

定した溶解度制限固相になるべく準拠することとした。不確実性評価については，溶解度

制限固相の不確実性により溶解度が高くなる場合に限って考慮することとした。 
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本報告で提案する溶解度設定値（案）について，設定した溶解度制限固相と支配的な溶

存化学種とともに，表 5.3.3-3 および表 5.3.3-4 に示す。参考までに，第 2 次取りまとめに

おける設定値，溶解度制限固相および支配的な溶存化学種同表に併記する。また，各元素

の溶解度設定値（案）についてのコメントをに表 5.3.3-5に示す。ラジウム，セレンおよび

ウランについては後述する。 
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表 5.3.3-1 水系還元性高 pH 型（FRHP）緩衝材間隙水組成の再導出結果 

 本報告 
第 2次取りまとめ 

（小田ほか，1999） 

pH 8.4 8.4 

Eh vs. SHE (mV) / pe -280 / -4.7 -276 / -4.7 

Na (total) 3.0×10
-2
 2.8×10

-2 

Ca (total) 3.7×10
-5
 5.3×10

-5
 

K (total) 1.3×10
-4
 1.2×10

-4
 

Mg (total) 3.4×10
-6
 4.2×10

-6
 

Fe (total) 1.6×10
-9
 2.0×10

-9
 

Al (total) 3.4×10
-7
 3.4×10

-7
 

C (total) 1.7×10
-2
 1.6×10

-2
 

S (total) 1.1×10
-4
 1.1×10

-4
 

B (total) 2.9×10
-4
 2.9×10

-4
 

P (total) 2.9×10
-6
 2.9×10

-6
 

F (total) 5.4×10
-5
 5.4×10

-5
 

N (total) 2.3×10
-5
 2.3×10

-5
 

Cl (total) 1.5×10
-5
 1.5×10

-5
 

Si (total) 3.4×10
-4
 3.4×10

-4
 

 

表 5.3.3-2 降水系酸化性高 pH 型（FOHP）緩衝材間隙水組成の再導出結果 

 本報告 第 2次取りまとめ 

（小田ほか，1999） 

pH 8.4 8.4 

Eh vs. SHE (mV) / pe 475 / 8.0 480 / 8.1 

Na (total) 3.0×10
-2
 2.8×10

-2 

Ca (total) 3.6×10
-5
 5.2×10

-5
 

K (total) 1.3×10
-4
 1.2×10

-4
 

Mg (total) 3.3×10
-6
 4.2×10

-6
 

Fe (total) 2.0×10
-15

 1.9×10
-15

 

Al (total) 3.6×10
-7
 3.6×10

-7
 

C (total) 1.7×10
-2
 1.6×10

-2
 

S (total) 1.0×10
-6
 1.0×10

-6
 

B (total) 2.9×10
-4
 2.9×10

-4
 

P (total) 2.9×10
-6
 2.9×10

-6
 

F (total) 5.4×10
-5
 5.4×10

-5
 

N (total) 1.5×10
-5
 1.5×10

-5
 

Cl (total) 4.4×10
-6
 4.4×10

-6
 

Si (total) 3.4×10
-4
 3.4×10

-4
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表 5.3.3-3 FRHP 間隙水中における各元素の溶解度設定値（案） 

元

素 

今回の設定値案 不確実性最大値 第 2 次取りまとめにおける設定値 

溶解度
(M) 

溶解度制限固相 主要溶存化学種 
溶解度

(M) 

溶解度 

制限固相 

溶解度
(M) 

溶解度 

制限固相 
主要溶存化学種 備考 

Ac 4.4×10-6 AcCO3OH(am) 
Ac(CO3)2

-, AcCO3
+, 

Ac(CO3)3
3-  

  2×10-7 AcCO3OH(cr) 
Ac(CO3)2

-, Ac(CO3)3
3-, 

AcCO3
+ 

  

Am 2.8×10-8 AmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Am(CO3)2

-, AmCO3
+, 

Am(CO3)3
3- 

4.4×10-6 AmCO3OH(am) 2×10-7 AmCO3OH(cr) 
Am(CO3)2

-, Am(CO3)3
3-, 

AmCO3
+ 

  

Cm 2.8×10-8 CmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Cm(CO3)2

-, CmCO3
+, 

Cm(CO3)3
3- 

4.4×10-6 CmCO3OH(am) 2×10-7 CmCO3OH(cr) 
Cm(CO3)2

-, Cm(CO3)3
3-, 

CmCO3
+ 

  

Cs 可溶性 
 

Cs+ 
 

  可溶性   Cs+   

Nb 1.1×10-6 Nb2O5(s) Nb(OH)6
- 

 
  1×10-4 Nb2O5(am) Nb(OH)6

- 実測値に基づく設定 

Np 
7.7×10-8 NpO2(am) 

Np(CO3)2(OH)2
2-, 

Np(OH)4(aq)  
  2×10-8 NpO2(am) 

Np(CO3)2(OH)2
2-, 

Np(OH)4(aq) 
  

Pa 9.8×10-10 Pa2O5(s) Pa(OH)5(aq), PaO(OH)2
+ 

 
  2×10-8 Pa2O5(s) PaO(OH)3(aq)   

Pb 1.4×10-6 PbCO3(cerrusite) PbCO3(aq), Pb(CO3)2
2- 

 
  2×10-6 PbCO3(cr) PbCO3(aq), Pb(CO3)2

2-   

Pd 8.5×10-8 Pd(OH)2(am) Pd(OH)2(aq) 
 

  1×10-9 Pd(cr) Pd(OH)2(aq) 実測値に基づく設定 

Pu 6.3×10-8 PuO2(am) Pu(CO3)2(OH)2
2-, Pu(CO3)2

- 
 

  3×10-8 PuO2(am) 
Pu(CO3)2(OH)2

2-, Pu(CO3)2
-, 

Pu(CO3)3
3-, PuCO3

+ 
  

Ra 1.0×10-12 Ra-Ca-CO3 Ra2+ 
 

  1×10-12 Ra-Ca-CO3 Ra2+ 
Ca との簡易共沈モデル

より設定 

Se 9.9×10-9 FeSe2(cr) HSe- 4.1×10-8 Se(cr,trigonal) 3×10-9 FeSe2(cr) HSe-   

Sm 2.8×10-8 SmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Sm(CO3)2

-, SmCO3
+, 

Sm(CO3)3
3- 

4.4×10-6 SmCO3OH(am) 2×10-7 SmCO3OH(cr) 
Sm(CO3)2

-, Sm(CO3)3
3-, 

SmCO3
+ 

  

Sn 6.9×10-7 SnO2(am) Sn(OH)4(aq), Sn(OH)5
- 

 
  5×10-6 SnO2(am) Sn(OH)5

-, Sn(OH)4(aq) 実測値に基づく設定 

Tc 4.3×10-9 TcO2·1.6H2O(s) 

TcO(OH)2(aq), 

TcCO3(OH)3
-, 

TcCO3(OH)2(aq) 
 

  4×10-8 TcO2·2H2O(am) TcO(OH)2(aq)   

Th 1.6×10-7 ThO2(am,aged) Th(CO3)2(OH)2
2- 

 
  5×10-6 ThO2(am) ThCO3(OH)3

-   

U 8.8×10-9 UO2(am) 
U(CO3)2(OH)2

2-, 

U(OH)4(aq) 
5.8×10-6 

UO2(am)（すべての

酸化状態を考慮） 
8×10-9 UO2(am) U(CO3)2(OH)2

2-, U(OH)4(aq)   

Zr 1.1×10-4 Zr(OH)4(am,fresh) Zr4(OH)16(aq), Zr(OH)4(aq) 
 

  1×10-6 ZrO2(am) Zr(OH)4(aq) 実測値に基づく設定 

斜体は熱力学計算に基づかない選定値などであることを示す。 

 

5
-3

4
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表 5.3.3-4 FOHP 間隙水中における各元素の溶解度設定値（案） 

元

素 

今回の設定値案 不確実性最大値 第 2 次取りまとめにおける設定値 

溶解度
(M) 

溶解度制限固相 主要溶存化学種 
溶解度

(M) 

溶解度 

制限固相 

溶解度
(M) 

溶解度 

制限固相 

主要溶存 

化学種 
備考 

Ac 4.4×10-6 AcCO3OH(am) 
Ac(CO3)2

-, AcCO3
+, 

Ac(CO3)3
3-   

2×10-7 AcCO3OH(cr) 
Ac(CO3)2

-, Ac(CO3)3
3-, 

AcCO3
+  

Am 2.8×10-8 AmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Am(CO3)2

-, AmCO3
+, 

Am(CO3)3
3- 

4.4 ×
10-6+ 

AmCO3OH(am) 2×10-7 AmCO3OH(cr) 
Am(CO3)2

-, Am(CO3)3
3-, 

AmCO3
+  

Cm 2.8×10-8 CmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Cm(CO3)2

-, CmCO3
+, 

Cm(CO3)3
3- 

4.4×10-6 CmCO3OH(am) 2×10-7 CmCO3OH(cr) 
Cm(CO3)2

-, Cm(CO3)3
3-, 

CmCO3
+  

Cs 可溶性 
 

Cs+ 
  

可溶性 
 

Cs+ 
 

Nb 1.1×10-6 Nb2O5(s) Nb(OH)6
- 

  
1×10-4 Nb2O5(am) Nb(OH)6

- 実測値に基づく設定 

Np 4.5×10-5 NaNpO2CO3·3.5H2O(cr) NpO2CO3
-, NpO2

+ 3.1×10-3 NpO2OH(am,aged) 4×10-5 NaNpO2CO3(cr) NpO2CO3
- 

 
Pa 9.8×10-10 Pa2O5(s) Pa(OH)5(aq), PaO(OH)2

+ 
  

2×10-8 Pa2O5(s) PaO(OH)3(aq) 
 

Pb 1.4×10-6 PbCO3(cerrusite) PbCO3(aq), Pb(CO3)2
2- 

  
2×10-6 PbCO3(cr) PbCO3(aq), Pb(CO3)2

2- 
 

Pd 8.5×10-8 Pd(OH)2(am) Pd(OH)2(aq) 
  

1×10-7 Pd(cr) Pd(OH)2(aq) 実測値に基づく設定 

Pu 5.5×10-8 PuO2(am) Pu(CO3)2(OH)2
2- 

  
6×10-9 PuO2(am) Pu(CO3)2(OH)2

2- 
 

Ra 1.0×10-12 Ra-Ca-CO3 Ra2+ 
  

1×10-12 Ra-Ca-CO3 Ra2+ 
Ca との簡易共沈モデ

ルより設定 

Se 可溶性 
 

SeO4
2- 

  
可溶性 

 
SeO4

2- (assumed) 
 

Sm 2.8×10-8 SmCO3OH·0.5H2O(cr) 
Sm(CO3)2

-, SmCO3
+, 

Sm(CO3)3
3- 

4.4×10-6 SmCO3OH(am) 2×10-7 SmCO3OH(cr) 
Sm(CO3)2

-, Sm(CO3)3
3-, 

SmCO3
+  

Sn 6.9×10-7 SnO2(am) Sn(OH)4(aq), Sn(OH)5
- 

  
5×10-6 SnO2(am) Sn(OH)5

-, Sn(OH)4(aq) 実測値に基づく設定 

Tc 可溶性 
 

TcO4
- 

  
可溶性 

 
TcO4

- (assumed) 
 

Th 1.6×10-7 ThO2(am,aged) Th(CO3)2(OH)2
2- 

  
5×10-6 ThO2(am) ThCO3(OH)3

- 
 

U 3.2×10-3 UO3·2H2O(cr) 
UO2(CO3)3

4-, UO2(CO3)2
2-, 

(UO2)2CO3(OH)3
-   

5×10-3 UO3·2H2O(s) UO2(CO3)3
4-, UO2(CO3)2

2- 
 

Zr 1.1×10-4 Zr(OH)4(am,fresh) Zr4(OH)16(aq), Zr(OH)4(aq) 
  

1×10-6 ZrO2(am) Zr(OH)4(aq) 実測値に基づく設定 

斜体は熱力学計算に基づかない選定値などであることを示す。 

5
-3

5
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表 5.3.3-5 溶解度設定におけるコメント 

元素 コメント 

Ac 

第 2次取りまとめではAmの化学的類似性に基づき，溶解度制限固相をAcCO3OH(cr)とし

ている。しかしながら，Acの場合は自身の放出するα線によって固相が不安定になると考

えられることから，JAEA-TDB では結晶質固相の熱力学データを選定していない。したが

って，溶解度制限固相をAcCO3OH(am)に変更した。このため，第 2次取りまとめより溶解

度が高くなっている。 

Am, 

Cm, 

Sm 

第 2次取りまとめと同様の溶解度制限固相として，AmCO3OH·0.5H2O(cr)を設定した。TDB

更新に伴い，第 2 次取りまとめよりも低い溶解度が得られている。ただし，不確実性とし

て，溶解度制限固相を非晶質であるAmCO3OH(am)とした場合の結果を併記する。 

Cs 
溶解度を制限する因子が見当たらないことから，第 2 次取りまとめと同様に「可溶性」に

設定した。 

Nb 

第 2 次取りまとめでは実測値に基づく設定を行ったが，今回は熱力学計算値を使用した。

設定値が 2桁近く異なるのは，本報告が熱力学計算の中央値を用いたのに対し，第 2次取

りまとめでは最も保守的となる実測の最大値を用いたことによる。熱力学データの不確実

性の取り扱いについて，検討が必要である。 

Np 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

Pa 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

Pb 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

Pd 

第 2次取りまとめでは実測値（Oda et al., 1996）に基づく設定を行ったが，本報告では熱力

学計算値を採用した。JAEA-TDBでは，JNC-TDBでは選定されなかった Pd-OH-Cl系の熱

力学データについて，包括的な文献レビューを踏まえた選定値（Rai et al., 2012）を採用し

た。最新の JAEA-TDB で選定されている Pd(OH)2(am)の溶解度積を用いることで，より現

実的な熱力学計算値が得られた。 

Pu 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

Ra 詳細を後述する。 

Se 詳細を後述する。 

Sn 
第 2 次取りまとめでは実測値に基づく設定を行ったが，本報告では熱力学計算値を採用し

た。 

Tc 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

Th 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

U 詳細を後述する。 

Zr 
第 2 次取りまとめと同様の溶解度制限固相を設定して得られた熱力学計算結果を採用し

た。TDBの更新に伴い，設定値が第 2次取りまとめとは多少異なっている。 

 



 

5-37 

（3） 溶解度設定値（案）の懸念事項 

溶解度設定値（案）のうち，安全評価の結果に影響を与える可能性があると思われる元

素として，ラジウム，セレンおよびウランが挙げられる。その内容は以下のとおりである。 

 

(i) ラジウム 

表 5.3.3-3 および表 5.3.3-4 では，第 2 次取りまとめと同様に，CaCO3(calcite)との簡易的

共沈モデルを考慮した溶解度を設定した。しかしながら，ラジウムの溶解度を過小評価し

ている可能性がある。 

方解石（CaCO3(cr)）に対するラジウムの共沈反応を定量的に評価する指標として，以下

の式で表される元素分配比（D）がある。 

 
モル比液相中の

モル比固相中の

Ra/Ca

Ra/Ca
D  

第 2次取りまとめで用いた簡易共沈モデルは，D = 1としたものである。 

しかしながら，実測値としてD = (1.5±0.6)×10
-1（Yoshida et al., 2008）という値が報告

されている。Dが小さいとラジウムが固相に取り込まれにくくなる，すなわち液相に残り

やすくなることから，第 2次取りまとめで使用した共沈モデルが保守的ではない可能性が

ある。 

このことから，より現実的な溶解度の設定に向けて，Dを基に共沈の収着分配係数（Kcp）

を導出し，処分環境におけるラジウム移行挙動を評価した（Yoshida and Yoshikawa, 2009）。

その結果，人工バリアでのラジウムの核種移行率（ガラス固化体 1本あたり単位時間あた

りの移行速度）は第 2次取りまとめに比べ高く評価されるものの，天然バリア中のラジウ

ム（Ra-226）濃度はトリウム（Th-230）との放射平衡で規定され，第 2 次取りまとめと同

程度の核種移行率となることを示した。 

したがって，共沈モデルの見直しが核種移行評価に大きく影響を及ぼすことはないと考

えられる。 

 

(ii) セレン 

第 2次取りまとめと同様に，溶解度制限固相を FeSe2(cr)とした場合の溶解度を設定した。

しかしながら，溶解度制限固相の不確実性として，Se(cr,trigonal)を溶解度制限固相とした

場合の結果を併記すべきであると考えられる。 

第 2次取りまとめのレファレンスケースにおける溶解度制限固相は，Se(cr)より熱力学的

に安定な FeSe2(cr)とされている。しかしながら，過飽和溶解度試験において Se(cr)が

FeSe2(cr)に変遷したという結果が得られているものの，この固相が溶解度を支配したとい

う証拠がつかめていない。東ほか（1999）でもこの状況を認識しており，不確実性として

溶解度制限固相が Se(cr)であった場合についても言及されている。JAEA-TDB（最新版，活

量補正に SITモデルを使用）における結果を表 5.3.3-6に示す。溶解度制限固相を FeSe2(cr)
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から Se(cr)に変更すると，FRHP間隙水では約 1桁，FRHP間隙水では約 3桁溶解度が高く

なることがわかる。 

Se-79の移行には溶解度のみが寄与すると仮定して定性的な核種移行評価を行うと，第 2

次取りまとめのレファレンスケース（FRHP）では Se-79の線量率が高くなるものの，最大

線量を支配するのはCs-135のままであることから，大勢に影響はない。一方，地質環境変

更ケース（SRHP）では Se-79 の最大線量が Cs-135 と同程度となることから，より精密な

評価が必要となる。 

 

表 5.3.3-6 セレンの溶解度の熱力学計算値における溶解度制限固相による差異 

溶解度制限固相 FeSe2(cr) Se(cr,trigonal) 

FRHP間隙水   

Se溶解度 (mol·kg
-1
) 9.2×10

-9 
3.2×10

-8
 

支配溶存化学種およびその寄与率 HSe
-
 (100 %) Se4

2-
 (53 %) 

HSe
-
 (42 %) 

Se3
2-

 (4 %) 

SRHP間隙水   

Se溶解度 (mol·kg
-1
) 4.3×10

-8 
2.4×10

-5
 

支配溶存化学種およびその寄与率 HSe
-
 (100 %) HSe

-
 (54 %) 

Se4
2-

 (42 %) 

Se3
2-

 (4 %) 

 

(iii) ウラン 

第 2次取りまとめと同様に，U(IV)のみ存在すると仮定した場合の溶解度を設定した。し

かしながら，この手法が妥当かどうか疑問が残る。 

東ほか（1999）では，JNC-TDBを用いて溶解度制限固相をUO2(am)とした熱力学計算を

実施しており，支配溶存化学種が 6価炭酸錯体（UO2(CO3)3
4-）となったことを示している

（表 5.3.3-7；JAEA-TDBを用いた計算でも同様の結果が得られる）。その一方で，「性能評

価のためのUの溶解度計算ではRai et al., (1995)の考察に基づき，JNC-TDBのうちU(IV)

の熱力学データのみを用いた」（著者注：正しくは「Rai et al., (1995) の実験結果を基にし

た東らによる考察」と思われる）と述べたうえで U(IV)のみの熱力学計算を実施し，溶解

度評価値としている（表 5.3.3-8）。 

著者らは，溶解度制限固相をUO2(am)とすることは妥当と考えている。問題は， Rai et al., 

(1995) の実験結果に基づいてU(IV)の熱力学データのみを用いることの妥当性である。 

Rai et al., (1995) では，Na2CO3濃度 3×10
-4～2.0 M (M: mol dm

-3
) の範囲でウラン（実験

的には酸化状態の同定は行われていない）の溶解度測定を実施している。しかしながら，

この実験は，ウラン（IV）の炭酸錯体の熱力学データを導出するためのもので，還元剤と

して鉄粉を添加し「酸素分圧 < 10
-75

 atm（FRHP間隙水の pH (= 8.4) の場合にこの値を Eh

に換算すると< -0.38 V）」という徹底的に酸素を排除した系で実施されている。この酸化還
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元電位の推定値は FRHP間隙水の-0.28 Vより低いことから，U(IV)がより安定になりやす

い条件であることがわかる。試みとして，FRHP間隙水のEhを-0.38 Vに変更してJAEA-TDB

を用いた熱力学計算を行うと，支配的なウランの酸化状態は 4価（ほぼ 100 %）となる。 

以上のことから，「Rai et al., (1995)の実験結果に基づいてU(IV)の熱力学データのみを用

いる」ことは保守的な設定になっていないと考える。 

 

表 5.3.3-7 各間隙水に対するウランの溶解度 

（JNC-TDB全データ利用）（東ほか，1999） 

間隙水 溶解度制限固相 溶解度*
 

[mol/l at 25 °C] 

支配化学種 

FRHP UO2(am) 1.7×10
-5 UO2(CO3)3

4-
: 100 % 

SRHP UO2(am) 1.8×10
-9
 U(OH)4(aq): 100 % 

cement-reacted FRHP UO2(am) 5.0×10
-6
 UO2(CO3)3

4-
: 100 % 

lower-pH FRHP UO2(am) 2.0×10
-5
 UO2(CO3)3

4-
: 86 % 

UO2(CO3)2
2-
: 14 % 

higher-pH FRHP UO2(am) 7.0×10
-7
 UO2(CO3)3

4-
: 100 % 

FOHP UO3·2H2O(s) 3.0×10
-3
 UO2(CO3)3

4-
: 47 %  

UO2(CO3)2
2-
: 33 % 

*溶解度は計算値の 3桁目を切り上げて表記した。 

 

表 5.3.3-8 性能評価のために設定した各間隙水に対するウランの溶解度 

（JNC-TDB U(IV)のみ利用）（東ほか，1999） 

間隙水 溶解度制限固相 溶解度*
 

[mol/l at 25 °C] 

支配化学種 

FRHP UO2(am) 7.1×10
-9 U(OH)2(CO3)2

2-
: 74 % 

U(OH)4(aq): 26 % 

SRHP UO2(am) 1.7×10
-9
 U(OH)4(aq): 100 % 

cement-reacted FRHP UO2(am) 3.8×10
-9
 U(OH)2(CO3)2

2-
: 51 % 

U(OH)4(aq): 49 % 

lower-pH FRHP UO2(am) 3.2×10
-9
 U(OH)4(aq): 54 % 

U(OH)2(CO3)2
2-
: 46 % 

higher-pH FRHP UO2(am) 2.2×10
-9
 U(OH)4(aq): 85 % 

U(OH)2(CO3)2
2-
: 15 % 

*溶解度は計算値の 3桁目を切り上げて表記した。 
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（4）溶解度設定値（案）に対する専門家コメント 

JAEA-TDBを用いた溶解度評価に対して，特に前項で述べたラジウム，セレンおよびウ

ランの溶解度設定値（案）およびその懸念事項について，表 5.3.3-9に示すとおり，放射性

核種の溶液化学に詳しい国内の専門家にご意見を賜った。 

 

表 5.3.3-9 溶解度評価に対してご意見を賜った専門家-* 

氏 名 所属 役職 

杤山 修 （公財）原子力安全研究協会 

処分システム安全研究所 

所長 

森山 裕丈 京都大学 原子炉実験所 所長，教授 

藤井 俊行 京都大学 原子炉実験所 

原子力基礎工学研究部門 

量子リサイクル工学研究分野 

准教授 

佐々木 隆之 京都大学大学院 工学研究科 原子核工学専攻 准教授 

小林 大志 京都大学大学院 工学研究科 原子核工学専攻 助教 

桐島 陽 東北大学 多元物質科学研究所 

プロセスシステム工学研究部門 

エネルギーシステム研究分野 

准教授 

木村 貴海 （独）日本原子力研究開発機構 

原子力基礎工学研究部門 原子力化学ユニット 

ユニット長 

渡邉 雅之 （独）日本原子力研究開発機構 

原子力基礎工学研究部門 原子力化学ユニット 

放射化学研究グループ 

研究主幹 

北辻 章浩 （独）日本原子力研究開発機構 

原子力基礎工学研究部門 原子力化学ユニット 

放射化学研究グループ 

研究副主幹 

山口 徹治 （独）日本原子力研究開発機構 

安全研究センター 燃料サイクル安全研究ユニット 

廃棄物安全研究グループ 

グループ 

リーダー 

*肩書きはすべてご意見を賜った当時のものである。 
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(i) ラジウムの溶解度評価について 

ラジウムの溶解度評価で多かったコメントは，「共沈を平衡論で扱うことに無理がある」

であった。これは，「平衡定数が導出可能なものは，その平衡定数を用いて熱力学計算を行

うべき」というコメントと共通するものである。 

また，共沈については「これまで定量的に扱うことを目的としてこなかったため，モデ

ルの適切性を論じるのは難しい」という意見もあった。さらに，「第 2次取りまとめの簡易

共沈モデルは成立性がかなり心配」，「Ra だけ共沈モデルを使っているのは違和感がある。

共沈現象が起こるとすればアクチニド－ランタノイド系やほかの化学的アナログ性を示す

元素すべてで考慮すべき」という意見もあり，ラジウムだけに都合よく共沈モデルが使わ

れているという印象を与えているようである。Yoshida and Yoshikawa（2009） のように，

元素分配比から共沈の分配係数を導出する方法については，「最初は違和感があった」とい

う意見があった程度で，ほかに否定的な意見は出なかった。したがって，第 2次取りまと

めの簡易共沈モデルに代えて，共沈の分配係数という概念を導入するのが，より現実的な

ラジウムの挙動を示すものと考えられる。この際，「核種移行評価上では共沈で扱うのか，

収着として扱うのか，明確にしてあることが重要である。寄与をダブルカウントしないよ

うに注意」する必要がある。 

なお，性能評価結果を示す場合には，「核種移行解析結果は，人工バリア出口におけるも

のを示すのがよい。断層外側だと，ほかの影響が入ってきてわかりにくくなる」というコ

メントもあった。 

 

(ii) セレンの溶解度評価について 

セレンの溶解度制限固相が二セレン化鉄（FeSe2(cr)）か単体セレン（Se(cr)）かについて

は，明確な結論は得られず，「FeSe2(cr)が溶解度を制限するとわかるまでは，Se(cr)を溶解

度制限固相とするのがよい」という意見に止まった。 

セレン，特に鉄共存下については「実験的に難しい」という意見が多く，「Se固相が Se(cr)

になるか FeSe2(cr)になるかは共存する鉄の濃度に依存すると考えられる。単純にどちらが

安定かとかいう話ではないはず。」，「Se ではどのような固相が形成されているかわかって

いない。固相の自由エネルギーが導出されているからといって，固液の平衡がその熱力学

データで成り立つとは限らない。何が溶解度を制限しているか判断することが難しい」，

「FeSe2(cr)は溶液化学で熱力学データが得られていないことも問題」，「とにかく実験によ

って確認することが重要。10年かけても意義がある。専門家でも検出限界に阻まれて十分

に追究しきれなかった。RI使用した実験も検討の余地あり」など，多くの観点からご意見

を賜った。現在も鉄共存下でのセレン溶解度を測定する実験研究が実施されているが，

「FeSe2(cr)が溶解度を制限するとわかるまでは，Se(cr)を溶解度制限固相とするのがよい」

と思われる。 
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また，硫黄との化学的類似性について活用を求める，「Se 単独のナチュラルアナログ研

究は期待できないが，硫黄との共存系で存在しているということは，硫黄と同じ挙動であ

ると考えるのが自然」，「Seのナチュラルアナログデータとして，FeS2に同居する知見はな

いのか。または実験で確認できないか」といった意見があった。 

 

(iii) ウランの溶解度評価について 

ご意見を賜った専門家に共通した意見は，「平衡計算する際は 4 価データのみでなく，

すべての酸化状態のデータを入れるべき」であった。6 価の寄与を除外するのは恣意的で

あるという印象を与えたようである。実験的にも，「固相 4価－液相 6価という存在形態は

ありうる」という意見であった。第 2次取りまとめの時代背景として，「第 2次取りまとめ

では，各元素の酸化還元状態を一種類に定めてから評価を行う方針であったため，ほかの

酸化状態の寄与が考慮されていない。当時は時間的および作業量的にやむを得ないと判断」，

「第 2 次取りまとめの時代は，『U(IV)の溶解度評価』と『ウランの溶解度評価』が混同さ

れていた可能性あり」という見解をいただいたが，同時に「それ（著者注：ウラン（IV）

のみを考慮した溶解度評価）が見直されるのはよいこと」というご意見であった。 

その一方で，「6価（炭酸錯体）の寄与が高すぎるという印象」という意見もあった。そ

の原因として，「4 価の固相の溶解度積を求める際，特に中性加水分解種（U(IV)なら

U(OH)4(aq)）の溶存濃度の実測値の不確実性（コロイドなどの影響が十分に考慮されてい

ないこと）を原因とした誤りがある可能性がある。OECD/NEAも実測値を基に熱力学デー

タを導出する方針のため，選定した熱力学データが間違っている可能性がある」という意

見があった。ただし，「Uのみに（著者注：コロイド影響を排除した）剛体球モデルで導出

された溶解度積を適用するということは難しいと考える。『中性加水分解種の溶存濃度は上

限値に過ぎない』という主張も理解できるが，性能評価上は上限値を採用せざるを得ない

ので無意味」，「分画分子量の小さいフィルターでフィルトレーションを掛けても，条件に

よっては液相中に 4価のコロイド（フィルター孔径以下の分子量のもの）は存在する。実

処分系を考慮してもコロイドが存在するのは同じで，熱力学計算では説明できない部分。

この扱いについては評価方針として慎重に議論すべき。コロイド影響を考慮した TDB に

していく方がよいだろう」という意見もあり，性能評価者としては現状の熱力学データを

受け入れるしかないと考えられる。 

今後の調査検討課題としては，実験的な観点から「FRHP 条件に近い実測データが取得

できるか。硫黄の酸化還元対を用いるか，ポテンショスタットを用いて pH と酸化還元電

位を制御し，酸化還元電位をモニターすればよいのでは。ただし，電極で電位を作るため，

溶液の攪拌が必要」との提案があった。その一方で，「酸化還元反応については，計算は簡

単なものの，実験するとなると速度論が複雑に絡むので難しい。このため実験では、酸化

状態を整えて熱力学データを求め、計算により各酸化状態の寄与を考えるしかないであろ

う。酸化還元電位の実測値は酸性側で得られているので、特に高 pH 側の電位を考える際
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には注意が必要」，「感度解析をしてみると炭酸濃度の感度が高いことがわかるが，炭酸ガ

ス分圧もコントロールされた実験でないと信用できない。FRHP 間隙水組成が再現できた

としても，それが平衡状態といえるか疑問」という意見もあった。また，性能評価の観点

からは「方解石の供給がUの溶解度を高くする原因ならばこの供給を何とか制限できない

か。緩衝材中に含まれる方解石の枯渇により炭酸濃度が低下する可能性はないか，確認が

必要」，「U(IV)-Np(IV)-Pu(IV)の体系的な議論を行った方がよいのではないか」といった意

見があった。天然現象を参照するという観点からは「東濃はU鉱山なので，地下水中のU

濃度（Seo and Yoshida, 1994）がU(IV)溶解度実測値に近かったということは，地下水が還

元条件だったということ。ナチュラルアナログ事例として活用すべし」，「幌延地下水中の

U 濃度は Th 濃度に近い値なので，参考になるかも」という意見もあった。もっとも，還

元条件と思われる地下水中のウラン濃度の調査結果については，東濃のものぐらいしか見

当たらないのが現状である（黒澤ほか，2013）うえ，「ナチュラルアナログは場が平衡条件

と言えないので使用することが難しい」といった意見もある。 

現在の性能評価では溶解速度が考慮されておらず，瞬時平衡を仮定していることについ

て，「瞬時溶解平衡は非常に保守的な設定である。性能評価上支障が生じるようであれば，

溶解速度を考慮に入れてもよいのではないか」，「ガラスの溶解速度を正確に考慮すれば，

核種移行評価上溶解度の上昇分がそのまま反映されるものではないはず。よく確認するよ

うに」といった意見があった。今後，溶解速度をどのように考慮するか検討する余地があ

る。 

酸化性条件での溶解度評価では，「酸化性条件での制限固相として UO3(cr)ではなく，

U3O8(cr)（= UO2.6667(cr)）で固相の変遷が止まると考える専門家もいる。要検討」という意

見があった。 

 

(iv) その他の元素の溶解度評価および全体的な内容について 

ジルコニウムなど 4価金属イオンの溶解度については，「最近のOECD/NEAのデータ選

定では実測値を基に熱力学データを導出するため，コロイド影響を含んだデータ選定とな

ってしまっている。Zr のポリマー系加水分解種（Zr4(OH)16(aq)など）はコロイドではない

かと疑われる。これを TDB から抜いて計算したらよいのでは。ただし，データセット全

体として整合をとる必要があることに注意すべき。関連して，Sn(IV)および An(IV)の中性

加水分解種の熱力学データの見直しも要検討」というご意見を賜った。 

溶解度制限固相の設定に関するご意見として，「溶解度制限固相の基本的な設定は，全対

象核種で統一された方針で行うべき」，「溶解度評価研究全般として，固相のきちんとした

分析が必要。本質的に溶解度評価に一番影響するのはこの部分である。結晶質(cr)と非晶質

(am)の差異，取り扱い方針についても慎重な議論が必要である」，「溶解度制限固相が非晶

質か結晶質かについては，第 2次取りまとめにおいてかなり議論した。短期的には非晶質，

長期的には結晶質という意見もあったが，シリカなどの例では表面に非晶質固相が生成し
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て，この非晶質が溶解度を制限しているような場合もある」といったご意見を賜った。 

溶解度の不確実性評価については，「条件変化に対する不確実性の評価が必要。地下水の

pHや全炭酸濃度の変化に対する不確実性を，感度解析的に押さえられるようにツールを整

備しておくべき」，「地下水から間隙水に平衡計算させると緩衝作用により組成の幅が小さ

くなる。組成が収束していくにせよ，ある程度の変動幅を持たせて設定することは重要。

酸化還元電位の幅についても検討すべき。不確実性の要因分析と取り扱いの検討が必要」

といったご意見を賜った。 

 

5.4 分配係数設定手法と不確実性評価手法の方法論の調査検討 

5.4.1 岩石に対する分配係数設定と不確実性評価手法に関する海外事例調査 

諸外国の処分実施主体が直面しているサイト選定や許認可申請などの段階における具体

的なサイト情報に基づくパラメータ設定事例は，概要調査段階における岩石に対する分配

係数設定手法を検討するうえで参考とすべき情報である。このため，本研究において，2011

年度に，SKBの花崗岩（結晶質岩）を対象としたサイト選定や許認可申請にかかわる安全

評価書（SR-Can; SKB, 2006, SR-Site；SKB, 2011）のための分配係数などのパラメータ設定

手法（Crawford et al., 2006; Crawford, 2010）を調査・分析した。さらに，2012年度には，特

に堆積岩系の検討事例に着目して，Nagra/PSIの粘土岩（堆積岩）に対する半定量的条件変

換を主体とした分配係数設定手法（EN2002; Nagra, 2002, Bradbury and Baeyens, 2003）を調

査・分析した。また，モデル化に関する国際動向としてNEAの収着プロジェクトの Phase 

III報告書（NEA，2005, 2012），JAEAにおける基盤研究開発として，主に幌延堆積岩を事

例として検討を進めている岩石の分配係数パラメータ設定手法について整理してきた。

2013 年度は，最新の事例として，フィンランド Posiva の性能評価報告書（TURVA-2012; 

Posiva, 2012）を対象として調査を行い，花崗岩系の分配係数設定手法に関する知見を拡充

する。さらに，スウェーデンやスイスの事例を含め，一連の海外事例調査と比較・分析の

結果をもとに，実際の地質環境調査に基づく岩石の分配係数と不確実性評価において参照

すべき手法，課題や留意事項などを検討・整理する。 

 

（1） Posivaの収着分配係数の設定手法の調査・分析 

Posivaの性能評価報告書（TURVA-2012; Posiva, 2012）における岩石の分配係数設定手法

について，主にデータ設定報告書（Posiva，2013）を対象として，特に，実際の地質環境

条件の考慮・反映の方法，分配係数設定の方法論，不確実性の取り扱いなどに着目して概

括的な調査・分析を行った。なお，本報告書作成時において，岩石に対する分配係数設定

に関する報告書（Radionuclide migration parameters for the Geosphere, Posiva 2012-41）は公開

されておらず，方法論の詳細についてはこの報告書を確認する必要がある。 
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(i) 岩石・地下水条件設定 

 Posiva による上記安全評価では，実際の Olkiloto のサイト条件を対象とした調査結果な

どをもとに，花崗岩中の割れ目近傍の構造を概念モデル化し，より複雑な系を対象として

核種移行パラメータの設定を行っているのが特徴である。図 5.4.1-1に示すように，実際の

岩盤中の割れ目の形状を抽象化したうえで，収着の観点から，4 種類の割れ目構造（粘土

鉱物被覆割れ目，カルサイト被覆割れ目，鏡肌化した割れ目，その他）に区分している。 

 

 

図 5.4.1-1 Posiva の割れ目の概念モデル化と収着の観点での 4 種の割れ目区分 

（Posiva, 2013） 

 

 岩石マトリクスとしては，Olkiluotoにおける複数の基盤岩の存在状況を踏まえ，核種移

行経路として考慮すべき 4種類の岩（Mica gneiss，Tonalite-granite-granodiorite gneiss 2種，

Pegmatic granite）を選定している。また，粘土被覆割れ目に対しては，被覆粘土鉱物とし

てイライトとカオリナイトを想定し，分配係数を設定している。 

 一方で，地下水組成については，Olkiluotoにおける地下水性状，長期的な変遷なども考

慮して，7種類（還元性の氷河水/OLGA，低塩分濃度の中程度に還元性の地下水/ALLMR，

還元性で炭酸濃度の高い塩水系地下水/OLBA，還元性の塩水/OLSR，酸化性の氷河融解水

/OLGO，酸化性で低塩分濃度の地下水/ALLMO，海水系地下水/OLSO）もの地下水条件が

設定されている。 
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(ii) 分配係数設定の方法論 

分配係数の設定方法は，Nagra（2002）が粘土岩系に対して適用してきた実測データに基

づく条件変換手法と SKB（2006, 2010）で検討されてきた花崗岩特有の粉砕/比表面積の補

正の考え方を，組み合わせたアプローチを採用している。なお，Csのみに対して収着モデ

ルを適用している。核種収着に関するデータソースの選択においては，実際にOlkiluotoサ

イトで採取された岩石および地下水試料を用いて取得されたデータ群を優先的に採用する

方針をとっている。特に岩石特性の差異に対する補正評価は，実サイトの試料のデータを

もとに検討している。ほかのサイトのデータや既往文献データは，メカニズムや傾向性の

把握や一部の核種のデータ設定を補完するために利用されている。このため，考慮されて

いる主要な変換因子は，鉱物組成/CEC に関する因子，粉砕/バッチ系のデータをインタク

ト系に変換する補正因子であり，pH，イオン強度，スペシエーションなどの補正因子は考

慮されていない。雲母鉱物の収着への支配的寄与を考慮して鉱物組成/CECの補正因子を決

定する点，粉砕試料とコア試料の表面積の比を補正因子として設定する点のいずれも SKB

の方法と類似している。しかしながら，Posiva の場合，比表面積補正において鉱物ごとの

比表面積への寄与率を考慮する点，コア試料と原位置岩との間の表面積補正を考慮しない

点などが SKBの方法とは大きく異なっており，後述するような SKBと Posivaの分配係数

設定値の大きな差異は，この表面積補正の考え方の違いが大きく原因していると思われる。 

 

(iii) 不確実性評価の方法論 

条件変換手法で考慮する個々の変換因子に含まれる誤差を定量化し，条件変換で推定す

る分配係数に含まれる不確実性を評価するという，Nagra/PSIなどで採用されている不確実

性評価手法（Bradbury and Baeyens, 2003）が適用されている。黒雲母の含有率とCEC，表

面積の変換因子の設定に付随する個々の不確実性因子が検討されており，特に表面積補正

に関しては，その変換評価の難しさを反映して，大きめの不確実性因子が設定されている。

これらの個々の不確実性因子を組み合わせて導出される分配係数の幅のうち，下限値のみ

が設定値として提示されている。これらの補正因子によって，岩石特性にかかわる不確実

性はある程度考慮されていることになるが，データソースの不確実性や地下水組成の影響

の考慮については明示されていない。ただし，岩石の種類として 4種類，割れ目タイプと

して 4種類，さらに，地下水組成についても 7種類のバリエーションを考慮しており，こ

れらの評価によって地質・地下水の不確実性がカバーされるものと思われる。地質環境の

不均質性や長期変動が大きい場合には，このような不確実性の考慮が実際的かもしれない。 

上記したように，割れ目を詳細に考慮しようとするアプローチは，特徴的であるといえ

るものの，割れ目充填部の収着を粘土鉱物の分配係数に代表させている点，また，カルサ

イト被覆割れ目ではカルサイトへの分配係数を全核種でゼロに設定している点など，その

考え方や根拠が不明瞭な点も多く，公開予定の分配係数設定に関する報告書によって確認

する必要がある。 
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（2）諸外国の岩石の分配係数パラメータ設定/不確実性評価手法の比較・分析 

これまでに調査してきたスウェーデン SKB（花崗岩：SR-Site），スイスNagra（堆積岩：

EN2002），フィンランド Posiva（花崗岩：TURVA-2012）の分配係数設定の方法論，主要元

素のデータセットについて比較・分析を行うとともに，それらの総合的な分析を通じて，

今後のパラメータ設定の考え方や戦略に関する考察を試みた。 

 

(i) 分配係数設定の方法論の比較・分析 

分配係数設定の方法論については，以下に示す視点について，それぞれの方法論の概要

をまとめるとともに，改善されるべき課題や今後のわが国おける取り組みにおいて留意す

べき事項などを，表 5.4.1-1に取りまとめた。 

・分配係数の設定アプローチと地質環境調査の段階的進展による変遷 

・地質環境の空間的不均質性および時間的変遷の取り扱い 

・不確実性の取り扱い 

・原位置試験およびナチュラルアナログによる検証方法 

・データ取得，メカニスティックモデル，および化学的アナログという手法間の統合方

法 

 

(ii) 主要核種の分配係数データセットの比較・分析 

 一方，主要元素のデータセット間の比較については，安全評価上の重要核種として，

Cs，Ra，I，Se，Np，Pu，U，Sn，Tc を対象に，各国の設定値を比較し，全体的な傾向性

と個々の設定値の問題点などについて考察した。 

各プロジェクトにおける対象元素の分配係数設定値を表 5.4.1-2に整理するが，全体の傾

向性としては，以下のようにまとめることができる。 

・各元素についての分配係数はプロジェクトごとに異なり，特に，地質環境条件が類似

しているSR-SiteとTURVA-2012の間でも顕著な差異が存在することは特筆に値する。 

・TURVA-2012 の設定値は，一般に，SR-Site よりも大きく，EN2002 より小さい中間的

な位置にある。 

・結晶質岩系である SR-Siteおよび TURVA-2012と堆積岩系の EN 2002との差異は，岩

石および地下水水質の違いによってある程度説明できるものと考えられる。また，元

素間の分配係数値の相対的な大小関係にはある程度の共通した傾向が見られる。 
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表 5.4.1-1 スウェーデン SR-Site，フィンランド TURVA-2012，スイス EN2002 の岩石に対する分配係数パラメータ設定手法の比較・分析（1/2） 

堆積岩

SKB POSIVA Nagra

SR-Site TURVA2012 EN2002

不確実性の取り扱い

[方法論の概要]
・収着試験条件と原位置での核種移行場の条件の間の差異に起因するバイアスとしての不確実性に
ついては，鉱物分布の不均質性とスケールの関係，試料粉砕の影響，地下水水質の差異等に着目し
て補正
・不均質性に起因する多数のバッチ収着試験データのばらつき，岩盤亀裂ネットワークモデルの統計
的ばらつき，といったランダムさとしての不確実性は確率分布関数として表現し，確率論的安全評価の
入力としている

[課題]
・可逆な線形収着モデルの使用限界に関する不確実性，及び収着試験条件と原位置での核種移行
場の条件の間の差異に起因するバイアスを補正する手法自体の不確実性といった知識の不足
（ignorance）に起因する不確実性が無視されており，かつ，それが，確率分布として陽に表現されてい
るランダムさとしての不確実性に比して小さいことの説明がない

[わが国での今後の取り組み]
・Kdデータセットに含まれる上記の種々の不確実性（知識の不足，バイアス，ランダムさ）の相対的重
要性とその地質環境への依存性（花崗岩ではランダムさが大きい等）を整理するとともに，確率分布で
は表現し難い知識の不足（ignorance）に起因する不確実性に対するを専門家の判断を含め，総合的
な不確実性の大きさを「確からしさの異なる数値区間」として表現することが必要

[方法論の概要]
・収着試験条件と原位置条件の差異に起因する収着データのバイアスについては，粉砕試料の表面
積，雲母鉱物含有量，陽イオン交換容量（CEC）等に関する補正を考慮
・以下の項目について不確実性係数（UF：最良推定と保守的上（下）限の比）を定義し，これらの積とし
て全体のUFを算出してKdの幅（最良推定値と下限値の比）を設定

[課題]
・可逆な線形収着モデルの使用限界に関する不確実性，及び収着試験条件と原位置での核種移行場
の条件の間の差異に起因するバイアスを補正する手法自体の不確実性といった知識の不足
（ignorance）に起因する不確実性が無視されており，かつ，それが，UFとして陽に表現されているラン
ダムさとしての不確実性に比して小さいことの説明がない

[わが国での今後の取り組み]
・Kdデータセットに含まれる上記の種々の不確実性（知識の不足，バイアス，ランダムさ）の相対的重
要性とその地質環境への依存性（花崗岩ではランダムさが大きい等）を整理するとともに，確率分布で
は表現し難い知識の不足（ignorance）に起因する不確実性に対するを専門家の判断を含め，総合的
な不確実性の大きさを「確からしさの異なる数値区間」として表現することが必要

[方法論の概要]
「オパリナス粘土プロジェクト及び一般的粘土質岩の収着データベースともに」
・鉱物組成（イライト含有率，CEC），pH，スペシエーション，室内試験と原位置試験における比表面積
の差異に関する左記のデータ変換・補正過程のそれぞれについて，最良推定値と保守的上下限値と
の比を不確実性係数（UF）として表現し，各元素について該当するそれぞれのUFを乗ずることによって
Rdに含まれる総合的な不確実性（同じく最良推定値と保守的上下限値との比）を評価する

[課題]
・粘土中の間隙水質の電気化学的特性が自由水と異なること，及び収着試験条件と原位置での核種
移行場の条件の間の差異に起因するバイアスを補正する手法自体の不確実性といった知識の不足
（ignorance）に起因する不確実性が無視されており，かつ，それが，UFとして陽に表現されているラン
ダムさとしての不確実性に比して小さいことの説明がない

[わが国での今後の取り組み]
・Kdデータセットに含まれる上記の種々の不確実性（知識の不足，バイアス，ランダムさ）の相対的重
要性とその地質環境への依存性（花崗岩ではランダムさが大きい等）を整理するとともに，確率分布で
は表現し難い知識の不足（ignorance）に起因する不確実性に対するを専門家の判断を含め，総合的
な不確実性の大きさを「確からしさの異なる数値区間」として表現することが必要

[方法論の概要]
「オパリナス粘土プロジェクト」
・同層中に位置するモンテリ地下研究施設において，原位置でのトレーサ試験を行うことにより，見か
けの拡散係数あるいはトリチウムとの比較に基づく遅延係数が推定可能。また，粘土サンプルを用い
た室内拡散試験によっても同様に遅延係数の推定が行われている。さらに，これに加えて，固液比の
低い分散系でのバッチ収着試験も実施
・文献データや実験室データを含め，多くのデータを使用してデータセットを作成する際には，ベントナイ
ト及びオパリナス粘土のいずれに対しても，鉱物組成（イライト含有率，CEC），pH，スペシエーション，
室内試験と原位置における比表面積の差異，化学的類似元素に関する変換と補正によって，文献
データに基づき処分場環境における遅延係数を推定
「一般的粘土質岩の収着データベース」
 ・スイス国内の種々の粘土質岩に対応するために，鉱物としてはイライトのみに着目し，水質は５種類
（pHとイオン強度をそれぞれ高中低で区分した場合の現実的な組み合わせ）に大別して収着データ
ベースを構築することにより，任意の候補地点への対応を容易とする戦略

[課題]
・粘土が極めて低透水性であるが故に，間隙水の抽出及び擾乱を排除した水質の同定は困難を極
め，このため，顕著な不確実性が含まれる

[わが国での今後の取り組み]
・同様の粘土層の場合には，拡散試験に基づく見かけの拡散係数及び遅延係数を指標とする手法が
有用
・スイスの一般的粘土質岩の収着データベースのように，類型化された候補母岩毎に収着データベー
スを作成することは，わが国における公募型の事業では合理的な戦略となり得る

地質環境の空間的不均質性及び時間
的変遷の取り扱い

[方法論の概要]
・花崗岩では，透水係数場の空間的不均質性と亀裂部の速い流速のため，外部環境の変遷に対応し
て地下水水質が変化しやすいという特徴を有する。このため統計的亀裂ネットワークモデルに基づき，
塩淡境界の移動や氷河融解水の流入といった将来の環境変動に対応して処分場領域内の水質がど
のように変化し得るかを統計的に予測
・これらの水質変化予測結果（イオン強度のみ）を参照しつつ，元素毎に最も保守的な分配係数値を
選択して，全期間，全位置に適用
・岩石の物性を物性グループ（NMPG）によって表現し，移行経路に沿って積分することによって，経路
全体を代表する平均値を算出

[課題]
・各元素について最も保守的な（小さい）Kdを全位置，全期間で適用するという簡易な方法は，影響因
子となる環境条件の異なる元素間のKd設定値の整合性が失われる可能性がある。また，環境変遷に
応じてKdが急激に低下した場合の核種移行率の上昇といった動的影響も考慮されない点が非保守的
となる可能性がある

[わが国での今後の取り組み]
・我が国の候補サイトが沿岸域の硬岩系のものとなった場合には，この事例と同様に，不均質場での
地下水水質の変動の取り扱いが課題となる。岩石と地下水水質及び元素の組み合わせによる膨大な
条件数での収着試験の実施を避けるためには，化学アナログの活用を図るとともに，上記の問題点に
対処しつつ代表性の高い少数のデータセットを抽出する手法の開発が必要

[方法論の概要]
・移行経路を表面が粘土鉱物（あるいは硫化物）に被覆された割れ目，表面がカルサイト（あるいは粘
土鉱物及び硫化物）に被覆された割れ目，鏡肌化した（slickensided）割れ目，その他割れ目に分類し
ているが，粘土鉱物以外の被覆の収着性は保守的に無視し，変質層のKdは表面積の小さい健全部と
同等と保守的に簡略化
粘土鉱物の被覆に対しては，イライト，カオリナイト，緑泥石を考慮してKdを設定。この際，粉砕鉱物か
らの条件変換因子は1としている
・安全評価で用いるKdはサイト内に最も普遍的に分布するMica gneiss及び塩水系地下水に対するも
ので代表させている

[課題]
・Mica gneissよりもKdの小さいpegmatic graniteは分布箇所が限定されていることから使用されていな
いがその妥当性は示されていない。また，塩水系地下水の水質のみで代表させることについて，Data
reportでは理由が記載されていない

[わが国での今後の取り組み]
・Kdが最小となる岩種と地下水水質組み合わせを全般的に適用しても安全性が担保されるのであれ
ば，収着試験に関する労力は大幅に低減される。逆に，収着性の高い岩石の性能を明示的に安全評
価に取り入れることが必要であればその分布域の把握等が重要となる。このような戦略は候補サイト
の特性に応じて具体化する必要がある

[方法論の概要]
「オパリナス粘土プロジェクト」
・オパリナス粘土中の鉱物粒は小さく，収着試験に用いる試料のスケールで見ても不均質性によるば
らつきが問題となるものではない
・オパリナス粘土層の低透水性のために，間隙水の水質変化には極めて長期の時間スケールを要す
ることから，硬岩の場合と異なり，多種類の地下水水質を想定してはいない。ただし，例外は，処分施
設に用いられるセメント系材料の高pH間隙水によって間隙水質が変化する可能性であり，対応する水
質についての収着データセットが別途作成されている
「一般的粘土質岩の収着データベース」
・通常の意味での不均質性や時間変動とは異なるが，候補サイトが特定されていないために，先の一
般的なデータベース構築では，イライト含有率及び間隙水質（pHとイオン強度）の異なる条件が複数想
定されている

[わが国での今後の取り組み]
・極めて低透水性の軟岩が候補サイトとなった場合には，硬岩の場合と比較して，　空間的不均質性
や時間的変動の取り扱いの重要性は相対的に低下するものと考えられる

結晶質岩

分配係数の設定アプローチと地質環境
調査の段階的進展による変遷

[方法論の概要]
・SR-Siteは許認可申請のための安全評価として，実サイトの岩石，地下水試料を用いた膨大な収着
データを取得し，それらをもとに分配係数パラメータを設定
・化学的アナログに基づき選定された代表元素（Cs, Ra/Sr, Ni, Am/Eu, Np(V), U(VI))について原位置
試料でデータ取得。それ以外は化学アナログもしくは文献データから設定
・バッチ収着データから，岩石試料の粉砕影響（粒径補正，室内→原位置補正），鉱物組成，地下水
組成（イオン強度のみ）を補正する手法をNagra/PSIの手法ベースに開発
・リスクに基づく安全規制に対応するために，多数の実験点数をもとに累積密度関数（CFD)を設定
・SR-97では既往文献に基づくデータベースに基づき，SR-Canでは文献情報と上記条件変換手法の
組合せにより設定

[課題]
・上記の要求に応じた多数の試験を行うためにデータ取得における品質管理（追跡性・透明性を含む）
の難しさ
・粘土について開発された補正方法の花崗岩への適用性の限界（収着支配鉱物の仮定，比表面積補
正の難しさ）
・表面積補正を全元素に一律適用することの限界（過小評価の可能性）

[わが国での今後の取り組み]
・主要元素を対象に，岩石粉砕や微視的不均質性の影響を受け難いコアサイズの試料を用いた収着
データの評価，バッチ試験や原位置試験との相関性を含む評価の方法論の構築を重視
・我が国のリスク論的安全評価の枠組みにおいて，ランダムさに対する確率分布ではなく，知識の不
足を確からしさの異なる数値区間で表現するなど，必要データ点数の少ない効率的な設定手法開発
が必要

[方法論の概要]
・データソースの選択においては，対象としている岩石試料及び地下水の多くが実際にOlkiluotoサイト
で採取されたものを用いているHelsinki大学によるものを優先
・4種類の岩種（Mica gneiss，Tonalite-granite-granodiorite gneiss（二種類），Pegmatic granite及び7
種類の地下水水質（還元性の氷河水，低塩分濃度の中程度に還元性の地下水，還元性で炭酸濃度
の高い塩水系地下水，還元性の塩水，酸化性の氷河融解水， 酸化性で低塩分濃度の地下水，海水
系地下水）の組み合わせについて収着試験を実施
・粉砕岩石から健全な岩石への条件変換には，双方の表面積の差異に基づく変換因子を用いてい
る。粉砕岩石の表面積は実測値をもとに設定し，健全な岩石の表面積は主要鉱物の含有量と各鉱物
の平均的表面積から導出
・岩石中の陽イオン交換による収着は黒雲母によって支配されると仮定し，異なる花崗岩間の条件変
換を必要とする場合には，黒雲母量の割合を変換因子として考慮

[課題]
・具体的な実験手法の詳細が公開されていないため，判断することが難しいが，スウェーデンの事例
の状況に近いと類推される
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表 5.4.1-1 スウェーデン SR-Site，フィンランド TURVA-2012，スイス EN2002 の岩石に対する分配係数パラメータ設定手法の比較・分析（2/2） 

堆積岩

SKB POSIVA Nagra

SR-Site TURVA2012 EN2002

[方法論の概要]
「オパリナス粘土プロジェクト」
・オパリナス粘土を粉砕した粒子を固液比の低い分散系で用いたバッチ収着試験条件と原位置での
条件　とを比較することによって，変換係数を通じて両者の情報を整合的に統合し得るとしている
「一般的粘土質岩の収着データベース」
・オパリナス粘土を対象として個別に作成した収着データベースと，スイスにおける一般的な粘土質岩
に対する収着データベースにオパリナス粘土の特徴を適用して導出した収着データベースとを比較す
ることによって，一般的データベースの妥当性を検証している
[課題]
・SKBによる溶解度データ設定に関して行われているようなナチュラルアナログでの観察データ（例え
ばこの場合は固液間の濃度比）の集積とこれに基づく収着データ設定値の妥当性の確認は行われて
いない

[わが国での今後の取り組み]
・概要調査段階においてもコアサンプルの採取は可能と考えられることから，同様の原位置試験を行
うことは有用と考えられる
・右記のように，粘土に対しては，表面錯体モデル等のメカニスティックなモデルの適用性が比較的高
いことから，固液比の高い系での信頼すべき拡散試験データを得るとともに，その結果をメカニスティッ
クなモデルによる評価を参照しつつ種々の条件に内挿・変換するような体系的な取り組みが有用と考
えられる

結晶質岩

バッチ試験，拡散試験及び原位置試験
において得られた収着データの比較検

証と統合方法

[方法論の概要]
・少数ではあるが，コアサンプルを用いた収着試験を行い，粉砕岩石試料を用いたバッチ試験結果と
比較することにより，後者の補正を行っている
・エスポHRLの大型コアサンプルを用いた拡散収着試験（LTSE-SD）を行い，安全評価に用いるKd
データセットのほうが保守側（小さい）であることを確認

[課題]
・前節で述べた溶解度に関して行われているようなナチュラルアナログでの観察データ（例えばこの場
合は固液間の濃度比）の集積とこれに基づくKd設定値の妥当性の確認は行われていない
[わが国での今後の取り組み]
・概要調査段階においてもコアサンプルの採取は可能と考えられることから，LTSE-SDと同様の原位
置試験を行うことは有用と考えられる。むしろ，岩石試料の破砕の問題や微視的な鉱物組成不均質性
の影響等を考えれば，大型コアサンプルの試験を主として，それに対する種々の環境条件の影響を把
握するために比較的多数のバッチ試験（粉砕試料に対する）を行う等の体系化された試験計画が合理
的と考えられる

[方法論の概要]
・少数ではあるが，コアサンプルを用いた収着試験を行い，粉砕岩石試料を用いたバッチ試験結果と
比較することにより，後者の補正を行っている

[課題]
・現時点での公開情報を見る限り，溶解度に関して行われているようなナチュラルアナログでの観察
データ（例えばこの場合は固液間の濃度比）の集積とこれに基づくKd設定値の妥当性の確認は行わ
れていないのではないかと考えられる
[わが国での今後の取り組み]
・概要調査段階においてもコアサンプルの採取は可能と考えられることから，LTSE-SDと同様の原位
置試験を行うことは有用と考えられる。むしろ，岩石試料の破砕の問題や微視的な鉱物組成不均質
性の影響等を考えれば，大型コアサンプルの試験を主として，それに対する種々の環境条件の影響を
把握するために比較的多数のバッチ試験（粉砕試料に対する）を行う等の体系化された試験計画が
合理的と考えられる

収着試験，メカニスティックなモデリン
グ，及び化学的アナログという手法間

の統合方法

[方法論の概要]
・化学的相関性から代表的元素を選定して収着試験を行い，これに基づき他の元素を類推するという
アプローチをとっている
・メカニズティックなモデルについては，以下の理由から一部の元素において参照する程度に留めてい
る
・吸着に対して寄与の大きい花崗岩中の鉱物についての信頼できる熱力学データが整備されていな
い
・吸着に対して支配的となる鉱物を特定すること自体が困難な場合もある
・鉱物粒に対する被覆層の影響等を無視して，各成分毎の吸着への寄与を加算するアプローチの不
確実性が大きい

[課題]
[わが国での今後の取り組み]
・岩石と地下水水質及び元素の組み合わせによる膨大な条件数での収着試験の労力低減のために
は，化学アナログの活用を図るとともに，上記の問題点に対処しつつ代表性の高い少数のデータセット
を抽出する手法の開発が必要
・花崗岩のような不均質な鉱物組成や鉱物粒被覆層の影響を考慮する必要のある岩石についてのメ
カニズティックなモデル開発も進められていることから，概要調査段階での進捗状況を評価してその成
果を適切な位置づけで織り込むことが必要

[方法論の概要]
・化学的相関性から代表的元素を選定して収着試験を行い，これに基づき他の元素を類推するという
アプローチをとっている
・メカニスティックなモデルに関しては，Csに関する陽イオン交換モデル以外は公開されているData
reportの範囲ではほとんど記載がない

[課題]
・Csについてのイオン交換モデルでは，既知のKdの非線形な濃度依存性が説明できない
[わが国での今後の取り組み]

[方法論の概要]
「オパリナス粘土プロジェクト及び一般的粘土質岩の収着データベースともに」
・化学的アナログによって代表元素を抽出することにより，収着データセット作成の効率を高めている
・表面錯体モデルにおけるパラメータ値の多くは直接決定することができないため，パラメータを実験
データにあてはめることによってモデルを較正することが，収着に対するメカニスティックな手法におい
て重要な役割を果たしている。このため，メカニスティックなモデルで算出された収着データをそのまま
データセットにおいて利用している訳ではないが，特定の試験条件で測定された収着データを他の条
件に適用する際の変換の考え方や傾向の推定といった間接的な用途においては，メカニスティックな
モデルが活用されている

[課題]
[わが国での今後の取り組み]
・上記のように，粘土に対しては，表面錯体モデル等のメカニスティックなモデルの適用性が比較的高
いことから，固液比の高い系での信頼すべき拡散試験データを得るとともに，その結果をメカニスティッ
クなモデルによる評価を参照しつつ種々の条件に内挿・変換するような体系的な取り組みが有用と考
えられる
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・SR-Siteと TURVA-2012では，いずれも同様の地質環境を想定しており，また，Bradbury 

and Baeyensの手法に基づく分配係数の設定手法を用いているものの，上記したような

表面積補正などの詳細な適用方法の差異，それぞれのデータ取得手法および専門家に

よる判断などにおける相違が主要な原因ではないかと推察される。 

 

表 5.4.1-2 各プロジェクトにおける主要元素の分配係数設定値の比較 

RN
SR-site

/ SKB

TURVA2012 / Posiva EN 2002

/ NagraFresh water Brackish water

Cs 0.000349 0.55 0.054 0.5

Ra 0.000242 0.006 0.003 0.0007

I 0 0.0000029 0.00000071 0.00003

Se 0.000295 0 0 0

Np 0.0529 0.4 0.4 50

Pu 0.0148 0.12 0.15 20

U 0.0529 0.0084 0.016 20

Sn 0.159 0.009 0.5 100

Tc 0.0529 0.4 0.4 50
 

 

 以下に元素ごとの特徴や課題などについて整理する。 

・Csについては，顕著な核種濃度依存性を有し，花崗岩系の場合には粒径依存性も大き

く，この濃度条件や粒径/比表面積の取り扱いが，SR-Site と TURVA-2012 の 3 桁もの

差異の原因として考えられる。 

・Raについては，全体的に低い値となっているが，Srを化学アナログとして適用してい

ることが原因として考えられる。Baの収着データはより高い収着データが報告されて

おり，それらの傾向性も含めた分析が有効である。 

・Iと Seについては，安全評価上の重要核種であり，極めて小さい値を設定するか，ゼ

ロとするか，判断が難しく，Iと Seの関係性も含め，各国の判断は分かれている。 

・Np, Pu, Uについては，アクチニド IV価で高い分配係数が報告されているが，粘土岩

のEN2002に比較し，花崗岩系の SR-SiteとTURVA-2012は 2~4桁低い設定値であり，

特に U の設定値が低くなっている。これらの元素については，Th も含めた化学アナ

ログも検討されており，その妥当性も含めて評価が必要である。 

・Sn, Tcについては，いずれも還元環境で IV価をとり，全体的にアクチニド IV価より

も高い設定値となっている。Tc については，Th(IV)や Zr(IV)などアナログの適用の考

え方が各国で異なっている点にも留意が必要である。 
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ここで比較対象とした 3つの分配係数データセットは，いずれもほぼ最新の安全評価プ

ロジェクトのものであるが，プロジェクト間でも個々のデータセット内でも不整合がみら

れる。Opalinus clayのように収着試験に用いる試料の均質性が高く粉砕などによる擾乱の

影響を受けがたい岩石に対して，十分な量の収着試験データが存在する場合には，Bradbury 

and Baeyens による試験データの補正および不確実性評価の手法がある程度適用可能であ

る。しかしながら，SR-Siteおよび TURVA-2012の場合には，これらの条件はいずれも成立

しておらず，特に花崗岩特有の粉砕影響/比表面積補正の難しさに関連して，分配係数デー

タセットの不確実性が大きくなっているものと考えられる。また，モデルの適用について

もまだ課題が多く，特に結晶質岩に対する表面錯体生成などのメカニスティックモデルは

まだ開発段階であり，これらのモデルを用いた評価・設定に過度に期待すべきではない。

実験データおよびモデルの不確実性を補うものとして，室内データから原位置までのアッ

プスケーリング法の検証やナチュラルアナログ事例の検討なども重要な課題と考えられる。 

 

(iii) 分配係数パラメータ設定の総合的分析と戦略検討 

上記の各プロジェクトについての分析を踏まえると，今後のパラメータ設定の方針を決

定するうえで，以下の 2つの視点・前提が重要となる。 

・花崗岩などの結晶質岩と粘土岩などの堆積岩とでは，対処すべき問題の所在や手法の

適用性が異なる。 

・リスクによる安全規制に対応して確率論的安全評価を行うことが求められる場合と，

確からしさを定性的に区分した評価（わが国におけるリスク論的評価に相当）とでは，

求められるデータ量および不確実性の取り扱い方法に顕著な差がある。 

 

a) 岩種の差異の安全評価上の特徴 

① 水理特性の相違 

調査対象とした堆積岩系サイトは，母岩が粘土系のものであり，極めて低い透水性を示

す。このような特徴は，地下水シナリオにおける長期安全性確保のためには好ましいもの

であり，天然バリア中の物質移動が拡散によってのみ生ずることを深度に応じた地下水中

の同位体プロファイルに基づき示すことがセーフティケースにおける重要な論拠となって

いる。一方，粘土層などの堆積岩の低透水性が，サイト調査上の困難につながっている側

面もある。特に，地球化学的調査の一部として地下水のサンプリングを行うことが容易で

はなく，粘土層中の間隙水の抽出時の化学的擾乱（脱ガスや酸化など）のために，測定結

果に対して地球化学解析モデルを用いた補正を行うことが必要となる。この際，粘土中の

狭隘間隙や表面の電気化学的特性のために間隙水が自由水とは異なる特性を示すため，モ

デリングには顕著な不確実性が含まれる点も課題となる。 

一方，結晶質岩系のサイトでは，地下水の流動が開口割れ目などに局在化することが特

徴であり，また，亀裂内での流れの偏在（チャネリング）も含め，不均質性が一般に見ら
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れる。このことから，これらのサイトにおける安全評価およびそのためのサイト調査では，

以下のような課題に重点的に取り組んでいる。 

・ボーリング孔データに基づき，各水理地質構造における亀裂のサイズ，開口幅，方向，

頻度などの統計データを推定するとともに，坑道掘削時にこの情報を更新する手法の

開発 

・亀裂統計情報に含まれる不確実性を表現するためのモデルの構築 

・サイトスケール以上のスケールでの地下水流動解析のために，ブロックスケールの亀

裂ネットワークにおける流れを等価な連続体によって近似する手法の改良 

 

② 地球化学特性および化学的緩衝性の相違 

前項で述べた結晶質岩系サイトの水理学的特徴は，地下水化学についても重要な影響を

及ぼす。結晶質岩系では亀裂ネットワークの透水性に比して化学的緩衝性が低いため（亀

裂中の地下水の滞留時間が短いのに対して，流動地下水と岩石中の鉱物との反応はマトリ

クス拡散によって律速された比較的遅いプロセスであることによる），海水準変動による

塩淡境界の移動や氷河融解水の浸透といった異種地下水の混合の影響によって，将来の処

分場領域や天然バリア中の地下水水質の変動の幅が大きい傾向がある。また，このため，

将来の核種移行特性（特に天然バリア中の分配係数）の推定に含まれる不確実性も比較的

大きい。このような問題点に対応するために，結晶質岩系の各サイトでは以下のような課

題に取り組んでいる。 

・海水準変動による塩淡境界の移動や氷河融解水の浸透の過渡的地下水流動のモデル化 

・亀裂ネットワーク中の地下水流動モデルを用いた解析による異種地下水の混合挙動の

理解 

・亀裂表面の鉱物共生などの観察結果に基づき，過去の異種地下水の侵入時期や影響範

囲などを把握するとともにこれを上記の解析と比較することによる検証 

一方，多くの堆積岩系のサイトにおいては，割れ目が必ずしも卓越した移行経路とはな

らないために，地下水の滞留時間は長く，このため，将来の気候変動や海水準変動などに

よりサイトの境界条件となる水質が変化した場合でも，そのような変化が処分場領域や天

然バリア性能を期待する母岩にまで達するのは遅い。また，さらに，多孔質中を流れる地

下水は岩石中の鉱物と十分な反応時間をもつことができるため，化学的緩衝性が高く，さ

らにこのような影響の伝播は遅延されることとなる。軟岩系サイトのこのような特徴は，

深部の地下水が極めて古い水質の特徴を保存していることを示す調査結果などによって立

証することが可能であり，セーフティケースに求められるこのような論拠を得ることはサ

イト調査の課題の一つとなっている。 
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③ 物質移動特性の相違 

堆積岩系のサイト，特に粘土層においては透水性が極めて低いために，天然バリア中の

物質移動は拡散によってのみ生ずることとなる。また，すでに述べたように，この点を地

下水中の同位体プロファイルなどに基づき立証することが重要な課題となっている。粘土

層以外の堆積岩においても，割れ目の頻度が低く，また，深部では地圧によって閉じてい

る場合が多いことから，結晶質岩のように割れ目に沿った選択的な地下水流動経路が分布

していない点が物質移動の場の特性として極めて重要である。この点を示すために，割れ

目中の地下水水質（同位体組成などを含む）とマトリクス中の間隙水のそれとを比較する

ことが重要な課題となる。ただし，このような比較の際には，上述した堆積岩の間隙水の

抽出や水質把握に伴う困難を克服することが必要となる。 

一方，結晶質岩系では，亀裂とマトリクスから成る二重間隙モデルの体系に関連して必

要となる情報（マトリクス拡散深さ，flow-wetted-surface area，バイオフィルムによるマト

リクス拡散の抑制など）の入手が課題となる。また，花崗岩などでは選択的に核種を収着

する黒雲母などの分布の不均質性が粉砕試料のスケールでは顕著となること，試料粉砕時

の表面積の増大などの誤差要因があることから分配係数の推定が難しいという特徴もあり，

これらへの対応が課題となっている。さらに，表面錯体モデルなどのメカニスティックな

手法の適用性の観点でも，不均質な鉱物系への適用性や鉱物粒表面の被覆層についてのデ

ータの不足といった問題も含まれている。なお，結晶質岩系のサイトにおける核種移行特

性の把握については，これらの実験手法的な困難に加えて，以下の点にも着目することが

必要となる。 

・割れ目ネットワーク内の位置によって鉱物組成に空間的ばらつきがあり，その全体ス

ケールに対して代表性を持つような核種移行特性を岩石コアや粉砕試料などの小規

模サンプルに基づき推定すること 

・海水準変動による塩淡境界の移動や氷河融解水の浸透といった異種地下水の混合の影

響によって，将来の処分場領域や天然バリア中の地下水水質の変動の幅が大きい傾向

があるため，将来の核種移行特性（特に天然バリア中の分配係数値）の推定に含まれ

る不確実性も比較的大きいこと 

 

b) 確率論的安全評価と決定論的（確からしさを定性的に区分したリスク論的）安全評価 

2011 年度に調査を行った SR-Site では，スウェーデンの安全規制に従って，確率論的な

安全評価を行っている。このため，核種移行パラメータについても，図 5.4.1-2にも例示し

たように，溶解度や分配係数についての確率密度関数を定義することが求められることと

なる。特に，スウェーデンの場合には，花崗岩系の母岩を対象としているために，上記の

水理および地下水化学的特性によって，多様な水質の地下水が処分場内の位置と時期に応

じて存在することとなる。このため，図 5.4.1-2に示すように，多様な地下水水質に対応す

ることのできるような核種移行データセットを準備することが求められることとなる。 
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76 R-10-48

Further details of the data qualification procedure can be found in the individual appendices dealing 

with the derivation of Kd values for Sr, Cs, and Ra sorption. A typical result of the calculations is 

shown in Figure 5-5 for Ra sorption where fchem is plotted against ionic strength (logarithmic axes) 

for various groundwater compositions projected for the temperate case at different times.

In the case of Ni (which does exhibit a mild ionic strength dependency), it is not possible to use an 

ion exchange model to extrapolate to application conditions since there are no selectivity coefficients 

available for Ni sorption. Furthermore, it is not clear whether the sorption of Ni can be adequately 

described by a simple ion-exchange model or whether it should be modelled as a surface complexa-

tion reaction featuring roughly equally balanced outer-sphere and inner-sphere contributions. From 

the spectroscopic studies reported in the literature /Scheidegger et al. 1996, Elzinga and Sparks 1999/, 

it would appear that the latter mechanism is more likely. It is also not clear whether the trend is a true 

ionic strength dependency, or whether it is related to hydrolysis of the Ni2+ cation where pH is a latent 

variable correlated with ionic strength. In this particular case, a simplified empirical regression of Rd 

values as a function of ionic strength has been used to estimate Kd values for application conditions. 

Full details concerning this particular case can be found in Appendix M.

In general, the average shift in the central Kd estimate obtained by convolution of the individual 

probability density functions describing Kd 
0 and fchem is small relative to the level of overall uncertainty 

in the uncorrected data sets. Counterintuitively, the solutes that are most strongly influenced by ionic 

strength on account of their weak sorptivity exhibit a smaller shift than more strongly sorbing solutes 

that are less affected by ionic strength. This due to the larger underlying data uncertainty in the case of 

the more weakly sorbing solutes which tends to drown out the systematic trends that can be quantita-

tively related to evolving groundwater salinity. This should not be taken to mean that ionic strength is 

less important for the weakly sorbing solutes, but rather that the effect is more difficult to quantify for 

weakly sorbing solutes relative to the more strongly sorbing solutes.

Figure 5-5. Typical groundwater chemistry transfer factors, fchem calculated for Ra sorption and applica-

tion groundwater conditions in the temperate case study. The plotted data represent 10,000 randomly 

selected groundwater compositions calculated individually for each case using PHREEQC and the assumed 

ion exchange model. Data are given for 2,000 y (lime green markers), 3,000 y (dark green), 5,000 y (blue), 

9,000 y (red). The plotted data, although partially obscuring each other gives an idea of the system-wide, 

relative variation of fchem at different times implying a trend towards increased Kd values over time owing to 

decreasing groundwater salinity.

-2 -1.8 -1.6 -1.4 -1.2 -1 -0.8 -0.6 -0.4 -0.2 0
-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

3000 y
lo

g
1

0
 f

c
h

e
m

log
10

Ionic Strength (mol/kgw)

9000 y

5000 y

2000 y

 

図 5.4.1-2 地下水化学に関する変換係数の算出例（温暖期のRa の収着に対するもの） 

（Crawford, 2010） 

さらに，核種移行経路内での鉱物組成などの不均質性も無視できないものであるため， 

これらの不均質性に対応する収着データの整備，および移行経路に沿った実効的な平均値

の導出手法の開発も必要となる（例えば，SKBでは，岩石の物性を物性グループ（NMPG）

によって表現し，移行経路に沿って積分することによって，経路全体を代表する平均値を

算出している）。 

花崗岩系において確率論的安全評価が求められる場合には，従って，（化学的類似性に基

づくグループの代表となる主要元素）×（鉱物組成の異なる岩石）×（将来の環境変遷に

従って時系列的に処分場領域に分布する可能性のある地下水水質）という組み合わせのそ

れぞれについて，確率分布関数を定義し得る程度のデータ点数が求められることとなる。

このような場合のデータニーズが膨大なものとなることは言うまでもなく，効率的な試験

の実施と品質管理という両立させることの困難な課題に取り組む必要が生ずる。さらに，

花崗岩の場合には，岩石粉砕による影響や鉱物分布の不均質性の影響の観点から，大型の

コアサンプルを用いた試験の実施が好ましいことを考え合わせれば，必要なリソースは低

透水性の軟岩系の場合よりも格段に大きいことに注意する必要がある。 

一方，スイスやフィンランドの事例では，核種移行パラメータの上下限あるいは最良推

定値と下限の範囲として表現するようなアプローチが採られており，確率分布関数を定義

する場合に比べるとデータニーズは顕著に低減される。特に，スイスのような粘土岩の場

合には，鉱物分布の不均質性の影響や将来の地下水水質の変動可能性が小さいこと，およ

び表面錯体モデルなどのメカニスティックなモデルによる条件間の変換や内挿などが一定

の妥当性を持つことから，必要なリソースは上記の場合と比べて小さいものと考えられる。 
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(iv) 確率論的安全評価と決定論的（確からしさを定性的に区分したリスク論的）安全評価 

核種移行パラメータの設定に付随する不確実性には，以下のように異なる区分のものが

含まれる。 

①収着試験条件と原位置での核種移行場の条件の間の差異に起因するバイアスとしての

不確実性 

②不均質性に起因する多数のバッチ収着試験データのばらつき，岩盤亀裂ネットワーク

モデルの統計的ばらつき，といったランダムさとしての不確実性 

③可逆な線形収着モデルの使用限界に関する不確実性，収着試験条件と原位置での核種

移行場の条件間の差異に起因するバイアスを補正する手法自体の不確実性といった

知識の不足に起因する不確実性（ignorance） 

ここで，調査対象としたいずれのプロジェクトにおいても，①のバイアスに対しては，

補正や変換を行う手法を導入している。また，②については，確率論的安全評価を行うス

ウェーデンでは確率分布関数として表現し，スイスとフィンランドでは，不確実性係数（UF

（Uncertainty Factor）：最良推定値と上下限値の比）によって表現している。 

共通の問題点は，③が明確には取り扱われていない点である。この点については，代替

的なモデルによる対案を提示することや専門家の判断に基づく仮想的な what if 解析の実

施といった安全評価で通常行われる種々のアプローチが採られる必要がある。しかしなが

ら，本研究で調査したいずれの事例においても，このような安全評価上の戦略的な判断に

対して，核種移行パラメータに関する専門家からどのような情報提供を行い，それをどの

ように安全評価上の変動解析ケースに反映するのかについて検討している事例はなかった。

この点は，核種移行パラメータ設定の目的を包括的に捉えた場合には共通の大きな課題に

なるものと考えられる。 

 

5.4.2 岩石に対する分配係数設定と不確実性評価の方法論の検討 

 実際の処分環境を対象とした性能評価において，その段階での調査で把握された地質環

境条件，想定する地層処分システムならびに関連する不確実性要因も考慮して，核種移行

パラメータについて不確実性の幅も含めて設定することが求められる。ここでは，上記の

海外の実際のサイト条件を対象としたパラメータ設定事例の比較・分析結果も踏まえつつ，

2012年度に策定した分配係数設定フローに対して，特に，不確実性の取り扱いや，今後の

概要調査段階において重要になるであろう点に焦点をあてて分析を行う。 

 

（1）分配係数設定に関する全体フロー 

パラメータ設定における不確実性の取り扱いについては，OECD/NEAの収着プロジェク

トの報告書（OECD/NEA, 2005）において整理されており，図 5.4.2-1に示すような 3つの

不確実性の要素を考慮する必要がある。一つはパラメータ設定の情報源となる実測データ
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に含まれる誤差である。さらに，不確実性の重要なソースとしては，各種の条件変換に伴

う誤差が含まれる。性能評価で想定される多様な条件や核種に対するデータを，実際のサ

イト条件ですべて実測することは現実的に不可能であり，既存データをもとに実験データ

と性能評価条件の差異を考慮した“条件変換”に付随する不確実性である。さらに，地質

や地下水条件の不均質性あるいは時空間変遷に伴う不確実性がある。上記で示した 3つの

種類の不確実性の区分のうち，ここで考慮される不確実性は基本的には①と②である。 

 

condition   condition   

その他の性能評価条件

Kd(A)
Kd(B)

 ソースデータの不確実性

 条件変換に伴う不確実性

 環境条件に係る不確実性
（岩石鉱物組成，地下水ｐＨや炭酸濃度の幅等）

experimental
conditions

PA reference
condition   

データ取得/実験条件

性能評価レファレンス条件

Kd(exp)

Kd(ref)

性能評価で対象とする
地質/地下水条件

①実測データと専門家の判断

②半定量的条件変換

③現象論的収着モデル

 

図 5.4.2-1 分配係数設定と不確実性評価のアプローチ 

(OECD/NEA, 2005 より改定) 

 

条件変換については，同図に示したように，現象論的収着モデルによる変換，半定量的な

条件変換手法（Semi-quantitative scaling），あるいは専門家による判断（Expert judgement）

といった手法を，利用可能な情報源に合わせ，また，必要に応じて複数の手法の比較や組

み合わせも含めて評価される。これらの条件変換手法のバリエーションも考慮して，2012

年度に図 5.4.2-2 に示す包括的な分配係数設定フローを構築した（2013 年度に一部改訂）。 
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Step2：性能評価の方法・条件の設定
・核種移行概念モデル
・地質環境条件と不確実性の設定
・システムの時空間変遷等の不確実性の
考慮範囲の設定

・性能評価手法（決定論/確率論）の設定

Step3：データセット形式と目標の設定

・必要とされるデータ形式（代表値，
不確実性の幅，確率分布等）の定義

・レファレンス以外のケース設定

性能評価に用いる分配係数パラメータセットの要件と目標の定義

Step1：性能評価対象・条件の設定
・評価対象元素の選定

・固相の条件（岩種，鉱物組成など収着
に影響する可能性のある特性）の設定

・地下水条件（pH，Eh，主要な配位子
等）の設定

Step1：分配係数データの抽出・評価
・評価対象条件に関連するデータ抽出
・データの信頼度の評価・確認
・データ間の整合性等の確認

データの抽出・分析(①-1/②-1)

Step2：データ群の傾向等の分析・把握
・環境条件依存性や収着機構の確認
・データ間の整合性の確認
・化学アナログの適用性の確認

対象データの絞り込み(①-2)

Step：パラメータ設定に用いるデータ抽出
・固相, 液性，信頼度等の抽出条件の設定
・データ数/データ分布の確認
・化学アナログの適用性の判断

モデル概念の選定(③-1)

モデルパラメータの導出・選定(③-2)

最終パラメータセットの設定・評価

Step1：基本情報の整理
・対象元素，固相
・主要な実験条件
（液性，固相の詳細情報）
・分配係数（条件依存）

収着データベース（SDB）の整備

Step2：個別元素の収着特性情報
・価数，支配化学種
・収着機構（イオン交換/表面錯体）
・収着影響因子（pH，イオン強度，
無機・有機配位子濃度等）

・元素間の類似性（化学アナログ）

固相や元素等の収着メカニズムに関する基礎情報

Step1：固相の収着特性情報
・間隙構造や物質移行特性
・収着支配鉱物と収着機構
・鉱物組成やCEC等基本特性
・バッチ－インタクトの整合性

Step2：個別データの品質評価
（信頼度情報）
・品質評価のガイドライン
・個別データの品質評価
・データ間の整合性評価

Step1：性能評価要件との照合
・地質・地下水等の条件設定の精度
・性能評価やパラメータの精度
・調査の段階と今後の計画
・今後のデータ取得計画の構想

分配係数設定/条件変換アプローチの決定

Step2：収着メカニズムの理解度

・固相の収着支配鉱物と収着メカ
ニズムの理解

・データ相互間の整合性等の確認

Step3：既存データの充足度
・信頼度情報の再確認
・データ相互間の整合性等の確認

最新データ/追加データの収集

②半定量的条件変換による設定①実測データからの設定 ③収着モデルによる設定

パラメータの設定(①-3)

Step：収着パラメータと不確実性の設定
・パラメータ設定（平均値/中央値等）
・不確実性の設定（統計的扱い等）
・保守性等の専門家判断の妥当性確認
・バッチ－インタクト因子等の追加補正

対象データの選定(②-2)

Step：条件変換に用いるデータの選定

・適切な条件変換が可能な複数のデータの抽
出（固相，液相，信頼度情報等）

・化学アナログの適用性の判断

条件変換/パラメータ設定(②-3)

Step：条件変換によるパラメータ設定・評価
・各条件変換ファクターの選択と導出
・分配係数パラメータと不確実性の導出
・環境条件に関する不確実性の考慮/評価
・複数の変換結果からの最終結果の評価

Step：収着モデルの概念や手法等の選定
・GCアプローチとCAアプローチの選択
・収着支配鉱物の抽出・選定
・モデル概念の選定（サイト種/静電補正等）
・モデルパラメータ導出手法の決定

Step：モデルパラメータの導出・選定・評価
・固相のサイト密度や表面化学パラメータ
・核種のイオン交換/表面錯体反応とパラメー
タの導出・決定

・モデルの不確実性評価の手法
・化学アナログや推定手法の適用の判断
・多様なデータセットへの適用評価

モデル計算/パラメータ設定(③-3)

Step：モデルによるパラメータの設定・評価
・モデル計算と不確実性の評価
・環境条件に関する不確実性の考慮/評価
・モデルの妥当性・適用限界等の評価

Step1：手法の比較と選定
・複数の手法の比較・評価
・最終的な設定手法の選定
・設定値や不確実性の決定方法

Step2：最終パラメータセット
・手法や判断の一貫性/整合性

・元素間や化学アナログ等の内
部整合性

Step3：品質・妥当性の確認
・性能評価からの要件との整合性
・既往のパラメータセットとの整合性
・追跡性と透明性の確保

 

図 5.4.2-2 包括的な収着パラメータの設定フロー 

（2013 年度に一部改訂） 

 

これらの複数の設定手法の比較や選択に関する議論は，実際の候補サイト条件や段階的

な情報の充実に応じたパラメータ設定の方法や品質の確保にも密接に関連する。地質環境

条件が十分に特定されておらず，また，情報量が非常に限られている状況では，既存の実

測データと専門家判断に基づく手法を採らざるを得ないが，情報量が充実するに従って，

半定量的条件変換手法や現象論的収着モデルを活用することが可能な状況となる。上記の
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海外事例をこのフローに照らせば，SR-Site，TURVA-2012，EN2002のいずれのプロジェク

トでも“半定量的条件変換手法”が中心的な役割を果たしている。また，Csなどのイオン

交換性核種については，十分に検証されたモデルパラメータが構築されていることを踏ま

え，モデルが補完的に活用されている。また，SKB の場合，SR-Can では，実測データに

基づく分配係数が中心的役割を果たしている。これら 3つのアプローチを含む分配係数設

定フローを常に念頭におき，現時点で与えられた条件や情報に対してどのアプローチを採

用すべきか，それとも複数の手法の比較評価によって信頼性を高めるべきか，現状の情報

量に照らしてどのアプローチを適用することを目指してどのようにデータ取得を進めるべ

きか，などを検討することは，パラメータ設定の基本的戦略を決める最重要の部分である。 

 

（2）パラメータ設定の前提条件と基本方針の設定に関する留意事項 

(i) サイト地質環境の想定 

文献調査段階を経て，概要調査へと進展する段階で，検討の対象となる岩種や地下水の

タイプを含む初期の地質環境モデルおよびその将来変遷などに関する情報が設定されると

考えられる。この情報に基づき，核種移行パラメータ設定に向けた計画を立案することと

なるが，この時点で，上記の海外事例の分析で述べたように，検討対象サイトが，花崗岩

などの結晶質岩，粘土などの低透水性の堆積岩のいずれに近いものであるかを判断すると

ともに，これらの代表的条件とは異なる岩種に固有の特徴を把握し，安全評価や核種移行

パラメータ設定の対応方針を準備しておくことが必要である。また，それぞれの岩種に対

応した収着メカニズムの知見や分配係数データがどの程度充足しているかも確認しておく

ことが好ましい。 

 

a) 岩種に応じた核種移行経路の概念と収着支配鉱物の特定 

花崗岩などの結晶質岩の場合には，核種の移行経路となる割れ目近傍の間隙構造とこれ

に対応した岩石の変質状態や被覆層や充填鉱物の種類などを理解することが求められる。

また，収着に対して支配的となる鉱物（CECや比表面積の大きい雲母鉱物など）を特定す

るとともに，その粒子の大きさや分布を把握しておくことが，後述する収着データ取得計

画の立案に向けて重要である。粘土などの低透水性の堆積岩の場合も，（低頻度ではあって

も）卓越した核種移行経路となるような割れ目などの存在およびその近傍の岩石の変質状

態などを把握することが必要である。また，スイスにおける一般的な粘土質岩に対する収

着データセット作成で着目されたイライトのように，収着特性を規定するような支配的鉱

物種を明確にすることが，当該鉱物含有比という収着データに即した視点での地層の不均

質性やそのスケールを把握するために重要である。 

 

b) 地下水水質とその将来変遷の予測 

花崗岩などの結晶質岩の場合には，透水性の高い亀裂ネットワークに沿った異種の水塊
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の流入によって，将来の処分場領域の地下水水質が種々に変化する可能性がある（特に，

沿岸域における海退時の海水系地下水の淡水による置換，あるいは海進時の降水系地下水

の塩水による置換など）。そこで，安全評価期間を通じて使用することのできる収着データ

セットを作成するためには，このような変化を想定して，周囲に存在する異種の水塊（地

下水端成分）を把握することが必要となる。なお，ここで，収着データの観点から着目す

べき水質を従来の知見や収着データベースの分析などに基づき抽出しておき，サイト調査

へのニーズとして明確にしておくことが必要である。 

低透水性の堆積岩の場合には，間隙水の抽出および擾乱を与えることなく水質分析を行

うことの困難さを考慮する必要がある。そして，収着データの観点からどのような水質条

件に着目すべきかをサイト調査へのニーズとして明確にしておくことが求められる。また，

一般に，このようなサイトでの将来の地下水（間隙水）の水質変化は緩慢なものと考えら

れるが，そのことを立証するための証拠となる情報（深度方向の同位体プロファイルなど）

の取得を検討することも必要と考えられる。 

 

(ii) 安全評価戦略 

スウェーデンにおける事例のように，確率論的安全評価を行う方針であれば，収着デー

タセットとしても，確率分布関数として設定することが必要であり，このためには，多数

のデータ取得を行うことが計画の基本となる。わが国におけるリスク論的安全評価におけ

る確からしいパラメータ設定を検討するうえで，当該サイトにおける収着データに含まれ

る不確実性（前述したバイアス，ランダムさ，および知識の不足に起因する不確実性

（ignorance））のいずれによって支配されているのかを明らかにすることが必要である。そ

して，鉱物組成の不均質性や実験上のばらつきといったランダムさが支配的と判断された

場合，特に沿岸域の硬岩系のサイトでは，SKBの例のように，膨大な数のデータ取得が必

要となる可能性がある。 

また，基本シナリオ，変動シナリオ，および人為・天然事象のそれぞれにおいて，どの

ような状況での核種移行を想定する必要があるかを検討しておくことも必要である。ここ

でのシナリオ設定によっては，前述した隆起・侵食シナリオにおける浅部の酸化性地下水，

火成活動シナリオにおける熱水，人間活動による地層処分システムの擾乱を考慮する必要

性が生じる可能性がある。なお，これらの安全評価戦略と関連付けたパラメータ設定を検

討するうえでは，性能評価で設定するさまざまなパラメータ間で，考慮すべき前提条件，

保守性の考慮および不確実性の設定の考え方などの整合的な取り扱いについて，その実現

可能性も含めて検討することが重要である。また，安全評価対象核種についても，前提条

件の一部として，ここで明確に定義されていることが必要である。 

 

（3）核種移行パラメータ設定に関する留意事項 

(i) 収着データ取得計画立案 
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前項で述べた種々の前提条件を踏まえて，データ取得計画を立案することとなるが，そ

こで，まず行うべきことは，想定される地質環境条件における各元素の収着に関する基盤

的知見や収着データベース（SDB）の整理である。そして，これらに基づき，収着データ

セット設定に向けた各元素の取り扱い区分（当該サイトでのデータ取得，文献データの利

用，化学的類似性に基づく類推など）を，支配的な収着メカニズム，化学的類似性に基づ

くグルーピング，メカニスティックモデルによる推定の可能性・妥当性，文献データの充

足度，収着試験の実施可能性といった多面的な要因を考慮しつつ設定する（SKBの例を図

5.4.2-3に示す）。 

これらの事例では，メカニスティックモデルは，間接的にしか利用されていないが，メ

カニスティックモデルによる推定を一定の信頼性を持って行うことのできるような岩種お

よび水質などの条件である場合には，図 5.4.2-2に示すように，このアプローチによる収着

データの設定や不確実性の推定を直接的に採用することも可能である。 

 

c

評価対象元素

表面錯体生成 イオン交換 混合 非吸着性

Ho(III), Sm(III), Pu(III)
,Ac(III),Cm(III)

Ag(i) Cd(II)Np(IV), U(IV), Th(IV)
, Zr(IV), Tc(IV)

非吸着性
Ci(-1), I(-1), C(IV, -IV)

, Tc(VII), Mo(VI)

Ra(II) Sr(II)Np(V)

Pa(IV, V)

Pu(V, VI)

U(VI)

Zr(IV)

Pb(II)

Pd(II)

Nb(V)Se(-II,IV,VI)

Sn(IV)

Am(III) Cs(I)Eu(III) Ni(II)

Pu(IV)

サイトス
ペシフィッ
クデータ
の取得

文献デー
タの利用

地球化学
的アナロ
グに基づ
く類推

Kdの設定
は不要

  

図 5.4.2-3 収着データセット設定のための安全評価対象核種の取り扱い区分の例 

（SKB） 

 

次に，実際にデータ取得を行う対象元素について，具体的に，どのような試験を行うべ

きかを決定する。この際，例えば，花崗岩などでは，岩石試料粉砕の影響や小規模試料に

含まれる黒雲母などの収着性の高い鉱物粒子のばらつきといった問題に留意する必要があ

る。このため，コアサンプルを用いた拡散試験を環境条件を適切に制御した状態で行うこ
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となども含め，まずは，信頼性の高い収着データを導出するための最適な試験評価手法を

検討することが重要となる。そのうえで，前述した安全評価戦略（特に確率論的安全評価

を行うか否か）や，考慮すべき岩石の空間的不均質性，および将来の地下水水質の変遷の

可能性を考慮した場合に必要なデータ点数を念頭に，現実的かつ合理的な試験計画を策定

する必要がある。 

例えば，SKBの例では，このような組み合わせが膨大なものとなることから，個々の収

着試験は比較的短時間で実施できる岩石粉砕試料を用いたバッチ収着試験とする一方，岩

石粉砕の影響を補正するための比較対象として，少数の大型コアサンプルを用いた拡散試

験を行っている。 

 

(ii) 収着データセットの検証 

収着試験によるデータ取得，および文献データに基づくデータ推定などの複数の手法で

得られた結果については，図 5.4.2-2で示したように，相互に関連付けた分析評価がなされ

るべきである。例えば，ある条件で取得したデータと，ほかの条件で取得された文献デー

タに対して，上記の補正・変換手法を適用した場合に，相互に整合的な結果が得られてい

ることや，異なる条件で取得したデータ間の補正・変換後の整合性，あるいは，化学的類

似性があると判断された元素間での補正・変換後の相対的関係に矛盾がないことなどを分

析することによって，これら一連の手法およびその背後にある基盤的理解の妥当性の検証

に貢献することができる。また，これらの手法とは別にメカニスティックなモデルによる

推定との比較・検証によって，さらに信頼性の向上を図ることが可能と考えられる。 

このような検証による信頼性の確認には，重複した情報を複数の手法によって導出する

ことが必要となり，要求されるリソースは増大することとなるため，すべての元素につい

てすべての手法を重複して実施することは合理的ではない。そこで，データ取得計画の立

案に際しては，この点を考慮し，検証すべきポイントを明確にしたうえで，効率性の観点

と期待される信頼性向上とをバランスさせる取り組みが必要と考えられる。 

 

（4）不確実性の取り扱いに関する留意事項 

(i) 不確実性因子の抽出 

すでに述べたように，収着データの設定に付随する不確実性には，以下のように異なる

区分のものが含まれる。 

①収着試験条件と原位置での核種移行場の条件の間の差異に起因するバイアスとしての

不確実性 

②不均質性に起因する多数のバッチ収着試験データのばらつき，岩盤亀裂ネットワーク

モデルの統計的ばらつき，といったランダムさとしての不確実性 

③可逆な線形収着モデルの適用限界に関する不確実性，収着試験条件と原位置での核種

移行場の条件の間の差異に起因するバイアスを補正する手法自体の不確実性といっ
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た知識の不足に起因する不確実性（ignorance） 

不確実性の取り扱いにおいて，まず最初に行うべきことは，上述した収着データセット

設定に含まれる種々の操作や検討あるいは推論の方法に即して，上記の①〜③に対応する

具体的な不確実性要因として何が含まれるかを明確にすることである。 

 

(ii) バイアスおよびランダムさへの対応 

海外事例のいずれにおいても，前項で述べた不確実性のうち①のバイアスに対しては，

表 5.4.1-1に示したような補正や変換を行う手法を導入している。また，②については，確

率論的安全評価を行うスウェーデンでは確率分布関数として表現し，スイスとフィンラン

ドでは，不確実性係数（UF（Uncertainty Factor）：最良推定値と上下限値の比）によって表

現している。具体的には，スウェーデンの場合には，補正係数が一義的に決定されず，そ

れぞれが確率分布を有することにより対応する補正・変換ステップに含まれる不確実性因

子が表現され，これらの積として表現される補正・変換後の収着データの確率分布によっ

てランダムさとしての不確実性の全体像が示されることとなる。一方，スイスおよびフィ

ンランドの事例では，補正係数が一義的に決定されず，それぞれが UF として表される幅

を有することにより対応する補正・変換ステップに含まれる不確実性因子が表現され，こ

れらの積として表現される補正・変換後の収着データの UF によってランダムさとしての

不確実性の全体像が示されることとなる。 

一般に，実測値などの一次データを直接用いて安全評価のためのデータセットが構築さ

れることは稀であり，できるだけ類似した系のデータを参照するものの，特性の異なる試

料に対し異なる条件下で行われた期間の短い試験結果に基づき，推論を積み重ねてデータ

セットを導出することが行われる。体系的な不確実性管理を行うためには，各推論の段階

で不確実性要因を抽出し，不確実性の低減を図るとともに，残された不確実性を適切に表

現して安全評価に反映することが必要となる。各国の収着データセットの構築においても，

このような不確実性管理が行われているものと推察される。そこで，SR-Siteの収着データ

セット設定における不確実性管理を，不確実性の段階的な低減化という視点で図 5.4.2-4に

整理した。このような不確実性を基軸とした整理を，データセット設定の作業手順として

のフローの作成と併せて行うことにより，追跡性と透明性を向上させることが可能と考え

られる。また，このような情報を，収着データセット構築の長期的かつ段階的な戦略を明

確するうえで，安全評価解析側のニーズとのすり合わせを含めて，初期段階から検討して

おくことが重要と考えられる。 
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室内吸着試験
データ

粉砕岩石試料を用
いた室内吸着試験
データに基づく健全
な岩のKdの推定

健全な岩のRd

岩石のCECに

よって規格化
したKd

CECの異なる多数の
試料に基づくCECへ
の依存性の推定

原位置での将
来の地下水質
に対応したKd

水質の異なる溶液
を用いた室内吸着
試験に基づく原位置
の地下水化学に
対応したKdの推定

安全評価に用
いるKdデータ

個別の条件に対応
したKd推定値に基
づく不均質場のKd
の推定

不確実性の抽出 不確実性の低減 残された不確実性の表現

粉砕試料は比表面積が

大きいため吸着を過大評
価している可能性

粉砕試料は機械的損傷に
より吸着に寄与する新たな
表面が生じている可能性

BET法による表面積測定
結果に基づき規格化

外表面と内表面の寄与の
割合に関する不確実性を
保守的に代表（外表面が
支配的と仮定）機械的損傷の小さい大規

模コアサンプルの吸着試
験結果により補正

CECのばらつきによるKd
推定値の誤差

各試料のCECの指標となる
鉄含有率に応じて規格化

岩石のCECの空間的不均
質性に対応したKdの確率
分布

液相の水質（イオン強度、
pH、炭酸濃度等）が異なる
ことによるKd推定値の誤差

イオン交換により吸着する
元素はイオン交換モデルで
イオン強度依存性を推定

• 将来の地質環境変遷の
うち最も悲観的なKdを与
える期間の水質で代表

• 当該期間に処分場領域
で予想される地下水水
質の不均質性に対応す
るKdの確率分布

表面錯体生成により吸着
する元素は水質のばらつ
きの影響を全て不確実性と
みなす（低減せず）

処分場領域内の岩石特性
及び地下水水質の空間的
不均質による不確実性

なし（現象自体のランダム
さによる不確実性のため低
減できない）

• 岩石・水質の不均質性に対応した確
率分布を用いた確率的評価

• Kdの対数平均を用いた決定論的評価

＋

＋

＝

 

図 5.4.2-4 SR-Site における収着データセット設定における不確実性管理の整理 

 

(iii) 知識の不足に起因する不確実性（Ignorance）の取り扱い 

すでに述べたように，上記の海外事例における共通の問題点は，③の知識の不足に起因

する不確実性（Ignorance）が明確には取り扱われていない点である。知識の不足に起因す

る不確実性はバイアスやランダムさのように個々のデータに基づき定量化することが困難

であり，これを考慮に含めた場合に，設定したデータセットの信頼性がどの程度のもので

あるかをピアレビューなどにおいて，専門家の知見に基づき判断することが求められる。 

このようなレビューと専門家の判断を完全に透明かつ追跡性のあるものにすることは困

難であるが，例えば，討論モデルのような手法を用いて判断の根拠を明記することは可能

である。これらの手法では，設定したデータセットとは独立した複数の情報と比較した結

果などを論拠として，その妥当性についての多面的な論拠（Multiple lines of reasoning）を

構成することによって，ブラックボックスになりがちな専門家の判断を論理構造として表

出するという意味では効力を持つものと考えられる。また，具体的な論拠としては，表

5.4.2-1に示すものが考えられる。 
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表 5.4.2-1 種々の知識の不足に起因する不確実性（ignorance）と収着データセットの妥

当性を判断するための論拠例 

想定される知識の不足の

例 
論拠の例 

元素のグルーピングの基

盤となる化学的類似性に

関する知識に誤りがある 

基礎理論に基づき収着特性の類似性が説明できる 

これまでに蓄積された SDBに基づき収着データの傾

向に類似性があることが明らかである 

ナチュラルアナログにおける収着挙動に類似性が見ら

れる 

先行するほかのデータセットの事例と整合的なグルー

ピングである 

一部の元素については実際に収着試験を行うことでグ

ルーピングの妥当性を確認している 

線形収着平衡モデルの適

用性に疑問がある 

核種移行評価で考慮すべき濃度範囲では線形性を示す

データが得られている 

想定される濃度範囲でKdの濃度依存性は見られるが

その範囲内におけるKdの最小値を用いているため保

守的である 

非線形収着モデルを用いた核種移行解析を別途行い，

線形モデルで用いるKd値の保守性を確認している 

核種移行解析の時間スケールでは収着平衡が成立する

ことが収着試験における濃度変化から推定される収着

速度に基づき説明可能である 

試験条件と処分環境の条

件の差異に起因するバイ

アスに対する補正・変換の

操作が不適切である 

設定した収着データセットが原位置試験において推定

される収着データと整合的あるいは保守的なものであ

ることが示されている 

補正・変換の操作を条件の異なる既存のデータ間に適

用することで矛盾なく相互の変換を行うことができる 

地下水水質の時間的変動

予測の前提となるシナリ

オの誤り 

現実的には考えがたいような極端な水質（大気平衡

の酸化性の水や水の分解限界の強い還元性の水あるい

は熱水など）を想定したwhat if解析を行い結果への影

響が許容できるものであることを確認している 

空間的不均質性のために

実際の核種移行経路の特

定に誤りがあり対象とす

べき岩種が異なる 

想定される核種移行経路以外の近傍の岩種についても

収着データセットを作成してwhat if解析を行い移行経

路が異なった場合でも結果への影響が許容できるもの

であることを確認している 
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5.4.3 現状の知見に基づく岩石に対する分配係数設定と不確実性評価の試行 

（1） 試行の方法と条件 

上記の包括的な分配係数パラメータ設定を活用した岩石の分配係数パラメータ設定の試

行として，2011年度と 2012年度には，花崗岩（第 2次取りまとめ条件）を対象として，

図 5.4.2-2のフローにおける｢①実測データ群から設定｣を適用した設定を試行した。さらに，

2012年度には，公開報告書（Ochs et al., 2013）をもとに幌延堆積岩系を対象とした｢②半定

量的条件変換による設定｣および「③収着モデルによる設定」例を提示した。本報告書では，

花崗岩（第 2次取りまとめの FRHP条件）に対するCsとAmの収着分配係数を対象とし

て，特に不確実性の評価に着目し，①と②の手法による設定を試行した。これらの手法を

組み合わせることの重要性は上記したとおりであり，実際に，SKBの事例においても，

SR-Canでは①に相当するアプローチが取られているのに対し，より進んだ段階における

SR-Site（あるいは，TURVA-2012）では，②の条件変換が中心的に活用されている。 

それぞれの設定手法は，2012年度の報告書に記載したとおりであるが，不確実性の取り

扱いを中心に，以下に概説する。 

 

(i) 実測データ群からの設定における不確実性の取り扱い 

この設定手法においては，収着データベース（JAEA-SDB; 舘ほか，2009）から関連す

る岩石や地下水条件の既存の実測データを抽出し，データの信頼度やメカニズムを考慮し

て，特に地下水条件を適切な条件で絞り込み，それらをもとに分配係数を設定する。デー

タ群を抽出する時点で，データそのもののばらつきが含まれるほか，条件範囲の絞り込み

条件をある程度広めに取らざるを得ず，この絞り込みにおいて岩石や地下水条件の幅を考

慮することになる。また，最終的に抽出されたデータ群の分布形をみつつ分配係数と不確

実性範囲を設定することになるが，2012年度の試行でも示したように，中央値/パーセン

タイルと対数平均値/標準偏差が代表的な方法である。 

 

(ii) 半定量的条件変換による設定における不確実性の取り扱い 

分配係数の実測データから環境条件の違いを補正して分配係数を設定する半定量的条件

変換手法（Semi-quatitative estimation method）は，上述したようにNagra/PSIによって提案・

検討されてきた手法である（Bradbury and Baeyens, 2003）。その後，SKBや Posivaの花崗岩

を対象とした最新の分配係数設定にも活用され，JAEA でも幌延の堆積岩などを対象とし

た分配係数設定の試行（Ochs et al., 2013）において，この手法の適用性を検討してきた。

この手法では，関連するデータ群の中から，信頼性や条件などを考慮して数点のデータを

抽出したうえで，図 5.4.3-1に示すように，分配係数に影響を及ぼす主要因子である，鉱物

組成，表面特性，溶存化学種，共存イオン濃度，バッチ－インタクトの各々の条件の差異

を変換係数(CF)として設定し，それらを考慮して半定量的にKdを推定評価する。また，こ
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の半定量的条件変換に伴う不確実性については，鉱物組成やイオン濃度といったデータに

含まれる誤差などを考慮することによって，同図に示すような個々の条件変換係数に付随

する不確実性因子として定量化がなされている（Bradbury and Baeyens, 2003; Ochs et al., 

2013）。なお，従来の堆積岩系の条件変換において，バッチ－インタクト変換因子について

は 1 として扱っていたが，ここでは SKB や Posiva の事例を参考に，比表面積による変換

因子とそれに伴う不確実性因子についても同図中に暫定的な式，値として付記した。 

この半定量的条件変換においては，特定の条件での分配係数と不確実性を評価する手法

であるため，岩石や地下水の変動範囲が設定されれば，その幅に対応した条件変換を行う

ことにより，それらの変動幅に対応した分配係数と不確実性を評価することが可能である。 

 

experimental

既存データ（SDB等）

性能評価パラメータ

Kd等

Kd等

・粘土鉱物の種類・量
・液性/核種濃度条件
・共存元素との競合等

・粘土鉱物の種類・量
・液性/核種濃度条件
・共存元素との競合等
（分布や不確実性含む）

条件変換ファクター

CF-overall

 収着容量；イオン交換容量(CEC)，粘土鉱物含有量，ＢＥＴ比表面積等の比
 CF-min = CEC (application) / CEC (data source)

 UF-min = 1.4 (CECや鉱物組成の分析値の誤差を考慮）

 表面特性（pH効果）；表面吸着サイト，溶存化学種の変化の考慮
 CF-pH = Kd (pH application) / Kd (pH data source)

 UF-pH = 2.5 (pHの変換に2つ分のKdデータの誤差が含まれることを考慮)

 溶存核種スペシエーション；CF-pHに含まれない溶存成分の効果（炭酸濃度等）
 CF-spec = Fsorb(application) / Fsorb(source) Fsorb = (RNtot – RNcmp) / Rntot

 UF-spec = 1.4 (TDBによるスペシエーション計算に関連した不確実性を考慮)

 共存イオン（競合効果）；共存陽イオン/陰イオンの競合の影響
 CF-cmp = Σcation/anion (data source) / Σcation/anion (application)

 UF-cmp = 1.2 (溶液組成の分析値の誤差を考慮)

 バッチ-インタクト；バッチ系からインタクト系への補正
 CF-intact = SA (application) / SA (data source) 

 UF-cmp = 2.0 (比表面積の分析評価に係る誤差を考慮)

UF-Kd = 1.6 (実測データの誤差としてlogKd±0.2を考慮)

 

図 5.4.3-1 半定量的条件変換手法における条件変換因子と不確実性因子の概要 

 

(iii) 設定対象条件 

上記のとおり，第 2次取りまとめのレファレンスケースである花崗岩系の FRHP系地下

水を対象として，CsとAmの分配係数と不確実性の幅を設定する。FRHP地下水組成は 5.2

に示したとおり，pH 8.5，イオン強度 4×10
-3
 M，炭酸濃度 3.5×10

-3
 Mである。実測デー

タ群に基づく設定では，これらの条件に対して幅広にデータ抽出を行い，抽出データ群の

分布に対して不確実性を設定した。条件変換手法においては，5.2の地下水組成の不確実性

に関する議論も参照しつつ，ここでは，pH 7.5～9.5，イオン強度 4×10
-4～4×10

-2
 M，炭酸

濃度 3.5×10
-4～3.5×10

-2
 Mの上下 1桁の変動幅を仮定して，不確実性の評価を試みた。ま
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た，花崗岩の雲母鉱物および粘土鉱物が収着を支配すると仮定し，これらの含有率をレフ

ァレンス花崗岩では 5％と仮定した。 

 

（2）花崗岩/FRHP地下水におけるCsの分配係数/不確実性設定の試行 

(i) 実測データ群に基づく設定 

(a) データ抽出・分析 

最初のステップとして，JAEA-SDBから対象条件に関連するCs-花崗岩系のデータを抽

出したうえで，信頼度情報をもとに信頼度が低い（unreliable）データを除外した（図5.4.3-2(a)

参照）。抽出されたデータのヒストグラムを同図(b)に示すが，データ総数が 789と十分な

データといえる。そのうえで，主要な環境条件影響を分析するために，図 5.4.3-3に示すよ

うに，pH，イオン強度，Cs初期濃度などの実験条件に対する分配係数の傾向性を把握し

た。Csの収着メカニズムがイオン交換であることに対応して，pH依存性は顕著ではなく，

イオン強度および核種濃度に対する依存性が顕著であることが確認できる。 

 

 

図 5.4.3-2 JAEA-SDBから抽出されたCs-花崗岩系の分配係数 
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図 5.4.3-3 Cs-花崗岩系の分配係数における各パラメータ依存性 

 

(b) 対象データの絞り込み 

これらの傾向性分析を踏まえ，降水系高 pH地下水（FRHP）条件に相当するデータの絞

り込みを行う。FRHP条件の pH 8.5，イオン強度 4×10
-3
 Mを踏まえ，pH範囲を 7.5～9.5，

イオン強度 4×10
-4～4×10

-2
 M，Cs初期濃度を 1×10

-7
 M以下の条件でデータを抽出した

結果を図 5.4.3-4(a)に示す。絞り込みを行った結果，同図(b)にヒストグラムを示すように，

データの総数が 60であり，十分なデータといえる。このように，既存文献データからデー

タ群を絞り込む場合，環境条件依存性も考慮しつつ，また，その後の統計処理によるパラ

メータ設定も念頭に，ある程度幅広の条件でデータを抽出することとなり，そこには環境

条件の不確実性がある程度包含されることとなる。 
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図 5.4.3-4 FRHP条件に対して絞り込みを行ったCs-花崗岩系の分配係数 

 

(c) パラメータの設定 

上記で FRHP条件に対する絞り込みによって抽出された分配係数の分布からパラメータ

と不確実性の範囲を設定する。パラメータと不確実性の設定には，中央値と 5/95パーセン

タイル，対数平均値と標準偏差（±2σ）の 2通りの方法による評価を比較した。これら

設定値と不確実性の幅の結果は図 5.4.3-5に示すように， 2つの評価手法で概ね整合的な

結果となった。 

 

図 5.4.3-5 2つの方法によるパラメータ設定値と不確実性の幅の比較（Cs） 
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花崗岩の場合，これまでの諸外国の手法調査で繰り返し述べてきたように，粉砕試料を

用いたバッチ収着試験データからの補正を考慮する必要があり，2012年度までの設定の試

行においても，補正ファクターとして 0.1を適用してきた。この補正ファクターの考え方

は，上記したようにスウェーデンの SR-Siteとフィンランドの TURVA-2012との間でもか

なり異なっており，0.1という値はそれらの中間的な値とみることができる。ここで，収着

データベースに含まれるCsの花崗岩系の収着データを，試料の各粒径サイズで平均化し，

粒径サイズに対してプロットしたものを図 5.4.3-6(a)に示す。また，SR-Siteにおけるデータ

の一例として，Selenert et al., (2008)のCsの花崗岩への収着データ（分配比：Rd）の粒径と

時間依存に関するデータを同図(b)に示す。これらのデータからは，粒径サイズが 0.1 mm

より小さい試料に対する平衡時の分配係数を，数mmのサイズに補正するうえでは，補正

ファクター0.1は概ね妥当な値とみることができる。ここでは，上記で決定したパラメータ

値と不確実性範囲に補正ファクター0.1を掛けた値を設定値とする。 

 

 

図 5.4.3-6 Cs の花崗岩系への収着分配係数の粒径サイズに対する依存性 

 

以上，2つの方法を適用して設定したCsの分配係数パラメータを表 5.4.3-1にまとめる。

表からも分かるように，2つの方法による設定においては大きな違いがない。これはCsの

分配係数のデータ数が十分であり，かつデータ群がほぼ正規分布を示す（図 5.4.3-5参照）

ことによるものと考えられる。 

 

表 5.4.3-1 2 つの方法による花崗岩/FRHP 地下水の Cs 分配係数と不確実性の設定結果 

5パーセンタイル 中央値 95パーセンタイル 

4.0×10
-3
 9.3×10

-3
 1.6×10

-1
 

－2σ 対数平均値 +2σ 

1.4×10
-3
 1.6×10

-2
 1.8×10

-1
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(ii) 半定量的条件変換による評価 

条件変換手法による最初のステップは，データ群からの設定と同様に，収着データベー

ス（JAEA-SDB）などから，参照すべき花崗岩へのCsの収着データを抽出することである。

JAEA-SDBを使用して FRHP条件（pH 8.5，イオン強度 4×10
-3
 M）に近い条件として，pH

範囲を 7.5～9.5，イオン強度 4×10
-4～4×10

-2
 M，Cs初期濃度を 1×10

-5
 M以下の条件のデ

ータを抽出した（図 5.4.3-7）。 

 

図 5.4.3-7 JAEA-SDBから抽出された花崗岩/FRHP地下水条件におけるCsの収着データ 

 

これらのデータ群から実験データの信頼性（信頼度情報などの再確認），条件変換する際

に必要な情報などを確認しつつ，条件変換に用いるデータソースを決定する。ここで，考

慮すべき条件変換因子が適用評価条件に近いデータソースを抽出することができれば，そ

の条件に関しては，条件変換の操作を省略できる。このため，例えば，pHなど特に条件変

換の不確実性が大きい因子については，できるだけ設定条件に近いデータの抽出が好まし

い。このような観点から，pH 条件が 8.5 に近く，Cs 初期濃度が比較的低い（1.0×10
-8
 M

前後）データを優先するとともに，鉱物組成が明らかなデータ 3点（Torstenfelt et al., 1981；

Huitti et al., 1998；Huitti et al., 2000のそれぞれ 1点）を抽出した。 
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Csの収着メカニズムはイオン交換に支配され，図 5.4.3-3に示したように，pHには依存

せず，電解質のイオン強度に強く依存する。また，同図に示したように核種濃度にも大き

く依存する。また，花崗岩に対する Cs の収着は雲母鉱物や粘土鉱物に支配されるため，

これらの含有率によって分配係数は大きく影響を受ける。これらを踏まえ，条件変換因子

としては，鉱物組成と競合イオンに関する変換係数（CF-min，CF-cmp）を設定して条件変

換を行った。なお，核種濃度に関しては，十分に低濃度領域のデータを抽出したため，こ

こでは条件変換の対象外と判断した。ここで，条件変換因子は，図 5.4.3-1に示したように，

鉱物組成変換係数 CF-min は（対象花崗岩の雲母・粘土鉱物含有率）／（データソース花

崗岩中の雲母・粘土鉱物含有率），競合イオンに関する変換係数CF-cmpは（対象溶液中の

全陽イオン濃度）／（データソース溶液中の全陽イオン濃度）とする。これらの変換係数

を使用して FRHP条件に変換した結果を図 5.4.3-8に示す。3つのデータには変換する前の

分配係数にばらつきがあり，鉱物組成とイオン強度の差異を考慮した変換後の分配係数の

値にも約 1桁の範囲に分布した。半定量的条件変換による設定値としては，これらの 3つ

のデータソースの変換値の平均値 0.42 m
3
/kgを設定値とする。さらに，図 5.4.3-1に示した

条件変換における不確実性評価手法に従い，データソースの誤差，鉱物組成とイオン強度

の条件変換に伴う誤差を考慮することで，下限値 0.16 m
3
/kgと上限値 1.1 m

3
/kgと評価され

た。 

 

 

図 5.4.3-8 各データソースから各条件変換因子による評価結果（Cs） 
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さらに，条件変換手法によって，上記(1) (iii)で設定した環境条件の不確実性（pH 7.5～

9.5，イオン強度 4×10
-4～4×10

-2
 M，炭酸濃度 3.5×10

-4～3.5×10
-2
 Mの変動幅）を考慮す

ることを検討する。これらの環境条件のうち，上記したように，Csの収着メカニズムに照

らせば，条件変換因子としてはイオン強度の影響のみを考慮すればよい。そこで，FRHP

条件のイオン強度（4×10
-3
 M）での評価結果に対し，イオン強度の上下限値としてそれぞ

れ 4×10
-2
 Mと 4×10

-4
 Mを与えた場合の分配係数と不確実性を評価した。各データソース

に対する条件変換結果を図 5.4.3-9に示す。イオン強度の影響は明瞭であり，それぞれの条

件での条件変換による分配係数と不確実性の幅を平均化したうえで，不確実性の幅も含め

た最大と最小の値を，環境条件の不確実性を考慮した分配係数の不確実性の範囲とした。

なお，下図の評価結果には，バッチ－インタクトの変換因子を含めていないが，データ群

の設定の際と同様にバッチ－インタクトの変換因子として 0.1，図 5.4.3-1 に示した不確実

性因子を考慮して最終的な分配係数値と不確実性範囲を設定した。 

 

 

図 5.4.3-9 環境条件の不確実性（イオン強度）を考慮したCsの分配係数の条件変換結果 

 



 

5-74 

 

(iii) 評価結果のまとめ（Cs） 

上記(i)のデータ群に基づく 2 種の方法による分配係数/不確実性の設定結果，および(ii)

条件変換手法による 2 つの条件（FRHP 条件，環境条件の不確実性を考慮）に対する分配

係数/不確実性の設定結果を，図 5.4.3-10にまとめる。データ群と条件変換の 2つの異なる

方法による設定値を比較すると，半定量的条件変換による設定値の方が若干大きい。これ

は半定量的条件変換による方法において，Cs初期濃度が低濃度条件のデータを抽出したこ

とが原因している可能性がある。一方で，不確実性範囲については，FRHP 条件に対する

評価結果は特定の条件に対する推定結果であるため，不確実性の幅も狭くなっているが，

環境条件の変動範囲を考慮した場合，1～2桁の不確実性の幅が導出された。この幅は，デ

ータ群から導出された幅より若干大きいが，いずれの方法でも，手法は異なるものの，同

様の環境条件の幅を考慮しているために，同程度の不確実性の幅が導出されたとみること

もできる。以上の結果より，データ群から設定，条件変換による設定のいずれの方法でも

基本的には不確実性を評価可能といえるが，これらの適用性は利用可能な情報量にも依存

するため，実際の地質・地下水条件と不確実性の情報，それらに対応する利用可能なデー

タ量を踏まえて，最適な手法を検討する必要がある。 

 

 

図 5.4.3-10 設定方法の違いによる分配係数/不確実性の設定結果の比較（Cs） 

(a)：データ群から絞り込みを行って設定した方法での中央値および不確実性は 5および

95パーセンタイル。(b)：データ群から絞り込みを行って設定した方法での平均値および不

確実性は平均値±2σ。(c)：変換係数を使用した設定および個々の条件変換係数に付随す

る不確実性。(d)：変換係数を使用した設定および環境条件に幅を与えた不確実性 
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（3）花崗岩/FRHP地下水におけるAmの分配係数/不確実性設定の試行 

(i) 実測データ群に基づく設定 

(a) データ抽出・分析 

最初のステップとして，JAEA-SDBから対象条件に関連するAm-花崗岩系のデータを抽

出したうえで，信頼度情報をもとに信頼度が低い（unreliable）データを除外した（図

5.4.3-11(a)参照）。抽出されたデータのヒストグラムを同図(b)に示すが，データの総数が 122

であり，十分なデータといえる。そのうえで，主要な環境条件影響を分析するために，図

5.4.3-12に示すように，pH，イオン強度，Am初期濃度などの実験条件に対する分配係数

の傾向性を把握した。Amの収着メカニズムは，低 pH領域ではイオン交換が，中性領域

以上では表面錯体が支配的となることを反映し，明瞭な pH依存性の違いがある。一方で

イオン強度依存性は顕著ではないことが確認できる。 

 

 

図 5.4.3-11 JAEA-SDBから抽出されたAm-花崗岩系の分配係数 
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図 5.4.3-12 Am-花崗岩系の分配係数における各パラメータ依存性 

 

(b) 対象データの絞り込み 

これらの傾向性分析を踏まえ，降水系高 pH地下水（FRHP）条件に相当するデータの絞

り込みを行う。pH範囲を 6～10，イオン強度 1×10
-3～1 M，Am初期濃度を 1×10

-8
 M以

下に相当するデータを抽出した結果を図 5.4.3-13 に示す。絞り込みを行った結果，データ

の総数が 22 であり，Cs の場合と比較して若干データ数が少ないが，これらのデータ群に

対して設定を行う。 
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図 5.4.3-13 FRHP 条件に対して絞り込みを行った Am-花崗岩系の分配係数 

 

(c) パラメータの設定 

上記 FRHP条件に対して絞り込みによって抽出された分配係数の分布からパラメータと

不確実性の範囲を設定する。パラメータと不確実性の設定には，中央値と 5/95パーセンタ

イル，対数平均値と標準偏差（±2σ）の 2通りの方法による評価を比較した。これら設

定値と不確実性の幅の結果は図 5.4.3-14に示すように，Csの場合と比較して，2通りの方

法で比較した設定値と不確実性の幅の差異は大きくなる結果となった。 

 

 

図 5.4.3-14 2 つの方法によるパラメータ設定値と不確実性の幅の比較（Am） 
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室内実験条件から原位置条件への補正ファクターとしては，上記のCsで議論を行った

ファクター0.1を適用し，上記で設定したパラメータ値に補正ファクターを掛けた値を設定

値とする。以上，2つの方法を適用して設定したAmの分配係数パラメータを表 5.4.3-2に

まとめる。表からも分かるように，2つの方法による設定においては若干の違いが生じて

いる。これはAmの分配係数のデータ数が少なく，データ群の分布形が正規分布（図 5.4.3-14

参照）を示していないことによるものと考えられる。 

 

表 5.4.3-2 2つの方法による花崗岩/FRHP地下水のAmの分配係数と不確実性の設定結果 

5パーセンタイル 中央値 95パーセンタイル 

2.5×10
-1
 9.8×10

-1
 1.0×10

1
 

－2σ 平均値 +2σ 

9.8×10
-2
 1.1×10

0
 1.1×10

1
 

 

(ii) 半定量的条件変換による評価 

条件変換手法による最初のステップは，データ群からの設定と同様に，収着データベー

ス（JAEA-SDB）などから，参照すべき花崗岩への Am の収着データを抽出することであ

る。上記の実測データ群に基づく設定において，抽出されたデータ群を図 5.4.3-15に示す。 

 

 

図 5.4.3-15 JAEA-SDBから抽出された花崗岩/FRHP地下水条件におけるAmの収着データ 

 

これらのデータ群から対象条件（FRHP，pH = 8.5）に近く，Am初期濃度が十分に低く

（1.0×10
-8
 M 以下），実験に使用した花崗岩類岩石の鉱物組成が明らかなデータ 3 点を選

出した（Allard et al., 1980；Pinnioja et al., 1984）。Amの収着メカニズムは，低 pH領域では
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イオン交換による収着が支配的であり，電解質のイオン強度に依存することが知られてい

る。一方で，pHの上昇とともに，収着媒体のエッジ面での表面錯体反応が卓越することに

よる急激な分配係数の増加，逆にイオン強度にはあまり依存しなくなる傾向が確認できる。

FRHP 条件での pH 領域では主に表面錯体反応による収着が支配的であると考えられる。

また，Am の収着反応においては，炭酸を含む 3 元系の表面錯体モデルの考慮が重要とな

る。Amの場合も，Csと同様に，花崗岩類岩石中の雲母・粘土鉱物のみに収着すると仮定

する。これらのことを考慮して，鉱物組成と収着に関連する化学種に関する変換係数

（CF-min，CF-spec）を設定して条件変換を行った。ここで，鉱物組成変換係数CF-minは

（対象花崗岩の粘土鉱物含有率）／（データソース花崗岩中の粘土鉱物含有率），収着に関

連する化学種に関する変換係数 CF-spec は（収着に関連する Am 化学種濃度）／（液相中

の全Am 濃度）とする。CF-specにおいて，CF-spec/aはAm 水酸化物系化学種のみが収着

に関与する係数，CF-spec/bはAm水酸化物系化学種とAm炭酸系化学種が収着に関与する

係数， CF-spec/cはAm炭酸系化学種の一部が収着に関与する係数である。このCF-spec/c

における Am 炭酸系化学種が収着に関与する割合はスメクタイトへの収着実験（Gorgeon, 

1994；Marques Fernandes et al., 2008）から求めたものをそのまま適用した。 

これらの変換係数を使用して FRHP 条件に変換した結果を図 5.4.3-16 に示す。上記にも

触れたように炭酸系化学種による表面錯体モデルを考慮する必要があるが，CF-spec/bでの

Am炭酸系化学種すべてが収着に関与すると過大評価となる恐れがある。CF-spec/cのよう

に Am 炭酸系化学種の一部が収着に関与すると考えた方が現実的と思われる。従って，

CF-spec/cにより導出した値を採用して，半定量的条件変換としては，これらの 3つのデー

タに対して変換した値の平均値 5.6 m
3
/kgを設定値とする。それぞれの不確実性因子を考慮

して，不確実性の幅も同様に導出した。 

 

 

図 5.4.3-16 各データソースから各条件変換因子による評価結果（Am） 
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さらに，条件変換手法によって，上記(1) (iii)で設定した環境条件の不確実性（pH 7.5～

9.5，イオン強度 4×10
-4～4×10

-2
 M，炭酸濃度 3.5×10

-4～3.5×10
-2
 Mの変動幅）を考慮す

ることを検討する。これらの環境条件のうち，上記 Am の収着メカニズムに照らし，pH

と炭酸濃度の影響を考慮することとする。一般的に，Am は表面錯体反応による収着が主

な収着メカニズムであるため pH依存性を示すと考えられる。この pH領域ではその影響は

顕著ではないものの，ここではその補正を試みた。また，炭酸濃度の上下限値 3.5×10
-2
 M

と 3.5×10
-4
 Mに対し，上記で議論したCF-spec/cによる条件変換を行った。各データソー

スに対する条件変換結果を図 5.4.3-17に示す。pHの変動影響よりも，炭酸濃度の変動影響

の方が大きくなった。一方で，不確実性の幅は，pHによる不確実性因子が大きいことを反

映して pH の影響の方が大きな誤差を導く結果となった。それぞれの条件での条件変換に

よる分配係数と不確実性の幅を平均化したうえで，不確実性の幅も含めた最大と最小の値

を，環境条件の不確実性を考慮した分配係数の不確実性の範囲とした。なお，図 5.4.3-17

の評価結果には，バッチ－インタクトの変換因子を含めていない。データ群に基づく設定

の際と同様に，バッチ－インタクトの変換因子として 0.1，図 5.4.3-1 に示した不確実性因

子を考慮して最終的な分配係数値と不確実性範囲を設定した。 

 

 

図 5.4.3-17 環境条件の不確実性（pH および炭酸濃度）を考慮した Am の分配係数の条

件変換結果 
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(iii) 評価結果のまとめ（Am） 

上記(i)のデータ群に基づく 2 種の方法による分配係数/不確実性の設定結果，および(ii)

条件変換手法による 2 つの条件（FRHP 条件，環境条件の不確実性を考慮）に対する分配

係数/不確実性の設定結果を，図 5.4.3-18にまとめる。データ群と条件変換の 2つの異なる

方法による設定値を比較すると，ほぼ同程度の結果となった。不確実性範囲については，

FRHP 条件に対する評価結果は特定の条件に対する推定結果であるため，不確実性の幅も

狭くなっている。しかしながら，環境条件の変動範囲を考慮した場合，Csの場合と同様に，

1～2 桁の不確実性の幅が導出された。この幅は，実測データ群から設定のうち，中央値/

パーセンタイルを採用した場合の評価結果と概ね一致した。いずれの方法でも，同様の環

境条件の幅を考慮しているために，同程度の不確実性の幅が導出されたとみることもでき

る。なお，Am のデータ群からの設定においては，データ分布の形状が特異であるため対

数平均値を用いた評価が他と異なる結果を導いている。このような点も考慮して，パラメ

ータ設定方法を検討する必要がある。 

 

 

図 5.4.3-18 設定方法の違いによるパラメータ設定値の比較 

(a)：実測データ群に基づく設定方法での中央値および不確実性は 5 および 95 パーセン

タイル。(b)：実測データ群に基づく設定方法での平均値および不確実性は平均値±2σ。

(c)：半定量的変換設定方法および個々の条件変換係数に付随する不確実性。(d)：半定量的

変換設定方法および溶液条件の幅を考慮した不確実性。(e)：半定量的変換設定方法および

pH条件に幅を与えた不確実性 
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5.5 セメント影響に着目した緩衝材の分配係数/不確実性の設定手法の調査検討 

5.5.1 セメント影響を考慮したベントナイト等分配係数設定に関する国内外の事例調査 

本共同研究のシナリオ構築に関する課題において検討されてきたように，高レベル放射

性廃棄物の地層処分システムにおいて，セメント系材料が処分坑道の支保として利用され

た場合のニアフィールド化学環境の変遷としては，緩衝材（ベントナイト）中の間隙水の

pH の上昇，Ca 型化，モンモリロナイト成分の溶解や二次鉱物の生成といった現象が想定

される。核種移行パラメータ設定における不確実性評価手法の方法論の検討の一環として，

このような地層処分システムの状態変遷も考慮した緩衝材に対する収着分配係数パラメー

タ設定に着目し，ここでは，ます国内外の関連検討事例を調査した。 

人工バリアもしくは支保などの構造材として，緩衝材などの粘土系材料周辺にセメント

系材料の使用を検討している放射性廃棄物処分性能評価事例を対象とし，日本，スイス，

フィンランド，フランス，ベルギーおよびスウェーデンを調査した。各国とも，セメント

系材料の共存による緩衝材や岩石への影響可能性について，実験的あるいは解析的に検討

を行っている。ここでは，具体的な分配係数パラメータ設定までを検討している日本，ス

イス，フィンランドを対象に，影響評価の考え方やパラメータ設定の要点を整理する。 

 

（1） 日本におけるTRU廃棄物処分の検討事例 

TRU廃棄物の地層処分安全評価報告書（第 2次TRUレポート）（電事連・サイクル機構，

2005）では，TRU廃棄物の処分概念として，セメント材料を含む充填材や構造部材，ベン

トナイト系緩衝材から構成される処分施設が検討されている。ニアフィールド化学環境の

時空間的な変遷を解析評価しており，セメント系材料との接触で高 pH となった地下水に

より，緩衝材領域のモンモリロナイトなどの溶解，C-S-H ゲルやゼオライトなどの二次鉱

物の生成，間隙構造の変化などの可能性を考慮している。ここで，セメント影響によって

緩衝材中に生成する二次鉱物として，多様なものが可能性があるとされている（表 5.5.1-1；

小田ほか，2005）。 

これらのシステム変遷に対応した核種移行評価のために，データ取得とパラメータ設定

が検討された（三原ほか，2006）。圧縮ベントナイト系のデータを重視する方針のもと，

Na 型ベントナイト，Ca 型ベントナイト，さらに変質鉱物として analcime を混合したベン

トナイト試料，液性としては蒸留水，模擬海水，Ca(OH)2 飽和溶液を用いて，主要核種の

見かけの拡散係数を取得し，それらのデータをもとに分配係数が設定された。降水系，海

水系のそれぞれの条件に対し，pHが 11以下，11以上，変質系に対して表 5.5.1-2に示すよ

うな分配係数が設定された。pH影響に関しては，pH上昇により，分配係数は変わらない

か，低下する傾向となる一方，変質影響に関しては，分配係数が大幅に増加すると評価さ

れている。なお，性能評価上は，緩衝材のアルカリ変質についてはサブシナリオとして扱

われており，不確実性などを悲観的に見込む場合，緩衝材の止水性は数千年で失われる可
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能性が示唆される一方，現実的な条件では十万年以上保たれると推定している。これらを

考慮し，緩衝材の止水性喪失および収着分配係数の変動が千，一万，十万および百万年で

生じるケースを想定している。緩衝材中のスメクタイト溶解・変質後の分配係数は，保守

的に 0と仮定している。 

 

表 5.5.1-1 セメント影響により緩衝材中に生成する可能性がある二次鉱物 

（小田ほか，2005） 
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表 5.5.1-2 環境変遷を考慮したベントナイトの分配係数設定事例 

（三原，2006） 

 
(FRHP：降水系高 pH型地下水，SRHP：海水系高 pH型地下水) 

 

（2）スイスにおける検討事例 

スイスでは，ガラス固化体や TRU廃棄物を含む地層処分場を，Opalinus Clay（OPA）岩

盤層に設置することを計画している（Nagra, 2002）。ここで，TRU 廃棄物の処分場におい

て，セメントやコンクリート構造物と地下水との接触により，母岩と高アルカリ性地下水

が接触する状態が千年単位で続くと評価されている。pH 10以上では，OPA中の鉱物（特

に粘土鉱物，石英）が溶解しやすい傾向にあり，その結果生じるエトリンガイト，C-S-H，

CASHのような水和セメントに似た二次鉱物が，核種に対する収着相となる可能性がある。 

Nagraの性能評価（EN2002; Nagra, 2002）においては，what ifシナリオにおいて，以下の

不確実性を考慮している。 

・高アルカリ水との反応によるOPAの溶解と二次鉱物生成の過程は，経過時間や移動経

路の広さなどにより異なる。 

・セメントとOPAの反応や pHプルームの緩衝効果についてはまだよくわかっていない。 
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このための分配係数パラメータは，Bradbury and Baeyens (2004)で報告されており，変質

OPAにおける主な収着固相はC-S-Hであり，C-S-Hの含有量によって収着の度合いも変化

すると仮定している。その中では，従来より整備されてきたC-S-Hの収着データセットを

中心に，OPAの収着データセット，C-S-Hの分配係数実測データを対比（保守性も考慮）

しつつ，表 5.5.1-3に示すような分配係数パラメータを設定している。性能評価においては，

実際に C-S-H に変質するのは 45～60 wt%程度ですべての粘土鉱物が変質するわけではな

いことを考慮して，分配係数の設定値に対して 0.5を乗じて変質OPAの値に対応させてい

る。 

 

表 5.5.1-3 スイスの変質OPAに対する分配係数設定値 

（Bradbury and Baeyens，2004） 
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（3）フィンランドにおける検討事例 

フィンランドでは，使用済燃料を地下 400～500mの花崗岩層中にベントナイト緩衝材と

ともに埋設し，処分坑道を破砕石/ベントナイト混合物で埋め戻すことを計画している

（Posiva, 2012）。グラウト材などとして使用されるセメント系材料によって生じる高アル

カリ間隙水が，ベントナイトの主要鉱物の溶解と二次鉱物の析出を引き起こす可能性につ

いて，実験とモデル化による検討を行っている。さらに，ナチュラルアナログの知見も加

味しつつ，ベントナイトの変質・劣化層は 3 cmの範囲と評価している（Vuorinen et al., 2006）。 

性能評価においては，変動シナリオの一つとして，セメント材料起因の pH 10の高アル

カリ水により緩衝材の外側部分が劣化する場合について考慮されている。同シナリオでは，

劣化が千年で 0.375 mm（2万 5千年で 10 mm）進み，劣化した部分では核種収着能が失わ

れると仮定している。Posiva(2012)の性能評価における核種移行パラメータ設定については，

表 5.5.1-4に示すようにデータレポート（Posiva, 2013）として公開されている。この中で，

セメント系材料起因の高アルカリ水条件での緩衝材の分配係数が設定されている。高アル

カリの影響に関しては，元素によって増加，低下，変化なしとさまざまで，イオン交換，

表面錯体，陰イオン系とみても，その影響の傾向性を読み取ることはできない。 
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表 5.5.1-4 フィンランドの緩衝材に対する分配係数設定値一覧 

（Posiva, 2013） 
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5.5.2 セメント影響評価に関連した緩衝材への核種の分配係数データの調査 

セメント影響を考慮した核種移行パラメータ設定に資するため，関連する分配係数デー

タを調査した。対象とするデータは，モンモリロナイトおよびベントナイト（Na型および

Ca型）の高 pH条件を中心とした液性依存性を含む分配係数データ，想定される二次鉱物

に対する分配係数データとし，核種については安全評価上の重要核種とした。また，これ

らの既往データの調査結果を踏まえつつ，不足する高 pH 条件および変質鉱物への分配係

数データを一部取得・拡充することにより，データ取得とも関連付けた分配係数設定の方

法論の検討（5.5.3）を試みた。 

 

（1）高pH領域および変質したベントナイトに対する既存の分配係数データの調査 

JAEAで整備している収着データベース（JAEA-SDB：舘ほか，2009）は，最新のデータ

更新として，TRU廃棄物処分などに関連した高 pH系のベントナイト，変質ベントナイト，

セメント関連の収着データを取り込んでいる（陶山・舘，2012）。ここでは，Cs, Ni, Am, Th

を対象に，ベントナイトに対するCs, Ni, Am, Thの分配係数データを，室温条件(R.T.:15～

30 ℃)と 2 種類の pH 条件（6≦pH<11 および pH≧11)）で抽出した。さらに，ベントナイ

トのアルカリ環境での変質鉱物として想定される C-S-H，準安定ゼオライト（Phillipsite，

Clinoptilolite および Heulandite)，安定ゼオライト（Analcime Laumontite)に対する分配係数

データ数を抽出した。抽出されたそれぞれの固相と核種のデータ数のマトリクス表を表

5.5.2-1 に示す。いずれの元素も高 pH 領域でのベントナイト，C-S-H のデータは存在する

ものの，データ数は限られており，ゼオライトに関しては，ほとんどデータが存在しない

ことが確認された。ここでは，以降のデータ取得やパラメータ設定の試行とあわせ，Csと

Niに焦点をあてて調査結果を示す。 

 

表 5.5.2-1 JAEA-SDB 中の高 pH 系ベントナイト，変質ベントナイトに対する収着データ

数 

Solid 
データ数 

Cs Ni Am Th 

Bentonite(6≦pH＜11) at R.T. 287 516 73 24 

Bentonite(pH≧11) at R.T. 14 20 19 0 

C-S-H 25 8 10 24 

Phillipsite 0 0 0 0 

Clinoptilolite 24 0 0 0 

Heulandite 1 0 0 0 

Analcime 0 0 0 0 

Laumontite 0 0 0 0 
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(i) Csの調査結果 

ベントナイトに対する分配係数の pH依存性を図 5.5.2-1に示した。●は pH≧11の高 pH

領域におけるデータである。pH依存性は明瞭ではない。ベントナイトの分配係数データに，

C-S-Hおよびゼオライトの分配係数データを追加し，図 5.5.2-2に示した。ゼオライトの分

配係数データは，ベントナイトの分配係数データのばらつきの範囲で比較的大きめの値を

とっているのに対して，C-S-H の分配係数データは，ゼオライトに比べて低い傾向にある

ようにみえる。 
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図 5.5.2-1 ベントナイトに対するCsのKdのpH依存性 

(●は高 pHデータ) 
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図 5.5.2-2 ベントナイトとC-S-H・ゼオライトに対するCsの分配係数の比較 

 

(ii) Niの調査結果 

ベントナイトに対する分配係数の pH依存性を図 5.5.2-3に示した。●は pH≧11の高 pH

領域におけるデータである。全体として，pH9 付近まで分配係数は増加し，その後は pH

が増加すると分配係数が若干減少する傾向がみえる。ベントナイトの分配係数データに，

C-S-H の分配係数データを追加し，図 5.5.2-4 に示した。C-S-H のデータの pH 領域でのベ
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ントナイトのデータは存在しないが，傾向としてベントナイトの pH 依存データの延長上

にC-S-Hのデータは存在しているようにみえる。 
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図 5.5.2-3 ベントナイトに対するNiのKdのpH依存性 

(●は高 pHデータ) 
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図 5.5.2-4 ベントナイトとC-S-Hに対するNiの分配係数の比較 

 

（2）高pH領域および変質したベントナイトに対する分配係数データの取得 

セメント影響を考慮した緩衝材中の分配係数パラメータを設定するうえで，上記調査の

結果，ほとんどの核種においてデータが十分といえる状況ではなく，ここでは，高 pH 条

件および変質鉱物への分配係数データを一部取得・拡充することとした。 

 

(i) 試験の対象と条件 

TRU廃棄物の地層処分安全評価報告書（電事連・サイクル機構，2005）では，5.5.1の最

初に示したように，セメント系材料によるベントナイトの変質鉱物として，C-S-H やゼオ

ライト系鉱物の生成可能性を示している。一方，本共同研究のシナリオ検討課題において，

2012 年度に，高レベル放射性廃棄物処分における緩衝材とセメント系材料支保との反応

を解析評価している（黒澤ほか，2013）。この検討では，ベントナイトの変質鉱物として
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種々の鉱物グループをケース選定し，ベントナイトの変質によって生成する可能性のある

二次鉱物として準安定ゼオライト（Phillipsite, Heulandite)や安定ゼオライト（Analcime, 

Laumontite)を報告している。また，既往のベントナイトの変質実験では，Ca-rich なアル

カリ液性条件では C-S-H の生成が，Na-rich なアルカリ液性条件では Analcime の生成が報

告されている。 

このように，現状ではベントナイトが変質してできる二次鉱物は，解析結果では条件に

よって変質鉱物が変化する。また，比較的短期間の室内実験では生成しやすいC-S-Hおよ

び analcimeに限定されている。このような背景を踏まえ，ここでは，ベントナイト変質の

二次鉱物としては，analcimeおよびC-S-Hを選定した。液性は，降水系と海水系との関連

性も考慮し，0.5 Mと 0.05 Mとし，高 pH条件（pH 12.5）を基本とし，一部の試験で中性

条件を対象とした。 

核種はCs-137とNi-63を対象として，室温，大気条件で，バッチ法収着試験を実施した。

試験に用いた試料は，表5.5.2-2に示す3種類の試料を，上記試験溶液と液固比100 ml/gで

接触させ，Cs-137は2×10
-10

 M，Ni-63は1×10
-9
 Mのキャリアフリーのトレーサーを添加

した。時間依存性を確認するため，複数の反応時間で，サンプリングし，0.45 μm のメ

ンブランフィルターでろ過し，並行して実施したブランク試料とあわせ，核種濃度を分析

し，分配係数を導出した。 

表 5.5.2-2 3種類の試料の外観，比表面積およびCEC 

 クニゲルV1 analcime C-S-H 

試料外観 

   
比表面積 (m

2
/g) 19.25 4.01 69.97 

CEC (meq/100g) 66.5 0.7 158 

 

(ii) 試験結果 

それぞれの固相，液相条件で導出されたCs-137とNi-63の分配係数を図5.5.2-5に示す。 

Cs-137に関しては，NaCl濃度 0.05 Mの条件ではクニゲルV1が 1.0 m
3
/kg，analcimeが

4.7×10
-2
 m

3
/kg，C-S-Hが 2.9×10

-1
 m

3
/kgであり，クニゲルV1が最も高い収着性を示し，

analcimeが最も低い収着性を示した。NaCl濃度 0.5 Mの条件ではいずれも収着分配係数は

0.05 M の条件より低下する傾向を示した。一方，Ni-63 の試料ごとの収着性に関しては，

クニゲルV1が4.5～5.6 m
3
/kg，analcimeが1.3～1.8 m

3
/kg，C-S-Hが0.4～0.7 m

3
/kgであり，

Cs と同様にクニゲル V1 が最も高い収着性を示した。Ni の場合には，Cs と異なり，塩濃

度依存性に関しては，明瞭な傾向は得られなかった。なお，試験期間依存性に関しては，

顕著な変化は認められなかった。 
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図 5.5.2-5 各固相，液性条件におけるCs，Niの分配係数（反応時間7日） 

 

これら取得された分配係数データを核種移行パラメータの設定に反映させるには，それ

ぞれの固相に対する核種の収着メカニズムを，環境条件に対する依存性とともに把握する

ことが重要である。上記の Cs のデータからは，いずれの固相でも分配係数の明瞭な塩濃

度依存性が認められ，Cs の収着がイオン交換反応によって支配されることを示唆する結

果である。しかしながら，表 5.5.2-2に示したCECとの関係ではベントナイトよりもCSH

の分配係数が高くなっている点が整合しない。このような固相ごとの Cs の収着メカニズ

ムについての知見を得るために，NaCl濃度0.05 Mの条件のCs収着試料に対する脱離試験

を実施した。脱離試験では収着試験後の試料を，試験溶液と同じ液性，1 M KCl，1 M 

HClで，それぞれ 3回繰り返し反応・脱離させ，それぞれの脱離液での脱離率を図 5.5.2-6

のように評価した。試験溶液による洗浄で脱離された Cs は試料の間隙水中に含まれてい

た成分，KCl で脱離された Cs はイオン交換サイトへ収着した成分，HCl で脱離された Cs

は酸で浸出されやすい固相表面近傍に取り込まれた成分と考えられる。脱離試験の結果，

クニゲル V1，analcime，C-S-H ともに試験溶液により洗浄される成分の割合が最も高い。

KCl により脱離される Cs は C-S-H が最も高い割合を示した。また，HCl により脱離され

る Cs については，収着した Cs に対する割合に加えて，脱離された Cs の放射能量も

analcime が最も多い結果となった。これらの傾向と今回試験に用いた Cs 濃度が非常に低

濃度領域であることを考えれば，ベントナイトに対してはモンモリロナイトに含まれる特

異収着サイトの寄与，analcime に対する Cs の収着形態は固相の構造内に取り込まれる成

分がほかの試料より多いことが示唆される。これらのメカニズムの理解のためには，さら

に詳細に条件を変えたバッチ収着試験やメカニズム分析研究が求められる。 
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図 5.5.2-6 各固相に収着したCsの脱離率（0.05M NaCl, 反応期間28日） 

 

5.5.3 セメント影響を考慮したベントナイトに対する分配係数設定の試行と課題の整理 

上記の国内外の核種移行パラメータ設定事例の調査結果，既存データの抽出とデータ取

得などの結果を踏まえ，セメント影響を考慮したベントナイトに対する分配係数の設定を

試行した。設定の対象核種は，上記でデータ抽出とデータ取得を報告したCsとNiを対象

とする。 

 

（1）分配係数パラメータ設定の前提条件と方法 

(i) 評価対象条件 

緩衝材の仕様は，第 2 次取りまとめのレファレンス条件であるクニゲル V1 にケイ砂を

30％混合した乾燥密度 1.6 Mg/m
3の圧縮ベントナイトとする。地下水については降水系高

pH地下水（FRHP）と海水系高 pH地下水（SRHP）を対象とする。評価対象核種は，上記

でデータ抽出とデータ取得を行ったCsとNiを対象に検討する。 

 

(ii) セメント影響を考慮した状態設定 

本共同研究のシナリオ検討課題において，2012年度に検討された高レベル放射性廃棄物

処分における緩衝材とセメント系材料支保との反応の解析評価結果の一部（黒澤ほか，

2013）を図 5.5.3-1に示す。解析ケースに依存するものの，10,000年後の緩衝材の変質領域

はセメント系材料支保との界面近傍に留まり，緩衝材内部の鉱物組成はほぼ全領域にわた

り初期の組成と変化がない（主成分である玉髄とモンモリロナイトは依然として残存して

いる）結果となっている。10,000年以降の鉱物組成の変化については記載がみられないが，

支保のセメントのアルカリ成分がほぼ溶脱により消失しているので，アルカリ成分による

変質は進まないものと考えられる。次に，緩衝材間隙水組成の時間的空間的変化をみると，

処分開始後，100 年後～10,000 年後に pHは 11 程度まで上昇し，その後，支保のセメント

のアルカリ成分の消失によって，一部のケースでは pH は徐々に低下していく結果となっ
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ている。 

 以上より，処分後10,000年にわたり，緩衝材のセメント支保近傍に，準安定型ゼオライ

トもしくは安定ゼオライトが生成するものの，緩衝材全体としては依然として初期の鉱物

が支配的であることから，緩衝材の状態設定としては，変化しない構成鉱物が十分残って

いるとして扱うものとする。なお，間隙水 pHは，処分後 100年後～10,000年後に 11まで

増加することから，これを考慮した状態設定が必要となる。高レベル廃棄物の地層処分シ

ステムの基本シナリオに基づく核種移行は，処分後 1,000 年から開始されるので，ここで

は核種移行の初期の段階として，pH 11 での値をパラメータ設定の基本として検討するこ

ととした。ただし，10,000～100,000 年以降の長期となると緩衝材中の pHは下がるので，

基本設定値を使用することになる。さらに，解析の結果からは，ベントナイトの変質領域

は小さく，生成量もわずかであるが，参考のためにゼオライトもしくはC-S-Hに変質した

場合も設定することを試みた。 
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図 5.5.3-1 緩衝材とセメントの相互作用に関する解析事例（2012年度成果） 

 

(iii) 分配係数の設定方法 

圧縮ベントナイト中の核種の分配係数の設定については，2011年度の共同研究報告書に

おいて，圧縮ベントナイト系のデータからの設定，圧縮系とバッチ系のデータの整合性を

前提としたバッチデータからの設定，収着モデルからの設定と複数のアプローチを検討し

た（江橋ほか，2012）。レファレンス条件に対しては，データの蓄積，メカニズムの理解，

モデルの整備などが十分になされており，これらの複数のアプローチによる設定と比較が

行われてきた。しかしながら，セメント影響による高 pH 領域，あるいは変質ベントナイ

トに対する分配係数の設定においては，上述のとおり，データ，メカニズム，モデルのい

ずれの視点でも情報量は十分ではない。5.5.1に示したように，TRU廃棄物の地層処分安全

評価報告書（電事連・サイクル機構，2005）では，システム変遷に対応した核種移行評価

のための分配係数パラメータは，圧縮ベントナイト中の拡散係数をもとに設定された（三

原ほか，2006）。ここでは，バッチ系と圧縮系の分配係数の整合性の議論の進展や圧縮ベン

トナイト中の拡散データの不確実性などを考慮して，バッチ法による収着データ群に基づ

く設定を採用することとした。なお，5.5.1に示した諸外国においても，セメント影響を考

慮したパラメータ設定では，このバッチ系実測データに基づく設定がなされている状況で
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ある。 

実測データ群からのデータ設定の方法は，5.4.2に示した包括的収着パラメータ設定フロ

ー（図 5.4.2-2）と花崗岩を対象とした設定事例で提示した内容と同じである。上記 5.5.2

で抽出・取得された関連データをもとに，核種としては Cs と Ni，地下水条件として降水

系と海水系地下水条件，緩衝材の状態として高 pH 環境および変質した系を対象に，分配

係数と不確実性の設定を試みる。なお，本試行では，5.5.2 で示した収着データベース

（JAEA-SDB）からの抽出データと今回取得したデータを対象とした。また，抽出された

データ群からの分配係数と不確実性の設定方法については，対数平均値と標準偏差を採用

した。 

 

（2）分配係数設定の試行 

(i) Csの設定 

収着データベース（JAEA-SDB；舘ほか，2009）から，ベントナイトに対するCs収着デ

ータを，室温条件，pH6 以上で抽出したうえで，さらに信頼度情報が unreliable のデータ

を除いたデータ群を，図5.5.3-2(a)に●で示した。さらに，Cs初期濃度を10
-5
 M以下の条件

で絞り込んだデータ群を，同図(b)に●で示した。信頼度の情報と核種濃度の絞り込みによ

って，高 pH領域のデータは存在しない結果となった。 

 

 

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

1E+02

1E+03

5 6 7 8 9 10 11 12 13

K
d

 [m
3
/k

g)

pH

1E-04

1E-03

1E-02

1E-01

1E+00

1E+01

1E+02

1E+03

5 6 7 8 9 10 11 12 13

K
d

 [m
3
/k

g)

pH

(b)(a)

 

図 5.5.3-2 収着データベースからのベントナイトに対するCsデータの絞り込み 

(a) unreliableを除外，(b)さらにCs初期濃度 10
-5
M以上を除外 

 

さらに，上記で絞り込まれたデータ群を，降水系と海水系で区分するために，イオン強

度を 0.1M で区分するとともに，本研究で取得したデータも併せて，図 5.5.3-3 に示した。

全体的にデータのばらつきは大きいものの，pH 依存性がほとんどなく，イオン強度が低

い方が分配係数が高い傾向を示し，Csの収着挙動の特徴があらわれている。 
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図 5.5.3-3 上記データ群に対するイオン強度による区分と本研究での取得データの追加 

 

また，analcime および C-S-H に対する分配係数を図 5.5.3-4 に示す。analcime および

C-S-H ともイオン強度が高い条件では，若干分配係数が低下している。ベントナイトに比

べ，analcimeの分配係数は低い傾向にある。C-S-Hの分配係数は，イオン強度や pHにより

若干変動があり，明瞭な傾向はみえない。 
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図 5.5.3-4 JAEA-SDB と本研究で取得した analcime およびC-S-H 対する Cs の分配係数 

 

以上のデータ群に対して，地下水タイプ（降水系 FRHP, 海水系 SRHP）と緩衝材の性状

（レファレンス条件，pH11 以上の高 pH 条件，変質ベントナイトとしての C-S-H，

analcime）のそれぞれの条件でのCsの分配係数と不確実性範囲を，対数平均値と標準偏差

から導出した。その結果を表 5.5.3-1にまとめる。 
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表 5.5.3-1 高 pH 領域および変質ベントナイトに対する Cs の分配係数設定 

対数平均値 平均+2σ 平均-2σ

6≦pH<11 1.2E+00 9.2E+01 1.5E-02

11≦pH 1.0E+00 1.1E+00 9.5E-01

6≦pH<11 6.9E-02 5.9E-01 8.0E-03

11≦pH 2.8E-01 2.9E-01 2.6E-01

Bentonite

I.S.<0.1

0.1≦I.S.

固相 イオン強度 pH
バッチ分配係数　（m3/kg)

対数平均値 平均+2σ 平均-2σ

I.S.<0.1 11≦pH 4.7E-02 5.2E-02 4.1E-02

6≦pH<11 1.2E-02 1.7E-02 8.2E-03

11≦pH 9.2E-03 1.1E-02 7.9E-03

I.S.<0.1 10≦pH 1.3E-01 1.2E+01 1.3E-03

0.1≦I.S. 10≦pH 1.1E-02 4.3E-01 2.9E-04

pH
バッチ分配係数　（m3/kg)

C-S-H

0.1≦I.S.
Analcime

固相 イオン強度

 
 

(ii) Niの設定 

Cs の場合と同様に，収着データベースから，ベントナイトに対する Ni 収着データを室

温条件，pH6 以上で抽出し，信頼度情報が unreliable のデータを除いたデータ群を図

5.5.3-5(a)に●で示した。さらに，Ni初期濃度を10
-5
 M以下の条件で絞り込んだデータ群を

同図(b)に●で示した。ベントナイトに対する Ni の分配係数は，特定のグループ

（Bradubury and Baeyens, 2005）のデータ数が多いこともあり，絞り込まれたデータ群は，

比較的明瞭な pH依存性を示した。 
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図 5.5.3-5 収着データベースからのベントナイトに対するNiデータの絞り込み 

(a)unreliableを除外，(b)さらにNi初期濃度 10
-5
 M以上を除外 

 

さらに，上記で絞り込まれたデータ群を降水系と海水系で区分するために，イオン強度

を0.1 Mで区分するとともに，本研究で取得したデータも併せて，図5.5.3-6に示した。本

研究で取得した高 pH 領域でのデータは，JAEA-SDB に存在するデータ(Bradubury and 

Baeyens, 2005）より高めであることがわかる。全体的な傾向として，低 pH領域では pH増

加に伴う分配係数の増加傾向とイオン強度依存性が明瞭に認められるのに対し，高 pH 領

域ではイオン強度依存性が顕著ではなく，また，pHの増加とともに減少傾向を示した。 
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図 5.5.3-6 抽出データ群のイオン強度による区分と本研究での取得データとの比較 

 

また，analcime および C-S-H に対する分配係数を図 5.5.3-7 に示す。analcime および

C-S-H の分配係数とも，イオン強度依存の傾向はあまりみられず，本研究で取得したベン

トナイトの分配係数より若干低い傾向がみられる。 
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図 5.5.3-7 本研究で取得した analcime およびC-S-H 対するNi の分配係数 

 

以上のデータ群に対して，地下水タイプ（降水系 FRHP, 海水系 SRHP）と緩衝材の性状

（レファレンス条件，pH 11 以上の高 pH 条件，変質ベントナイトとしての C-S-H，

analcime）のそれぞれの条件でのNiの分配係数と不確実性範囲を，対数平均値と標準偏差

から導出した。その結果を表 5.5.3-2にまとめる。 
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表 5.5.3-2 高 pH 領域および変質ベントナイトに対する Ni の分配係数設定 

対数平均値 平均+2σ 平均-2σ

6≦pH<11 5.2E+00 7.4E+01 3.6E-01

11≦pH 4.7E+01 2.4E+03 9.5E-01

6≦pH<11 3.2E+00 6.1E+01 1.7E-01

11≦pH 3.0E+00 2.1E+01 4.4E-01

固相

Bentonite

イオン強度 pH

I.S.<0.1

0.1≦I.S.

バッチ分配係数　（m3/kg)

対数平均値 平均+2σ 平均-2σ

I.S.<0.1 11≦pH 1.3E+00 1.6E+00 1.1E+00

0.1≦I.S. 11≦pH 1.8E+00 2.3E+00 1.4E+00

I.S.<0.1 10≦pH 2.0E+00 1.2E+01 3.2E-01

0.1≦I.S. 10≦pH 7.3E-01 9.0E-01 5.9E-01

Analcime

C-S-H

固相 イオン強度 pH
バッチ分配係数　（m3/kg)

 

 

(iii) 設定の試行結果のまとめ 

 上記のCsとNiのそれぞれの条件での分配係数設定結果を，地下水条件と緩衝材状態に

対応付けるとともに，第 2 次 TRU レポートの設定値（三原，2006）と併せて，表 5.5.3-3

にまとめる。なお，変質ベントナイトに対する設定値は，ここでは，上記の C-S-H と

analcimeに対する評価結果に対し保守側となる方を採用した。 

 全体的な傾向として，pH依存性については，高 pH領域の少数のデータに大きく影響さ

れており，その傾向は明確ではない。一方で，Csの分配係数がイオン強度とともに減少す

る傾向， Cs，Ni で共通して変質ベントナイトの分配係数が低くなる傾向が確認された。

不確実性の評価も試みたが，データ数も十分でばらつきが大きいデータ群では不確実性の

幅も大きく，逆にデータ数が少ないケースはその幅は狭くなる結果となった。第2次TRU

レポートの設定値と比較すると，その手法とデータの違いにより，今回の設定値の方が全

体的に高めの結果となった。 

 高 pH 領域および変質ベントナイトに対する分配係数については，国内外の最新の知見

を集めてもそのデータは非常に限られており，信頼性の高いパラメータ設定を行うために

は，データの拡充が求められる。また，高 pH 領域や変質系試料に対するデータ取得と信

頼性評価，収着メカニズムや環境条件依存性の理解，圧縮系とバッチ系の整合性検討など

の課題について，今後の調査検討がさらに必要と考えられる。 
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表 5.5.3-3 高 pH 領域および変質ベントナイトに対する Cs およびNi の分配係数設定結

果のまとめ 

設定値 上限値 下限値

Reference 1.2E+0 9.2E+1 1.5E-2 0.05

高pH 1.0E+0 1.1E+0 9.5E-1 0.05

ベントナイト変質物 高pH 4.7E-2 5.2E-2 4.1E-2 0.1

Reference 6.9E-2 5.9E-1 8.0E-3 0.01

高pH 2.8E-1 2.9E-1 2.6E-1 0.01

ベントナイト変質物 高pH 9.2E-3 1.1E-2 7.9E-3 0.05

Reference 5.2E+0 7.4E+1 3.6E-1 0.1

高pH 4.7E+1 2.4E+3 9.5E-1 0.1

ベントナイト変質物 高pH 1.3E+0 1.6E+0 1.1E+0 0.1

Reference 3.2E+0 6.1E+1 1.7E-1 0.1

高pH 3.0E+0 2.1E+1 4.4E-1 0.1

ベントナイト変質物 高pH 7.3E-1 9.0E-1 5.9E-1 0.01

本研究におけるバッチデータ群からの

Kd設定値（m3/kg)

TRU2次レポート

Kd設定値

（m3/kg)

FRHP
ベントナイト

SRHP
ベントナイト

核種

Cs

Ni

SRHP
ベントナイト

地下水種類 固相 pH環境

FRHP
ベントナイト
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5.6 パラメータ設定の作業経緯や判断根拠の整理方法の検討 

（1）調査検討の目的とアプローチ 

5.4の分配係数の設定手法で整理・検討したように，核種移行パラメータの設定作業では，

膨大な実測データの収集，データの分析・評価によるデータ群の抽出，メカニズム理解に

基づくモデルやデータベースの構築，これらに基づくパラメータと不確実性の設定などの

多様な情報を用いた複雑な作業・判断を必要とする。そのため，品質確保の観点からパラ

メータ設定の一連の作業フローに沿って，作業の結果やその根拠となる情報を記録し，一

元的に管理することで，透明性と追跡性を確保することが重要になる。また，それらの情

報を電子化することにより，類似した方法論の共有やパラメータ設定の協働作業を支援・

促進することも重要な役割として期待される。また，5.4.1で調査・整理した諸外国が実際

のサイトを対象としたパラメータ設定で直面しているさまざまな課題（膨大なデータ量，

分野内外の情報共有など）に対する改善策となる可能性も期待される。 

これらの作業経緯と判断根拠の整理や電子化に関する検討は，本共同研究のシナリオ開

発課題（4 章）で先行して検討されているため，その取り組みの基本的考え方や電子化の

体系は，4 章に記載された内容を踏襲する。ここでは，分配係数パラメータ設定フローに

対して品質管理などの観点から重要な情報を抽出するとともに，4 章で構築された電子化

体系に沿ったコンテンツの検討を行った。 

 

（2）分配係数パラメータの設定フローにおける作業経緯と判断根拠の整理 

5.4.2に示した包括的な分配係数設定フロー（図 5.4.2-2）は，大きく以下の 5つの作業ス

テップに分割される。 

i) 性能評価に用いる分配係数パラメータセットの要件と目標の定義 

ii) 収着データベースの整備と収着メカニズムに関する基礎情報収集 

iii) 分配係数設定/条件変換アプローチの決定 

iv) 分配係数パラメータの設定 

v) 最終パラメータセットの設定評価 

ここでは，分配係数設定フローにおける中核的な作業であり，情報量の多さや作業の複

雑さの観点から，iv)のパラメータ設定作業のうち，実測データ群に基づく設定手法に焦点

をあて，作業プロセスの記録と管理に関する具体的な検討を行った。 

この実測データ群に基づく分配係数設定の作業過程では，膨大なデータ群からのデータ

の抽出，データの傾向性の分析，データの絞り込み，分配係数の設定に至る一連の作業プ

ロセスのかなりの部分において，収着データベースが中核的な役割を担う。この収着デー

タベースシステム（JAEA-SDB）は，2012年度の共同研究報告書（黒澤ほか，2012）に記

載したとおり，パラメータ設定作業を支援する観点から，データの信頼度評価，データの

環境条件の依存性評価など，パラメータ設定における効果的な機能を拡充しつつ，データ
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ベースの段階的な更新を進めてきている（例えば，舘ほか，2009；Tachi et al., 2011；陶山・

舘，2012）。 

このような観点から，包括的な分配係数設定フローのうちの実測データ群に基づく分配

係数設定の作業経緯と判断根拠を，フローの流れに沿って，また，①JAEA-SDBを利用し

た作業・判断と，②JAEA-SDB以外の補完情報の参照と判断の 2つの視点から整理を試み

た（表 5.6-1）。さらに，5.4.2で実際に分配係数の設定を試行した花崗岩/降水系地下水系の

Csの分配係数の設定作業を例に，一連の作業内容・判断根拠の内容を一覧表に整理した（表

5.6-2）。 

 

このような重要情報を抽出したうえで，その重要度を考慮しつつ，記録に残すべき情報と

判断根拠を選定することが重要であり，そのほかの設定アプローチや，上記の i)，ii)，iii)，

v)の作業プロセスについても，さらに検討していく必要がある。なお，上記 ii)の収着デー

タベースの整備に関連する作業は，その品質保証を含めたアプローチが構築されている。

さらに，iv)のパラメータ設定における実測データ群以外のアプローチについても，半定量

的条件変換手法ではデータソースや変換係数の値や設定根拠などが追跡可能なデータシー

トとしての管理（Ochs et al., 2013参照），収着モデルではモデルパラメータ導出のプロセス

や根拠を追跡可能な形での管理（舘ほか，2010）を検討してきている。本検討における情

報の電子化においては，それらが直接活用できる可能性がある。一方で，上記 5.4の分配

係数設定手法の検討において諸外国の状況も踏まえつつ課題として整理したように，今後

のパラメータ設定手法の検討においては，i)，iii)，v)の検討作業も非常に重要な要素であ

り，今後さらに具体化するための検討を進めていく必要がある。 
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表 5.6-1 実測データ群に基づく分配係数設定作業に対応した作業経緯と判断根拠 

（収着データベースとそれ以外の情報の区分） 

作業項目 作業内容 具体的作業 SDBによる機能・情報・判断 SDB以外の補完情報・判断

i)対象条件に関連するデータ抽出 対象元素・対象固相グループ(対象固相)に対するデータ
の検索等による関連データ群の抽出

検索機能によるデータ抽出・グラフ化
検索条件の設定（特に固相）

新規データの探索（文献情報），データ追加の判断
データが不足する場合には，固相条件の緩和，化学
アナログの適用可能性を検討

ii)データ信頼度の評価・確認 信頼度評価ガイドライン等に基づく信頼度評価（SDBの信
頼度情報の活用：Class1～6抽出，unreliable排除など）

信頼度情報・検索機能（選別基準）
データ量等に応じた選別条件の設定，未評価データ
の取り扱いの判断

未評価データに対する信頼度評価結果
SDBに含まれる信頼度情報以外の判断（SDB情報の
訂正，信頼度評価ガイドラインと異なる判断基準等）

iii)データの充足度等の確認 データ量が傾向性の分析やデータ設定のための十分かど
うかの判断。少ない場合，検索条件の緩和や化学アナログ
等の可能性を検討

上記i), ii)で抽出されたデータ群に対するデータ充足
度の判断

データ設定方針を踏まえた充足性の判断基準
検索条件等の緩和の判断と条件
適用可能性に係る関連情報（方針，文献等）

i)環境条件依存性や収着機構の確
認

pH，イオン強度，核種初期濃度，炭酸濃度等の主要な環
境条件に対する傾向性の確認

グラフ機能（検索条件：文献選択機能，グラフ化）
後段のデータ絞り込みで考慮すべく環境条件因子の
判断

環境条件依存性，収着メカニズムに関する知見（文献
情報等）の抽出と判断根拠

iii)データ間の整合性確認 データ間の整合性に関するSDBクライテリアIIIの確認と採用
の判断
その他極端な外れ値の原因の把握と除外の判断

信頼度情報：クライテリアⅢ（採用の判断）
SDB情報に基づく除外の判断・根拠（特殊条件での
データ等）

SDB情報以外(文献等）に基づく分析評価～除外等の
判断根拠

iii)化学アナログの適用性の確認 化学アナログの候補とのなる元素間のデータの傾向性や整
合性に関する分析

グラフ機能（検索条件・グラフ）
化学アナログの適用性の判断材料

化学アナログの考え方，適用検討に関する情報（化学
種，メカニズム等）と判断根拠

i)データ絞り込み 評価対象の環境条件と不確実性の情報，環境条件依存
性等の情報をもとに，データを絞り込む条件範囲を設定

検索・グラフ機構（検索条件・グラフ） 検索条件の設定の判断・根拠
条件緩和の判断・根拠

ii)データ数/データ分布の確認 データの充足度，ヒストグラムにより分布形を確認。特殊な
分布形である場合には，その原因となる特殊なデータ・条
件等の有無を確認。

グラフ機能（ヒストグラムデータ） データ分布形状の評価判断。外れ値の試験条件の確
認

iii)化学アナログの適用判断 ある元素のデータに代表させるか，複数の元素を一括で取
り扱うかなどの化学アナログの適用方法を判断

グラフ機能（比較グラフデータ） 最終的な化学アナログの適用方法，判断根拠

i)パラメータの設定 絞り込まれたデータ群に対する中央値，対数平均値，保守
的な取り扱いなどの設定方法に従った設定値の導出

SDBによる中央値 中央値，対数平均値，保守的な取り扱いなどの設定
方法の選定根拠
SDB以外の統計的な処理結果

ii)不確実性の設定 データ群に対するパーセンタイル，標準偏差，保守的な設
定などの不確実性の設定方法に従った上限・下限値の導
出

上記の絞り込みデータセット 統計的取り扱いを含む設定方法の選定根拠
SDB以外の統計的な処理結果

iii)保守性等の評価 保守的取り扱い等を採用する場合，その評価の考え方の
一貫性や他元素との整合性等の視点で妥当性を確認

妥当性の判断基準や判定結果・根拠

iv)バッチ－インタクト補正 バッチ系分配係数からインタクト系/原位置系への補正
ファクターなどを追加的に加味する必要性の判断，補正
ファクターの設定・適用

グラフ機能（比較グラフデータ） 補正ファクターの有無の判断根拠
補正ファクターと設定根拠

①-2
対象データの絞り込み

①-3
パラメータの設定

①-1 Step1
データの抽出・評価

①-1 Step2
データの傾向性分析

 

5
-1

0
4

 



 

5-105 

表 5.6-2 実測データ群に基づく分配係数設定作業に対応した作業経緯と判断根拠の具体化（1/3） 

作業ステップ/概要 収着データベース（SDB）による作業・判断 SDB以外の作業・判断

データの抽出・分析(①-1)
ステップ1：分配係数の抽
出・評価
・評価対象条件に関連する
データ抽出

作業内容：対象元素・対象
固相グループ(対象固相)
に対するデータの検索等に
よる関連データ群の抽出

データの抽出・分析(①-1)
ステップ1：分配係数の抽
出・評価
・データの信頼度の評価・
確認

作業内容：信頼度評価ガイ
ドライン等に基づく信頼度
評価（SDBの信頼度情報を
活用したClass1～6抽出，

unreliable排除，未評価
データの信頼度評価など）

データの抽出・分析(①-1)
ステップ1：分配係数の抽
出・評価
・データの充足度等の確認

作業内容：データ量が傾
向性の分析やデータ設定
のための十分かどうかの
判断。少ない場合，検索
条件（固相条件，信頼度

条件等）の緩和や化学ア
ナログ等の適用可能性を
一次検討

データの抽出・分析(①-1)
ステップ2：データ群の傾向
等の分析・把握
・環境条件依存性や収着
機構の確認

作業内容：ステップ1で抽
出されたデータ群を対象に，
pH，イオン強度，核種初期
濃度，炭酸濃度等の主要

な環境条件に対する傾向
性を確認

SDB version: 2013ver.X

元素：Cs

固相グループ：granitic rocks

詳細条件設定①：固相をgranite，granodioriteに限定

A-1) SDB検索条件設定:

・ 元素＋固相グループ＋追加条件（固相等）を設定
A-2) SDB検索結果確認:

・ 検索条件に対応するデータ群を確認
・ 充足性等の1次判断（明らかなデータ不足の判断）

データ数：1080⇒十分なデータ数と判断

B) SDB以外の追加情報の検討:

・ 新規データの探索（文献情報），
データ追加の判断
・ データが不足する場合には，固
相条件の緩和，化学アナログの
適用可能性を検討

花崗岩系のCsデータは十分な

データ群が活用可能と判断（ただ
し，最新でデータはできる限り追
加検討するべき）

A-1) SDBに含まれる信頼度情報の確認:

・ SDBのデータ表示画面で信頼度情報を表示・確認
・ 信頼度評価結果の再確認

A-2) SDBの信頼度情報を活用したデータ抽出
・ Class 1~6の抽出，unreliableの排除等の判断
・ 未評価データ（N.E., No mark）の取り扱いの判断

信頼度評価結果の閲覧

ここでは，未評価データの評価は実施せず，
unreliableデータのみを除外

B) SDB以外の追加情報の検討:

・ 未評価データに対する信頼度
評価の実施結果，SDBへの導入
・ SDBに含まれる信頼度情報以
外の判断：SDB情報の訂正，信
頼度評価ガイドラインと異なる判
断基準等

未評価データは信頼度評価ガイ
ドラインに沿った信頼度評価の
実施，SDBへの結果の導入が原
則
SDB信頼度情報の修正，信頼度
評価ガイドライン以外に基づく
データの除外などの判断根拠

B) SDB以外の追加情報の
検討:

・ データ設定方針を踏まえ
た充足性の判断基準

・ 化学アナログの適用可能
性に係る関連情報（化学
アナログの適用方針，支
配化学種評価，海外先行
事例等の関連文献）等

Csのケースは十分なデー
タ充足度のため特になし

A-1) 抽出データ群に対するデータ充足度等の確認:

・ 信頼度評価を反映した抽出データ群の確認
・ 抽出データ群の充足性，抽出条件の緩和等の判断

データ数：789⇒十分なデータ数と判断

A-1) 抽出データ群に対する環境依存性の分析（1）:

・ pH, イオン強度，核種濃度，炭酸濃度等の主要な環
境条件に対するKd依存性をグラフ機能により確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存を判断（A-2), B-1)の検討を実施を判断）

A-1) 抽出データ群に対する環境依存性の分析（2）:

・ 元素ごとに重要な環境条件に対しては，特定の文
献内での信頼性の高い環境条件依存性を抽出・確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存（定量性を含む）を判断

イオン強度依存性

pH依存性

核種濃度依存性

⇒pH依存性は顕著でない

⇒明瞭なイオン強度依存性

⇒高濃度領域において
明瞭な核種濃度依存性

B) SDB以外の追加情報
の検討:

・ SDBに含まれない環境

条件依存性に関する文
献情報等の抽出・確認
・ 元素ごとの収着メカニ

ズムに関する知見の整
理情報（既往のKd設定

レポート，個別文献情
報等）
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表 5.6-2 実測データ群に基づく分配係数設定作業に対応した作業経緯と判断根拠の具体化（2/3） 

作業ステップ/概要 収着データベース（SDB）による作業・判断 SDB以外の作業・判断

データの抽出・分析(①-1)
ステップ2：データ群の傾向
等の分析・把握
・データ間の整合性の確認

作業内容：ステップ1で抽
出されたデータ群を対象に，
SDBクライテリアIII情報の確
認，極端なばらつきや外れ
値等のデータ間の整合性

に関する検討とデータ除外
の判断

データの抽出・分析(①-1)
ステップ2：データ群の傾向
等の分析・把握
・化学アナログの適用性の
確認

作業内容：化学アナログの
候補とのなる元素間のデー
タの傾向性や整合性に関
する分析

対象データの絞り込み(①-
2)
ステップ：パラメータ設定に
用いるデータ抽出
・固相, 液性，信頼度等の

抽出条件の設定

作業内容：上記で抽出され
たデータ群に対して，評価
対象の環境条件と不確実

性の情報，環境条件依存
性等の情報をもとに，デー
タを絞り込む条件範囲を設
定

対象データの絞り込み(①-
2)
ステップ：パラメータ設定に
用いるデータ抽出
・データ数/データ分布の

確認

作業内容：上記の設定条
件で絞り込んだデータ群に
対して，データの充足度，ヒ

ストグラムにより分布形を確
認。特殊な分布形である場
合には，その原因となる特
殊なデータ・条件等の有無
を確認。

B) SDB以外の追加情報
の検討:

・ SDBに含まれない文献

情報等の分析評価，除
外等の判断根拠

A-1) SDBクライテリアIII情報の確認と採用の判断:

・ pH, イオン強度，核種濃度，炭酸濃度等の主要な環
境条件に対するKd依存性をグラフ機能により確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存を判断（A-2), B-1)の検討を実施を判断）

A-1) 抽出データ群に対する環境依存性の分析（2）:

・ 元素ごとに重要な環境条件に対しては，特定の文
献内での信頼性の高い環境条件依存性を抽出・確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存（定量性を含む）を判断

SDBクラ イテリアIII(データ 間整合）の情報

核種濃度依存
溶液種の違い

pH，液固比

⇒特段のデータ除外の必要性はないと判断

A-1) SDB情報に基づく化学アナログの適用性情報:

・ 化学アナログの候補となる元素のデータ群の抽出と
一連の分析評価
・ 対象元素のデータとアナログ元素とのKdデータや

環境条件依存性等の比較

Csのケースは化学アナログの考慮は必要なし

B) SDB以外の追加情報
の検討:

・既存のKd設定における

化学アナログの考え方，
適用事例に関する情報

の抽出，及びそれらに基
づく判断・根拠

A-1) 対象データの絞り込み条件の設定:

・ 元素，固相の抽出条件，信頼度情報等の抽出条件
の再確認
・ pH，Eh，イオン強度，核種濃度，炭酸濃度等の絞り
込み条件設定と抽出

A-2) 絞り込み条件の緩和や特殊な除外条件の確認:

・ 左記作業による絞り込みデータの確認，条件緩和
等の検討・判断
・ データ検索機能のみでは対応できない特殊な除外
判断の根拠

H12-FRHP条件
‐ pH＝8.5

‐イオン強度＝4.0×10－3[M]

‐ Eh＝－281[mV]

詳細検索条件設定：
‐ pH⇒CsはpH依存性が顕著ではないもののpH6-10の範

囲に限定
‐ Eh⇒Csは酸化還元に敏感ではないことからEh範囲を限

定せず
‐イオン強度⇒明瞭なイオン強度依存性とデータ数の充実

を踏まえて以下の条件で絞り込み
FRHP：1×10-3～1×10-2[M]

SRHP：1×10-1～1.0[M]

‐核種濃度⇒高濃度領域では明瞭な濃度依存性が確認で
きることからCs初期濃度が1×10-5[M]以下に絞り込み

‐反応時間⇒Csの収着反応は速く反応時間依存性がない
ことから反応時間を限定せず

H12-SRHP条件
‐ pH＝8.0

‐イオン強度＝6.3×10－1[M]

‐ Eh＝－303[mV]

FRHP

SRHP

FRHP, SRHPのいずれも十分なデータ数と判断

B) SDB以外の追加情報の
検討:

・絞り込み条件設定や特殊
な除外判断に関わる文献
情報や判断・根拠

B) SDB以外の追加情報の
検討:

・絞り込み条件設定や特殊
な除外判断に関わる文献情
報や判断・根拠

A-1) 抽出データ群に対するデータ充足度の確認:

・ 絞り込まれたデータ数の確認
・ 抽出データ群の充足性，抽出条件の緩和等の判断

B) SDB以外の追加情報の検討:

・絞り込み条件設定や特殊な除外判断に関わる文献情報や判断・根拠

FRHP条件
‐ pH：6－10

‐イオン強度：1×10-3～1×10-2[M]

‐ Cs初期濃度：1×10-5[M]以下

SRHP条件
‐ pH：6－10

‐イオン強度：1×10-1～1[M]

‐ Cs初期濃度：1×10-5[M]以下

A-2) 絞り込みデータ群の分布形等の確認，及び特殊
な除外条件の確認:

・ 絞り込みデータ群のヒストグラムによる分布形の確認
・ 特殊な分布形の原因となる特殊なデータ・条件等の
有無の確認と除外判断

データ数：105

⇒十分なデータ数と判断

FRHP

SRHP

データ数：67

⇒十分なデータ数と判断

FRHP, SRHPも特殊なデータ・条件等を認めず
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表 5.6-2 実測データ群に基づく分配係数設定作業に対応した作業経緯と判断根拠の具体化（3/3） 

作業ステップ/概要 収着データベース（SDB）による作業・判断 SDB以外の作業・判断

対象データの絞り込み(①-2)
ステップ：パラメータ設定に用い
るデータ抽出
・化学アナログの適用性の判断

作業内容：前段階までのデータ
抽出，絞り込み，化学アナログ
の可能性検討等を踏まえ，あ
る元素のデータに代表させるか，
複数の元素を一括で取り扱う

かなどの化学アナログの適用
方法を判断。

パラメータの設定(①-3)
ステップ：収着パラメータと不確
実性の設定
・パラメータ設定（平均値/中央
値等）

作業内容：前段階の作業で絞
り込まれたデータ群に対する中
央値，対数平均値，保守的な
取り扱いなどの設定方法に従っ

た設定値の導出

パラメータの設定(①-3)
ステップ：収着パラメータと不確
実性の設定
・不確実性の設定（統計的扱
い）

作業内容：前段階の作業で絞
り込まれたデータ群に対する
パーセンタイル，標準偏差，保
守的な設定などの不確実性の

設定方法に従った上限・下限
値の導出

パラメータの設定(①-3)
ステップ：収着パラメータと不確
実性の設定
・保守性等の専門家判断の妥
当性確認

作業内容：前段階のパラメータ
及び不確実性の設定において
保守的取り扱い等を採用する
場合，その評価の考え方の一

貫性や他元素との整合性等の
視点で妥当性を確認

パラメータの設定(①-3)
ステップ：収着パラメータと不確
実性の設定
・バッチ－インタクト因子等の追
加補正

作業内容：前段階のパラメータ
及び不確実性の設定値に対し，
バッチ系からインタクト系/原位
置系への補正ファクターなどを

追加的に加味する必要性の判
断，補正ファクターの設定・適
用

A-1) 化学アナログの適用と方法の判断:

・ 化学アナログの適用の最終判断と根拠
・ ある特定の元素のデータに代表させる，複数の元素
のデータを一括して取り扱うなどの適用方法の決定

・ 適用方法に沿ったデータ群の絞り込みと分析

Csのケースは化学アナログの考慮は必要なし

B) SDB以外の追加情報の
検討:

・化学アナログの適用の判
断，適用方法の決定の背
景となる，既存のKd設定に
おける化学アナログの考え
方，適用事例に関する情報
の抽出，及びそれらに基づ
く判断・根拠

A-1) パラメータ設定方法の決定:

・ 前段階で絞り込まれたデータ群，分布形を踏まえた
パラメータ設定方法の決定（中央値，対数平均値，保
守的な取り扱いなど）

A-2) パラメータ設定値の導出:

・ 左記の方法に沿ったパラメータ設定値の導出結果

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

FRHP

SRHP

FRHP

SRHP

5% 25% 中央値 75% 95%
5.22×10-3 4.29×10-2 9.06×10-2 2.89×10-1 1.36×100

-2s 平均値 +2s
3.71×10-3 1.01×10-1 2.73×100

5% 25% 中央値 75% 95%
2.10×10-3 7.65×10-3 1.83×10-2 3.91×10-2 2.11×10-1

-2s 平均値 +2s
1.38×10-3 1.82×10-2 2.40×10-1

ここでは中央値を設定値として採用

B) SDB以外の設定値の
導出方法・根拠:

・SDBで導出可能な中央

値以外の設定方法につ
いて，その導出手法や設

定値導出結果等の根拠
情報

対数平均値，保守的
設定等を採用する場
合は，それらの設定
値の導出過程
（Excelデータ等）や

判断根拠（保守的取
り扱いの考え方等）

B) SDB以外の設定値の
導出方法・根拠:

・SDBで導出可能な中央

値以外の設定方法につ
いて，その導出手法や設

定値導出結果等の根拠
情報

対数平均値，保守的
設定等を採用する場
合は，それらの設定
値の導出過程
（Excelデータ等）や

判断根拠（保守的取
り扱いの考え方等）

A-1) 不確実性設定方法の決定:

・ 前段階で絞り込まれたデータ群，分布形を踏まえた
不確実性（上限値，下限値）の設定方法の決定（標準
偏差，パーセンタイル値，保守的な取り扱いなど）

A-2) 不確実性の範囲（上限値，下限値）の導出:

・ 左記の方法に沿った不確実性の範囲の導出結果

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

FRHP

SRHP

FRHP

SRHP

5% 25% 中央値 75% 95%
5.22×10-3 4.29×10-2 9.06×10-2 2.89×10-1 1.36×100

-2s 平均値 +2s
3.71×10-3 1.01×10-1 2.73×100

5% 25% 中央値 75% 95%
2.10×10-3 7.65×10-3 1.83×10-2 3.91×10-2 2.11×10-1

-2s 平均値 +2s
1.38×10-3 1.82×10-2 2.40×10-1

ここでは5，95パーセンタイル値を下限値，上限値として採用

A-1) 保守性の取り扱いの妥当性の確認:

・ データ群に対するパラメータ，不確実性（上限値・下限値）の設定にお
ける保守的取り扱いの確認

ここでは保守的取り扱いを採用せず

B) SDB以外の設定値の導
出方法・根拠:

・ 保守性の取り扱いの考え

方に照らした一貫性，元素
間の比較による整合性等
の確認
・ 上記確認を踏まえた修正
の必要性の判断・根拠

A-1) SDBデータからのバッチーインタクト因子に関する情報確認:

・SDBに含まれるデータ・文献情報に基づく分配係数の粒径依存性情
報の抽出・確認
※粒径依存性等を含む文献情報の抽出までは可能だが，粒径依存性
等のグラフ化等の機能はなく，詳細分析はB)のSDB以外で対応

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 50 100 150 200

R
d
 [
m

3
/
kg

]

Reaction time [day]

Size fraction=1-2[mm]

Size fraction=0.25-0.5[mm]

Size fraction=0.063-0.125[mm]

SDB以外からの例示
(SR-Site; Selenert et al., 2008)

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 10 20 30 40

K
d 
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3
/
kg

]

contact time [days]

SDBからの例示
(全データの平均化)

SDBからの例示
(個別文献=Byegård et al., 1998)

5

※各粒径サイズのKd値を平均してプロットしている

近似式y = 0.0242x-0.915

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.E+01

0.01 0.1 1 10

K
d 

[m
3
/
kg

]

Particle Size [mm]

Cs(log Kd average)

B) SDB以外の情報に基

づくバッチーインタクト因
子に関する情報確認:

・ SDBに含まれるデータ，

あるいはSDBに含まれ
ない文献情報に基づく分
配係数の粒径依存性情
報の抽出・分析
・ バッチーインタクト因子
の定量的評価，及び設
定値の妥当性の確認

ここでは既存データに対
する総合的な評価・判断
をもとにバッチーインタク
ト因子として0.1を適用

⇒Csデータに対して，そ
の妥当性について確認を
実施
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（3） パラメータ設定作業に関するポータルサイトの例 

本項では，パラメータ設定作業に関するポータルサイトの例を示す。まず，5.4.2で設定

したパラメータ設定フロー（図 5.4.2-2）と上記の作業経緯と判断根拠の抽出・整理結果を

もとに，ポータルサイトでの作業フローとして展開した結果が図 5.6-1～5.6-3 となる。こ

の作業フローをインターフェースとして，作業項目の選定と関連情報の参照，および関連

情報で選択した詳細情報の参照が行える。このことを，以下の作業項目を具体的な例とし

て示す。 

 

・①-1 Step1 評価対象条件に関連するデータ抽出（図 5.6-1） 

・①-1 Step2環境条件依存性や収着機構の確認（図 5.6-2） 

・①-3 パラメータ設定（平均値/中央値など）（図 5.6-3） 

 

なお，各例では 2つの画面を示しており，それぞれ以下の内容を示す。 

・上段の画面：ポータル画面での作業項目の選定と関連情報の参照 

・下段の画面：関連情報で選択した詳細情報 
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(a) ポータル画面での作業項目の選定と関連情報の参照 

 

花崗岩ーCsのKd設定事例
FRHP/FOHP, SRHP

SDB version: 2013ver.X

元素：Cs

固相グループ：granitic rocks

詳細条件設定①：固相をgranite，granodioriteに限定

A-1) SDB検索条件設定:

・ 元素＋固相グループ＋追加条件（固相等）を設定
A-2) SDB検索結果確認:

・ 検索条件に対応するデータ群を確認
・ 充足性等の1次判断（明らかなデータ不足の判断）

データ数：1080⇒十分なデータ数と判断

B) SDB以外の追加情報の検討:

・ 新規データの探索（文献情報），データ追加の判断
・ データが不足する場合には，固相条件の緩和，化学アナログの適用可能性を検討

花崗岩系のCsデータは十分なデータ群が活用可能と判断（ただし，最新でデータはできる限り追加検討するべき）  
(b) 関連情報で選択した詳細情報 

図 5.6-1 パラメータ設定作業に関するポータルサイトの例 

①-1 Step1 評価対象条件に関連するデータ抽出 
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(a) ポータル画面での作業項目の選定と関連情報の参照 

 

花崗岩ーCsのKd設定事例
FRHP/FOHP, SRHP

A-1) 抽出データ群に対する環境依存性の分析（1）:

・ pH, イオン強度，核種濃度，炭酸濃度等の主要な環
境条件に対するKd依存性をグラフ機能により確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存を判断（A-2), B-1)の検討を実施を判断）

A-1) 抽出データ群に対する環境依存性の分析（2）:

・ 元素ごとに重要な環境条件に対しては，特定の文
献内での信頼性の高い環境条件依存性を抽出・確認
・ 後段のデータ絞り込み条件等で考慮する重要な環
境条件依存（定量性を含む）を判断

B) SDB以外の追加情報の検討:

・ SDBに含まれない環境条件依存性に関する文献情報等の抽出・確認
・ 元素ごとの収着メカニズムに関する知見の整理情報（既往のKd設定レポート，
個別文献情報等）

イオン強度依存性

pH依存性

核種濃度依存性

⇒pH依存性は顕著でない

⇒明瞭なイオン強度依存性

⇒高濃度領域において
明瞭な核種濃度依存性

 
(b) 関連情報で選択した詳細情報 

図 5.6-2 パラメータ設定作業に関するポータルサイトの例 

①-1 Step2 環境条件依存性や収着機構の確認 
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(a) ポータル画面での作業項目の選定と関連情報の参照 

 

花崗岩ーCsのKd設定事例
FRHP/FOHP, SRHP

A-1) パラメータ設定方法の決定:

・ 前段階で絞り込まれたデータ群，分布形を踏まえた
パラメータ設定方法の決定（中央値，対数平均値，保
守的な取り扱いなど）

A-2) パラメータ設定値の導出:

・ 左記の方法に沿ったパラメータ設定値の導出結果

B) SDB以外の設定値の導出方法・根拠:

・SDBで導出可能な中央値以外の設定方法について，その導出手法や設定
値導出結果等の根拠情報

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

Cs(I)

5%,25%,75%95%
平均値±2s

FRHP

SRHP

FRHP

SRHP

5% 25% 中央値 75% 95%
5.22×10-3 4.29×10-2 9.06×10-2 2.89×10-1 1.36×100

-2s 平均値 +2s
3.71×10-3 1.01×10-1 2.73×100

5% 25% 中央値 75% 95%
2.10×10-3 7.65×10-3 1.83×10-2 3.91×10-2 2.11×10-1

-2s 平均値 +2s
1.38×10-3 1.82×10-2 2.40×10-1

対数平均値，保守的設定等を採用する場合は，それらの設定値
の導出過程（Excelデータ等）や判断根拠（保守的取り扱いの考
え方等）

ここでは中央値を設定値として採用

 
(b) 関連情報で選択した詳細情報 

図 5.6-3 パラメータ設定作業に関するポータルサイトの例 

①-3 パラメータ設定（平均値/中央値など） 
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5.7 まとめと今後の課題 

本章では核種移行パラメータ設定の方法論について，特に不確実性の明確化と取り扱い

に着目して，以下の(1)～(5)の検討を実施した。 

 

（1）間隙水組成の不確実性検討のための変動解析 

緩衝材間隙水組成の不確実性検討のための変動解析として，降水および海水起源の地下

水を中心に，pH，炭素濃度および硫黄濃度（海水系のみ）を変化させて，間隙水組成がど

れほど変化するかについて調査した。海水系地下水から導出された緩衝材間隙水の組成は，

緩衝材の化学的緩衝作用により pHは 6～9程度に収束するが，炭素および硫黄濃度は収束

しきれず大きな変動幅を持つことになった。候補サイトでの概要調査においては，現実的

な評価をするためにも，正確な実測データを取得し，その値を基に地下水組成を設定する

必要があると考えられた。一方，降水系地下水から導出された緩衝材間隙水の組成は概ね

一定であった。第 2次取りまとめで使用した間隙水モデルについては課題も指摘されてい

ることから，今後間隙水モデルの再構築の検討が課題であると考えられる。 

 

（2）溶解度算出に対する間隙水組成の不確実性検討 

溶解度設定において考慮すべき不確実性を検討するため，海水系地下水で得られた pH，

炭素濃度および硫黄濃度の変動幅に基づき，重要元素の溶解度の変動幅を導出した。得ら

れた変動幅の大小は元素によって異なり，最大で 2桁もの変動幅が得られた元素があった。

また，諸外国における溶解度評価の不確実性の最新の例として，スウェーデン核燃料・廃

棄物管理会社（SKB）が取りまとめた安全評価報告書（SR-Site）の溶解度評価について調

査し，評価手法そのものは本研究と同様であること，確率論的な溶解度評価は地下水組成

の確率論的分布に基づいて行われていることがわかった。さらに，第 2次取りまとめにお

ける溶解度設定値が非保守的であると懸念される元素について，国内の専門家についてご

意見を賜り，今後の溶解度設定に資する情報として整理した。特にウランについては，溶

解度設定手法の見直しが必要であると考えられるものの，熱力学データの信頼性について

も疑問が残ることから，処分環境に近い実測データの取得などの検討が必要と考えられる。 

 

（3）分配係数設定手法と不確実性評価手法の方法論の調査検討 

分配係数の設定については，岩石の分配係数設定における不確実性の取り扱いなどに着

目しつつ，フィンランド Posiva の最新の性能評価報告書（TURVA-2012）における岩石の

分配係数パラメータの設定手法を調査した。また，これまで調査してきたスウェーデン

SKBやスイスNagraの事例を含め，一連の海外事例調査の比較・分析結果をもとに，岩石

の分配係数設定と不確実性評価の方法論や今後の課題や留意事項などを整理した。さらに，

これらの諸外国の事例調査から得られた知見を反映しつつ，岩石の分配係数パラメータ設

定と不確実性評価の方法論を整理するとともに，花崗岩/降水系地下水における Cs と Am

の分配係数を事例に，不確実性の取り扱いを含めたパラメータ設定手法の具体例を提示し
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た。今後は，多様な核種と環境条件，岩種のバリエーションなどへの対応方法を検討する

とともに，概要調査段階における地質環境調査と性能評価とも関連付けつつ，データ取得

計画なども含めた核種移行パラメータ設定を具体化していくことが望まれる。 

 

（4）セメント影響に着目した緩衝材の分配係数/不確実性の設定手法の調査検討 

システム変遷にかかわる不確実性要因として，セメント系材料が緩衝材の分配係数に及

ぼす影響評価について，国内外の性能評価上の取り扱い，既存の関連データの調査，一部

検証のためのデータを取得・拡充しつつ，パラメータ設定を試行した。セメント影響によ

る高 pH 領域および変質ベントナイトに対する分配係数については，国内外の最新の知見

を集めても，データは非常に限られており，信頼性の高いパラメータ設定を行うためには，

データの拡充が求められる。また，高 pH 領域や変質系のデータ取得評価の信頼性評価，

収着メカニズムや環境条件依存性の理解，圧縮系とバッチ系の整合性などの課題について，

今後の調査検討がさらに必要と考えられる。 

 

（5）パラメータ設定の作業経緯と判断根拠の整理 

核種移行パラメータ設定フローに沿った作業・根拠情報の一元的管理による透明性と追

跡性を含む品質確保，それらの情報の電子化によるパラメータ設定の手法の共有や協働作

業の支援・促進といった意義を確認しつつ，核種移行パラメータにおける一連の複雑な作

業・判断プロセスの整理・電子化を検討した。分配係数の設定フローのうち，実測データ

群に基づく設定フローに焦点をあて，品質管理などの観点から重要な情報を抽出するとと

もに，シナリオ構築課題の中で検討された電子化体系に沿ったポータルサイトとコンテン

ツの試作を行った。今後は，今回作成した電子化情報の有効性の確認と必要な改良を進め

つつ，分配係数設定フローの全体への拡張を検討し，継続的に活用可能なツールとして検

討していくことが望まれる。 
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第6章 おわりに 

JAEAおよびNUMOは，2012年度に引き続き，JAEAがこれまで蓄積してきた技術やノ

ウハウを，NUMOが今後行う精密調査地区の選定などの処分事業に直接適用できるよう，

実施主体の視点に沿って実用化を図っていくことを目的として，概要調査段階における処

分場の設計・性能評価に関連する主要な以下の技術テーマについて検討した。 

 

(1) 水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法に関する検討（3章） 

(2) シナリオの構築方法に関する検討（4章） 

(3) 核種移行パラメータの設定に関する検討（5章） 

 

(1)水理の観点からみた母岩の適性を評価する方法に関する検討については，2013年度は，

母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリーの拡充を進めるために，SR-Site

における地質構造モデル構築手法の事例，瑞浪超新地層研究所計画により取得されたデー

タを活用した水理地質構造モデル構築手法の事例，幌延深地層研究所周辺を対象とした水

理地質構造モデル構築の事例，NUMOと米国 LBNL（Lawrence Berkeley National Laboratory）

の共同研究により実施された Fault Zone Hydrology Projectにおける調査と水理地質構造モ

デル構築事例などを調査し，得られた知見を評価ツリーとして整理した。また，評価ツリ

ーの適用方法の例示として，第２次取りまとめの設定，SR-Siteの情報，Fault Zone Hydrology 

Projectの情報を活用した水理地質構造モデルの不確実性検討やそれらが評価項目の算出結

果に与える影響，設計や性能評価の観点を考慮した評価項目算出条件の検討などについて

検討した。さらに，母岩特性を評価する手法の体系的整備に向けた評価ツリーの構築とそ

の適用事例について，国内外の専門家と意見交換を行った。その結果，水理の観点から母

岩としての適性を評価するための手順の具体化をすするとともに，評価手法の高度化に向

けた課題を整理した。 

 (2) については，昨年度作成した状態設定手順を実務的な観点から改良するとともに，

緩衝材を対象として，具体的な情報を用いた試行を行った。また，状態設定にかかわる多

様なプロセス情報を体系的に整理する方法について検討した。さらに，基盤的な知見の拡

充としてパイピングなどの緩衝材に関する知見を整理するとともに，緩衝材へのセメント

影響と，溶存ケイ酸濃度の変化がガラス溶解挙動に及ぼす影響について，不確実性要因の

影響を検討するための解析を実施した。(3)については，母岩の分配係数を対象として，堆

積岩に対する国内外の事例調査を実施したうえで，半定量的条件変換手法や収着モデルの

活用を含む分配係数パラメータ設定手法を整理し，幌延の堆積岩への適用事例（Cs, Ni, Am, 

Th）および花崗岩への適用評価（U）を通じて，構築した設定フローの妥当性や課題を確

認した。さらには，溶解度について，溶解度制限固相の決定という観点から設定方法を検

討するとともに，Se，Np，Uを対象とした試行を行い，設定方法の妥当性や課題を確認し

た。さらには，諸外国における溶解度設定方法や天然地下水中の溶存濃度の解釈に関する
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調査を行うとともに，母岩の分配係数と溶解度の設定にかかわる情報を体系的に整理する

ための方法論を検討した。 

本共同研究の成果は，当該段階における設計・性能評価の主要な技術についての方法論

の具体化に資するものである。また，本共同研究を通じて，事業の観点から必要な課題と

今後の計画（基盤研究開発へフィードバックを含む）を明らかにした。さらに，本共同研

究は，従来から進めてきた情報交換に加え，ワーキンググループ形式などによる協働作業

は，JAEAからNUMOへの技術移転の一助として有効であった。 
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